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はじめに 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構においては、被評価プロジェ

クトごとに当該技術の外部専門家、有識者等によって構成される研究評価分科会を

研究評価委員会によって設置し、同分科会にて被評価対象プロジェクトの研究評価

を行い、評価報告書案を策定の上、研究評価委員会において確定している。 

 

本書は、「低炭素社会を実現する超低電圧デバイスプロジェクト」の中間評価報告

書であり、第３１回研究評価委員会において設置された「低炭素社会を実現する超

低電圧デバイスプロジェクト」（中間評価）研究評価分科会において評価報告書案を

策定し、第３３回研究評価委員会（平成２４年１１月１３日）に諮り、確定された

ものである。 
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公開セッション 

１．開会、分科会の設置、資料の確認 

２．分科会の公開について 

３．評価の実施方法と評価報告書の公開について 

４．プロジェクトの概要説明 

非公開セッション 

５．プロジェクトの詳細説明 

６．実用化、事業化の見通しについて 

７．全体を通しての質疑 

公開セッション 

８．まとめ・講評 

９．今後の予定、その他 

１０．閉会 

 

● 第３３回研究評価委員会（平成２４年１１月１３日） 
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評価概要 

 

１．総論 

１）総合評価 

本プロジェクトは、BEOL（Back End Of Line）デバイスを中心として様々な展

開が期待できる研究テーマを取り上げ、研究体制を構築し、SCR（Super Clean 

Room）施設およびつくば地区の研究環境を有効に活用することにより、短期間にも

拘わらず世界トップレベルの研究成果を挙げ中間目標をほぼ達成した。我が国の半

導体産業再興への核となり得る技術が育成されつつある。早期の実用化が達成でき

れば日本の LSI （Large-Scale Integration）競争力復活に寄与する可能性がある。 

一方、LSI はデバイス・回路・システムの 3 つの連携が重要であり、システムと

して実現させるためにはデバイス要素技術の開発だけでなく回路技術の開発も不可

欠である。メモリの実用化を早めるためにも、書込み・読出しに必要な周辺回路や、

既存の IP[FEOL（Front End of Line）]との整合性についてもプロジェクト内で検

討の対象に入れるべきではないか。また、新しい材料や製造方法を用いるため、現

象の解明とともに低コスト化の検討も重要である。要素プロセス・材料技術開発と

しては大きな成果が期待されるが、プロジェクト終了時までに受け入れる企業側の

事業戦略を具体的に示す必要がある。最終目標に向けては、実用化・事業化を視野

に入れた開発をさらに意識する必要があり、そのための課題および体制を十分に検

討し、必要なら研究計画の柔軟な見直しを行われたい。横の連携を一層密にするこ

とにより、全体としてより大きなストーリーが描けないだろうか。 

事業化において外国企業へ LSI の生産委託を行い、そのデバイスを活用する場合

には、ライセンスを含めた技術移転の戦略を今から構築しておく必要がある。クロ

スライセンスの観点からも、有用技術については余さず特許化を図り、知的財産の

確保に一層注力していくことが望まれる。 

 

２）今後に対する提言 

プロジェクト終了後の実用化・事業化には様々な形態が考えられるので柔軟に対

応する必要があり、技術移管想定先の事業部門とも協議を重ねられたい。BEOL プ

ラットフォームは、LEAP（Low-power Electronics Association & Project）内部の

みならず、プロジェクト終了後も参加企業の互換性のあるファウンドリのサテライ

ト BEOL として提供し、広く我が国の SOC（System on Chip）設計に展開し、海

外に技術優位差をつけて産業創造に貢献するべきと考える。 

また、デバイスの能力を 100%発揮可能な、周辺回路の開発と設計者が容易にこ

の超低電圧デバイスを取り扱える EDA（Electronic Design Automation）環境をプ

ロジェクト期間内に整備することが重要である。 

プログラマブルロジックデバイスに関しては、本プロジェクトは基本的にプロセ
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ス・デバイス技術のプロジェクトであるので、デバイス開発のめどがつき次第、本

格的な大規模プログラマブルロジックデバイスの設計や CAD 開発の新たなプロジ

ェクトをスタートさせるべきではないか。 

個別テーマには新規性の高いデバイス技術も含まれていることから、官学の関連

研究機関とも連携し、材料科学や固体物理に係る基礎研究面の掘り下げを行なうこ

とが必要であろう。既存デバイスの代替に際しては、製造歩留まりが成否の一因と

なるので、実素子レベルでの評価データを蓄積し、デバイスとしての将来性、収益

性を見極めることが重要である。 

さらに、国際競争力の強化という観点から、技術の囲い込み（技術流出の防止）

についての有効的かつ具体的なシナリオを描いて欲しい。知的財産の確保は不可欠

であり、特に外国特許出願を強化して、企業の競争力強化に役立てる必要がある。 

 

２．各論 

１）事業の位置付け・必要性について 

今後予測される高度情報化の急進に対して情報機器の総消費電力を抑制するため

には、既存技術の延長では限界があり、革新的なデバイス原理の探索とそのデバイ

ス化技術の確立が必要である。また、本プロジェクトは、バックエンドプロセスを

中心に、日本が強い材料を主体としたプロジェクトであり、その中心となる不揮発

デバイスはメモリの革新を生むだけでなく、今後にますます重要性を増すプログラ

マブルロジックデバイスに繋がるものである。当該目標達成に整合した各テーマを

厳選しており、IT イノベーションによる新規事業展開に繋がる可能性があり、かつ

個々の企業が取り組むには資金面や技術普及のためのリスクが大きいことから

NEDO の事業として妥当である。 

 

２）研究開発マネジメントについて 

本プロジェクトは目標設定段階から十分な計画検討がなされ、集中研としての効

率のよい研究体制としてマネジメントされている。また、独立性の高い各個別テー

マに対し、各年次毎に適切な重点配分が行われており、戦略的な開発スケジュール

が策定されている。 

一方、中間目標が研究の予想到達点を示しているだけで、開発のマイルストーン

になってないテーマや、最終目標に向けての計画に具体性が欠けるテーマがある。

また、事業計画は相手先がはっきりしない限り不明な点はどうしても残ってしまう

ため致し方ない点もあるが、開発された技術を守る上での特許のアライアンスやビ

ジネスモデルが現在の所、引継ぎ先企業に任されており不明な点がある。 

最終目標を確実に達成することと、並行して、デバイスとしての実用化、事業化

のために実用化を担当する各企業の内部体制を早く確立していただきたい。研究開

発項目ごとの研究マネジメントだけでなく、研究開発項目間のシナジー効果を発揮

できるような研究マネジメントが望まれる。 

 



 

6 

３）研究開発成果について 

短期間の研究期間にも拘わらずさらに震災の影響を克服して、プロジェクト全体

としては、革新的な新規材料、新規デバイスの開発を含む高い水準の中間目標の達

成に成功している。また、開発成果は世界のトップレベルにあると認められ、LSI

市場にもたらすインパクトは大きく市場の創造につながると考えられる。今後の課

題や具体的施策は明確化されており、最終目標達成の可能性は高い。 

一方、デバイス技術に比べ、それらを有効に活用する周辺回路技術の開発は今後

の計画での実施になっているが、十分にデバイス能力を活用できる回路技術の開発

を目指していただきたい。また、特許出願件数、特に外国出願件数が少ない。成果

を参加企業の内製よりもファウンダリー等の他企業へライセンスし、製造委託する

ものについては、知財戦略がやや不明確である。我が国の産業競争力をいかに確保

するか、知財をいかに囲い込みむか、知財の流出をいかに防ぐか明確なシナリオを

描いてほしい。 

 

４）実用化、事業化の見通しについて 

実用化・事業化の企業が想定されており、技術移管先との連携も概ね良好である。

また、各デバイスは、300mm ウェハプロスセスに適用可能な製造プロセスを基盤と

して試作されており、幾つかのデバイスについては信頼性・歩留り等においても実

用レベルの特性が実現されつつある。本プロジェクトが目指す省電力型情報機器は、

カーエレクトロニクス、センサネットワーク、高性能サーバ、大容量データセンタ

ーなどの様々な応用分野に適用可能である。 

一方、現在の連携は企業の研究開発部門が中心のようであるため、今後は事業部

門・製造部門の責任者を含めた連携の努力をして、研究者の移管を含めた前倒しの

計画で臨んでほしい。また、実用化、事業化を担当する各企業の具体的な取組みが

提示されていない。そのため、実用化・事業化を視野に入れた後半の計画が具体性

に欠ける項目が見受けられるので、さらなる検討を重ねられたい。 

プロジェクト開始前に比べても移管先企業の情勢が急変しており、いくつかの企

業において半導体製造は、半導体設計製造企業、あるいはファンダリ企業への委託

になる可能性があり、事業化戦略では知財を含め、ライセンスやアライアンス戦略

が現状を明確にする必要がある。また、デバイスメーカーの内製および外部委託の

戦略も明確にする必要がある。



 

7 

研究評価委員会におけるコメント 

 

第３３回研究評価委員会（平成２４年１１月１３日開催）に諮り、以下のコ

メントを評価報告書へ附記することで確定した。 

 

● NEDO は、参画している各企業の持つビジネスモデル及びその課題を把

握した上で、将来のビジネス展開に繋がるようなマネジメントをしてい

ただきたい。 

● 本研究は、企業の研究部門が前面に出ているが、研究部門と事業化部門

には大きなギャップがあるということを十分に認識した上で、NEDO が

リーダーシップをとって、技術戦略の立案と研究開発マネジメントをし

て欲しい。 

 

 

 

 

 



 

8 

研究評価委員会 

委員名簿（敬称略、五十音順） 

 

職 位 氏 名 所属、役職 

委員長 西村 吉雄 技術ジャーナリスト 

委員長

代理 
吉原 一紘 

オミクロンナノテクノロジージャパン株式会社 

最高顧問 

委員 

安宅 龍明 
一般社団法人ナノテクノロジービジネス推進協議会 

企画運営推進会議 副議長 

伊東 弘一 
学校法人早稲田大学 理工学術院 総合研究所 

客員教授（専任） 

稲葉 陽二 学校法人日本大学 法学部 教授 

尾形 仁士 三菱電機株式会社 社友 

小林 直人 学校法人早稲田大学 研究戦略センター 教授 

佐久間一郎 
国立大学法人東京大学 大学院工学系研究科⁷

療福祉工学開発評価研究センター　センター長／教授

佐藤 了平 
国立大学法人大阪大学 大学院工学研究科 マテリア

ル生産科学専攻（システムデザイン領域担当） 教授 

菅野 純夫 
国立大学法人東京大学 大学院新領域創成科学研究科 

メディカルゲノム専攻 教授 

宮島  篤 国立大学法人東京大学 分子細胞生物学研究所 教授 

吉川 典彦 
国立大学法人名古屋大学 大学院工学研究科 マイク

ロ・ナノシステム工学専攻 教授 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1章 評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この章では、分科会の総意である評価結果を枠内に掲載している。なお、枠
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１．プロジェクト全体に関する評価結果 

１．１ 総論 

１）総合評価 

本プロジェクトは、BEOL（Back End Of Line）デバイスを中心として様々

な展開が期待できる研究テーマを取り上げ、研究体制を構築し、SCR（Super 

Clean Room）施設およびつくば地区の研究環境を有効に活用することにより、

短期間にも拘わらず世界トップレベルの研究成果を挙げ中間目標をほぼ達成し

た。我が国の半導体産業再興への核となり得る技術が育成されつつある。早期

の実用化が達成できれば日本の LSI（Large-Scale Integration）競争力復活に

寄与する可能性がある。 

一方、LSI はデバイス・回路・システムの 3 つの連携が重要であり、システ

ムとして実現させるためにはデバイス要素技術の開発だけでなく回路技術の開

発も不可欠である。メモリの実用化を早めるためにも、書込み・読出しに必要

な周辺回路や、既存の IP[FEOL（Front End of Line）]との整合性についても

プロジェクト内で検討の対象に入れるべきではないか。また、新しい材料や製

造方法を用いるため、現象の解明とともに低コスト化の検討も重要である。要

素プロセス・材料技術開発としては大きな成果が期待されるが、プロジェクト

終了時までに受け入れる企業側の事業戦略を具体的に示す必要がある。最終目

標に向けては、実用化・事業化を視野に入れた開発をさらに意識する必要があ

り、そのための課題および体制を十分に検討し、必要なら研究計画の柔軟な見

直しを行われたい。横の連携を一層密にすることにより、全体としてより大き

なストーリーが描けないだろうか。 

事業化において外国企業へ LSI の生産委託を行い、そのデバイスを活用する

場合には、ライセンスを含めた技術移転の戦略を今から構築しておく必要があ

る。クロスライセンスの観点からも、有用技術については余さず特許化を図り、

知的財産の確保に一層注力していくことが望まれる。 

 

〈肯定的意見〉 

○ 準備段階から BEOL デバイスとして様々な展開が期待できるテーマ・実

施者および研究体制を検討し、SCR 施設およびつくば地区の研究環境を

有効に活用して、短期間にも拘わらず世界トップレベルの研究成果を挙げ

ることにより中間目標をほぼ達成した。 

○ 個別テーマ毎の技術開発は非常に順調であり、レベルは世界的にトップで

ある。我が国の半導体産業再興への核となり得る技術が育成されている。

その意味では心強い。また、BEOL プラットフォームのように新たな世

代に向けた技術インフラの整備に取り組んだことも評価できる。 
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○ デバイス技術に関しては独自技術に基づいて高性能化されている。信頼性

等も考慮されており着実な開発がなされている。早期の実用化が達成でき

れば日本の LSI 競争力復活に寄与すると思われる。 

 

○ ロジックからストレージに至る情報階層全体を対象とし、その構成要素で

ある様々な機能デバイスの低電圧・省電力化に向けた高い水準の数値目標

が設定され、ほぼ全ての個別テーマにおいて中間目標が達成されている。

デバイス構造の微細化に代わる新しい機軸として、高度情報社会の持続的

発展に不可欠な情報機器消費電力の低減を掲げ、これを具現する新規デバ

イスに係る様々な革新的技術の開発に成功している。新規材料、新規デバ

イスを対象とする先端的な研究開発でありながら、300mm ラインでの製

造プロセス開発や、特性ばらつき、繰り返し動作特性に関する評価検証等、

量産性・実用化を強く指向した開発努力がなされている点は高く評価でき

る。各開発デバイスに適用できる汎用の製造・設計基盤技術を、プロジェ

クトの 1 テーマとして並行開発することで、複合型のプロジェクト開発が

効率的に推進されている。 

○ 中間評価の目標に対しては、各グループとも達成している。各社から出向

して技術開発に専念されている技術者の方々に敬意を表する。我が国の経

済状況の中で、LEAP のテーマの事業化の見通しは厳しいものがあるが、

各事業会社の代表の方からの説明により、それぞれ各社の事業戦略に組み

込むという力強いコミットメントがあったので、成功を期待したい。 

○ 我が国半導体製造の産業界における地位が低下しつつある現況において、

予算の確保に尽力された方々に、先ず敬意を表したい。不揮発性ランダム

アクセスメモリの開発は、動作待機時の無駄な消費電力を使うことなく半

導体素子のメリットを最大限に活用できる技術の開発であり、「低炭素社

会の実現」という大きな目的に合致する。今後の半導体素子による電子機

器の多様化、小型化、需要の拡大を考えると技術開発の意義は大きい。ま

た不揮発性半導体素子の開発は、情報の記憶に半導体トランジスタを採用

した当初からの悲願であり、実用化した際のインパクトは非常に大きい。

最終目標の達成に向けて、今後とも着実に研究開発を進めてほしい。 

○ フロントエンドプロセスにおいてはファウンドリを中心とした世界標準

化が進んでおり、技術の特長を出せなくなっている今日において、本プロ

ジェクトはバックエンドプロセスを中心に、日本が強い材料の開発を主体

としたプロジェクトであり、その中心となる不揮発デバイスはメモリの革

新を生むだけでなく、今後にますます重要性を増すプログラマブルロジッ

クデバイスに繋がるものであり、IT イノベーションを生じる可能性は高
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い。また、新規なデバイスを 0.4V 程度の低電圧で動作させることを必須

要件にしていることも、今後低消費電力化が非常に重要になってくること

を鑑みると適切な目標であると言える。また、総じて中間目標を達成して

おり、技術レベルは世界トップであるとともに、非常に独創的な技術が多

く、研究担当者の士気も高い点は大いに評価すべきことである。 

 

〈問題点・改善すべき点〉 

● 実際に後配線工程で論理回路の上部に積層可能とされているが、まだ十分

に実証や検証がなされているとは言えない。新しい材料や製造方法を用い

るため、実際に低コスト化が可能か、不安が残る。 

● デバイスとして実現させるためには、要素技術の開発だけでなく周辺回路

技術の開発も不可欠であり、後者の開発をすべて個々の企業に任せていて

は実用化に時間がかかり過ぎ、機宜を失する恐れがある。実用化を早める

ためにも、書込み・読出しに必要な周辺回路や、既存の IP[FEOL（Front 

End of Line）]との整合性についても検討の対象に入れるべきと思われる。 

● 要素プロセス・材料技術開発としては大きな成果が期待されるが、プロジ

ェクト終了時までに事業化する会社側の戦略を具体的に示す必要がある。 

● 最終目標に向けては、実用化・事業化を視野に入れた開発をさらに意識す

る必要があり、そのための課題および体制を検討し、必要なら研究計画の

柔軟な見直しもされたい。 

● 一部のテーマにはフロントエンドプロセスにおけるトランジスタの開発

が含まれるが、今後日本での生産ができなくなるので、ファウンダリーメ

ーカーへの技術移転をより真剣に考えるべきである。バックエンドプロセ

スにおける不揮発デバイスやプログラマブルデバイスにおいても、研究実

施者は生産ができず、生産委託を行い、そのデバイスを活用する立場にな

るため、ライセンスなどの技術移転の戦略を今から構築しておく必要があ

るものと思われる。また、それに関連し、知財戦略が不明確であり、その

構築が急がれる。微細化に伴い SOC （System on a Chip）の開発費が高

騰し、少数ロットのロジック LSI は今後開発できなくなる恐れがあるた

め、開発費が安いプログラマブルロジックデバイスは、社会インフラの整

備のためにも、これから必須の技術になるものと思われる。したがって、

日本国全体の発展のためにも新たな FPGA の開発をより大きな規模で行

うべきではなかろうか。各テーマ毎に参加企業の担当が明確になっており、

責任を持った開発ができてはいるが、各テーマ間や参加企業間の連携が少

なく、プロジェクト全体としてのシナジー効果が少ないのではないか。も

っと横の連携を図り、全体として大きなストーリーが書けるようになるこ
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とを望みたい。 

● クロスライセンスの観点からも、有用技術については余さず特許化を図り、

知的財産の確保により注力していくことが望まれる。 

● 技術的な側面では、基本的なデバイス物理、プロセスのための表面科学、

物性物理、と言った基本的な知見の追求がもっと必要であるように思う。

半導体メーカーの支援以上の成果を視野に入れるべきである。個別課題は

どれも既存のデバイス、MRAM （Magnetic Random Access Memory）、

PRAM （Phase change Random Access Memory）、FPGA （Field- 

Programmable Gate Array）、LOGIC （ロジック）等に向けた新技術と

なっている。開発目標としてはそれでよいが、新現象、新材料、新構造、

を使っているのであるから、国費で実施している以上、特定の実施者を想

定しない既知ではない機能を持った新しいデバイスの発明を検討するこ

とも必要だと考える。新たな起業、産業への展開が可能なシステムを考え

るべきである。 

 

〈その他の意見〉 

・ LSI はデバイス・回路・システムの 3 つの連携が重要であり、できるだけ

デバイス技術と平行して回路とシステムの開発も進めて早期の実用化を

実現していただきたい。 

・ 企業からの事業化想定計画も出されてはいるが、研究開発部門だけでなく

事業部門のコミットがあれば計画の実現性は高くなる。 

・ 超低電圧デバイスという観点からみると、項目 5 のナノトランジスタ構造

デバイスも入ることになるが、他の項目がすべて BEOL に関わった技術

なので、一緒に扱うには違和感がある。重要な技術であることには変わり

がなく、かつ産学官の英知の結集を必要とする項目であるので、他の

FEOL に関わる必要技術も抽出して独立したプロジェクトとして取上げ

るべきであろう。 

・ 大昔の超 LSI 研究組合の事業モデルを未だに踏襲していることに驚く。 
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２）今後に対する提言 

プロジェクト終了後の実用化・事業化には様々な形態が考えられるので柔軟

に対応する必要があり、技術移管想定先の事業部門とも協議を重ねられたい。

BEOL プラットフォームは、LEAP（Low-power Electronics Association & 

Project）内部のみならず、プロジェクト終了後も参加企業の互換性のあるファ

ウンドリのサテライト BEOL として提供し、広く我が国の SOC（System on 

Chip）設計に展開し、海外に技術優位差をつけて産業創造に貢献するべきと考

える。 

また、デバイスの能力を 100%発揮可能な、周辺回路の開発と設計者が容易に

この超低電圧デバイスを取り扱える EDA（Electronic Design Automation）環

境をプロジェクト期間内に整備することが重要である。 

プログラマブルロジックデバイスに関しては、本プロジェクトは基本的にプ

ロセス・デバイス技術のプロジェクトであるので、デバイス開発のめどがつき

次第、本格的な大規模プログラマブルロジックデバイスの設計や CAD 開発の新

たなプロジェクトをスタートさせるべきではないか。 

個別テーマには新規性の高いデバイス技術も含まれていることから、官学の

関連研究機関とも連携し、材料科学や固体物理に係る基礎研究面の掘り下げを

行なうことが必要であろう。既存デバイスの代替に際しては、製造歩留まりが

成否の一因となるので、実素子レベルでの評価データを蓄積し、デバイスとし

ての将来性、収益性を見極めることが重要である。 

さらに、国際競争力の強化という観点から、技術の囲い込み（技術流出の防

止）についての有効的かつ具体的なシナリオを描いて欲しい。知的財産の確保

は不可欠であり、特に外国特許出願を強化して、企業の競争力強化に役立てる

必要がある。 

 

〈今後に対する提言〉 

・ 本プロジェクトの最終目標が達成された後の実用化・事業化には様々な形

態が考えられるので柔軟に対応する必要がある。技術移管想定先の事業部

門とも協議を重ねられたい。知的財産の確保は不可欠であり、特に外国特

許出願を強化して、技術移管した企業の競争力強化に役立てる必要がある。 

・ 税金で建設された BEOL プラットフォームを LEAP プロジェクト内部で

有効活用するのは当然であるが、プロジェクト終了後も、参加企業の互換

性のあるファウンドリのサテライト BEOL として提供し、広く我が国の

SOC 設計に展開し、技術優位差をつけて産業創造に貢献するべきと考え

る。 

・ デバイスの能力を 100%発揮可能な、周辺回路の開発と設計者が容易にこ
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の超低電圧デバイスを取り扱える EDA 環境の整備が重要。また、本開発

技術の多くは他社に生産委託が前提と伺っているが、ビジネスとしていか

に技術流出を防ぎながら、生産委託を実現するかのビジネスモデルも構築

する必要がある。 

・ グラフェンなどによる微細配線技術は本プロジェクト終了後すぐに実用

化にいたるとは思われない。しかし、必要なことではあるので、性急な事

業化・実用化の取り組みを求めず、次のステップは実用化に関する研究を

継続したらどうかと思われる。また、プログラマブルロジックデバイスに

関しては、本プロジェクトは基本的にプロセス・デバイス技術のプロジェ

クトであるので、デバイス開発のめどがつき次第、本格的な大規模プログ

ラマブルロジックデバイスの設計や CAD （Computer Aided Design）開

発のプロジェクトをスタートさせるべきだと思われる。 

・ 個別テーマには新規性の高いデバイス技術も含まれていることから、官学

の関連研究機関とも連携し、材料科学や固体物理に係る基礎研究面の掘り

下げを行なうことが必要に思われる。既存デバイスの代替に際しては、製

造歩留まりが成否の一因となるので、実素子レベルでの評価データを蓄積

し、デバイスとしての将来性、収益性を見極めることが重要と思われる。

本プロジェクトサイドで設定されている最終目標と、システムレベルでの

アプリケーションサイドからの要求仕様との整合を念頭におき、両サイド

間の双方向の情報交換を密に行ない、必要に応じて設定目標値や目標事項

の見直しを行なう等、弾力的な開発推進が望まれる。 

・ 先にも述べたが、FEOL に関わる必要な要素技術は多々ある。独立したプ

ロジェクトとして取上げてほしい。 

・ 国費を使用し、半導体産業の再興に結びつくような技術の研究開発を行う

のであるから、少なくとも我が国半導体産業の将来像を参加者が共有する

ことが必要である。スマートグリッドを考えれば明らかであるが、すでに

半導体産業が半導体産業として独立した産業として語られる時代は終わ

っている。上位産業と結びついた産業エコシステムを踏まえた事業の在り

方をもっと議論し、その上で参加のための規則を整備する必要がある。よ

り長期的で論理的、かつ柔軟なプロジェクト構造が必要。これまでのプロ

ジェクトについて社会科学（技術経営学、技術社会学）の観点からの分析

を行い、より戦略的な展開を検討する必要があるように考える。思いつき

の提言を取捨選択する段階ではない。 

 

〈その他の意見〉 

・ 国際競争力の強化という観点から、技術の囲い込み（技術流出の防止）に
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ついての有効的かつ具体的なシナリオを描いていただきたい。国際摩擦を

恐れずに、最終製品に近いレベルまでも含んだ産学官連携のプロジェクト

を再び立ち上げても良い時期に来ているのではないか。 

・ わが国のエレクトロニクス企業を取り巻く環境は厳しさを増しており、本

プロジェクトの成果をこの状況を乗り越える切り札にするためにはプロ

ジェクト終了後の継続的な支援が必要であろう。 

・ 本プロジェクトにおける異なるデバイス分野の連携が、各デバイスを統合

した省エネルギー情報システムの構想にまで発展していくことを期待す

る。 

・ NEDO の他プロジェクトの関連ももっと検討する必要がある。プロジェ

クト間での波及効果をもっと考慮すべきと考える。 



 

 
1-8 

１．２ 各論 

１）事業の位置付け・必要性について 

今後予測される高度情報化の急進に対して情報機器の総消費電力を抑制する

ためには、既存技術の延長では限界があり、革新的なデバイス原理の探索とそ

のデバイス化技術の確立が必要である。また、本プロジェクトは、バックエン

ドプロセスを中心に、日本が強い材料を主体としたプロジェクトであり、その

中心となる不揮発デバイスはメモリの革新を生むだけでなく、今後にますます

重要性を増すプログラマブルロジックデバイスに繋がるものである。当該目標

達成に整合した各テーマを厳選しており、IT イノベーションによる新規事業展

開に繋がる可能性があり、かつ個々の企業が取り組むには資金面や技術普及の

ためのリスクが大きいことから NEDO の事業として妥当である。 

 

〈肯定的意見〉 

○ 国内総発電量に占める情報機器の消費電力は急激な増加傾向にあること

から、その対策は地球環境やエネルギー資源枯渇問題などの観点からも喫

緊の課題であり、NEDO の事業として取り組むプロジェクトとして妥当

である。今後予測される高度情報化の急進に対して情報機器の総消費電力

を抑制するためには、既存技術の延長では限界があり、革新的なデバイス

原理の探索とそのデバイス化技術の確立が必要である。本プロジェクトで

は、実績のある複数の企業を中核とする産官学の共同開発体制が構築され、

ナノトランジスタ構造、新規不揮発メモリ、極微配線技術などの異なる要

素技術を並行して開発することにより、情報機器の飛躍的な低電圧化、省

電力化に向けた世界最高水準の研究成果が達成されている。 

○ フロントエンドプロセスはファウンドリを中心とした世界標準化が進ん

でおり技術の特長を出せなくなっている今日において、バックエンドプロ

セスを中心に、日本が強い材料を主体としたプロジェクトであり、その中

心となる不揮発デバイスはメモリの革新を生むだけでなく、今後にますま

す重要性を増すプログラマブルロジックデバイスに繋がるものであり、IT

イノベーションを生じる可能性は高く、事業目的は極めて妥当である。 

○ 当該目標達成に整合した各テーマを厳選しており、IT イノベーションに

よる新規事業展開に繋がる可能性がある。それぞれのテーマは低エネルギ

ー社会への波及効果も大きいことから NEDO の事業として概ね妥当であ

る。 

○ 不揮発性素子の開発は、半世紀以前からの悲願のテーマである。取上げる

のが遅すぎるともいえるが、一方で研究を進めるための環境がやっと整っ

てきたともいえる。個々の企業が取り組むには資金面や技術普及のための
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リスクが大きく、NEDO の関与が必要である。実用化された際の波及効

果は半導体に対するイメージを変えるほど大きい。 

電子産業は我が国産業の生命線の一つであり、基幹となる半導体の基礎お

よび応用技術に対する研究開発投資に多すぎることはなく、国際競争力強

化の観点からも、今後ともに積極的な支援を期待したい。 

○ IT イノベーションプログラム、ナノテク・部材イノベーションプログラ

ムの目標の達成のために寄与している。 

○ LSI の競争力維持の観点で、LSI の低消費電力化、小面積化が実現できる

本技術開発は必要である。また近年のサステナブルな社会を実現する上で

も、サーバ機器等のネットワーク機器の省電力化に貢献する本技術開発は

公共性が高く有意義である。また、本技術開発が、実現されればサーバか

らマイコンおよび FPGA など、多岐にわたる技術分野に活用できるため

投じた予算と比較して十分な効果が得られると考えられる。現在では、国

際情勢では今後ともエネルギー需要は逼迫し、サステナブルな社会を構築

するため機器の低消費電力化技術は必須であり本事業目的は妥当と考え

られる。 

○ 我が国の半導体企業の経営状態が悪く、単独では開発を維持することが困

難な技術を腐らせることなく、技術競争力を維持させた意味では成果は重

要であり、NEDO の事業として適切なものであると考える。 

 

〈問題点・改善すべき点〉 

● 各国のコンソーシアム等で類似のテーマが研究開発されているなかで、研

究としては競合レベルの成果が出ているが、実用化・事業化に向けた戦略

の検討が十分でないようである。 

● 税金から投じた予算との比較において、半導体を外部製造委託して事業化

を実施する企業においては、特許料収入又は知財権でビジネスをするので

あれば、それを計画の中に入れて、費用対効果を算出する必要がある。 

● あまりにも社会的な位置づけが考慮されておらず、個別企業に対する技術

支援、と言う超 LSI 研究組合の事業モデルから脱却できていない。その

ため、想定される成果のアウトカムがそれぞれ担当する企業が持っている

製品の次世代製品、と言う状況である。しかも、量産を含めた事業性は全

く考慮されていない。事業化ではなく産業化が必要なことを認識すべき。 

● 項目⑤のナノトランジスタ開発については、開発の意義は認めるものの、

ロジックトランジスタはファウンダリーを中心とした世界標準化が今後

とも進むものと考えられるので、65nmCMOS （Complementary Metal 

Oxide Semiconductor）での実証がなされたのちは、世界的な有力ファウ



 

 
1-10 

ンドリとの連携を図り、広く使用されるようにビジネス環境を整備する必

要がある。 

〈その他の意見〉 

・ 実用化・事業化を見据えた事業であるので、論文や学会発表による国際貢

献は評価項目から外してよいのではないか。 

・ 経産省・NEDO は電機業界が外部製造委託を明言している中で、NEDO 

事業の効果を会社の知財権で評価するのか、それとも、あくまでも製造業

振興を目指すのかを明らかにする必要がある。 

・ 事前の事業計画が余りよく練られていなかったのではないか。 
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２）研究開発マネジメントについて 

本プロジェクトは目標設定段階から十分な計画検討がなされ、集中研として

の効率のよい研究体制としてマネジメントされている。また、独立性の高い各

個別テーマに対し、各年次毎に適切な重点配分が行われており、戦略的な開発

スケジュールが策定されている。 

一方、中間目標が研究の予想到達点を示しているだけで、開発のマイルスト

ーンになってないテーマや、最終目標に向けての計画に具体性が欠けるテーマ

がある。また、事業計画は相手先がはっきりしない限り不明な点はどうしても

残ってしまうため致し方ない点もあるが、開発された技術を守る上での特許の

アライアンスやビジネスモデルが現在の所、引継ぎ先企業に任されており不明

な点がある。 

最終目標を確実に達成することと、並行して、デバイスとしての実用化、事

業化のために実用化を担当する各企業の内部体制を早く確立していただきた

い。研究開発項目ごとの研究マネジメントだけでなく、研究開発項目間のシナ

ジー効果を発揮できるような研究マネジメントが望まれる。 

 

〈肯定的意見〉 

○ 目標設定段階から十分な計画検討がなされ、集中研としての効率のよい研

究体制としてマネジメントされている。中間評価段階までは順調な研究進

捗となっている。技術移管想定先との連携も概ね良好である。 

○ 独立性の高い各個別テーマに対し、各年次毎に適切な重点配分が行われて

おり、各テーマの開発フェーズ、進捗状況、プロジェクト全体の目標に照

らした戦略的な開発スケジュールが策定されている。 

○ 本プロジェクトにおける要素技術開発の目標・計画・事業体制は妥当であ

る。 

○ 幅広い検討対象の中で、構造、材料、プロセス工程等、良くここまで研究

開発対象および目標を絞り込んだ、との印象である。後は産業競争力の優

位性を確保するために、最終目標を確実に達成することと、並行して、デ

バイスとしての実用化、事業化のために実用化を担当する各企業の内部体

制を早く確立していただきたい。 

○ 開発計画に沿った開発が進められており現在の所、計画は順調に進められ

ており、計画は妥当である。実用化シナリオも技術の引継ぎ先企業が明確

であり、その引継ぎ先企業での実施計画も明確であり事業体制も妥当であ

る。情勢変化の対応に関しては、東日本大震災等の被害からの復帰も迅速

に行われており、計画の見直しは適切に実施されている。 

○ これだけの成果が出ているのであるから、研究開発のマネジメントは良好
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で適切あったと考える。 

○ 総じて計画した目標が達成されており、研究者の士気も高い。したがって、

総じて適切な研究マネジメントがなされているものと考えられる。 

 

〈問題点・改善すべき点〉 

● 中間目標が研究の予想到達点を示しているだけで、開発のマイルストーン

になってないテーマがある。また、最終目標に向けての計画に具体性が欠

けるテーマがある。 

● 開発された技術を守る上での特許のアライアンスやビジネスモデルが現

在の所、引継ぎ先企業に任されており不明な点がある。しかし、事業計画

は相手先がはっきりしない限り不明な点はどうしても残ってしまうため

致し方ない点もある。 

● 研究開発項目ごとの研究マネジメントだけでなく、研究開発項目間のシナ

ジー効果を発揮できるような研究マネジメントが望まれる。 

● 研究開発成果の実用化、事業化に向けたマネジメントは実施者としては難

しいと同情する。各出向元会社が外部製造委託を計画している中で、税金

を使った要素技術開発研究が製造事業につながる戦略が見えない。将来の

製造事業を止めて、研究開発による知財権ビジネスに切り替えるのであれ

ば、その費用対効果を示す必要がある。 

● 不揮発性半導体デバイスが実現された場合、価格競争力にもよるが市場の

拡大は目に見えている。にもかかわらず、発表時間が短かったためか、あ

るいは各企業の戦略に関わる領域に入るためかは分からないが、実用化・

事業化に向けた発表からは、イメージが湧くような内容を聞くことができ

なかった。研究開発だけで終わらせてほしくないテーマなので、事業化に

向けたマネジメントにも力を入れていただきたい。 

● 大学等を利用し、より基礎的な知見の蓄積を図る必要がある。技術的には

想定しているデバイス以上の潜在性がある研究開発が行われている。せっ

かく世界トップレベルの技術が生まれようとしているのであるから、より

広い展開を促す知見の蓄積を考えるべきである。 

 

〈その他の意見〉 

・ 関係企業の外部状況の急変を踏まえて、計画・体制を柔軟に変更すること

も必要である。成果をグループ間でも共有して、広く波及効果の可能性を

追求されたい。 
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３）研究開発成果について 

短期間の研究期間にも拘わらずさらに震災の影響を克服して、プロジェクト

全体としては、革新的な新規材料、新規デバイスの開発を含む高い水準の中間

目標の達成に成功している。また、開発成果は世界のトップレベルにあると認

められ、LSI 市場にもたらすインパクトは大きく市場の創造につながると考え

られる。今後の課題や具体的施策は明確化されており、最終目標達成の可能性

は高い。 

一方、デバイス技術に比べ、それらを有効に活用する周辺回路技術の開発は

今後の計画での実施になっているが、十分にデバイス能力を活用できる回路技

術の開発を目指していただきたい。また、特許出願件数、特に外国出願件数が

少ない。成果を参加企業の内製よりもファウンダリー等の他企業へライセンス

し、製造委託するものについては、知財戦略がやや不明確である。我が国の産

業競争力をいかに確保するか、知財をいかに囲い込みむか、知財の流出をいか

に防ぐか明確なシナリオを描いてほしい。 

 

〈肯定的意見〉 

○ 短期間の研究期間にも拘わらずさらに震災の影響を克服して、各テーマと

も概ね中間目標を達成しているか、未達成のテーマについても達成見込み

が明示されている。 

○ プロジェクト全体としては、革新的な新規材料、新規デバイスの開発を含

む高い水準の中間目標の達成に成功している。大規模集積レベルでの試作

検証や超高アスペクト配線技術など、高度な製造プロセスの確立を要する

幾つかの個別テーマについては中間目標の完全達成に至っていない部分

も見受けられるが、達成に向けた課題や具体的施策は明確化されており、

最終目標達成の可能性は高いと思われる。本プロジェクトで実用化を目指

す各デバイスは、新規メモリ、3 次元配線、集積回路スイッチなど、様々

な応用システムに適用可能な機能要素であり、今後見込まれる発展途上国

における高度情報化の進展に伴い、膨大な市場規模への成長が見込まれる。 

○ 中間目標は達成されている。成果は世界最高水準である。投入された予算

に見合った成果が得られている。 

○ 個々のデバイス開発目標は中間目標を計画通りクリアしている。また、開

発成果は世界のトップレベルにあると認められ、LSI 市場にもたらすイン

パクトは大きく市場の創造につながると考えられる。知的財産の取得も順

調に進んでいると認められる。論文も多数発表されており適切に成果は普

及されている。 

○ 震災の影響があったにもかかわらず、中間目標は達成されたと判断できる。
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最終目標の達成に向けて、このまま着実に進めていただきたい。本プロジ

ェクトの研究開発テーマは、デジュリスタンダードを必要とする分野とは

思えない。成果の普及いかんは、いかに早く量産化を図り、デファクトス

タンダードとして技術を確立することである。デファクトスタンダードと

なることで、材料、製造装置等、すそ野の広い分野で我が国の国際競争力

の強化と優位性が確保できると思われる。 

○ これだけの成果が出ているのであるから、研究開発のマネジメントは良好

で適切あったと考える。「（1）中間目標の達成度」、「（2）成果の意義」に

関しては「すばらしい」と評価できる。「（5）成果の最終目標の達成可能

性」の最終目標を達成できる見込みか。に関してもその見込みが高いと判

断する。これらはいずれも技術的な成果に対する評価項目であり、従って、

技術開発活動自体は良好、と判断する。 

 

○ 各研究項目とも現時点では世界最高水準であり、概ね目標を達成している

ものと思われる。 

 

〈問題点・改善すべき点〉 

● 本プロジェクトの多くの成果は参加企業の内製よりもファウンダリー等

の他企業へライセンスし、製造委託するものと思われるが、その場合は知

財戦略が必要である。この知財戦略がやや不明確であり、また、本プロジ

ェクトが発足間もなく、かつ震災での遅れを考慮に入れても、特許出願件

数、特に外国出願が少な過ぎるのではなかろうか。知財戦略を明確にする

ようお願いいたしたい。 

● 中間目標が最終目的を視野に入れて適切に設定されてないと思われるテ

ーマがある。課題の難しさにばらつきがあるためであり、一概に同じレベ

ルで実用化・事業化に向けた最終目標を設定することには少々無理が感じ

られる。 

● 一部のテーマでは、出向元会社が外部製造委託という方針の中で、知財権

を使ったビジネスに転換するのであれば、本プロジェクトの特許出願は不

十分で、さらなる権利確保のための出願を必要とする。 

● 「（3）知的財産権等の取得及び標準化の取組」、「（4）成果の意義」及び「（5）

成果の最終目標の達成可能性」の「最終目標に向け、課題とその解決の道

筋が明確に示され、かつ妥当なものか。」はいずれもプロジェクトの運営･

組織に関わる問題であり、事業マネジメントの問題である。これらの点は

考えられた痕跡すら伺うことができない。IMEC （Interuniversity 

Microelectronics Centre）を初めとする諸外国の組織の制度を学んだのか
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覚束ない？ 

 

〈その他の意見〉 

・ 成果の最終目標を達成するにはデバイス技術に加えて周辺回路技術とシ

ステム技術の出来次第にかかっている。現在計画どおりにこれらが開発さ

れるかは、本プレゼン資料だけでは不明な点も多いと認められる。デバイ

ス技術に比べ、それらを有効に活用する周辺回路技術の開発は今後の計画

での実施になっているが、十分にデバイス能力を活用できる回路技術の開

発を目指していただきたい。また、知財取得についてもデバイス同様に積

極的に取得活動を進めていただきたい。 

・ 学会発表や論文は十分であるが、特許出願件数が特に外国出願件数が少な

いようである。 

・ 半導体産業のグローバル化、水平展開、海外企業との連携といった複雑な

事業環境の中にあって、本プロジェクトに限らず、我が国の産業競争力を

いかに確保するか、知財をいかに囲い込みむか、知財の流出をいかに防ぐ

かといった、技術開発以外のテーマについて明確なシナリオがまだ描き切

れていないとの印象がある。外部のシンクタンクを使ってでも、知財確保

の筋の通ったシナリオを描いてほしい。 

・ 研究開発に関わる全てを研究開発実施者の責任に押しつけているようで、

事業マネジメント不在を感じる。 
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４）実用化、事業化の見通しについて 

実用化・事業化の企業が想定されており、技術移管先との連携も概ね良好で

ある。また、各デバイスは、300mm ウェハプロスセスに適用可能な製造プロセ

スを基盤として試作されており、幾つかのデバイスについては信頼性・歩留り

等においても実用レベルの特性が実現されつつある。本プロジェクトが目指す

省電力型情報機器は、カーエレクトロニクス、センサネットワーク、高性能サ

ーバ、大容量データセンターなどの様々な応用分野に適用可能である。 

一方、現在の連携は企業の研究開発部門が中心のようであるため、今後は事

業部門・製造部門の責任者を含めた連携の努力をして、研究者の移管を含めた

前倒しの計画で臨んでほしい。また、実用化、事業化を担当する各企業の具体

的な取組みが提示されていない。そのため、実用化・事業化を視野に入れた後

半の計画が具体性に欠ける項目が見受けられるので、さらなる検討を重ねられ

たい。 

プロジェクト開始前に比べても移管先企業の情勢が急変しており、いくつか

の企業において半導体製造は、半導体設計製造企業、あるいはファンダリ企業

への委託になる可能性があり、事業化戦略では知財を含め、ライセンスやアラ

イアンス戦略が現状を明確にする必要がある。また、デバイスメーカーの内製

および外部委託の戦略も明確にする必要がある。 

 

〈肯定的意見〉 

○ 実用化・事業化の企業が想定されており、技術移管先との連携も概ね良好

である。ただし、現在の連携は企業の研究開発部門が中心のようであり、

これから事業部門・製造部門の責任者を含めた連携の努力をして、研究者

の移管を含めた前倒しの計画で臨んでほしい。 

○ 各デバイスは、300mm ウェハプロスセスに適用可能な製造プロセスを基

盤として試作されており、幾つかのデバイスについては信頼性・歩留り等

においても実用レベルの特性が実現されつつある。本プロジェクトが目指

す省電力型情報機器は、カーエレクトロニクス、センサネットワーク、高

性能サーバ、大容量データセンターなどの様々な応用分野に適用可能であ

り、大きな経済波及効果が期待できる。 

○ 実施者の努力により、要素技術やプラットフォームの開発は実用化を目指

して成果が出ており、本プロジェクトの成果は実用化可能性が高い。 

○ 事業を引き受ける先の企業が明確であり、また事業化計画も立案されてい

る。さらに残課題への対応もある程度明確である。従って、事業化に向け

ての道筋はできていると思われる。また、成果は市場の低消費電力デバイ

スを期待する声と合致しておりニーズを反映していると思われる。 
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○ 本プロジェクトの遂行によって、要素技術は確立できるとの感触を得た。

実用化に向けての課題の抽出も、解決手段の方針も明確になると思われる。

半導体の根幹にかかわる技術であるので、開発後の市場性・競争力強化、

関連分野への波及効果については心配していない。 

○ 各参加企業が実用化への強い意志を有しているものと思われる。 

 

〈問題点・改善すべき点〉 

● プロジェクト開始前に比べても移管先企業の情勢が急変しており、いくつ

かの企業において半導体製造は、半導体設計製造企業、あるいはファンダ

リ企業への委託になる可能性がある。現実的な対応を十分に検討する必要

がある。 

● 実用化、事業化を担当する各企業の具体的な取組みが提示されていないの

で、この点を危惧している。今後の産学官プロジェクトのあり方にもかか

わる課題なので、厳しいフォローをお願いしたい。 

● 企業の外部製造委託という事業化戦略から、本プロジェクトの成果を日本

の企業が実用化する可能性が低いことが明らかになった。従って、関連分

野への波及効果（技術的・経済的・社会的）は期待できない。企業の責任

者は税金と社員を投入した上での外部製造委託という戦略について説明

する必要がある。 

● 事業展開は引き受け先の企業からさらに他社への事業委託を前提として

いる。従って、知財等での技術保護を如何に行うかが今後の課題と言える。 

● 「実用化･事業化」ではなく「産業化」の観点が必要。改善ではなく、根

本的な事業推進姿勢の再検討が必要と考える。 

● システムサイドの参加企業は、本プロジェクトで開発された技術をファウ

ンダリー等の第 3 者へ生産委託して使用するものと思われるが、知財を含

め、ライセンスやアライアンス戦略が現状では不明確である。デバイスメ

ーカーの内製および外部委託の戦略が不明確である。 

 

〈その他の意見〉 

・ 実用化・事業化を視野に入れた後半の計画が具体性に欠ける項目が見受け

られるので、さらなる検討を重ねられたい。 

・ 実用化見通しについては、デバイス技術だけでなく回路とシステムを総合

した見通しが必要である。デバイス技術だけみれば非常に高いレベルにあ

るので、その技術を 100％発揮できるシステムと周辺回路技術の開発が切

望され。 
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２．個別テーマに関する評価結果 

２．１ ロジック集積回路内 1 次メモリを対象とした、高集積・高速特性・高

書き換え耐性などの機能を有する超低電圧・不揮発デバイスの開発 

 

「研究開発成果」、「実用化、事業化の見通し」および「今後に対する提言」 

実用を目指したトップレベルの MRAM 特性を実証しており、中間目標を達成

したと認められる。特に、書き換え耐性が 1016回を実現し、10 年間のデータ保

持を達成する等実用性の高いデバイスを実現している。また、トップピン型磁

気トンネル接合や歪エンジニアリング等の新技術の積極的導入を図ることで、

世界最高レベルの低電圧動作に成功している。 

一方、歩留まりおよび信頼性については、300mm ウエハを使用して実験して

いるが、特性ばらつきや再現性のデータが提示されてない。事業化に向けた

300mm ウエハ面内での磁性メモリ性能の歩留まり評価が必要で、後半の目標と

している高信頼化・高歩留まり・低コスト化の課題を早急に洗い出しておく必

要がある。また、抵抗の変化値が小さい事から、読み出し回路の設計が従来に

比べて難しくなる。読み出し時間をメモリの実力を発揮できる程度に短くでき

るかが課題である。 

なお、MRAM は小規模ながら実用化フェーズに入っており、本プロジェクト

の包括的開発体制の特色を活かし、並行開発されている低電圧トランジスタと

の集積化等により、省電力という機軸での高い競争力を有するメモリシステム

への展開が望まれる。また、製造工程が複雑化することから、現状の製造コス

トをどれくらい改善できるかも長期的な課題であろう。 

 

〈肯定的意見〉 

○ 実用を目指したトップレベルの MRAM 特性を実証しており、中間目標を

達成したと認められる。 歪エンジニアリング、トップピン型、Xe（キセ

ノン）ガススパッタなどプロセスを独自に評価してそれらの有用性を示し

たこと、および単体素子レベルではあるが実用的な信頼性の見通しを得た

ことも評価できる。 

○ 書き換え耐性が 1016回を実現し、10 年間のデータ保持を達成する等実用

性の高いデバイスを実現していることは非常に良い研究成果が出ている

と思われる。 

○ 磁性体不揮発デバイスは、電子スピンの状態変化を機能動作の基本として

いるため、機能動作時の材料系への負荷が少なく、原理的には無限回の動

作繰り返し耐性を有することが期待されていたが、本プロジェクトにより

それを実証する特性が達成されている。また、トップピン型磁気トンネル
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接合や歪エンジニアリング等の新技術の積極的導入を図ることで、世界最

高レベルの低電圧動作に成功している。 

○ 磁性メモリデバイスは要素単体デバイスとしては良い性能が得られてお

り、中間目標は達成している。富士通との事業化の整合が良くとれている。 

○ 電磁界を使った本格的な LSI 開発の目途が立つ可能性が高い。国を挙げ

て支援する意義は大きい。研究開発対象および目標を良くここまで絞り込

んだとの印象を受けた。ここまで絞り込んだ以上、早く実用化するという

一点に向けて、注力していただきたい。 

○ デバイスを実現すると言う観点からの技術開発進捗度はすばらしいもの

である。量産に向けてのプロセス技術開発がどうなるのか気にはなるが、

現時点では十分に目標を達成している。 

○ 性能、信頼性ともに目標を満足しており、成功確率が高い。 

 

〈問題点・改善すべき点〉 

● 300 ミリウェーハを使用して実験しているが、特性ばらつきや再現性のデ

ータが提示されてない。MTJ （Magnetic Tunnel Junction）のサイズは

50nm までの実験であるが、さらなる微細化の可能性を提示する必要があ

る。実用化を SRAM （Static Random Access Memory）置き換えに絞っ

ていることは現実的であるが、事業規模が限定されると思われるので応用

分野の拡大を検討してほしい。 

● 事業化に向けた 300mm ウエハ面内での磁性メモリ性能の歩留まり評価

が必要。ファウンドリを使用する場合は、ファウンドリに対して技術流出

を抑制する戦略が必要。また、知財収入で補完できるのか疑問。 

● 抵抗の変化値が小さい事から、読み出し回路の設計が従来に比べて難しく

なると思われる。読み出し時間をメモリの実力を発揮できる程度に短くで

きるかが課題と思われる。 

● デバイスの電気特性達成に向けた努力は評価するが、国費を使っての研究

であるので、基礎的な現象理解、デバイス物理、などの研究をもう少し充

実させて欲しい。 

● 生産委託および技術ライセンス戦略がやや不明確である。 

 

〈その他の意見〉 

・ 後半の目標としている高信頼化・高歩留まり・低コスト化の課題を早急に

洗い出しておく必要がある。特許は 16 件を出願済みとしているが、他社

追随を許さない独自技術がどこにあるのか明らかでない。 

・ MRAM は小規模ながら実用化フェーズに入っており、今後、市場拡大に
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伴う競合の激化が予測される。本プロジェクトの包括的開発体制の特色を

活かし、並行開発されている低電圧トランジスタとの集積化等により、省

電力という機軸での高い競争力を有するメモリシステムへの展開が望ま

れる。歪エンジニアリングは、データ保持特性を損なわずに書き換え電流

の低減が可能な有望技術であるが、非一様なストレスが磁歪効果を介して

新たなばらつき要因となることも懸念され、大規模集積レベルでのばらつ

き低減が課題になると思われる。初期製品としてどの程度の集積度、セル

サイズから上市するのか、また何世代先までの高密度化が可能なのか、

等々、開発投資還元についてのビジョンを具体化していく必要がある。 

・ 製造工程が複雑化することから、現状の製造コストをどれくらい改善でき

るかも長期的な課題と思われる。 

・ 戦略的デバイスとして、技術の標準化、量産化、材料から製造装置に至る

まであらゆる分野を巻込んで、技術の囲い込みとともに実用化を急ぎ、早

くデファクトスタンダードとしての地位を確立していただきたい。 
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２．２ 外部記憶の高速低電力データ転送を実現する、高集積・高速低電力書

き込み特性などの機能を有する超低電圧・不揮発デバイスの開発 

 

「研究開発成果」、「実用化、事業化の見通し」および「今後に対する提言」 

超格子構造により相変化時の原子移動距離をナノメートルオーダーに抑える

ことで、動作エネルギーが低く寿命が長い独自技術を開発し、世界最高レベル

の相変化電流値を達成している点は本デバイスのポテンシャルを示す成果の一

つとして高く評価できる。今後は、実用化を急ぎ、早くデファクトスタンダー

ドとしての地位を確立していただきたい。 

一方、中間目標のクロスポイント型セルが超格子構造で現時点ではまだ実現

できていないこと、300mm ウエハ上で特性の均一性や再現性確保の見通しを得

ていないことは大きな課題である。また、事業化に向けた、300mm ウエハ面内

の相変化メモリデバイス性能歩留まり評価が必要である。さらに、チップ外部

製造委託する場合は、ファウンドリへの技術流出と知財権化の収支バランスが

懸念される。 

今後、素子の微細化を含め実用デバイスとしての特性向上を図るには、相変

化機構等に関する詳細な理解、メモリ技術だけではなく回路技術など全体的な

技術の俯瞰、および素子形成後の工程で加わる熱処理、ボンディング、パッケ

ージング、マウンティング、使用環境といった加熱される環境までも考慮する

必要がある。 

 

〈肯定的意見〉 

○ 不揮発デバイスとしては新規材料系である超格子構造を量産レベルの

300mm ウエハプロセスにより作製し、106回繰り返し動作を実証するな

ど、実用化に向けた優れた研究成果が得られている。超格子構造により相

変化時の原子移動距離をナノメートルオーダーに抑えることで、世界最高

レベルの相変化電流値を達成している点は本デバイスのポテンシャルを

示す成果の一つとして高く評価できる。 

○ 従来の結晶・非晶質間の相変化を用いるものに比べると、動作エネルギー

が低く寿命が長い独自技術であり大いに評価できる。 

○ 材料・構造を絞り込んだ経緯は不明であるが、40 年来検討されてきた結

晶・非晶質型に比べ、実用化の可能性が高いと思われる。結晶・非晶質型

と同様、伝導のメカニズムを始めとして解明されていない点が多いが、そ

れ故、産学官の英知を集め、国が支援する意義は大きい。実用化を急ぎ、

早くデファクトスタンダードとしての地位を確立していただきたい。 

○ 超格子相変化膜および熱拡散防止層を採用することによって単体素子で
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はあるが低電圧・低電力動作を確認したことは評価できる。250℃でデー

タ保持が確認されており、応用範囲の拡大が期待される。 

○ 相変化メモリの個別目標の設定は明確で、材料としての性能も合格で、中

間目標は達成している。 

○ 新規超格子材料を用いて、低電圧動作と低消費電力化を達成している点は、

競合他者と比べて圧倒的に低消費化されており本技術が実用化された場

合に競争力を維持できるため非常に良い技術開発ができていると思われ

る。 

○ 2.1 と同様、デバイスを実現する,と言う観点からの技術開発進捗度はすば

らしいものである。現時点では十分に目標を達成していると考えられる。 

 

〈問題点・改善すべき点〉 

● 中間目標のクロスポイント型セルが超格子構造で現時点ではまだ実現で

きていない。300mm ウエハ上で特性の均一性や再現性確保の見通しを

早々に得る必要がある。 

● 事業化に向けた、300mm ウエハ面内の相変化メモリデバイス性能歩留ま

り評価が必要。チップ外部製造委託する場合は、ファウンドリへの技術流

出と知財権化の収支バランスが懸念される。 

● 2.1 と同様、デバイスの電気特性達成に向けた努力は評価するが、国費を

使っての研究であるので、基礎的な現象理解のための研究をもう少し充実

させて欲しい。 

● 生産委託および技術ライセンス戦略が不明確である。 

 

〈その他の意見〉 

・ 今後、素子の微細化を含め実用デバイスとしての特性向上を図る際には、

相変化機構等に関してより詳細な理解が必要と思われる。計算機シミュレ

ーション、原子オーダの構造評価など、材料物性面での基礎的研究の推進

が望まれる。 

・ 本技術は実際にメモリ化された技術を発表している競合他社も見受けら

れる。従って、メモリ技術では勝っていたとしても、回路技術で有力特許

を押さえられてしまう可能性もあるため、事業化を実現するには全体的に

技術を俯瞰しながら開発を進める必要がある。 

・ この分野は、素子としての研究開発だけでは不十分で、素子形成後の工程

で加わる熱処理、ボンディング、パッケージング、マウンティング、使用

環境といった加熱される環境までも考慮しなければならない。実用化を担

当する企業の製造工程全般にわたる幅広いサポートが必要である。NEDO
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として担当する企業に対する、厳しいフォローをお願いしたい。 

・ 特許出願件数が 2 件（追加 5 件を審査中）であり、多いとは言えない。 

・ 現在の世界不況から景気が好転した時のファウンドリ製造能力の需給バ

ランスがファウンドリ優勢になったときに、果たして外部製造委託に頼る

戦略で、税金を投入した予算に見合った経済的寄与ができるのか疑問。 

・ 開発されている他の技術との混載に向けた検討は始められているのだろ

うか？ 
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２．３ 配線切り換えを可能とするスイッチを対象とした、低電流・高速書き

換え、高オン・オフ抵抗比、小面積などの機能を有する超低電圧・不揮発スイ

ッチデバイスの開発 

 

「研究開発成果」、「実用化、事業化の見通し」および「今後に対する提言」 

オンチップでの機能再構成を実現する新しいコンセプトのデバイスであり、

小規模ながら、クロスバースイッチ、プログラマブルロジックアレイ等、実素

子構成での機能動作評価に成功している点は高く評価できる。また、プログラ

ム電圧 2Ｖと 105という高いオンオフ比、10 年以上高温でのオフ状態保持等の

デバイス特性を実現している点は非常に有望である。実際にプログラマブルデ

バイスを試作して動作確認がなされている。 

しかしながら、300mm ウエハ上での特性均一性確保の見通しを早急に得る必

要がある。中間目標である 103回の書き換えは達成し、125℃における状態保持

が確認されているが、103回の書き換え後の素子の信頼性データをとる必要があ

る。材料や原理について、明確になっていない点が、事業化局面で信頼性に懸

念がある。 

なお、本開発は FPGA 等との競合が予想されるが、すでに FPGA 関連では多

数の特許が出願されており、一部分のデバイス技術関連の特許を握っただけで

他社技術に抵触せずに事業を起こすことが果たして可能かという不安がある。

事業モデルの構築が課題となるであろう。 

 

〈肯定的意見〉 

○ オンチップでの機能再構成を実現する新しいコンセプトのデバイスであ

り、小規模ながら、クロスバースイッチ、プログラマブルロジックアレイ

等、実素子構成での機能動作評価に成功している点は高く評価できる。 

○ プログラム電圧 2Ｖと 105という高いオンオフ比、10 年以上高温でのオフ

状態保持等、実用化可能と思われるデバイス特性を実現している点は非常

に有望であり、実際にプログラマブルデバイス（PLD）を試作して動作確

認がなされており、実用化までの後一歩との印象を受けた。 

○ 3 端子原子移動型スイッチを開発し、単体素子レベルで低電圧動作と実用

的な信頼性を確認したことは評価できる。 

○ 原子スイッチの性能を 300mmCMOS ウエハで検証するなど成果が出て

おり、中間目標は達成している。 

○ 仕様・用途は異なるが、不揮発性素子としてヒーズを用いたデバイスがか

なり長い間使用された経緯がある。電子工学の範疇を超えた荒っぽさが通

用した時代であるが、今後は通用しないであろうし、本プロジェクトが成
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功した場合は、より長期に渡る基礎技術と成りえる可能性が高い。この分

野は書換え回数の制限も緩やかであり、早く実用化してデファクトスタン

ダードとして認知されることが重要である。改良点があるとしても実用化

後に十分対応可能である。研究開発段階を早く終え、市場での実績を積ん

でほしい。 

○ 非常に面白い現象を利用しており、超低電圧・不揮発スイッチデバイスに

止まらず、広い応用範囲が期待できる研究であるように思われる。 

○ SOC の開発コストは微細化とともに急激に上昇し、大量生産品以外には

使用できなくなってくる。この問題を解決する方法として低電力・高密度

のプログラマブルロジックデバイスの開発が期待される。このデバイスは

そのような応用に最適であり、開発の意義は非常に高い。現時点では目標

は達成されており評価できる。 

 

〈問題点・改善すべき点〉 

● 300mm ウエハ上での特性均一性確保の見通しを早急に得る必要がある。

中間目標である 103回の書き換えは達成し、125℃における状態保持が確

認されているが、103回の書き換え後の素子の信頼性データをとる必要が

ある。 

● 材料や原理について、明確になっていない点が、事業化局面で信頼性に懸

念がある。特許・知財権を有しているのであれば、もっと情報公開して、

外部の知恵を利用した方が事業化には有利ではないだろうか。 

● もし可能であれば、使用しているレアメタルである Ru の代替品を発見で

きればなお良いと思われる。 

● まだまだデバイスへの適用性の確認、のレベルである。量産性への見通し

をつける意味でも現象理解に対する基礎的な研究が必要ではないか。 

● 計画では、ロジック部分の一部置き換え程度を考えているようであるが、

早期により本格的なプログラマブルロジックデバイスを開発することが

望ましい。生産委託やプログラマブルロジックデバイスの開発を、現状考

えているレベルよりもより高いレベルで実現すべきである。 

 

〈その他の意見〉 

・ 本開発は FPGA 等との競合が予想されるが、すでに FPGA 関連では多数

の特許が出願されており、一部分のデバイス技術関連の特許を握っただけ

で他社技術に抵触せずに事業を起こすことが果たして可能かという不安

がある。事業モデルの構築が課題となるであろう。 

・ 特許出願が 6 件であり、これだけで独自技術をカバーできているのか疑問
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である。 

・ 固体電界質材料マトリクス中に、フィラメント状および微粒子状の金属が

混在した状態も想定できるので、用途によっては高周波域信号の通過・遮

断特性についても評価の必要があるように思われる。 

・ 信頼性に関する課題の大半は、研究開発での加速試験で洗い出されるはず

である。LSI 化した際の特性バラツキによる問題点は、この分野ではそれ

度大きな問題とならないはずであり、市場での普及を図りながら充分改良

できると思われる。 

・ 利用している現象は超低電圧・不揮発スイッチデバイスへの応用も可能で

あると思われるが、そうした新たな応用の発見に向けた方策が欲しい。 
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２．４ 集積回路チップ内において、機能ブロックの三次元集積を実現するた

めの、微細幅・超低電気抵抗、超高アスペクト比配線・材料技術の開発 

 

「研究開発成果」、「実用化、事業化の見通し」および「今後に対する提言」 

CNT の 300mm ウエハ全面への堆積、高アスペクト比ビア形成、多層グラフ

ェンの成長などナノカーボン材料によるメタル配線の微細化限界打破や 3 次元

配線に向けた高い水準の成果が得られており、グラフェンを用いた配線の技術

レベルとしては世界最先端にある。 

一方、CVD グラフェンの電気特性データがまだ無いなかで、中間目標は多層

剥離膜による最小寸法 25nm までの測定で性能を示しているが、剥離グラフェ

ンでは集積化の可能性は低いので、最終目標が 20nm 以下の LSI 配線技術とし

ての事業化への見通しは得られてない。また、実際に実用化レベルの低抵抗値

を実現するにはドーピングによる低抵抗化を必須としているが、その際の課題

がまだ明確にはなっていない事が計画の見通しを悪くしている。さらに配線技

術としての生産性については、量産性に向けた具体的な課題抽出とプロセス開

発が必要である。 

 

〈肯定的意見〉 

○ CNT （Carbon Nano-Tube）の 300mm ウエハ全面への堆積、高アスペ

クトの埋め込み、および多層グラフェンの成長などナノカーボン配線技術

の研究進展は評価できる。特許は比較的多く 23 件が出願されている。 

○ 量産性のある製造方法での低温プロセス開発や、CNT による高アスペク

ト比ビア形成等、ナノカーボン材料によるメタル配線の微細化限界打破や

3 次元配線に向けた高い水準の成果が得られている。 

○ 微細化に伴い、細線の配線抵抗増大が重大問題になってくるので、開発の

意義は大きい。また、グラフェンを用いた配線の技術レベルとしては世界

最先端にあり、中間目標も満足していると判断される。 

○ カーボン配線は中間目標を達成するために、実施者は努力されていること

がよくわかる。 

○ 実際に CNT （Carbon Nano-Tube）やグラフェンの成長技術が完成して

おり、ウエハ全面に成長できるようになっている事は大きな進歩と考えら

れる。 

○ メタル配線では限界にきており、何らかのブレークスルーが必要になって

いる。素材の開発に強みを持つ我が国として、ナノカーボンを取り上げた

ことは意義がある。基礎技術なので、国際競争力強化、産業競争力強化と

いった点から、今後とも国の支援が必要であろう。 
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○ 2.3 と同様、とても面白い試みでありカーボン･ナノチューブ、グラフェ

ンの電子デバイスへの応用という観点から見れば研究は順調に進んでい

るように思われる。基本的なデータは取得できているのではないか。デバ

イスへの適用性の検討、と言う意味では十分である。 

 

〈問題点・改善すべき点〉 

● 多層剥離膜による最小寸法 25nm までの実験であり、最終目標が 20nm 以

下の LSI 配線技術としての見通しが全く得られてない。ドーピングによ

る低抵抗化を必須としているが、実験が進んでいない。配線技術としての

生産性については、具体的にはほとんど検討されてない。 

● 微細配線になったときの金属の限界をグラフェンで解決するという目標

に、ドープ多層グラフェンで対応するというシナリオに矛盾は無いのか懸

念がある。CVD グラフェンの電気特性データがまだ無いなかで、中間目

標は剥離グラフェンの測定で性能を示しているが、剥離グラフェンでは集

積化の可能性は低いので事業化への答えではない。したがって、最終評価

までにウエハ全面での CVDグラフェンの性能歩留まりで目標達成するこ

とを期待している。 

● 量産性に向けたプロセス開発がどうなっているのか気になる。特にグラフ

ェンの成長速度は実用化の際には大きな問題点となると思われるが、こう

した周辺技術の研究開発がもう少し必要ではないか。 

● 中間目標の値は銅配線を置き換えるには程遠く、最終目標が達成されたと

しても銅と同じ程度であり、優位性を出すには至らないのではないか。し

たがって、実用化に到達するには時間がかかり、本プロジェクト終了後た

だちに実用化に入ることではないであろう。このテーマに関しては実用

化・事業化の観点をより将来にシフトさせるべきであろう。 

 

〈その他の意見〉 

・ 実際に実用化レベルの低抵抗値を実現するにはドーピング技術が必要で

あり、その際の課題がまだ明確にはなっていない事が計画の見通しに対し

て不安ではある。 

・ 示されている最終目標値が達成されても、 LSI 配線技術としての評価項

目は十分でなく実用性は判断できない恐れがある。会議発表や論文が多く

あり研究としてのアピールはできている。 

・ ナノカーボン配線は、10nm 世代以降の 3 次元集積化に道筋をつける革新

的な要素技術であるが、既存の配線技術とは材料系や製造技術において全

く異質のものであり、実用化には多くのブレークスルーを要すると思われ
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る。高リスク、高リターンであるだけに NEDO が関与する意義も大きく、

ドープキャリアの輸送機構など基礎的研究も含めた開発推進が期待され

る。 

・ 東芝がストレージデバイスシステムをビジネス戦略とするなかで、会社の

事業化支援の戦略が明確ではっきりしている。 

・ デバイスへの適用性を探る段階であり、基礎的な研究として国費をかけて

行うのにふさわしいと考える。 
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２．５ CMOS トランジスタの超低電圧動作、及びリーク電流抑制を同時に実

現するための、低しきい値ばらつきトランジスタを集積化するための技術開発、

並びに、この技術を用いた高集積機能素子における低電圧動作実証 

 

「研究開発成果」、「実用化、事業化の見通し」および「今後に対する提言」 

動作の低電圧・省電力化に有効なトランジタ構造を汎用プロセスで作製し、

世界トップレベルのしきい値ばらつき低減に成功している。特殊なプロセスに

依存することなく、新規構造の導入により出力電流のばらつきについても顕著

な低減効果を実証している点は、量産性の観点から高く評価できる。また、非

常に実用的であり、十分な成果が出ていると評価できる。産学連携プログラム

としても一つの成功例となるのではないか。 

一方、中間目標の 100 万個トランジスタのばらつき評価は現時点ではまだ実

現されていない。 SOI（Silicon on Insulator）層は 12nm 程度であるが、この

Si 薄膜を 300mm ウエハに形成する技術が実用化・事業化に当たっての最大の

ネックにならないか懸念があるが、全く触れられてない。SOI ウェーハコスト・

プロセスコストの検討も課題である。1 万個トランジスタの特性ばらつきは評価

できるが、量産に向けては 300mm ウエハ全面分布で評価する必要がある。ま

た、加工技術が 65nm より微細化進展したとき、どのようにスケーリングされ

るのか指針も必要である。 

さらに事業化については、技術は非常に有望であるが、如何に技術を囲い込

んで利益に結びつけるかの事業化モデルの構築が重要。課題は、マルチファウ

ンドリへの生産委託や普及の戦略である。成功にはライセンスなど実用化戦略

を強化が必須となる。 

 

〈肯定的意見〉 

○ 動作の低電圧・省電力化に有効なトランジタ構造を汎用プロセスで作製し、

世界トップレベルのしきい値ばらつき低減に成功している。特殊なプロセ

スに依存することなく、新規構造の導入により出力電流のばらつきについ

ても顕著な低減効果を実証している点は、量産性の観点から高く評価でき

る。 

○ 非常に実用的であり、十分な成果が出ていると評価できる。産学連携プロ

グラムとしても一つの成功例となるのではないか。 

○ 65nm 加工技術で超低電圧動作を実証し、特性ばらつき比較では競合デバ

イスにくらべ優位性があることを確認したことは評価できる。 

○ ETSOI （Extremely Thin SOI）、SOTB （Silicon On Thin Burried 

Oxide）は究極の微細化トランジスタであり、ドーパントレスでばらつき
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のない良い性能が出ており、中間目標は達成している。 

○ 現行プロセスに対して非常にばらつきの少ないトランジスタが実際に製

造できており、さらに SRAM （Static Random Access Memory）等の回

路で低電圧動作が実証されており非常に実用化に近い技術が完成してい

ると感じられた。ぜひ早期の実用化をお願いしたい。 

○ スケーリングだけでは進めない領域に入っている。ブレークスルー技術と

しての本構造への期待は大きい。プロセス工程の追加・変更にともなう安

定量産までの時間ラグが考えられるが、研究開発で終わることなく、是非、

実用化・量産化まで進めていただきたい。 

○ FD-SOI （Fully Depleted Silicon on Insulator）を用いたばらつきが少

ない低電圧動作可能な CMOS トランジスタの開発の意義は大きい。また

中間目標を満足しており評価できる。 

 

〈問題点・改善すべき点〉 

● 中間目標の 100 万個トランジスタのばらつき評価が現時点では実現され

ていない。 SOI 層は 12nm 程度であり、この Si 薄膜を 300mm ウエハに

形成する技術が実用化・事業化に当たっての最大のネックにならないか懸

念があるが、全く触れられてない。SOI ウェーハコスト・プロセスコスト

の検討も課題である。1万個トランジスタの特性ばらつきは評価できるが、

量産に向けては 300mm ウエハ全面分布で評価する必要がある。 

● 課題は、ファウンドリへの生産委託や普及の戦略である。ロジックプロセ

スは設計環境や IP などが揃い、マルチファウンドリへの対応ができない

となかなか使用されない。このためライセンスなど実用化戦略を強力に行

わないと成功しない。 

● 20nm より大きい寸法の低電圧 CMOS でマイコンを実用化するときに、

コスト見積もりは勝算があるのか懸念がある。 

● なぜ NEDO のプロジェクトなのか？企業単体でもできたのではないか？ 

 

〈その他の意見〉 

・ 本技術は非常に有望であるため、如何に技術を囲い込んで利益に結びつけ

るかの事業化モデルの構築が重要。 

・ 加工技術が 65nm より微細化進展したとき、どのようにスケーリングされ

るのか指針が必要である。 

・ 複合型プロジェクトの意義を示すためにも、本プロジェクトで推進されて

いる不揮発デバイス等との統合化に向けた製造技術のすり合わせについ

ての検討が望まれる。 
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・ 大学との共同研究はうまく機能している。米国ファブレスのためのファウ

ンドリは ETSOI で 20nm 以下の開発を進めているが、本プロジェクトの

成果がどのようにデバイスメーカーに還元されるのかシナリオが必要で

ある。 

・ この分野はコストパホーマンスだけで価格を決められない難しい分野で

ある。既存デバイス並みのコストに下がるように、ファクトリーインテグ

レションを巻込んだ対応が必要である。 
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２．６ BEOL 設計･製造基盤（プラットフォーム）開発 

 

「研究開発成果」および「今後に対する提言」 

SCR300mm ラインで 200nm のグローバル配線と 120nm のローカル配線を

実現し、汚染管理や OPC（Optical Proximity Correction）開発を含めて、BEOL

デバイスの試作に対応できるように短期に立ち上げたことは評価できる。また、

実際に LSI 製造と設計に必要なプロセスルールや PDK （Process Design Kit）

が構築されており着々と実用化に進んでいる印象がある。 

一方、PDK としては CAD、DRC、LVS ルールまでは整備される予定はある

が、メモリ等の周辺回路のライブラリ化を誰が担当するのか、あるいは導入各

社に任せられるのかが不明。また、プラットフォームが本プロジェクト内部の

使用に限定するのではなく、参加企業の FEOL と接続してオフラインで新材料

デバイス量産化開発研究に他国に先駆けて供用されることを期待する。 

なお、本技術はメモリ技術の実用化であるので、できれば PDK にメモリの周

辺回路ライブラリからメモリ合成ツール等を含めて開発し、設計者が設計しや

すい環境まで整備していただきたい。 

 

〈肯定的意見〉 

○ SCR300mmラインで200nmのグローバル配線と 120nmのローカル配線

を実現し、汚染管理や OPC 開発を含めて、BEOL デバイスの試作に対応

できるように短期に立ち上げたことは評価できる。 

○ 実際にLSI製造と設計に必要なプロセスルールやPDKが構築されており

着々と実用化に進んでいる印象がある。 

○ 本テーマで開発された設計・製造基盤が各 BEOL デバイスの製造フロー

に効果的に取り込まれており、各デバイスの効率的な開発に寄与している。 

○ BEOL プラットフォームを建設したことは良いことである。このプラット

フォームを使って新材料の量産化開発が促進することを期待する。 

○ 新素材の採用、新しい構造、工程等を考えると、プラットフォームの確立

は必須であり、本プロジェクトに加えたことに何ら矛盾はない。汎用性に

こだわることなく、実用化が早まるような仕様を先ず確立してほしい。 

○ 考え方としては面白く、技術的にも実際的な試みが行われ、当初の目的を

ほぼ達成しており、評価できる。 

○ BEOL 設計･製造基盤（プラットフォーム）開発はフロントエンドプロセ

スがファウンダリーを中心にしたものになりつつある今日、プロセスの標

準化と BEOL における差別化を両立するうえで欠かせない技術である。

すべての項目が目標を満足しており高く評価できる。 



 

 
1-34 

 

〈問題点・改善すべき点〉 

● グローバル配線 2 層・ローカル配線 1 層の構成に留まっており、LSI 量産

レベルの多層配線と整合するか不明である。 

● プラットフォームが本プロジェクト内部の使用に限定されるのは、税金投

入した効果としては小さい。この BEOL を既存の FEOL と接続してオフ

ラインで新材料デバイス量産化開発研究に他国に先駆けて供用されるこ

とを期待する。 

● PDK としては CAD、DRC （Design Rule Check）、LVS （Layout Versus 

Schematic）ルールまでは整備される予定はあるが、メモリ等の周辺回路

のライブラリ化を誰が担当するのか、あるいは導入各社に任せられるのか

が不明。 

● 開発されている BEOL デバイスを実際に載せるための見通しがよく分か

らない。問題点などが示されていないだけに、かえって不安を感じる。 

 

〈その他の意見〉 

・ 本技術はメモリ技術の実用化であるので、できれば PDK にメモリの周辺

回路ライブラリからメモリ合成ツール等を含めて開発し、設計者が設計し

やすい環境まで整備していただきたい。 

・ ArF（アルゴンフロライド）液浸技術を立ち上げているので、さらなる微

細化の可能性を追求されたい。 

・ 開発された製造基盤は、種々元素に対する汚染対策やプロセス温度低減等

にも配慮されており汎用性の高いものであるが、反面、最小公約的な制約

により充分な最適化に到っていない懸念もあり、各 BEOL デバイスのプ

ロセス要求を反映した再調整の必要もあるように思われる。 

・ プラットフォームとしての位置づけがよく分からない。テスト用ツールと

してのプラットフォームなのだろうか？「産業化を目指す」となっている

が、どういう意味での産業化なのだろうか？ 
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３．評点結果 

３．１ プロジェクト全体 

1.0 

2.3 

1.9 

2.6 

0.0 1.0 2.0 3.0 

４．実用化、事業化の見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

 

 

評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 2.6 A A A B B A B 

２．研究開発マネジメントについて 1.9 B B B B B A D 

３．研究開発成果について 2.3 B B A A A A D 

４．実用化、事業化の見通しについて 1.0 C C B C C C D 

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 

〈判定基準〉  

１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 

・非常に重要          →A 

・重要             →B 

・概ね妥当           →C 

・妥当性がない、又は失われた  →D 

・非常によい         →A 

・よい            →B 

・概ね妥当          →C 

・妥当とはいえない      →D 

２．研究開発マネジメントについて ４．実用化、事業化の見通しについて 

・非常によい          →A 

・よい             →B 

・概ね適切           →C 

・適切とはいえない       →D 

・明確            →A 

・妥当            →B 

・概ね妥当であるが、課題あり →C 

・見通しが不明        →D 

平均値 
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３．２ 個別テーマ 

 

３．２．１ ロジック集積回路内 1 次メモリを対象とした、高集積・高速特性・

高書き換え耐性などの機能を有する超低電圧・不揮発デバイスの開発 

1.9 

2.9 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化、事業化の見通し

1.研究開発成果

 

 

３．２．２ 外部記憶の高速低電力データ転送を実現する、高集積・高速低電

力書き込み特性などの機能を有する超低電圧・不揮発デバイスの開発 

1.4 

2.6 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化、事業化の見通し

1.研究開発成果

 

 

３．２．３ 配線切り換えを可能とするスイッチを対象とした、低電流・高速

書き換え、高オン・オフ抵抗比、小面積などの機能を有する超低電圧・不揮発

スイッチデバイスの開発 

1.7 

2.9 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化、事業化の見通し

1.研究開発成果

 

平均値 

平均値 

平均値 
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３．２．４ 集積回路チップ内において、機能ブロックの三次元集積を実現す

るための、微細幅・超低電気抵抗、超高アスペクト比配線・材料技術の開発 

1.0 

2.4 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化、事業化の見通し

1.研究開発成果

 

 

３．２．５ CMOS トランジスタの超低電圧動作、及びリーク電流抑制を同時

に実現するための、低しきい値ばらつきトランジスタを集積化するための技術

開発、並びに、この技術を用いた高集積機能素子における低電圧動作実証 

1.9 

2.7 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化、事業化の見通し

1.研究開発成果

 

 

３．２．６ BEOL 設計･製造基盤（プラットフォーム）開発 

2.4 

0.0 1.0 2.0 3.0 

1.研究開発成果

 

 

平均値 

平均値 

平均値 
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個別テーマ名と評価項目 平均値 素点（注） 

３．２．１ ロジック集積回路内 1 次メモリを対象とした、高集積・高速特性・高書

き換え耐性などの機能を有する超低電圧・不揮発デバイスの開発 

 １．研究開発成果について 2.9 A A A A B A A 

 ２．実用化、事業化の見通しについて 1.9 B B A C C C A 

３．２．２ 外部記憶の高速低電力データ転送を実現する、高集積・高速低電力書き

込み特性などの機能を有する超低電圧・不揮発デバイスの開発 

 １．研究開発成果について 2.6 A C A A B A A 

 ２．実用化、事業化の見通しについて 1.4 B B B C C C C 

３．２．３ 配線切り換えを可能とするスイッチを対象とした、低電流・高速書き換

え、高オン・オフ抵抗比、小面積などの機能を有する超低電圧・不揮発スイッチデバ

イスの開発 

 １．研究開発成果について 2.9 A A A A A A B 

 ２．実用化、事業化の見通しについて 1.7 B B A C B C C 

３．２．４ 集積回路チップ内において、機能ブロックの三次元集積を実現するため

の、微細幅・超低電気抵抗、超高アスペクト比配線・材料技術の開発 

 １．研究開発成果について 2.4 B C A A B A A 

 ２．実用化、事業化の見通しについて 1.0 C D B C C C C 

３．２．５ CMOS トランジスタの超低電圧動作、及びリーク電流抑制を同時に実現

するための、低しきい値ばらつきトランジスタを集積化するための技術開発、並びに、

この技術を用いた高集積機能素子における低電圧動作実証 

 １．研究開発成果について 2.7 A B B A A A A 

 ２．実用化、事業化の見通しについて 1.9 C B A B B C B 

３．２．６ BEOL 設計･製造基盤（プラットフォーム）開発 

 １．研究開発成果について 2.4 A B B A B A B 

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 

 

〈判定基準〉  

１．研究開発成果について ２．実用化、事業化の見通しについて 

・非常によい          →A 

・よい             →B 

・概ね適切           →C 

・適切とはいえない       →D 

・明確            →A 

・妥当            →B 

・概ね妥当であるが、課題あり →C 

・見通しが不明        →D 
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事業原簿 

次ページより、当該事業の事業原簿を示す。 
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超低電圧デバイスプロジェクト」 

 

 

 

事業原簿(公開) 

 

 

担当部 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

電子･材料･ナノテクノロジー部 
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概 要 

最終更新日 平成 24年 8月 15日 

プログラム（又は

施策）名 
IT イノベーションプログラム  

プロジェクト名 
低炭素社会を実現する 

超低電圧デバイスプロジェクト 
プロジェクト番号 P10023 

担当推進部 /担

当者 

電子・材料・ナノテクノロジー部 島津高行（平成 23年 3月～平成 24年 3月） 

電子・材料・ナノテクノロジー部 波佐昭則（平成 24年 4月～平成 24年 8月現在） 

０．事業の概要 

本プロジェクトは、ナノテクノロジーで培われた新規の機能材料や新規のデバイス構造に立

脚して、集積回路の低電圧動作と高機能・高集積化を実現し、集積回路の低電力化を通し

てエレクトロニクス機器の消費電力を大幅に低減する技術を確立することを目的として実施

する。 

Ⅰ．事業の位置

付け・必要性に

ついて 

半導体技術は、情報家電、コンピュータ、通信装置、自動車、医療機器など、我が国の

経済を支える先端産業の競争力強化に不可欠な基盤技術である。その発展を支えている

のは、シリコン集積回路とその基本素子（デバイス）の CMOS トランジスタであり、これまで、

CMOS トランジスタの寸法を微細化するプロセス技術と、微細デバイスを機能させる回路技

術により、高性能化・低電力化を実現してきた。 

低炭素社会の実現には、上記に代表されるエレクトロニクス機器の究極的な低電圧動作

による飛躍的な低電力化が必須であり、デバイスの低電圧動作と不揮発動作が不可欠な技

術要素である。CMOS 基本回路の消費電力は電圧の自乗に比例するので、電圧を 1/3 に

すれば、単純には消費電力がほぼ 1/10 になる。また、電源を遮断しても情報が保持される

不揮発デバイスを使えば、待機状態での消費電力がゼロになり、これも、消費電力の低減

に大きな効果をもたらす。このように、動作状態では電圧の低減で、待機状態では不揮発

動作を使うことで、消費電力の低減が達成される。これらの機能を満たす新しい超低電圧・

不揮発デバイスの開発が必要である。 

欧米においては、大型の産学連携ナノエレクトロニクス拠点の整備がここ数年で飛躍的

に進み、超低電圧・不揮発デバイスをはじめとした、次世代デバイスに関する実用化を目指

した研究が活発に行われ、今後、開発競争は熾烈化するものと考えられる。海外の研究開

発活動の活発化により、このような状況を放置すれば、超低電圧・不揮発デバイスに関する

我が国の技術開発の競争力を失いかねない。 

以上のように、本プロジェクトは、わが国の競争力の確保と、エネルギー消費削減・低炭

素化の両方に貢献すると期待され、本プロジェクト推進の必要性は高い。 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

                                                              

 事業の目標 
新構造・材料を用いて、超低電圧・不揮発デバイスを実現するための基盤技術を確立して

0.4Vの超低電圧化を実現し、IT機器の大幅な小型化・高性能化と低電化を実現する。 

事業の計画内容 

主な実施事項 H22fy H23fy H24fy H25fy H26fy  

経産省直執行       

NEDO技術開発       

開発予算 

（百万円） 

契約種類： 

（委託） 

会計・勘定 H22fy H23fy H24fy H25fy H26fy 総額 

一般会計 (2,045)※1 2,299 2,277    

特別会計 - - -    

総予算額 

（2,045）※1 2,299 2,277     

※1：経済産業省直執行分 
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開発体制 

経産省担当原

課 
産業技術環境局研究開発課 

プロジェクト 

リーダー 

リーダー：住広直孝 超低電圧デバイス技術研究組合・研究本部長 

副：木村紳一郎 超低電圧デバイス技術研究組合・研究企画部長 

委託先 

超低電圧デバイス技術研究組合（参加 10社） 

株式会社荏原製作所 

東京エレクトロン株式会社 

株式会社東芝 

日本電気株式会社 

株式会社日立国際電気（H23～） 

株式会社日立製作所 

富士通株式会社 

富士通セミコンダクター株式会社 

三菱電機株式会社 

ルネサスエレクトロニクス株式会社 

共同実施先 

立命館大学、神戸大学、中央大学、産業技術総合研究所、 

筑波大学、東京大学、慶応義塾、芝浦工業大学、 

電気通信大学、京都大学、京都工芸繊維大学、大阪大学、 

東京理科大学 

情勢変化への

対応 

(1) 東北地方太平洋沖地震発生による実施方針・計画の変更 

平成 23年 3月 11日に発生した東北地方太平洋沖地震のために、産業技術総合研究所

のスーパークリーンルームが使用不能となったため、平成 22 年度の実施計画遂行に遅

れが生じ、事業実施期間を平成 24年 3月 31日まで延期する計画変更を実施 （結果と

して平成 23年 8月末に繰り上げ完了）。 

(2)研究開発項目⑤の実施方針・計画の変更 

他研究機関のベンチマーク、国際学会調査によりナノトランジスタ構造デバイスの特徴の

一つである基盤バイアス制御の活用に注目が集まっていることが分かった。本研究の優

位性を確実にするため、開発の前倒しを目的として、共同実施先の追加（電気通信大

学、芝浦工業大学）を実施。 

(3)技術推進委員会評価への対応のため実施方針・計画の変更 

平成 23年 12月 16日実施した技術推進委員会での指摘事項に対し各研究開発項目間

の連携強化、及び 研究開発項目②、④に於いては専門研究員の増強、実施計画の見

直しを実施。 

中間評価結果

への対応 
平成 24年 8月中間評価実施のため現時点記載すべき事項無し。 

  
評価に関する

事項 

事前評価 平成 22年度実施  担当部 NEDO電子・材料・ナノテクノロジー部 

中間評価 平成 24年度 中間評価実施予定 

事後評価 平成 27年度 事後評価実施予定 

Ⅲ．研究開発成

果について 

 

研究開発項目① 

磁性変化デバイス 

「ロジック集積回路内 1 次メモリを対象とした、高集積・高速特性・高書き換え耐性などの機

能を有する超低電圧・不揮発デバイスの開発」 
 

磁性変化デバイスの基本構造およびプロセスとして、トップピン構造、歪エンジニアリング、

界面垂直磁化、SAF 構造などを開発し、中間目標のスペックである、電圧 0.4V 程度 10ns
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のパルスでの読み書きと読み書き電流 100μA以下を実証した。 

CoFe シード層挿入による高品質 MgO 成膜プロセスを開発し、加速試験で 10
16回の書き

換えと 10年間の絶縁耐性を実証した。 

多値構造とそれを実現するプロセスとして、MTJ の 2 段積層構造の一括加工方式を提案

し、試作により多値動作を確認した。 

300mm径ウエハを用いて、2層Cu配線間への磁性変化デバイスの埋め込みプロセスフロ

ー案を作成し、試作を行い、デバイス動作を確認した。 

MTJ の SPICE モデルを提案し、実測値との整合性を確認した。低消費電力動作のため

に、新しい負性抵抗読み取り方式を用いた、誤書き込みを起こさないセンシング技術を開

発し、起版したマスクに搭載した。これらの結果から、中間目標は達成できる見通しである。 

 

 

研究開発項目② 

相変化デバイス 

「外部記憶の高速低電力データ転送を実現する、高集積・高速低電力書き込み特性などの

機能を有する超低電圧・不揮発デバイスの開発」 
 

300mm径ウエハの成膜装置を用い、GeTe/Sb2Te3超格子構造形成に世界で初めて成功

した。50nm直径のW電極を有するGeTe/Sb2Te3超格子抵抗TEGを300mmラインで試作し、

100以上の抵抗比で動作することを確認した。低抵抗から高抵抗へ変化する動作が、従来

のGe2Sb2Te5の1/25以下である70uAの電流、3.5pJのエネルギーで起きることを実証した。高

抵抗から低抵抗へ変化する動作は、さらに低い60uAで起こることを確認し、相変化の低電

力化に超格子膜が有効であることを、300mmの試作環境で実証できた。 

ナノメータオーダーサイズの結晶を有する熱拡散防止層を用いることにより、電気抵抗を

増加させ、かつ熱伝導率を減少させることに成功し、相変化デバイスの動作電力を1/10に

削減する見通しを得た。 

W配線/シリコンダイオード/相変化膜/W配線からなるクロスポイント構造のメモリセルを試

作し、ダイオードの正常動作と相変化材料の抵抗変化現象を確認した。超格子膜とシリコン

ダイオードを組み合わせることで、中間目標は達成できる見通しである。 

 

研究開発項目③ 

原子移動型スイッチ 

「配線切り換えを可能とするスイッチを対象とした、低電流・高速書き換え、高オン・オフ抵抗

比、小面積などの機能を有する超低電圧・不揮発スイッチデバイスの開発」 
 

ポリマー固体電解質（PSE）を使う、二つの原子移動型スイッチ素子を相補的に配置した3

端子構造を提案・試作し、低電圧化と高信頼性が両立できる見通しを得た。3端子構造で

は、もう一方の素子が相補的に動作して印加される電圧を軽減するため、長寿命化（10年

以上）が図られる。これによって､2Vでの書き換え動作が実現した（従来の2端子構造は

3.5V）。 

3端子原子移動型スイッチを用いた0.5k～1kビットスイッチアレイ（スイッチを配列したも

の）を、300mmラインのBEOLプラットフォームを用いて試作し、2Vでの書き換え、オン/オフ

抵抗比10
5以上、電流速度積10－

10
A・s以下、書換え回数10

3以上、プログラム電圧ばらつき

σ=0.2V、および初期信頼性を確認した。また、特性評価TEGとして、新しい1Mビットおよ

び16kスイッチアレイを設計し、かつ機能検証TEGとして32x32クロスバースイッチ、プログラ

マブルロジックセルを設計し、試作した。これらの結果から、中間目標は達成できる見通し

である。 

 

研究開発項目④ 

三次元ナノカーボン配線 

「集積回路チップ内において、機能ブロックの三次元集積を実現するための、微細幅・超低

電気抵抗、超高アスペクト比配線・材料技術の開発」 
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微細幅グラフェン配線を多層剥離グラフェンにより作製し、線幅 100nm でシート抵抗 34

Ω/□を実証した。配線抵抗の配線幅、グラフェン層数、温度に対する依存性から低抵抗化

の指針を得た。 

配線応用に必要な低温(≦600℃)での多層グラフェン成長において、触媒段差を起点と

する低温固有の成長機構を明らかにし、かつ、耐熱性触媒組成の開発により、触媒の薄膜

化と所望の位置への優先成長を実現した。 

超高アスペクト比（AR）コンタクト埋め込みに向け、AR12、100nmΦ のホール底からの

CNT 選択成長を確認した。AR16 ホール作製を完了し、ホール底を含む内面全面からの

CNT成長を確認。選択成長検討を開始した。 

300mmナノカーボン成長装置を整備し、段差構造基板への多層グラフェン成長を確認

するとともに、コンタクトホール底に適用可能な導電性下地金属（TiN）を用いて、300mm基

板全面でCNTの高密度（6×10
11

/cm
2）成長を得た。 

触媒基板上で CNT の固定化と CMP 平坦化プロセスを開発し、CNT 埋め込みコンタクト

の平坦化を実証した。 

配線集積化に向け、緩和寸法（最小設計線幅・ホール径 90nm）の配線TEGを設計し、専

用マスクを起こして最大 4 層のTEG基板を作製し、300mm基板での配線構造・プロセス開

発を開始した。横配線実証構造候補としてダマシン型配線溝へのグラフェン成長、触媒埋

め込みとCMP研磨のプロセスを可能にした。これらの結果から、中間目標は達成できる見

通しである。 

 

研究開発項目⑤ 

ナノトランジスタ構造デバイス 

「CMOS トランジスタの超低電圧動作、及びリーク電流抑制を同時に実現するための、低し

きい値ばらつきトランジスタを集積化するための技術開発、並びに、この技術を用いた高集

積機能素子における低電圧動作実証」 
 

薄い埋め込み酸化膜上に極薄シリコンを形成した、SOI構造のSOTBトランジスタとその

製造プロセスを開発し、低ばらつき（4σVth=40.8mV）と、SRAMセルの0.4V動作を確認し

た。また、低電圧での回路動作安定性に影響するトランジスタ出力電流のばらつきが、試作

したSOTBトランジスタで大幅に低減することを世界で初めて実証した。さらに、柔軟な特性

制御と低ばらつきを両立できるローカルグランドプレーン構造を提案し、従来構造に比べて

ばらつきや短チャネル特性が優れていることを実証した。 

SOTBとバルクCMOSを組み合わせたハイブリッド構造と、SOTBに最適化された標準セ

ルを含む回路設計プラットフォームを開発し、テスト回路のレイアウトを行った。これらの結果

から、中間目標は達成できる見通しである。 

 

研究開発項目⑥ 

「BEOL設計･製造基盤（プラットフォーム）開発」 
 

65nmBEOLプロセスフローを開発し、新材料、新構造を用いたBEOLデバイスを、企業製

造ラインと繋げて試作できる設計・プロセスプラットフォームを開発した。 

半導体製造ラインで形成した多層配線を有するCMOS基板上に、産総研SCR（Super 

Clean Room）でローカル配線およびセミグローバル配線を形成する配線製造基盤技術を開

発し、配線特性が所望の特性を実現していることを確認した。 

新材料の汚染管理として、１．エッジカットリングによる新材料付着防止、２．薬液による新

材料除去、３．新材料上HDP膜による汚染拡散防止、４．FOUPによるハンドリング管理手法

を開発し、汚染管理の効果を確認した。 

半導体製造ラインPDKとSCR-PDKを統合した設計ルール、配線特性パラメータOPCル

ール等からなる連携ファブPDKを策定した。 

本テーマは平成23年で終了した。 
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投稿論文 「査読付き」36件、「その他」54件 

特  許 

「出願済」44 件（うち PCT1 件、米国出願 1 件）、「登録」0 件、「実施」0

件 

特記事項：なし 

その他の外部発

表（プレス発表

等） 

第 1回成果報告会 2011年 12月 15日 つくば国際会議場 300名 

 

新聞発表 雑誌、Web掲載 

研究開発項目① 日刊工業新聞 2011年 6月 15日 

日刊工業新聞 2012年 4月 17日 

日刊工業新聞 2012年 6月 13日 

朝日新聞デジタル版 2012年 6月 13日 

 日経 Tech-On 2012年 6月 13日＊ 

 日経エレクトロニクス 2012年 7月 9日 

研究開発項目③ 日刊工業新聞 2011年 12月 8日 

日経産業新聞 2012年 6月 20日 

 日経 Tech-On 2012年 6月 13日 

 （＊①と同時掲載） 

研究開発項目⑤ 日刊工業新聞 2012年 6月 20日 

 日経 Tech-On 2012年 6月 13日 

 （＊①と同時掲載） 

Ⅳ．実用化、事

業化の見通しに

ついて 

・ 集積回路の設計・製造を基幹事業としている参加企業（（株）東芝、富士通セミコンダク 

ター（株）、ルネサスエレクトロニクス（株））においては、開発した技術は次世代以降の既

存製品や新製品に直接搭載されることで、市場占有率の増加や新市場の開拓に貢献す

る。 

・ IT製品や応用システムの提供、サービスを事業分野とする企業（日本電気（株）、（株）日

立製作所、富士通（株）、三菱電機（株））においては、本プロジェクトで開発した技術は、

製品であるIT製品や応用システムにおける新機能付加、或いは性能向上を通して競争

力の向上に貢献する。 

・ 半導体製造装置企業（（株）荏原製作所、東京エレクトロン（株）、（株）日立国際電気）に

おいては、新材料、新プロセスを処理する集積回路製造装置が製品となる。 

 

Ⅴ．基本計画に

関する事項 

 

作成時期 平成 23年 3月 作成 

変更履歴 － 
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プロジェクト用語集 

 

用語 説明 分類 

1次メモリ CPU などのプロセッサと直接アクセスすることのできるメモ

リ。 
① 

スパッタ装置 イオン等の高エネルギー粒子をターゲット材料に照射し、タ

ーゲット表面から原子を反跳させること（スパッタ）により、薄

膜を形成する装置。 

① 

MTJ (Magnetic Tunnel 

Junction) 

トンネル磁気抵抗効果を発現するトンネル接合であり、強磁

性膜 / トンネル絶縁膜 / 強磁性膜から構成される。2 層の

強磁性膜の相対的な磁化（スピン）方向により、トンネル絶

縁膜におけるスピン偏極電子のトンネル確率（抵抗）が変化

する。 

① 

多値化 メモリにおいて、通常のデータ”0”、”1”の 2 値ではなく、デ

ータ”00”、”01”、”10”、”11”のように、2 値以上の値をとるこ

と。 

① 

界面垂直材料 磁性体薄膜において、界面付近で膜面に対して垂直方向

に磁化する材料。MgO 膜との界面を有する CoFeB 膜が知

られている。 

① 

トップピン構造 MTJ において、トンネル絶縁膜の上層に、磁化方向が固定

された磁性膜であるピン層が配置される構造。これに対し、

トンネル絶縁膜の下層にピン層が配置される構造を、ボトム

ピン構造と呼ぶ。 

① 

フリー層 磁化方向が固定されていない強磁性膜であり、磁界や電子

のスピントルクにより、磁化方向が変化する層。フリー層のヒ

ステリシスによりMTJに情報が保持される。 

① 

垂直磁気異方性 膜面に対して垂直方向が安定となる、磁性体薄膜における

磁化の異方性。 
① 

結晶磁気異方性定数 磁性体の結晶方向によって異なる磁気異方性のエネルギ

ーを表す定数。 
① 

SAF Synthetic Antiferromagneticの略。スペーサー膜を介して対

向する強磁性膜の磁化が互いに反平行となり、磁化を打消

す状態。交換相互作用によるものであり、スペーサー膜は

一般的に、Ru膜が用いられる。 

① 

帰還型センス 増幅回路の出力の一部を入力に帰還（フィードバック）さ

せ、センシングの感度を上げる手法。 
① 

センス回路 メモリの微小なメモリデータやアドレス信号を素早く検出して

増幅する回路。 
① 
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負性抵抗回路 入力インピーダンスを見た際に、印加した電圧に対して 抵

抗値が見掛け上マイナスになるような回路ブロックを指す。 
① 

TEG Test Element Groupの略。一枚のウエハに形成された各種

寸法のトランジスタや回路の一部分などの特性を測定する

ことにより、各種依存性や回路の動作余裕などを解析した

り、製造歩留まりの検査に用いる。通常の半導体製品では、

半導体チップを切り分けるときの切り代となる部分（スクライ

ブライン）に搭載される場合が多い。 

① 

配線電流センシング用

デバイス 

配線における電流をセンシングするためのデバイスであり、

ここでは電流により発生した磁界に対し線形の抵抗変化を

示すMTJ を指す。 

① 

相変化材料 非晶質と結晶との間で可逆的な変化が可能な材料。 ② 

非晶質 原子配列がランダムで高抵抗な状態。 ② 

結晶 原子配列が規則的で低抵抗な状態。 ② 

熱拡散防止層 相変化材料に接する周囲の部材への無駄な熱の散逸を抑

制し、記録動作に必要な電力を低減するための層。 
② 

Ge2Sb2Te5 従来の相変化デバイスや光ディスクにおいて、記録膜として

一般的に用いられている相変化材料の 1つ。 
② 

高抵抗化 相変化材料を高抵抗状態に変化させる記録動作。記録膜

を一旦溶融し急冷することで変化させる。 
② 

低抵抗化 相変化材料を低抵抗状態に変化させる記録動作。記録膜

を結晶化温度以上の温度で保持することで変化させる。 
② 

GeSbTe超格子 GeTe、Sb2Te3 から構成される薄膜を、結晶配向性を揃えな

がら交互に成長させた相変化膜。溶融過程を経ないため、

相変化に必要なエネルギーを大幅に削減できる。 

② 

PVD Physical Vapor Deposition（物理気相成長法）の略称。 ② 

CVD Chemical Vapot Deposition（化学相成長法）の略称。 ② 

プラグ 異なる層に形成された配線などを縦方向に連結する導電

性の電極。相変化デバイスでは、選択スイッチと相変化材

料層を接続する部分を指す。 

② 

ポリ Si pinダイオード P 型層、真性層、N 型層の 3 種のポリ Si を積層製膜し、素

子分離することによって形成したダイオード。 
② 

真性層 元素をドーピングしていない Si 層。PIN ダイオードにかかる

電界を緩和する効果がある。 
② 

整流特性 電流を一定方向にしか流さない特性。 ② 

クロスポイント型セル メモリのワード線とビット線が最小寸法ピッチ（2F, F は最小

加工寸法）で配置されて直交し、セルサイズが最小値の 4F
2

となるメモリ構造。 

② 
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ビッグデータ 通常のデータベース管理ツールなどで取り扱う事が困難な

ほど巨大な大きさのデータの集まり。 
② 

ディスクストレージシス

テム 

ハードディスク、CD-ROM ドライブなど、コンピュータのデー

タをバックアップするためのディスク型機器。 
② 

ペタバイト 情報量の単位の一つで、1000 兆(10 の 15 乗)バイトまたは

約 1126兆(2の 50乗) バイト。 
② 

Tier0 ストレージ階層において、性能と信頼性が最も重視される階

層。 
② 

HDD Hard Disk Drive（ハードディスク）の略称。 ② 

SSD Solid State Drive（固体ストレージ）の略称。 ② 

MRAM Magnetic Random Access Memoryの略称。 ② 

ReRAM Resistive Random Access Memoryの略称。 ② 

ULSI Ultra Large Scale Integrated Circuitの略称。 ② 

TEM Transmission Electron Microscope（透過型電子顕微鏡）の

略称。 
② 

化学量論組成 化合物を構成している原子数の比（組成）が整数であるこ

と。ストイキオメトリと称される。 
② 

原子移動型スイッチ 電極からのイオンの析出・溶解現象を利用した抵抗変化ス

イッチ。 

③ 

ディスターブ耐性 Disturb 電圧印加下でのスイッチの抵抗状態の安定性を示

す。 
③ 

オフディスターブ耐性 Off disturb 電圧印加下でのスイッチのオフ抵抗状態の安

定性を示す。 
③ 

ポリマー固体電解質

（PSE） 

炭化水素を主成分とした固体電解質。 
③ 

オン・オフ比 スイッチのオン状態とオフ状態における抵抗の比率、もしく

は一定電圧下で流れる電流の比率。 
③ 

相補型構造 二つの原子移動型スイッチを対向するように接続した構造。 ③ 

ローカル配線 LSI の多層配線における下層配線を指す。一般に短距離

のトランジスタの接続に用いられ、4～5層からなる。 
③ 

セミグローバル配線 ローカル配線上に形成する配線。中長距離向けの配線。一

般に配線ピッチがローカル配線の 2 倍で、シート抵抗は半

分程度になる。 

③ 

デコーダ回路 アドレスデコーダ回路。 コード化されたアドレスバスの信号

から、所望のアドレスを選択する回路。 
③ 

アドレス指定 プログラムにより、物理上のスイッチの位置を指定すること。 ③ 

フルインテグレーション LSIの製造工程において、シリコン基板から FEOL/BEOLを

経てコンタクトパッドを形成するまでの一連の集積化プロセ
③ 
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ス工程をさす。 

保持特性 Retention バイアス印加無で保管された場合の抵抗状態の

安定性。 
③ 

IOセル 入出力用のセル。 ③ 

ESD(保護素子) Electro-Static Discharge 静電気の放電が電子回路や半導

体部品を破壊することを防止する素子。 
③ 

アコースティックエミッ

ション法 

材料中での局所的な変化で生ずる弾性波を計測し、採取し

たデータを解析･評価することにより、材料や構造物の状態

を検査・評価する方法。 

③ 

顕微レーザーラマン分

光法 

物質にレーザー光を照射し、物質との相互作用により、入

射光の波長が変化した微弱な散乱光を測定することによ

り、物質の化学構造や結晶構造の決定、未知物質の同定

を行う方法。 

③ 

in-situ観察 その場観察。実際に使用している状態で観察すること。 ③ 

第一原理計算 なんら実験データや経験パラメータを使わないで理論計算

をする方法の総称。電子状態計算のことを指すことが多い。 
③ 

ナノカーボン グラフェン、ナノチューブなどのナノサイズのカーボン材料 ④ 

三次元集積 メモリ等のデバイスを積層方向にも複数層形成し集積する

方式。 
④ 

CNT Carbon Nanotube；カーボンナノチューブの略称。カーボン

の 6角形ネットワークからなるグラフェンシートが筒状に巻い

て形作られるナノサイズのチューブ。グラフェンシートが単

層の場合の単層 CNT と多層の場合の多層 CNTがある。 

④ 

AR Aspect Ratio；アスペクト比。高さと、直径あるいは幅との比。

本プロジェクトでは縦方向のコンタクトプラグにおけるコンタ

クトホールの深さと直径の比。 

④ 

超高アスペクト比配線 三次元積層構造に不可欠な高さと直径の比（アスペクト比）

が極めて大きいコンタクトプラグ配線。 
④ 

多層グラフェン カーボンの 6 員環ネットワークからなるグラフェンシートが複

数層積み重なった構造。 
④ 

プラズマ CVD 原料ガスをプラズマ励起することで反応性を上げ、より低温

で合成を可能にした CVD(化学気相堆積)方法。 
④ 

電子ビームリソグラフィ レジストを電子ビームにより露光する微細パターン形成に適

したリソグラフィ法。 
④ 

剥離グラフェン 結晶グラファイトから剥離したグラフェン。 ④ 

4端子電極法 電流印加用端子と電圧降下測定用端子を別に設け接触抵

抗と配線抵抗を分離可能にした抵抗測定法。 
④ 

モンテカルロ解析 電子の輸送現象を散乱やドリフトといった物理現象から解 ④ 
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析する手法で、自然現象の確率過程を乱数を用いて解析

する方法。 

ナノカーボン層間遷

移・散乱 

多層のグラフェンシート間のキャリアの移動（遷移）や層間で

の散乱。 
④ 

実空間モデル 現実的な配線の三次元構造を配慮したモデル ④ 

CVDモジュール CVD を行うチャンバー・ガス供給系・排気系などから構成さ

れるユニット。 
④ 

CMP(Chemical 

Mechanical Polishing) 

機械的な研磨剤と化学エッチング成分を用いて平坦面を得

る化学機械研磨方法。 
④ 

SOG含浸 SOG(Spin-on-Glass：塗布型ガラス)を CNT 等の隙間にしみ

こませて硬化することで、CNT層を固化する方法。 
④ 

CMOS Complementary Metal-Oxide-Semiconductor; 相補型金属

酸化膜半導体のこと。ゲート電極となる金属(M)から酸化膜

(O)を介して半導体(S)に電界を与えて動作させる、MOS 型

電界効果トランジスタにより構成される。伝導キャリアが電子

および正孔である、nチャネルおよび pチャネルのMOS型

電界効果トランジスタを組み合わせて相補的に動作させる。

主に論理回路に用いられ、状態保持時には消費電流が原

理的にゼロなため低消費電力であることが特徴である。ただ

し、現在の CMOS ではリーク電流のために必ずしも状態保

持時の電流が少ない特徴は当てはまらない。 

⑤ 

LSI Large-Scale Integrationの略、大規模集積回路。 ⑤ 

理想スケーリング則 トランジスタの寸法を微細化するための設計指導原理。トラ

ンジスタ各部の寸法、不純物濃度、電圧など種々のパラメ

ータを比例的に変化させることでトランジスタを正常に動作

させながら寸法を縮小することが出来る。電界一定スケーリ

ング則とも、比例縮小則とも呼ぶ。 

⑤ 

動作電力 論理回路においてトランジスタ回路がスイッチング動作する

とき、その動作によって消費される電力のこと。AC 電力とも

呼ぶ。 

⑤ 

リーク電流 トランジスタを用いた回路においては、電源電圧を印加した

状態で、回路動作状態に関わらずトランジスタ各部で漏洩

する、すなわち電源からアースに流れて無駄に消費される

電流のこと。 

⑤ 

リーク電力 上記リーク電流に電源電圧を掛け合わせたもので、動作状

態に関わらず電源電圧を印加した状態で消費される電力

のこと。待機電力とも呼ぶ。 

⑤ 

回路の動作率 回路の用途により、常時スイッチング動作するものや、間欠 ⑤ 
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的に動作するものがあり、その動作している時間的比率のこ

とを示す。 

Vth Threshold Voltage（しきい値電圧）を示す記号。電界効果ト

ランジスタなどでは、トランジスタがオフ状態からオン状態に

遷移する、すなわちドレイン電流が立ち上がるときにゲート

電極に与えられた電圧のことを示す。しきい値、しきい電圧

とも呼ぶ。 

⑤ 

しきい値（電圧）ばらつ

き 

しきい値電圧は、個々のトランジスタで値が揃わず、通常あ

る範囲に分布する。この現象ないしは分布の幅のことを指

す。原因は多岐にわたるが、特にトランジスタが微細になる

に従ってばらつきが大きくなる傾向がある。 

⑤ 

基板バイアス制御 CMOS電界効果トランジスタにおいて、トランジスタが形成さ

れる部分（基板）にゲート電圧とは独立に電圧を加えると、し

きい値電圧も変化する。この現象を利用して基板バイアス

電圧を変化させることでしきい値電圧を制御する技術のこと

を指す。 

⑤ 

ITRS ロードマップ International Technology Roadmap for Semiconductors (国

際半導体テクノロジロードマップ)のこと。ロードマップは毎

年改訂され、改訂時から 15年間の半導体技術の開発方向

を記述している。 

⑤ 

ランダム不純物揺らぎ 

（RDF） 

Random Dopant Fluctuationの略。CMOSトランジスタのチャ

ネル部分に特性調整のために不純物が注入される場合、

特に微細な寸法のトランジスタになると、その不純物の数や

位置のわずかな揺らぎによりトランジスタ特性が大幅に変動

する、すなわち、しきい値電圧 Vth がばらつく現象が生じ

る。この揺らぎのことを示し、RDF とも略される。 

⑤ 

不純物（ドーパント） 半導体の伝導特性を制御するために注入する、ホウ素、リ

ン、ヒ素などのこと。 
⑤ 

SOI基板 Silicon on Insulator 基板の略。トランジスタが形成される表

面のシリコン層／絶縁層／支持基板となるシリコン結晶の 3

層構造になっている基板のこと。間に絶縁層が挟まれること

で、表面のシリコン層から支持基板へのリーク電流が抑えら

れたり、トランジスタの寄生容量が低減するなどの利点があ

る。 

⑤ 

BOX（埋め込み絶縁） SOI基板における絶縁層のこと。一般には二酸化シリコン層

（シリコンの熱酸化膜）が用いられる。 
⑤ 

SOTB Silicon on Thin Buried Oxideの略。SOI基板を用いる SOIト

ランジスタの一種であるが、特に SOI層、BOX層ともに極薄
⑤ 
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であることが特徴のトランジスタ。本事業で研究開発してい

るトランジスタ構造である。 

実効仕事関数 仕事関数とは、物質の表面から 1 個の電子を無限遠まで取

り出すのに必要なエネルギーのことである。即ち、物質のフ

ェルミ準位と真空準位との差を示す。電界効果トランジスタ

のゲート電極においては、その仕事関数によりしきい値電

圧が変化するが、最近のトランジスタでは複雑な組成や構

造のゲート電極とゲート絶縁膜が用いられるため、それらの

組合せによっては、電荷移動などの現象により物質単体で

決まっている仕事関数からのずれが生じる。そこでゲート電

極とゲート絶縁膜の組合せで決まる仕事関数のことを実効

仕事関数と呼ぶ。 

⑤ 

バンドエッジ 半導体禁制帯のなかで、価電子帯の頂点あるいは伝導帯

の底に近い部分を示す。 
⑤ 

ミッドギャップ 半導体禁制帯の中間付近を示す。 ⑤ 

オン電流 MOS トランジスタで、ソースが接地されドレインに電源電圧

が印加されている場合に、ゲート電極に電源電圧が印加さ

れている、即ちトランジスタがオン状態になったときにドレイ

ンを流れる電流のこと。 

⑤ 

オフ電流 MOS トランジスタで、ソースが接地されドレインに電源電圧

が印加されている場合に、ゲート電極が接地されている、即

ちトランジスタがオフ状態になったときに、トランジスタを流

れるリーク電流のこと。 

⑤ 

ゲート絶縁膜 ゲート電極とシリコンに挟まれた絶縁膜。従来、シリコン

CMOS においてはシリコン酸化膜をゲート絶縁膜に用いて

いたため Oxide と呼ばれていたが現代の CMOS では純粋

な Oxide ではない。このため、Insulator という語を採用して

CMIS という呼び方も一部ではなされる。 

⑤ 

グランドプレーン（GP)

構造 

SOTBのようなトランジスタ構造においては、BOX層裏面直

下のシリコン支持基板領域に不純物が注入される。これが

平板状の電位安定化層として機能してトランジスタ動作を安

定化させる作用を持つため、このような名称になっている。 

⑤ 

ローカルグランドプレ

ーン(LGP)構造 

上記の GP 構造では、トランジスタの主要部分のシリコン支

持基板領域にほぼ均一に平板状の不純物層が形成されて

いるが、その部分をあえて横方向に不均一な分布とすること

で、トランジスタの動作特性を変化させることを目的とした不

純物分布構造のこと。 

⑤ 

ゲート長 ゲート電極の長さのこと。これが短いと、ソース電極からドレ ⑤ 
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イン電極までの距離が短くなり、かつゲート電極の容量が小

さくなるために、トランジスタのオン電流が増大し、動作速度

も速くなる。勿論、トランジスタそのものの面積が小さくなる

ために、トランジスタ微細化を表現するパラメータの一つとも

なっている。 

短チャネル特性 上記、ソース電極からドレイン電極に至る部分にはゲート電

極からの電界効果によりチャネルが形成される。つまり、ゲ

ート電極が短くなると、チャネルの長さも短くなる。チャネル

が短いと、トランジスタの動作としてはチャネルの電気伝導

がドレイン電極の影響を受けて特性が変動しやすくなる。具

体的には、チャネル（ゲート長）が短くなるにつれて、しきい

値電圧が低下するという現象が生じる。このことを短チャネ

ル効果と呼び、短チャネル効果の影響が小さいトランジスタ

設計が求められる。この短チャネル効果の影響の小ささや、

短チャネル状態におけるトランジスタ特性のことを短チャネ

ル特性と呼ぶ。 

⑤ 

DIBL Drain Induced Barrier Loweringの略。上記のようにドレイン

電極の影響が受けやすくなると、ドレイン電圧の変化に対す

るしきい値電圧の変動も大きくなる。これを表す指標のこと

で、短チャネル効果の程度を表すパラメータでもある。 

⑤ 

グローバルばらつき トランジスタの特性は、トランジスタ各部の寸法、たとえばゲ

ート長や絶縁膜厚などにより変動する。製造プロセス起因で

変動することも多く、シリコンウエハの比較的広い範囲であ

る程度規則的な変化を示すことも多い。このような広い範囲

にわたるトランジスタ特性のばらつきのことを示す。 

⑤ 

近接ばらつき トランジスタ各部の寸法が良く揃っていると考えられる近接

したトランジスタ対においても、トランジスタの特性が RDFな

どの要因でばらつく。このばらつきのことを示す。 

⑤ 

正規分布 平均値の周囲に対称に釣り鐘状に分布するような分布のし

かたのことでガウス分布とも呼ぶ。確率的事象で決まる分布

の多くでこのような分布をとるものが観測される。統計分布と

しては最も基本的なもの。 

⑤ 

バルクトランジスタ 通常のシリコン結晶を用いた基板上に形成されたトランジス

タのこと。SOI 基板を用いた SOI トランジスタと対となる概念

とも言える。 

⑤ 

ハイブリッド集積化 SOI（SOTB）トランジスタとバルクトランジスタを同一の基板

上に集積すること。 
⑤ 

SRAM Static Random Access Memoryの略。通常は 6つのトランジ ⑤ 
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スタの組で形成されるメモリである。トランジスタプロセスの

みで作製できること、各種メモリ中で最も動作速度が高速で

あるという特徴があるが、面積が大きい、電源を切ると記憶

が失われる揮発性である、という欠点もある。 

SRAMアレイ TEG SRAM 動作特性の評価、製造歩留まりの評価などの目的

で、多数の SRAM を並べたもので、これらにアクセス出来る

回路も備えた TEGのこと。 

⑤ 

静的雑音余裕 SNM SRAM の動作特性を示すパラメータの一つ。読み出し動作

をしたときに記憶が失われずに安定して読み出せるための

電圧余裕の大きさを示したもの。 

⑤ 

SPICEパラメータ トランジスタなど、回路素子の特性を表現するモデルに与え

るパラメータのこと。California 大 Berkeley 校が開発した回

路シミュレータ SPICE（ simulation program with circuit 

emphasis）で用いるパラメータであることがこの名称の起源

である。 

⑤ 

標準セル 通常、論理集積回路は、基本論理動作を行う各種回路ブロ

ックを組み合わせて構成する。この回路ブロックが標準セル

であり、これのマスクパターンレイアウト、論理記述、動作特

性記述などをセットにしたものを標準セルライブラリと呼ぶ。 

⑤ 

自動配置配線環境 論理集積回路の設計では、論理動作記述から実際の回路

を組み上げるために、標準セルを適切に並べて配線する必

要がある。この操作を自動的に行うために必要な各種プロ

グラムやデータファイルなどの総称である。 

⑤ 

設計フロー 論理動作記述から回路レイアウト、動作シミュレーション、動

作検証など、一連の設計作業を各種のプログラムやデータ

ファイルを順繰りに使用して行う、設計の流れのことである。 

⑤ 

SPICEシミュレーション 回路の動作波形、各部分の電圧電流、動作速度、消費電

力、などを回路図とそれに使用する素子の SPICE パラメー

タを使用して計算すること。 

⑤ 

アクセラレータ 論理回路の一種。例えば、CPU（中央処理装置）と組み合

わせて、特に演算を効率的に高速に行うために使用される

もの。 

⑤ 

OPS/mW 電力効率を示す指標の一種。1mW の消費電力において、

1 秒間にどれだけの論理動作ができるか（OPS: Operation 

per second）を示したもの。 

⑤ 

インバータ遅延時間 CMOS論理回路の中で最も単純なものが、各 1個の nチャ

ネルと p チャネルトランジスタを直列に接続した CMOS イン

バータである。この回路で入力波形と出力波形の時間差を

⑤ 
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示したものであり、論理回路の高速動作性能を表す指標で

ある。 

BEOL back end of line (BEOL) 一般に LSIの製造工程における

コンタクトプラグより上層の配線工程をさす。 
⑥ 

BEOL 設計･製造基盤

（プラットフォーム） 

個別デバイスの研究開発を推進するために構築した、

BEOLに関する共通設計、および製造基盤技術をさす。 
⑥ 

OPC（Optical 

Proximity Correction:

近接効果補正） 

半導体製造時のマスク補正技術の 1つで、マスク・パターン

上の図形やコーナー部などに補正用のパターンを追加す

る。あらかじめリソグラフィ・シミュレータや 実験データを基

に定めた補正ルール（形状や補正量）に従ってレチクルを

作成すること。 

⑥ 

レジストパターン 感光性有機物に形成された回路パターン。 ⑥ 

レチクル 電子部品の製造工程で使用されるパターン原版をガラス、

石英等に形成した透明な板。 
⑥ 

デザインゲージ 日立ハイテクノロジーズ社製の測長SEM用寸法計測用ソフ

トウェア。 
⑥ 

測長 平面 SEM 画像から、パターン寸法を抽出すること、または

その抽出した寸法を指す。 
⑥ 

配線トレンチ 配線が形成される前の溝。 ⑥ 

ビア 上下の配線を接続するためのホール形状のプラグ。 ⑥ 

BEP2 LEAPで開発した BEOL専用のレチクルセット。 ⑥ 

PDK(Process Design 

Kit) 

半導体の製造側から設計者に提供される、回路設計に必

要な一連のファイル群。 
⑥ 

DRC(Design Rule 

Check) 

定められた規則に従って、レイアウトが作製されているのか

を確認すること、もしくはその規則。 
⑥ 

Density DRC プロセス上の不良を回避するために定められた、レイアウト

のデータ密度に関する規則。 
⑥ 

Antenna DRC トランジスタのアンテナ劣化を回避するために定められたレ

イアウト上の規則。 
⑥ 

LVS(Layout versus 

Schematic) 

論理・回路設計段階で作られた素子や素子間の接続が、レ

イアウト設計で正しく実現されているのかを検証すること。 
⑥ 

銅デュアルダマシン配

線 

配線溝とビアホールに同時に銅を埋め込み、CMP によって

余剰の銅を除去する配線形成プロセス。 
⑥ 

ビアファーストプロセス 銅デュアルダマシン配線形成方法の一種。ビアホールを先

に形成し、次いで配線溝を形成する。 
⑥ 

液浸 ArFレジスト ArFエキシマレーザを使った光学系に、純水を満たして行う

露光でパターニングされる感光性樹脂を指す。 
⑥ 

化学増幅材 レジストの感度を増加させる目的で、レジストに添加される ⑥ 
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材料。 

トレンチファーストプロ

セス 

銅デュアルダマシン配線形成方法の一種。配線溝を先に

形成し、次いでビアホールを形成する。 
⑥ 

ビアチェーン 上下の配線間を直列に蛇行するチェーンパターンをさす。 ⑥ 

ラインモニタ 簡易的な TEG、もしくは回路を搭載したテストウエハを試作

することで、ラインの安定性を評価する手法。 
⑥ 

レジストアッシング 感光性樹脂からなるパターンを灰化し、除去すること。 ⑥ 

FOUP 

(Front Opening Unified 

Pod) 

SEMI（Semiconductor Equipment and Materials Institute）規

格に準拠している 300 ミリウエハ用の搬送容器。 ⑥ 

HDP膜 

(High Density Plasma)

膜 

高密度プラズマ化学気相堆積法（HDP-CVD）を使用して堆

積した薄膜。一般的に低い温度でも膜質が良好である。 ⑥ 
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I. 事業の位置付け・必要性について 

1. NEDOの関与の必要性・制度への適合性 

1.1 NEDOが関与することの意義 

ネットなどに流れる情報量は年々爆発的に増加し、それを取り扱う情報技術もめざましい発展を見

せている今日の社会では、情報・知識を、時間や場所の制約を受けず誰もが自由自在かつ安全に

活用できる情報通信環境の実現が望まれている。また、2006年 3月に閣議決定された「第 3期科学

技術基本計画、および 2009年 12月に閣議決定された「新成長戦略（基本方針）」においても、世界

をリードする「グリーン・イノベーション」を実現し、我が国の強みを活かし国際競争力強化のために

注力すべき分野として、情報通信機器（IT 機器）・関連デバイス等の情報通信技術分野が挙げられ

ている（図Ⅰ-1）。これら分野を支える基幹デバイスとなる半導体集積回路には、一層の高機能化、

低消費電力化が求められている。 

本プロジェクトは、その具体的施策としての「IT イノベーションプログラム」の一環として実施されて

おり、開発目標である 微細化を進めつつ 「IT機器の消費電力を 1/10とする超低電圧（0.4V）動作

の不揮発動作デバイスコア技術の開発」は、将来の情報通信分野における低炭素社会を実現する

中核的・革新的技術であり、我が国エレクトロニクス産業の優位性の確保と情報化社会の推進にとっ

て大きな意義を持つものである。 

・・・・

経済産業省 研究開発プログラム 「ITイノベーションプログラム」の
1テーマとして実施

産業技術
政策

（政府全体）

第３期科学技術基
本計画

IT新改革戦略

■ 継続的イノベーションを具現化するための科学技術の研究開発基盤の実現

■ 革新的IT技術による産業の持続的な発展の実現

■ すべの国民がITの恩恵を実感できる社会の実現

■いつでも、どこでも、誰でも ＩＴの恩恵を実感できる社会の実現

目的：我が国が目指す高度情報通信ネットワーク社会の構築に向け、経済成長戦略大綱、ＩＴ新
改革戦略、科学技術基本計画及び技術戦略マップ等に基づき、情報化の進展に伴うエネルギ
ー消費量の増大等の課題にも考慮しつつ、その基盤となる情報通信機器・デバイス等の情報通
信技術を開発し、実社会への利用を促進する。

●Ⅰ．ＩＴコア技術の革新 ［ｉ］世界最先端デバイスの先導開発

ドリームチップ開発プロジェクト

低炭素社会を実現する超低電圧デバイスプロジェクト

ITイノベーションプログラム

実行
プログラム

（経済産業省）

図Ⅰ-1 政策上の位置づけ
 

また、NEDOの中期目標が示すように、我が国の「高度な情報通信社会の実現」、「IT産業の国際

競争力の強化」のため、半導体分野を注力すべき基盤技術分野として捉えており、NEDO の目標に

も合致する開発プロジェクトである（図Ⅰ-2）。 
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「高度な情報通信社会の実現」、「IT産業の国際競争力の強化」のため、
情報技術開発分野の半導体における技術開発の一環として実施。

電子商取引 遠隔ＸＸ 教育

ＩＰを用いた各種のアプリケーション

ユーザビリティ技術

コンピュータ分野 ネットワーク分野

半導体分野

IT社会の基盤を構成する、高
い可用性、信頼性

基幹系ネットワークの高速大容
量化、高速ワイヤレス通信

微細化による高集積化、設計効率化、他品種変量生産、微細化によらない新機能追求

シリコン系半導体デバイス、光デバイス、高周波デバイス、超電導デバイス

ストレージ・メモリ分野
小型・大容量HD、高速大容量、低
消費電力の不揮発性メモリ

電子政府、シミュレーション

高信頼性サーバ

User-friendlyなヒューマン・インターフェース【相互運用性、セキュリティ機能の向上】

いつでも、だれでも、どこでも（ユビキタス）

デジタル情報家電
携帯電話、ＰＤＡ、
Wearable Computer

Application
Layer

Human
Interface

中核

基盤

●高度情報通信社会とそれを支える技術分野

本プロジェクト対象分野

図Ⅰ-２ NEDO中期目標における位置づけ
 

半導体技術がこれまでに機能、消費電力、集積度、コストにおける急速な進歩を達成してきたの

は、集積回路を製造するときに使用される最小寸法を年々指数関数的に縮小する微細化技術の向

上によるもので、今後も引き続き微細化技術開発を通じて、集積回路の機能あたりコストがさらに低

減され IT 技術のさらなる発展と経済における生産性と社会全体における生活の質の大きな改善をも

たらすことが期待されている。しかしながら、最近では、微細・高集積化の進展に伴い、開発すべき

技術課題の難度と、その克服に要する研究開発資源が増大してきており、民間企業のみでは十分

な対応が困難となって来ている。 また、微細化のみでは、微細化によるリーク電流の増大、構成デ

バイスの特性ばらつきの増大により IT 機器の消費電力を飛躍的に削減することが難しくなってきて

いる。 

集積回路の性能向上には、単なる微細化のみならず、新材料、新プロセス、新構造など革新的技

術の導入が不可欠で、その必要性は微細化の進展とともにますます大きくなる。すなわち、微細化

によって得られてきたメリットをこれまで以上に享受しながら IT を根底から支える半導体技術をさらに

発展させていくために、2020 年頃以後の LSI に求められる新材料、新構造、新プロセス技術の開発

を実現する技術シーズを発掘育成し、それらを将来の産業技術につなげていくための橋渡しを進め

る取り組みが必要である。 

また、本プロジェクトが対象としている技術課題は、今後の IT 機器の飛躍的な低消費電力化を進

める上で重要な鍵を握る技術であり、世界に先駆けて、また、欧米の開発状況から、イコールフッテ

ィングの観点からも、これらの課題を克服することは、我が国半導体産業の国際競争力強化に不可

欠な要件である。半導体デバイスの高度化は、関連する半導体製造装置、材料等の関連産業にお

いても、技術の高度化を促進するものであり、国際競争力の強化に寄与することとなる。また、半導

体 LSI は、情報通信分野はもとより、広範な産業分野（家電、自動車、モバイル、ロボット等）に応用

され、高付加価値の新製品開発と、それによる競争力強化に貢献するものと期待される。 

以上のように、本プロジェクトは、開発課題の性格上、産学官の英知を結集して開発を行う必要が
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あることに加え、我が国半導体とその関連産業の国際競争力強化、および国家的重点目標である高

度情報化社会の実現に寄与するものであり、産業政策・情報政策の面からも極めて重要な課題であ

ることから、国家プロジェクトとして NEDO が関与すべきものと考えられる。 

 

1.2 実施の効果（費用対効果） 

本プロジェクトは、事業期間 5 年間、事業規模約 100.5 億円の計画で進められている。 

 

（１）経済効果 

本プロジェクトが対象とする集積回路は、半導体メモリ、ロジック、MPU 等の全半導体デバイス（市

場規模としては、世界全体で 32 兆円/2020 年の予想 図Ⅰ-3）への適応を目指しており、これらを用

いた産業機器やコンシューマ機器は、待機電力のゼロ化、動作電力の削減により大幅な省エネルギ

ー化（消費電力 1/10）が期待できる。本研究開発を実施し、他国に先駆けて省エネ機器を実現する

ことで、2020 年において、不揮発デバイスはデジタル家電用混載メモリで 5 割、データセンター用固

体ストレージ等で 3 割、低電圧デバイスは IT 機器用汎用マイコン等において 3 割の普及率を目指

す。 

さらに、その応用展開により、研究開発成果が医療センシングネットワーク、高齢化社会に対応し

たセキュリティシステム、エネルギーマネジメントシステムなど大きな新市場創出につながると期待さ

れ、「社会インフラのグリーン化」にも貢献できる。 

これら民生機器、IT 機器に使用されている半導体デバイスを、本プロジェクトの研究開発成果を

適用したデバイスに置き換えることにより、経済効果として、2020 年にロジック、マイコンで 8000 億円、

メモリで 1 兆 2000 億円が見積もられる。 

 

（２）省エネルギー効果 

本プロジェクトの研究成果であるデバイスの低電圧動作、及び待機電力ゼロを、テレビ等の民生

機器やサーバー、ルーター等の IT 機器、データセンター等に使用される MPU、ロジック、メモリに適

用することにより、2020 年に 156.5 億 kWh の電力削減を目指す。これは、2020 年に IT 機器が使用

すると予想される 1600 億 kWh の約 1 割に相当する。また、炭酸ガス削減量に換算すると、667 万ト

ン/年である。 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

MOS Memory

Logic

MOS Micro

Analog

推測百
万

ド
ル

図Ⅰ-3 半導体世界市場 （出展：WSTS）

CAGR2.5%を仮定
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2. 事業の背景・目的・位置づけ 

2.1 事業の背景 

半導体技術は、情報家電、コンピュータ、通信装置、自動車、医療機器など、我が国の経済を支

える先端産業の競争力強化に不可欠な基盤技術である。その発展を支えているのは、シリコン集積

回路とその基本素子（デバイス）の CMOS トランジスタであり、これまで、CMOS トランジスタの寸法を

微細化するプロセス技術と、微細デバイスを機能させる回路技術により、高性能化・低電力化を実現

してきた。しかしながら、単純な微細化のみでは、微細化に伴うリーク電流の削減が難しくなってきて

おり、今日予測されているネットに流れる情報量の爆発的な増加、それに伴う IT 機器の待機電力を

含む消費電力の急激な増加（図Ⅰ-4）に対し対応が出来なくなってきている。 

 

グリーンＩＴイニシアティブの推進 平成20 年10 月 経済産業省商務情報政策局 高濱 航 氏 発表資料より

http://www.csai.jp/semina/2008/1006_semina.html

図Ⅰ-4 ネット情報量、IT機器消費電力の予測

 

低炭素社会の実現には、上記 IT 機器の消費電力の増大を押さえることが必要不可欠である。 

そのためには、IT 機器の究極的な低電圧動作、及び 待機電力ゼロ化による飛躍的な低電力化が

必須であり、IT 機器を構成する CPU やメモリ等のデバイスの低電圧動作と不揮発動作が不可欠な

技術要素である。 

 

2.2 事業の目的 

CMOS基本回路の消費電力は電圧の自乗に比例するので、電圧を 1/3にすれば、単純には消費

電力がほぼ 1/10 になる。また、電源を遮断しても情報が保持される不揮発デバイスを使えば、待機

状態での消費電力がゼロになり、これも、消費電力の低減に大きな効果をもたらす。このように、動作

状態では電圧の低減で、待機状態では不揮発動作を使うことで、消費電力の低減が達成される。こ

れらの機能を満たす新しい超低電圧・不揮発デバイスの開発が必要である。 

本プロジェクトの目的は、 

「新構造・材料を用いて、超低電圧・不揮発デバイスを実現するための基盤技術を確立して 

0.4Vの超低電圧化を実現し、IT機器の大幅な小型化・高性能化と 1/10の低電化を実現」 

することにある。 
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2.3 事業の位置づけ 

欧米においては、大型の産学連携ナノエレクトロニクス拠点の整備がここ数年で飛躍的に進み、

超低電圧・不揮発デバイスをはじめとした、次世代デバイスに関する実用化を目指した研究が活発

に行われ、今後、開発競争は熾烈化するものと考えられる（図Ⅰ-5）。 海外の研究開発活動の活発

化により、このような状況を放置すれば、超低電圧・不揮発デバイスに関する我が国の技術開発の

競争力を失いかねない。 

以上のように、本プロジェクトは、わが国の競争力の確保と、エネルギー消費削減・低炭素化の両

方に貢献すると期待され、本プロジェクト推進の必要性は高い。 

図Ⅰ-5 国内外の研究開発動向

予算 50億ドル

組織 IMEC MINATEC CEA/LETI
Albany 

NanoTech

ITRI

Electronics & 
Opto . Res. Lab

Fusionopolis
超低電圧デバイスプロジェクト

（Tsukuba -TIA ）

国・地域 ベルギー フランス フランス 米国 台湾 シンガポール 日本

ターゲット

ﾅﾉｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ

CMOS 技術

ﾍﾙｽｹｱ

ﾏｲｸﾛｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ、

ナノテクノロジー、

エネルギー

ﾏｲｸﾛｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ、

情報、ﾍﾙｽｹｱ

CMOS 技術

（リソグラフィ中

心）

光電子融合、

MRAM 、3D積層

BEOL Lab

R&D ファンダリ

CMOS& MEMS

プロセス

超低電圧不揮発デバイス・基

盤技術

BEOL プラットフォーム

主要テーマ

lCMOS 微細化

（<20nm ）
l新構造デバイス
lﾅﾉｶｰﾎﾞﾝ、 新材
料不揮発デバイ

ス（MRAM, 相変

化 , RRAM, 原子

移動ﾃﾞﾊﾞｲｽメモ
リ応用 )

lマイクロ・ナノテ

クノロジ

（300mm)

lMEMS

(200 mm)

lバイオテクノロジ

lエネルギー

lFD-SOI （量産試

作 w/ ST

応用向デバイス
lﾍﾙｽｹｱ ・医療
l通信
l医療・安全
l運輸・環境・環

境モニタ

l防衛・安全

l宇宙

lCMOS 微細化

（<20nm ）
l低電力志向
lFD-SOI開発
中

lｸﾞﾗﾌｪﾝ、

CNT応用デバ

イス（大学）

lウエハ 3次元積

層、実装
l相変化を用いた

新材料不揮発メ
モリ

lストレージ応用

新材料不揮発デ

バイス（相変化、

MRAM ）
lCMOS 基板に

BEOL 工程新デ

バイス付加

l新材料不揮発デバイス

磁性変化、相変化、原子移

動等 BEOL ﾌﾟﾛｾｽで構築
l集積化基盤技術
ﾅﾉｶｰﾎﾞﾝ (CNT, ｸﾞﾗﾌｪﾝ）

配線、ﾅﾉ構造ﾄﾗﾝｼﾞｽﾀ

（SOTB)
lBEOL 工程で異種材料を融
合するプラットフォーム

クリーン

ルーム面積
(ｳｴﾊ径）

4800m 2 300mm

3200m 2 200mm

8000m 2
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MEMS 用)
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南(3000m 2)
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参加企業

組織・大学

lASML, Infineon, 

NXP, Bosch , 

SOITEC , STMicro , 

Thales, Thomson 

Silicon 

Components.
lエルピーダ、パナ

ソニック
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STMicro ,
lMicro Machine 

Center( 日本）
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等)
lスタンフォード大、

精華大学など２６
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l組合： 荏原、東芝、東京エ

レクトロン、 NEC 、富士通、

富士通セミコン、日立国際

電気、日立、三菱、ルネサス

エレクトロニクス
l産総研、慶応大学、神戸大、
芝浦工大、東京大学、電気

通信大、立命館大
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予算 3.5億
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€

研究者 1,500

学生 20
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（総額 100億/５年）

赤字は競合するテーマ
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II. 研究開発マネジメントについて 

1. 事業の目標  

本プロジェクトでは、エレクトロニクス機器の飛躍的な低電力化に向けた、材料・プロセス・デバイス

技術の研究開発を掲げ、低電圧化が可能と期待されている抵抗変化型不揮発デバイス（①磁性変

化デバイス、②相変化デバイス、③原子移動型スイッチデバイス：BEOL デバイス）と、これと組み合

わせることで更なる低電力化を可能とする集積化基盤技術である、④三次元ナノカーボン配線、お

よび、超低電圧動作を可能にする⑤ナノトランジスタ構造デバイスの研究開発を行う。5 つの技術と

その用途、および、適用場所をデバイスの断面構造として示したのが図 II-1 である。なお、⑥BEOL

（Back-End Of Line）プラットフォームは、材料、構造の異なる 3つの抵抗変化型不揮発デバイスを、

配線工程（BEOL）で配線間に形成するための共通技術である。 

  

図 II-1 研究開発テーマと集積回路における適用場所のイメージ 

これらの低電圧化／低電力化技術は、それぞれの特徴を活かした適用先を目指している。それを、

LSI を用いた情報処理の階層構造におけるデバイスの役割として示したのが図 II-2 である。磁性変

化デバイスは高速読み出しが可能で、かつ、SRAMやDRAMと同様に無限回書き換えの可能性が

あるので、CPU などの論理回路と直接情報をやり取りする一次メモリ（一～三次キャッシュやメインメ

モリ）に、相変化デバイスは相変化領域を微細化しても相変化を起こすことが可能なことから、高集

積が必要なファイルやディスクキャッシュなどの二次メモリとして、そして原子移動型スイッチは微細

でかつ低抵抗な電流パスが作れることを利用して、微細で、かつ状態保持に電力を必要としない

FPGA（再構成可能回路）用のスイッチに使うことを想定している。ナノカーボン配線はストレージ等の

超高集積 LSIにおける低電力基盤技術としての応用を想定し、ナノトランジスタ構造デバイスは論理

回路を超低電力化する新たな基盤技術に位置づけている。 

②相変化デバイス

③原子移動スイッチデバイス

①磁性変化デバイス

④三次元ナノカーボン配線

⑤ナノトランジスタ構造デバイス

集積化基盤技術

BEOLデバイス

１次、2次（キャッシュ）メモリ

２次（ディスクキャッシュ）メモリ

論理回路の配線組換え

超低抵抗配線、
超高アスペクトコンタクト

ドーパントレストランジスタ、
既存CMOSとのハイブリッドPF

⑥ＢＥＯＬプラットフォーム
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図 II-2 情報処理におけるデバイスの役割 

 

研究開発項目①  

磁性変化デバイス 

「ロジック集積回路内1 次メモリを対象とした、高集積・高速特性・高書き換え耐性などの機能を有す

る超低電圧・不揮発デバイスの開発」 

 

エレクトロニクス機器に使用されるプロセッサやシステム LSI では、論理演算部とデータを直接やり

取りする 1 次メモリとして、SRAM が同一チップ上に混載されている。国際半導体技術ロードマップ

(ITRS)によれば、現状、LSI に混載されるメモリ部がチップ面積の半分以上を占めており、今後その

比率は更に増大すると予測されている（図 II-3左）。その理由は、情報処理能力を上げるためには、

1 次メモリの容量増大が非常に有効なためである。そこで、チップ面積を増大することなく混載メモリ

容量を増大できれば、プロセッサやシステム LSI の高性能化を加速できる。また、混載される SRAM

の容量が大きいため、そこで消費される動作時と待機時の電力はチップ消費電力の半分を占めて

おり（図 II-3右）、それを抑制することができれば、プロセッサやシステム LSIの低消費電力化を通し

て、低炭素社会実現に貢献できる。 

 

図 II-3 キャッシュメモリ面積と消費電力の増大 

1次メモリの動作時の消費電力を低減するには、メモリの読み書きに必要な電圧を下げて適切な条

件で動作させること、また待機時の消費電力を低減するには、電源を切ってもメモリ内の情報を保持

できる不揮発性を持たせることが必要である。 

そこで、混載 SRAMを置き換えるための要件（高集積、高速、高書き換え耐性）を満たす 1次メモリ

外部記憶２次メモリ１次メモリ論理回路

原子移動スイッチ

磁性変化
ナノ

トランジスタ構造

相変化

ナノカーボン配線
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の開発を行うことを目的として、次の目標を設定した。 

【中間目標】（平成２４年度末） 

・メモリ単体レベルで、読み書き電圧0.4V 以下、読み書き電流100μA 以下、読み書き時間10ns

（電力量0.4pJ 以下）の実証。1.2V 動作SRAM の1/10 の電力の実証。 

・新材料を用いた新プロセスの、300mm バックエンドラインへの統合による、デバイス動作実証。 

・試作･評価によるメモリパラメータ取得と、それを用いた低電圧動作用メモリ周辺回路設計。 

・高集積化を可能とする多値動作の確認。 

【最終目標】（平成２６年度末） 

・加速試験による10年間のリテンションと、書き換え回数10
16回の達成。 

・実用に耐える信頼性技術確立への指針の提示。 

・低電圧動作用の周辺回路を備えたメモリマクロで、読み書き電圧0.4V、読み書き電流100μA 

以下、読み書き時間10ns、1.2V 動作SRAM の1/10 の電力を実証すると共に、メガバイト級メモ

リの実現可能性の提示。 

・メモリマクロでの多値動作を実証することによる、従来SRAM比2倍の高集積化の可能性を提示。 

 

研究開発項目②  

相変化デバイス 

「外部記憶の高速低電力データ転送を実現する、高集積・高速低電力書き込み特性などの機能を

有する超低電圧・不揮発デバイスの開発」 

 

インターネットの高速化と情報通信機器の高度化により、外部記憶が消費する電力量の爆発的増

大が課題視されている（図 II-4(a)）。HDD はディスク回転で動作が律速されるため、高性能化には

限界がある。一方、フラッシュメモリを搭載した SSD は、高速データ処理が可能でかつ消費電力が

小さいため、 記録容量は低いが HDD を代替する外部記録として、年々その需要が増大している

が、ブロック単位でのデータ消去に起因する実効的な書き込み時間の増大が、消費電力増大と、複

雑な使いこなしという課題を発生させている。 

 特に、大量の外部記憶装置を使いこなすデータセンターにおいては、ストレージ階層における上

位ストレージ（Tier0）が、本質的に重要になる。Tier0 はデータ量全体の 5%を保存する階層であるが、

アクセスが 80%と頻発するため、その性能向上による電力削減効果はきわめて大きい。但し、Tier0

の要求トレンドを満たすためには、現世代 SSD では実現困難な高速化が必要となる。具体的には、

現状の 10倍以上の単位電力あたりのデータ転送速度が、次世代 SSDに求められる（図 II-4（b））。 
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図 II-4データセンターとストレージデバイスのトレンド 

そこで、外部記憶の圧倒的な消費電力低減を実現するため、データ転送を高速低電力で実現し、

外部記憶の消費電力を圧倒的に低減しうる高集積メモリの要件を満たす、相変化デバイスを開発す

ることを目的に、次の目標を設定した。 

【中間目標】（平成２４年度末） 

・単体デバイスとして、クロスポイント型メモリセル試作と動作実証。 

・データ転送速度200MB/s を、従来の1/3 の電力（200mW）で可能とする単体デバイスの書き込

み動作、および、さらなる高速低電力化の可能性の根拠を示すこと。 

【最終目標】（平成２６年度末） 

クロスポイント型メモリセルを集積化したメモリアレイ試作と動作実証。 

・書き換え回数10
6回以上の達成 

・データ転送速度400MB/s の高速動作実証 

・従来の1/10 の電力（66mW）の低電力動作実証 

・メモリセル面積4F2（F；最小加工寸法）のメモリアレイによる高集積性実証 

 

研究開発項目③  

原子移動型スイッチ 

「配線切り換えを可能とするスイッチを対象とした、低電流・高速書き換え、高オン・オフ抵抗比、小

面積などの機能を有する超低電圧・不揮発スイッチデバイスの開発」 

 

近年、電子機器の製品サイクルが短縮し、短 TAT、少量多品種生産、頻繁な仕様変更等が必要と

なってきたため、ロジック集積回路の一部または全部の回路を再構成可能にした、プログラマブルロ

ジックへのニーズが高まっている。しかしながら、現在のプログラマブルロジックデバイスでは、回路

を再構成するスイッチに、パストランジスタと SRAMを組み合わせた SRAM スイッチが用いられてお

り、その大きな消費電力のためにコンシューマ市場へ浸透していなかった。したがって、プログラマブ

ルロジックデバイスの動作時、および待機時の電力を削減することは、低炭素社会の実現に大きく貢

献する。 

本研究では、図  II-5 に示す通り、PLD（Programmable Logic Device）  と ASIC（Application 
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Specific Integrated Circuit）の長所を合わせ持つ、低消費電力、小チップ面積、短 TAT、低マスクコ

ストのデバイスの実現をターゲットとする。さらに、実現のための基本コンセプトとして、図 II-6に示す

ように、従来の SRAM スイッチに代わる、原子移動型スイッチをベースとした小型不揮発スイッチを

開発し、ロジック層上の BEOL（Back End of Line）に搭載する。そのために、ロジック集積回路の低

消費電力化・低電圧化に対応可能であり、かつ、スイッチの書き換え時、および保持時の低消費電

力化を実現する、配線切り換えを可能な超低電圧・不揮発スイッチデバイスの開発を行う。具体的に

は、オン・オフ抵抗比が大きく、スイッチ素子の面積が小さく、配線容量、およびスイッチ容量が低容

量であり、かつ、書き換えに必要な書換え電流と書換え速度の積（電荷量）が小さいため低電力書き

換えが可能である、スイッチデバイスを実現することを目的に、次の目標を設定した。 

 

 

図 II-5 本研究のターゲット 

 

図 II-6 本研究の基本コンセプトであるスイッチ over ロジック 

【中間目標】（平成２４年度末） 

スイッチ素子の材料選定、素子構造の最適化を行い、単体素子での下記の動作検証を行う。 

・単体素子性能として書換え電流と書換え速度の積が10
-10

A秒 以下 

・オン・オフ抵抗比10
5以上 

・書き換え回数10
3
 以上 

【最終目標】（平成２６年度末） 

以上の成果に基づき、大規模集積化に必要なスイッチ素子特性のばらつきを低減し、300mm径Si
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基板を用いてロジック集積回路を試作し下記を達成する。 

・本スイッチにより配線切り換えを行ったロジック集積回路が0.4V で動作可能であり、その際の消

費電力がSRAM スイッチにより配線切り替えを行った従来型1.2V 動作ロジック集積回路の 

1／10 以下。 

・スイッチ素子面積が、同一世代のSRAM スイッチを用いたプログラマブルロジックデバイス（PLD）

に比べ1／20 以下。 

 

研究開発項目④ 

三次元ナノカーボン配線 

「集積回路チップ内において、機能ブロックの三次元集積を実現するための、微細幅・超低電気抵

抗、超高アスペクト比配線・材料技術の開発」 

 

集積回路チップの三次元高集積化には、個々の機能ブロック同士を接続するための多層配線の

微細化・長距離対応、さらに縦方向配線の超高アスペクト比化が不可欠である。現在、集積回路チ

ップ内配線には、Cu、W 等の金属材料が主に用いられているが、配線寸法の微細化に伴って、結

晶粒界や界面での、電子の非弾性散乱効果による配線抵抗の急激な増大が顕著になりつつある。

ITRS で到達が予想される配線幅 10nm 前後の領域では、大幅な抵抗上昇が生じ、従来の金属材

料では所要の性能を実現できない。このため、フラッシュメモリ 1B(～10nm)世代、或いは 3次元積層

メモリ（BiCS 型フラッシュメモリ或いはクロスポイント型メモリ）では設計要求（面抵抗：≦3Ω/□）を大

幅に超えて増大することが予想されている（図 II-7、図 II-8）。 

 

図 II-7 フラッシュの配線微細化トレンド（ITRS2011）、Cu配線の抵抗トレンドと低抵抗化の必要性 

Flash
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図 II-8 三次元ナノカーボン配線の実用化目標 

 

また、三次元積層集積のためには、微細でかつこれまでにない超高アスペクト比（コンタクトホール

の深さと直径の比）のコンタクト開発が求められており、将来的にはアスペクト比 30 の埋め込みが必

要になると予想されている。グラフェン、カーボンナノチューブ（CNT）などのナノカーボン材料は炭

素原子の強固な結合により、微細寸法でも低散乱で極めて長いキャリアの平均自由行程（グラフェン

で 1μm、CNTで 25μmなど）が報告され、急激な抵抗増大のない伝導特性が予想されている。さら

にW並みの高耐熱性や Cuよりも 2桁高い電流密度耐性など、微細配線材料として優れたポテンシ

ャルを有している。そこで、ナノカーボン材料を用いて技術課題を解決し、機能ブロックの三次元集

積を実現させる微細線幅(≦20nm)・長距離（≦0.7mm）に対応した横方向配線技術と、超高アスペク

ト比(30)に対応したコンタクトプラグ技術を 300mm基板上で実証することを目的に、次の目標を設定

した。 

【中間目標】（平成２４年度末） 

・微細線幅（100nm）、低抵抗（シート抵抗＜50Ω/□）の配線実証 

・微細直径（90nm）、超高アスペクト比（≧16）のコンタクトホールへのナノカーボン材料埋め込み

実証 

【最終目標】（平成２６年度末） 

・微細線幅（≦20nm）、長距離（0.7mm）、低抵抗（シート抵抗≦3Ω/□）の配線実証 

・微細直径（90nm）、超高アスペクト比（30）のコンタクトホールへのナノカーボン材料埋め込みと、

W以下の抵抗（接触抵抗を含む）の実証 

 

研究開発項目⑤ 

ナノトランジスタ構造デバイス 

「CMOS トランジスタの超低電圧動作、及びリーク電流抑制を同時に実現するための、低しきい値ば

らつきトランジスタを集積化するための技術開発、並びに、この技術を用いた高集積機能素子にお

ける低電圧動作実証」 

 

CMOS トランジスタを用いた集積回路の超低消費電力化を進めるためには、適切な電源電圧を設

定して応用から要求される動作速度を満たしながら、最も消費エネルギーの小さい状態でトランジス

• 深穴・超高アスペクト比コンタクトの形成

• 微細線幅・低抵抗・高耐熱WL配線、BL配線の形成

CNTによる
超高アスペクト比
コンタクト

グラフェンによる
微細線幅
低抵抗配線

CNT

グラフェン

BiCS型メモリ

ワード線 ビット線
層間接続
プラグワード線ビット線 層間接続

プラグ

クロスポイント型メモリ
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タを動作させることが必要である。一般に CMOS 集積回路の消費エネルギーが最低になる電源電

圧は、図 II-9(a)に示されるように 0.4V 前後になることが知られているが、実際にこのような超低電圧

で動作可能なCMOS集積回路を製造することは困難であった。現状では、低電力 CMOS回路の動

作電圧は 1.2Vが標準であり、速度を度外視した回路の動作下限電圧も 0.6V程度である。 

CMOS集積回路の消費電力を現状の 1/10以下に低減するためには、CMOS 集積回路の動作下

限電圧を 0.4V 以下に低減する技術と、使用状況に応じて動作電力効率を最適に制御する技術の

確立が不可欠である。図 II-9(a)からわかるように、動作電力は現状の 1.2Vから 0.4Vに低減すること

で 1/9 まで低減できる。リーク電力も含めて使用状況に応じて電力を最適に制御すれば、従来の

1/10以下の電力が実現できると考える。 

一方、図 II-9(b)に示される電源電圧の推移からわかるように、最近の CMOS では動作電圧の低

減が極めて困難であることがわかる。そこで、動作電圧低減の主たる阻害要因である、しきい電圧ば

らつきを低減でき、かつ、使用状態に応じて動作条件を変化させる基板バイアス電圧制御が可能な

デバイスを開発すると共に、それを集積化するために必要な技術開発と低電圧動作実証を行うこと

を目的に、次の目標を設定した。 

 

図 II-9 (a) CMOS回路消費エネルギーEの電源電圧 Vdd依存性、 

(b) ロードマップに示された電源電圧の年次推移 

【中間目標】（平成２４年度末） 

・100 万個以上のトランジスタで、平均±0.1V 以下（±5σ）の局所しきい電圧ばらつきを達成 

・低い電源電圧に動作を最適化し、基板バイアス制御技術を適用したナノトランジスタ構造デバイ

スを集積した1Mbit 以上のSRAM での、0.4V 動作を実証 

【最終目標】（平成２６年度末） 

・ナノトランジスタ構造デバイスと既存のCMOS トランジスタとの融合集積化技術を確立するととも

に、その設計環境構築への指針を提示する。 

・従来デバイスに比較して消費電力を1/10 に低減できる基盤技術を確立するとともに、実用化回

路レベルでの達成目処を示す。 
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研究開発項目⑥ 

「BEOL設計･製造基盤（プラットフォーム）開発」（H22補正） 

 

図 II-10 に示すように、様々な新材料・新構造デバイスを配線層の一部として作ることを効率化す

るために、素子や回路の設計工程、さらには、プロセスや材料などに係る製造工程を可能な限り共

通化し、これを、BEOL設計･製造基盤（プラットフォーム）とすることを目的に、次の目標を設定した。 

 

図 II-10 BEOLプラットフォーム開発 

【目標】（平成 23年度末） 

個別デバイス（研究開発項目①～③）の研究開発を推進するための共通設計基盤として、BEOL

設計･製造基盤（プラットフォーム）を開発する。その際、以下の条件を目標とする。 

新材料や新構造デバイスに共通で使え、かつ、新材料の相互汚染や熱耐性、さらには、プロセス

雰囲気の影響などの観点から、それぞれのデバイスの特性を損なうことのない、BEOL プロセスレシ

ピの作成。 

相互汚染防止、汚染除去、汚染評価などからなる管理プロトコルの作成。 

PDK として、設計ルール、配線特性パラメータ、OPCルールの策定。 
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2. 事業の計画内容 

2.1 研究開発の内容  

（１）研究開発項目の概要 

①：研究開発項目① 

磁性変化デバイス 

「ロジック集積回路内 1 次メモリを対象とした、高集積・高速特性・高書き換え耐性などの機能を有す

る超低電圧・不揮発デバイスの開発」 

 

磁性変化デバイスは、2 層の磁性薄膜とそれらを物理的に分離する絶縁膜からなる MTJ（Magnetic 

Tunnel Junction；磁気トンネル構造）と、スイッチであるトランジスタ（MOSFET; Metal Oxide 

Semiconductor Field Effect Transistor）から構成されている。電子のスピン注入を用いて磁性薄膜の

磁化方向を変化させることで MTJ の抵抗を変え、流れる電流の大小で記憶の有無を判断するデバ

イスである。従来の磁性変化デバイスは 1V以上の電圧が必要であるが、これを 0.4V程度で動作す

る低電圧デバイスにするために、下記の内容で研究開発を行う。 

 

a) 要素プロセス開発 

a)-1 多層磁性膜構造、材料、プロセス技術 

新材料を含む多層からなる磁性膜の、層構造、材料、膜厚、成膜・加工などのプロセス技術を低電

圧動作向けに最適設計し、それらを基本プロセスとして構築したうえで、300mm ラインで試作実証する。

具体的には、トンネル絶縁膜（MgO）の高品質化を目指した成膜技術（図 II-11）など Magnetic Tunnel 

Junction（MTJ）の高品質化、垂直磁化膜、ストレス制御技術、磁性膜加工技術、汚染制御技術などを

開発する。 

 

図 II-11 トンネル絶縁膜形成プロセス（Mg酸化の場合） 

b) 磁性変化デバイス開発 

b)-1 低電圧動作構造開発 

磁性変化デバイスの低電圧動作を実現するためには、メモリ部への効率的な電圧印加が必要となる。

従来報告されている構造（スイッチ用トランジスタにつながる下部電極上に、磁化の向きが固定された

ピン層が存在する構造；図 II-12 左）では、書き込みに必要な印加電圧に非対称性が存在することと、

スイッチ用トランジスタの動作上の特性から、低電圧での書き込みが困難である。この課題を解決する

ために、メモリ部の多層構造として従来報告されている構造を反転したトップピン構造を提案し開発す

CoFeB

酸化

非晶質

Mg
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る。および、このトップピン構造（図 II-12右）に適した材料、プロセス、デバイスなどを開発する。 

 

図 II-12 トップピン構造 

b)-2 多値化技術開発 

磁性変化デバイス素子を用いた多値化の検討を行う。磁気トンネル接合を複数重ねた三次元構造

の新しい磁性変化デバイス素子を開発する。この多値情報を読み出すために、高感度のセンス方式の

研究も行う（図 II-13）。 

 

図 II-13 多値メモリの動作を示す概念図 

b)-3 配線層集積化電流センサ技術 

磁性変化デバイスを電流センサ（図 II-14）へと展開し、配線領域に三次元的に集積化可能なセン

サ技術を開発し、電流モニタリングを通して集積回路の低電力化に貢献する。 

 

図 II-14 配線電流のリアルタイムセンシング機能の概念図 
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c) 集積化開発 

磁性変化デバイスのスイッチや駆動回路を構成する CMOS デバイスに影響を及ぼすことなく、磁性

変化デバイスを多層配線部へ埋め込むためのプロセスを開発する（図 II-15）。特に、磁性材料は、従

来のシリコンプロセスでは使用されたことのない新しい材料であり、シリコンプロセスへの汚染が懸念さ

れるため、その対策技術を開発する。また、CMOS プロセスが、磁性変化デバイスに及ぼす影響を最

小限にする研究も行う。具体的には、プロセスガスやプロセス温度が、磁性変化デバイスの電気特性

や磁気特性などに及ぼす影響など、集積化の際の課題を解決する技術を開発する。 

 

図 II-15 集積化プロセス（MTJ形成部分） 

d) 周辺回路開発（共同実施 神戸大学、立命館大学） 

d)-1 低電圧動作回路技術開発 

非常に低い電流での読み出しを可能とし、かつ、誤書き込みが無い、磁性変化デバイス専用の新規

センス回路を設計する。新規センス回路では、磁性変化デバイス素子の高抵抗値と低抵抗値の中間

値の負性抵抗を、並列に接続した回路を用いる（図 II-16）。 

 

図 II-16 磁性変化デバイス用センス回路方式の例 

d)-2 モデリング 

磁性変化デバイスの動作を記述する、回路シミュレーションに適したコンパクトな回路モデルを新規

に構築する。実測との比較を繰り返して、モデルの精度を上げる。また、多値化に対応可能な、磁性変

化デバイスモデリングの方式検討も行う。 

 

歪制御トリプルハードマスク、
トップピンMTJ 加工

Cu ダマシン形成Cu 配線下地

下部電極
トップピン
MTJ
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②：研究開発項目② 

相変化デバイス 

「外部記憶の高速低電力データ転送を実現する、高集積・高速低電力書き込み特性などの機能を

有する超低電圧・不揮発デバイスの開発」 

 

外部記憶向けメモリの最有力候補の一つである相変化デバイスを開発する。従来の結晶・非晶質の

相転移とは異なるメカニズムを利用した超格子相変化素子を開発し、かつ、書換え電力のさらなる低

減に向け、熱を効率的に発生させて、その散逸を防ぐ材料と構造を開発する。さらに、これらの材料、

プロセス技術を用いたデバイス技術を開発して、集積化実証する。そのために、下記の内容で研究

開発を行う。 

 

a) 相変化材料技術開発 

a)-1 成膜技術（超格子相変化膜の成膜技術開発）（共同実施 産業技術総合研究所） 

書換え電力の大幅な削減に向けて、大きなエネルギーを必要とする従来の結晶・非晶質間相転移

に代わり、Ge 原子の短範囲移動（Ge 原子の移動により、Ge 原子と他の原子（Sb、Te）との化学結合状

態（4 配位と 6 配位）が変化する）を利用する、結晶・結晶間相転移を用いる（図 II-17）。具体的には、

相変化超格子を、産総研スーパークリーンルーム（SCR）の PVD(Physical Vapor Deposition)装置を用

いて成膜する。これを期待通りに発現させるために、膜厚、組成、成膜温度限界などを 300mm ウエハ

上で高精度に制御する技術を開発する。 

なお、本開発では、LSIプロセスとして 300mmウエハ上に初めて成膜する。また、原子層レベルの膜

厚、および界面制御を高度化するために、超格子膜の CVD(Chemical Vapor Deposition）成膜技術を

初めて開発する。 

 

図 II-17 超格子相変化の概念図 

 

a)-2 解析技術（熱拡散防止層のシミュレーションによる検証） 

現状の相変化素子では入力電力の 1%だけが相変化に寄与し、残りの 99％は熱として散逸している。

熱拡散防止層による熱の閉じ込め効果をシミュレーションによって確認しながら（図 II-18）、材料の選

択や不純物添加による効果などを調べ、熱拡散防止層の最適化を行う。 
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図 II-18 熱拡散防止層のシミュレーションによる検証 

b) 集積化実証 

b)-1 クロスポイントセル開発/集積化開発 

クロスポイント型セル（図 II-19）とは、メモリのワード線とビット線が最小寸法ピッチ（2F, Fは最小加工

寸法）で配置されて直交し、セルサイズが最小値の4F2となるメモリ構造であり、高集積セルの第1候補

である。 

クロスポイント型相変化デバイス集積化に必須である、ポリ Si ダイオード（図 II-19）の要素技術も開

発する。成膜技術として、ポリ Si ダイオードの p-i-n 接合構造の最適化であり、i 層となるノンドープ Si

層の構造、上下の p/n 層からの不純物拡散などの最適化を行う。加工技術として、自己整合によるクロ

スポイント型セルのドライエッチングプロセスを構築する。これらを、産総研の 300mm ラインを用いて開

発する。 

 

図 II-19 ポリ Siダイオードを用いたクロスポイント型セル 

b)-2 周辺回路開発（共同実施 中央大学） 

相変化デバイスの特徴を活かした動作方式や、クロスポイント型セルに特有なアレイ動作、および、

低電力相変化メモリアレイ周辺回路の開発を行う。アレイTEG試作を通して、高速低電力でのデバイス

の書き込み動作、および、さらなる高速低電力化の可能性の根拠を示す。超格子相変化の特徴を活

かした動作方式も開発する。 
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③：研究開発項目③ 

原子移動型スイッチ 

「配線切り換えを可能とするスイッチを対象とした、低電流・高速書き換え、高オン・オフ抵抗比、 小

面積などの機能を有する超低電圧・不揮発スイッチデバイスの開発」 

 

プログラマブルロジックデバイスの回路再構成に用いる配線切り換えスイッチを対象に、ロジック集積

回路の低消費電力化・低電圧化に対応可能で、スイッチの書き換え時、および保持時の低消費電

力化を実現する超小型・不揮発スイッチデバイスの開発を行う。また、開発したスイッチデバイスの集

積化と動作実証を行う。そのために、下記の内容で研究開発を行う。 

 

a) 原子移動型スイッチデバイス開発 

a)-1 デバイス開発（3端子原子移動型スイッチ開発） 

配線切り換えを可能とするスイッチとして、オン・オフ抵抗比が大きく、スイッチ素子の面積が小さく、

配線容量およびスイッチ容量が小さく、さらに、書き換えに必要な電流と書換え速度の積（電荷量）が小

さいため低電力書き換えが可能であるスイッチデバイスを開発する（図 II-20）。具体的には、原子移動

型スイッチの課題を解決でき、上記条件を満足する 3端子原子移動型配線切換えスイッチを開発する。 

 

図 II-20 原子移動型スイッチの原理 

a)-2 回路技術開発 

原子移動型スイッチ素子を用いたプログラマブルロジックデバイスを実証するための TEGを設計・試

作する。設計・試作するTEGは、原子移動型スイッチの機能を検証するTEG、特性を評価するTEGの

2 種類である。機能検証 TEG はクロスバースイッチ（図 II-21）、プログラマブルロジックセル等である。

特性評価 TEG は、デコーダを用いたスイッチアレイ等である。チップ面積が従来のスイッチに比べて

1/4以下に、また、消費電力が 1/2以下になる技術を開発する。 

Cu

TaO

Ru

Cu

OFFON

+V -V

PSE
(Polymer Solid

Electrolyte)
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図 II-21 クロスバースイッチの模式図 

a)-3 原子移動型スイッチ信頼性研究（イオン伝導材料・プロセス・構造開発）（共同実施 東京大学） 

従来の原子移動型スイッチ素子では、書換え電圧と保持特性（信頼性）との間にトレードオフの関係

が存在する（図 II-22）。すなわち、高い電圧で書き込み動作を行わないと実用に耐える情報保持特性

が得られない。本開発では、独自のポリマー固体電解質（PSE）を使い、かつ、膜構成や電極/固体電

解質界面を最適化することでこのトレードオフ関係を緩和し、保持特性（信頼性）を確保しながら書換え

電圧の低減を図る。 

さらにその保持信頼性モデルを新たに構築するため、電気化学の実験的側面、および第一原理計

算を用いた理論的な側面から原子移動型スイッチの信頼性に関する研究を実施する（共同実施 東京

大学）。 

 

図 II-22 原子移動型スイッチの書換え電圧と保持特性の関係 
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b) 集積化開発 

b)-1 集積化技術 

原子移動型スイッチでは、CMOS の銅（Cu）配線を活用し、これを下部電極としてイオン伝導層（ポリ

マー固体電解質）を堆積する。Cu 下部電極の形状、表面の物理・化学的な状態が Cu の原子移動に

及ぼす影響を把握しながら、300mm ウエハを使った製造プロセスに適合した、原子移動型スイッチ製

造プロセス技術を開発する（図 II-23）。 

 

図 II-23 集積化された原子移動型スイッチの断面模式図 

b)-2 汚染除去技術 

原子移動型スイッチでは、従来の半導体デバイスでは一般的に用いられない新材料を用いる。この

ような新材料による従来プロセスへの影響が懸念されるため、新材料の汚染評価・除去技術を開発し、

集積化要素プロセスとして集積化プロセスに組み込む。 
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④：研究開発項目④ 

三次元ナノカーボン配線 

「集積回路チップ内において、機能ブロックの三次元集積を実現するための、微細幅・超低電気 抵

抗、超高アスペクト比配線・材料技術の開発」 

 

三次元積層化が進む次世代不揮発デバイスの配線要求に対して、従来の金属（Cu、W）配線は、微

細化に伴って急激に抵抗が上昇し（細線効果）、また、縦方向コンタクトの超高アスペクト比化には、

金属の埋め込み限界で対応できないという課題を有している。これらの課題を解決するブレークスル

ー技術として、グラフェン・カーボンナノチューブ（CNT）などのナノカーボン材料に注目した。これら

の材料では炭素原子の強固な6員環構造に起因する極めて長いキャリアの平均自由行程（グラフェ

ンで1μm、CNTで25μmなど）が報告されている (K. I. Bolotin et al., 2008, p. 096802) (H.J Li et al., 

2006, p. 096802)。また、ナノカーボン材料はW並みの高耐熱性やCuよりも2桁高い高電流密度耐性

など、微細配線材料として本質的に優れたポテンシャルを有する。そこでこれらの材料の合成および

加工技術とともに、既存の半導体微細加工技術の適用が期待できるグラフェンを用いて微細幅横方

向配線技術を開発する。また、それ自体が超高アスペクト比で縦方向の配線に適したCNTを用いて、

超高アスペクト比コンタクト配線技術を開発する。そのために、以下の内容で研究開発を行う。 

 

a) ナノカーボン配線基礎技術開発 

a)-1 ナノカーボン配線材料技術 

多層グラフェンの微細幅配線特性を剥離グラフェンを用いて先行検証し、低抵抗化のための指針を

示す。配線プロセスと整合性のある温度での多層グラフェン成長を行い、300mm 化のための触媒・前

処理・成長・成長後処理などの条件検討を行い、膜としての低抵抗特性を示す。また、超高アスペクト

比(AR)微細コンタクト向けの CNT 埋め込み成長の原理実証を行い、目標抵抗に向けたプロセス設計

と CNT構造検討を行う（図 II-24）。 

a)-2  超低抵抗ナノカーボン配線技術（共同実施 芝浦工業大学） 

ナノカーボン配線超低抵抗化のための基礎検討として、ナノカーボン膜の結晶性の向上、ドーピン

グ、低抵抗金属接触について検討を行う。 

a)-3 ナノカーボン材料の配線適用における理論的研究（共同実施 慶應義塾） 

ナノカーボン材料を三次元集積デバイス用微細配線構造に適用する上での可能性と課題を、理論

的な面から検討する。具体的には、微細線幅(≦20nm)・長距離(≦0.7mm)対応の配線構造におけるナ

ノカーボン配線の伝導特性について、モンテカルロシミュレーションによる理論予測を行い、ナノカーボ

ン材料の品質や層数、配線の端部構造等と伝導特性の相関関係を示すとともに、その結果を実験によ

って検証する。 
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図 II-24 グラフェンおよび CNT材料の構造・成長・配線の概念図 

b) ナノカーボン配線プロセス技術 

b)-1 300mmナノカーボン成長プロセス開発 

300mm 径ウエハに対応したナノカーボン成長装置およびプロセス開発を行う。産総研スーパークリ

ーンルーム（SCR）に、CNT 及びグラフェン成長に必要な触媒金属成膜チャンバー、同触媒の活性化

等を行うプラズマ処理チャンバー、CNT/グラフェンの成長チャンバーを備えた 300mm ナノカーボン成

長装置を導入する。同装置により超高アスペクト比ホールを含む配線 TEG 構造への触媒成膜、触媒

前処理、CNTおよびグラフェンの成長プロセス技術を開発する（図 II-25）。 

 

 

図 II-25 CNT コンタクト TEGへの高密度 CNT成長プロセスの例 

b)-2  300mmナノカーボンCMPプロセス開発 

コンタクトホール内に成長させた CNT を、プラグ状に加工形成する CMP プロセス技術を開発する。

CNTは機械的強度が高く、かつ化学的に安定である特徴を持つため、従来の金属膜や絶縁膜に対す

るCMP技術を用いては良好な研磨形状、研磨特性を得ることが困難であることが知られている。そこで、

CNT 固有の CMP 技術を開発する（図 II-26）。加えて、横方向配線向けに微細配線溝に形成した触

媒あるいはグラフェン／触媒層を平坦化するグラフェン向け CMP加工技術を開発する。 

グラフェン 低温成長・高品質
グラフェン成長技術

グラフェン配線
モジュール技術

上層
プラグ 下層

プラグ

カーボンナノ
チューブ(CNT)

触媒
(Co等)

超高密度CNT
成長技術

CNTコンタクト
モジュール技術

下層配
線

上層
配線

絶縁層

触媒
(Co等)
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図 II-26 CNT コンタクト用の CNT固定化と CMP平坦化プロセス例 

c) ナノカーボン配線集積化技術開発 

c)-1 ナノカーボン配線集積化 

300mm径基板上での配線特性実証のために、300mm対応の配線集積化技術を開発する。具体的

には、300mmラインでの微細配線・CNT電特と信頼性検証を行う。300mmウエハを用いたCNTコンタ

クトプラグの抵抗、およびグラフェン配線の抵抗を評価するための専用TEGマスクを設計・製作し、これ

を用いて高アスペクト比（≧30）の CNT コンタクトプラグや超微細幅（≦20nm）のグラフェン配線形成技

術を開発する（図 II-27）。 

 

図 II-27 微細幅グラフェン配線の集積化イメージ（RIE型の例） 

 

多層グラフェン成長

①下地絶縁膜への
段差形成

②触媒下地層、触媒層
成膜

③触媒段差を起点とした
グラフェン成長

④ハードマスク成膜 ⑤配線パターン リソ ⑥グラフェン、触媒層加工

SiO2 触媒下地層

触媒金属層

グラフェン成長起点

ハードマスク層
レジスト グラフェン/触媒積層配線
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⑤：研究開発項目⑤ 

ナノトランジスタ構造デバイス 

「CMOS トランジスタの超低電圧動作、及びリーク電流抑制を同時に実現するための、低しきい値ば

らつきトランジスタを集積化するための技術開発、並びに、この技術を用いた高集積機能素子にお

ける低電圧動作実証」 

 

0.4Vという超低電圧集積回路を実現するために、トランジスタが本質的に持っているばらつきを低減

できる新構造ナノトランジスタを開発する。ばらつきが、チャネルドーパント（不純物）の数の局所揺ら

ぎに支配されていることがわかっており、ドーパントを用いずにしきい値電圧調整の行えるドーパント

レストランジスタがその候補である。この構造を、いわゆるSOI（Silicon On Insulator）構造で実現し、

かつ、バルクCMOSと混在できる構造にする。 

これらのプロセス・デバイス開発に加えて、システムレベルでの超低電圧動作の効果を実証するため

に、基本回路の設計基盤、設計手法の構築を行い、実際に小規模な回路を設計して低電圧動作を

実証する。 

そのために、下記の内容で研究開発を行う。 

 

a) ナノトランジスタ構造デバイスの開発 

a)-1ナノトランジスタ構造の最適化 

300mm 製品ファブにそのまま適用可能な仕様のプロセスを用いて、ナノトランジスタ構造デバイスの

開発を行い、実用化に必要なトランジスタ構造や性能の最適化を行う。具体的には、超低電圧で電力

効率の高い回路動作が可能となるように、トランジスタ特性のばらつきを抑制し、超低電圧動作に最適

なしきい値電圧と、適度な基板バイアス感度を設定できる構造を開発する。このため、短チャネル効果

を抑制しながら寄生抵抗と寄生容量を共に低減するためのソース・ドレイン部、ゲート電極やゲート絶

縁膜の材質、裏面ゲートとして機能する BOX（埋め込み酸化膜）層裏面の Si 支持基板の不純物濃度

やプロファイルの最適化、SOIや BOX膜厚の最適化を行う（図 II-28）。 

 

図 II-28 ナノトランジスタ構造デバイスの断面模式図 

a)-2 ばらつき低減/特性制御・性能最適化指針（共同実施 東京大学） 

不純物起因によるばらつきを減らしたデバイスのばらつきを詳細に評価・解析し、大規模な回路に

も対応出来るように、特性分布の裾も考慮しながら安定した低ばらつき特性が得られる構造や作製

プロセスを開発する。また、0.4V という超低電圧での SRAMに代表される基本回路（図 II-29）の動

ゲート
BOX (10nm)

基板バイアス
端子

裏面ゲート

ソースドレイン

SOI層 (～12nm)
Si支持基板

SOI層とBOX層を除去して形成
（低段差）

SOTB：低電圧回路用 バルク：I/O、アナログ用など



 

27 

作解析、実測データとの比較検討による動作解析精度の向上、さらにこの結果に基づく超低電圧動

作に最適なデバイス構造の方向付けを行う。 

 

図 II-29 SRAM ノイズマージン TEGのセル回路図 

 

b) 超低電圧ハイブリッド集積化基盤技術開発 

b)-1ハイブリッドデバイス開発/SRAMによる検証 

ナノトランジスタ構造デバイス（SOTB）と従来バルク CMOSが容易に混載（図 II-28）できるハイブリッ

ドデバイス・プロセスを構築する。具体的には、ナノトランジスタ部分とバルク CMOS 部分の段差を考慮

した最適な素子分離構造やソース・ドレイン部構造、ゲート電極構造、配線層との接続構造などを検討

する。さらに、大規模 TEG を用いたインテグレーション、信頼性評価を経て、1Mb レベルの SRAM の

0.4V という超低電圧での動作検証へとつなげる。 

 

c) 超低電圧LSIプラットフォーム開発（共同実施 電気通信大学、芝浦工業大学、慶應義塾、京都工芸

繊維大学、京都大学、東京大学、大阪大学、東京理科大学、産業技術総合研究所） 

LSI チップ試作のために、設計ルールを始めとする設計プラットフォームを整備する。具体的には、

ナノトランジスタ構造デバイスの特徴であり、かつ、超低電圧回路動作の必須技術である、基板バイア

ス電圧印加を行うことが可能なナノトランジスタ構造用最適化セルライブラリの改良と、基板バイアス電

圧の安定印加技術の開発を行う。さらに、上記のセルライブラリや基本要素回路設計情報を活用しな

がら、より大規模な設計試行を通じて超低電圧 LSI を構築するための設計手法、設計フロー（図 

II-30）、最適な設計パラメータの設定法等の開発を行う。 
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図 II-30 ナノトランジスタ構造デバイスを用いた論理回路の設計フロー 

 

d) 超低電圧システム試作 

上記 c)で得られる設計プラットフォームを活用しながら、超低電圧動作による電力削減効果が期待

できるハードマクロコア、ないしはネットリストを開発するとともに、その開発過程で得られる知見を c)の

設計プラットフォーム開発にフィードバックする。 

上記、設計プラットフォームの開発とシステム試作を通じて、最終年度までに従来デバイスに比較し

て消費電力が実用化回路レベルで 1/10 に低減できる目処を示す。 

 

論理設計

論理合成

自動配置配線

物理検証

タイミング解析 寄生RC抽出ルール

シミュレーションライブラリ

論理合成ライブラリ

標準セル 配置配線ライブラリ

検証ルール
（DRC/LVS等）

SPICE

小修正項目
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⑥：研究開発項目⑥ 

「BEOL設計･製造基盤（プラットフォーム）開発」 

 

様々な新材料・新構造デバイスを配線（BEOL）層の一部として作ることを効率化するために、素子や

回路の設計工程、さらには、プロセスや材料などに係る製造工程を可能な限り共通化し、これを、

BEOL設計･製造基盤（プラットフォーム）として開発する。 

a) BEOL設計基盤開発 

BEOL 製造基盤を用いて、様々な新材料・新構造デバイスを配線層の一部として作るために必要な、

デバイス・配線関連の設計基盤を開発する。具体的には、パターン設計ツール、パターン設計に際し

ての OPC（Optical Proximity Correction）ツール、検証ツール、パターン検査用電子顕微鏡等のツール

と評価機器を導入し、設計基盤となる PDK（Process Design Kit）を開発する（図 II-31）。 

b) BEOL製造基盤開発 

300mmウエハCMOS基板上に、下地CMOSとの位置関係など、デザインルールの整合性を保ちな

がら、配線層の一部として、様々な新材料・新構造デバイスを形成するための製造技術を開発する（図 

II-31）。 

 

図 II-31 BEOLプラットフォームを用いたデバイス試作の流れ 
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（２）研究開発スケジュール 

 

以降に各研究開発項目の研究開発スケジュールを示す。 

 

研究開発項目① 

 

回路TEG1プロセスTEG1

e)

b)

c)

平成
22年度

平成24年度
（H23補正、H24通常）

７-９月 １０-１２月 １-３月４-６月

事業項目
平成

23年度

d)-1

回路TEG2 マクロTEG1

a)

平成
25年度

平成
26年度

研究開発項目①
ロジック集積回路内
1 次メモリを対象とした、
高集積・高速特性・
高書き換え耐性などの機能
を有する超低電圧・不揮発
デバイスの開発

a)要素プロセス開発

b)磁性変化デバイス開発

c)集積化開発

d)周辺回路開発

d)-1 回路開発

d)-2 モデリング

e)TEG開発

プロセス開発フロー検討

基本プロセス
確立

プロセス改善、多値プロセス開発

プロセス
改善

プロセス
確立

基本デバイス
構造Fix

単体性能実証、
多値動作確認

デバイス開発

信頼性実証、
多値構造Fix

磁気特性シミュレータ
立ち上げ

デバイス改善、多値デバイス開発

装置導入、
装置立ち上げ

立ち上げ完 集積化
プロセス改善

マクロ
レベル
実証

集積化プロセス開発

汚染対策と耐熱性
実証

ラインへの埋
め込み開発

回路検討、設計
回路評価、マクロ開発、アプリ試作

回路案
提示

マクロ、電源
設計完

マクロ
改良完

マクロ
評価完

d)-2

パラメータ取得、モデリンング モデル高精度化、アプリ評価ボード設計

モデルFix、
アプリ評価ボード

モデル1次案

暫定集積化
プロセス構築

集積化
プロセス構築

回路
評価

回路
改版

モデル2次案

マクロTEG2

微細MTJ
動作確認

微細MTJ
加工に目処

マスク マスク マスク マスク マスク

アプリ
評価完

評価ボード
改版

装置・設備
立ち上げ

デバイス
単体レベル
動作実証 回路・マクロ開発

マクロレベル
動作実証

信頼性
保証レベル
動作実証5カ年計画
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研究開発項目② 

平成
22年度

平成24年度
（H23補正、H24通常）

７-９月 １０-１２月 １-３月４-６月

事業項目
平成

23年度
平成

25年度
平成

26年度

研究開発項目②
外部記憶の高速低電力

データ転送を実現する高
集積・高速低電力書き込
み特性などの機能を有す
る 超低電圧・不揮発デ
バイスの開発

a) 相変化材料

技術開発

a)-1  解析技術

a)-2  成膜技術

b)  集積化実証

b)-1 ｸﾛｽﾎﾟｲﾝﾄｾﾙ開発

b)-2 集積化開発

a)-2

a)-1

b)-1

b)-2

装置立上

評価手法探索

TEG設計

装置立上

材料高集積高信頼技術

ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ
技術開発

0

マスク 低電力動作実証

加工ﾌﾟﾛｾｽ
構築

集積化ﾌﾟﾛｾｽ開発(1)

材料FIX

集積化ﾌﾟﾛｾｽ
開発(2)

b)-3 周辺回路開発

b)-3
周辺回路検討

0 00
マクロ設計(1)

回路図 回路図 回路図

単体ﾃﾞﾊﾞｲｽ材料

デバイス信頼性技術

0

ﾒﾓﾘｾﾙ動作確認

0

0

マクロ設計(2)

0000

マスク

相変化ﾃﾞﾊﾞｲｽ
マクロ開発(1)

マスク マスク マスク マクロ
動作
実証

0

0

材料開発指針

相変化ﾃﾞﾊﾞｲｽ
マクロ開発(2)

0
信頼性実証

成膜・低電力技術

単体ﾃﾞﾊﾞｲｽ試作

0

信頼性評価

0

0

ﾒﾓﾘｱﾚｲ試作

ﾒﾓﾘｱﾚｲ材料

ﾒﾓﾘｱﾚｲ動作確認

0

0

装置・設備
立ち上げ

デバイス
単体レベル
動作実証 回路・マクロ開発

マクロレベル
動作実証

信頼性
保証レベル
動作実証5カ年計画
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研究開発項目③ 

 

平成
22年度

平成24年度
（H23補正、H24通常）

７-９月 １０-１２月 １-３月４-６月

事業項目
平成

23年度
平成

25年度
平成

26年度

装置・設備
立ち上げ

デバイス
単体レベル
動作実証 回路・マクロ開発

マクロレベル
動作実証

信頼性
保証レベル
動作実証5カ年計画

研究開発項目③
配線切り替えを可能とする

スイッチを対象とした、低電
流・高速書き換え、高オン・
オフ抵抗比、小面積などの
機能を有する低電圧・不揮
発スイッチデバイスの開発

a)原子移動型スイッチ

デバイス開発

a)-1ﾃﾞﾊﾞｲｽ開発

a)-2回路開発

a)-3原子移動型スイッチ

信頼性研究

b)集積化開発

b)-1集積化技術

b)-2汚染除去技術

c)TEG開発

埋込み技術開発

プロセス
整合性確認

汚染除去技術開発/改善

スイッチ
アレイTEG

新スイッチ
素子構造
・材料検討

基本デバイス
構造Fix

集積化プロセス開発

スイッチアレイ動作
確認

素子性能実証

素子特性向上、バラツキ低減

再構成マクロ１

マスクマスク

ﾌﾟﾛｾｽTEG

装置改造
従来素子
再現確認

再現確認

リリース

c)

b)-2

b)-1

a)-1

a)-2
周辺回路開発

スイッチアレイ用
周辺回路

再構成マクロ回路開発

マクロ設計完

改造完 単体性能実証

スイッチング機構解明

スイッチング
モデル

信頼性モデル

a)-3
信頼性モデル構築

マスク

プロセス改善

動作特性
信頼性評価

評価完

マクロ改良
設計完

再構成可能
マクロ改良

再構成可能
マクロ評価

マクロ
評価完

基本設計ツール準備

設計ﾂｰﾙ・ｱｰｷﾃｸﾁｬ検討

適合性評価完

ﾛｼﾞｯｸへの適合性評価

予測ツール確認

予測ツール 確認完

再構成可能
マクロ動作
確認

試作完

再構成可能
マクロ最終試作

再構成可能
マクロ２

マスク
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研究開発項目④ 

 

平成
22年度

平成24年度
（H23補正、H24通常）

７-９月 １０-１２月 １-３月４-６月

事業項目
平成

23年度
平成

25年度
平成

26年度

研究開発項目④
微細幅・超低電気抵抗、
超高ｱｽﾍﾟｸﾄ比配線・
材料技術の開発

a)-1 ﾅﾉｶｰﾎﾞﾝ配線材料

b)-1 300mmﾅﾉｶｰﾎﾞﾝ
成長ﾌﾟﾛｾｽ

c)-1 ﾅﾉｶｰﾎﾞﾝ配線

集積化

b)-2 300mmﾅﾉｶｰﾎﾞﾝ
CMPﾌﾟﾛｾｽ

a)-3 ﾅﾉｶｰﾎﾞﾝ配線理論

a)-2 超低抵抗ﾅﾉｶｰﾎﾞﾝ
配線

a)ﾅﾉｶｰﾎﾞﾝ配線基礎技術

b)ﾅﾉｶｰﾎﾞﾝ配線ﾌﾟﾛｾｽ技術

c)ﾅﾉｶｰﾎﾞﾝ配線集積化技術

配線材料・成長・評価開発

高AR成長

0

0

0

CMP装置稼働

0

0

処理装置稼働

電特

AR～10
成長評価

CNT成長

CNT・BM CMP
要素プロセス

緩和デザインTEGﾅﾉｶｰﾎﾞﾝ成長ﾌﾟﾛｾｽ開発
0

高AR CMP

緩和TEG
集積評価

a)-1

0

0

成長立上げ

0

設計環境整備

配線シミュレーション開発・実験検証a)-3

a)-2

b)-1

0

基本モデル

0

b)-2

複数層ｺﾝﾀｸﾄ

0

計算環境整備

低抵抗化手法プロセス改善検討

手法抽出

c)-1

0

環境整備

0

0

絞り込み

緩和TEG
基板試作

緩和デザインTEG集積化開発

緩和デザインTEG CMPプロセス開発

0

0

0

0

高AR成長指針

横配線成長

横配線成長指針

目標TEG
集積評価

0
目標TEG
設計・要素
プロセス

0

超高AR
CMP

超高AR
成長

0

0

微細幅
加工

0
緩和TEG

CMP

0

微細幅
成長

0

0 0

微細幅
CMP

0

微細幅
抵抗

エッジ影響

配線適用

0

0

0

装置・設備
立ち上げ

デバイス
単体レベル
動作実証 回路・マクロ開発

マクロレベル
動作実証

信頼性
保証レベル
動作実証5カ年計画
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研究開発項目⑤ 

 

平成
22年度

平成24年度
（H23補正、H24通常）

７-９月 １０-１２月 １-３月４-６月

事業項目
平成

23年度
平成

25年度
平成

26年度

研究開発項目⑤
低しきい値ばらつきトラン

ジスタを集積化するための
技術開発

b) 超低電圧ハイブリッド

集積化基盤技術開発

b)-1  ハイブリッド
デバイス開発

b)-2  SRAMによる検証

c) 超低電圧LSI
プラットフォーム開発

e) TEG開発
マスクマスク

回路TEGプロセスTEGe)

ハイブリッド基本設計完

b)-1

b)-2

c)
設計プラットフォーム整備

SRAMプロセス開発

ハイブリッドデバイスプロセス開発

プロセスデザインキット初版

動作確認

動作確認

デバイス信頼性

SRAM実証

0.4V動作/1Mb

設計プラットフォーム改良 LSI実証

d) 超低電圧システム開発
システム実証

d)

マスクマスク

マクロTEG1 マクロTEG2

a)-1

a) ナノトランジスタ構造
デバイスの開発

a)-1  構造最適化

a)-2  ばらつき低減

a)-3 特性制御・最適化

指針

量産性向上トランジスタ構造改良

構造確立

プロセスデバ
イス開発

構造探索
プロセス開発

基本構造設計完

ばらつき評価等 ばらつき低減

ばらつき 0.1V/5σ
ばらつき
0.06V/4σ

回路動作に影響する
デバイス特性の最適化

低電圧回路安定動作のための
デバイス特性制御方向付け特性解析等

改良構造指針
最終特性仕様

a)-2

a)-3

システム実証

LSIプロト

マスク

システム実証用TEG

装置・設備
立ち上げ

デバイス
単体レベル
動作実証 回路・マクロ開発

マクロレベル
動作実証

信頼性
保証レベル
動作実証5カ年計画
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研究開発項目⑥ 

平成
22年度

平成23年度 平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

７-９月 １０-１２月 １-３月４-６月

事業項目

設計基盤用ツール・装置導入、立上げ

ﾌﾟﾛｾｽﾃﾞｻﾞｲﾝｷｯﾄ（PDK)作成
0

PDK

装置導入、BEOLﾌﾟﾛｾｽ仕様検討

BEOLﾌﾟﾛｾｽ開発、検証
0

BEOLプロセス

研究開発項目⑥
ＢＥＯＬ設計･製造基盤

（プラットフォーム）開発

a) ＢＥＯＬ設計基盤

開発

b) ＢＥＯＬ製造基盤
開発

a)

b)

装置・設備
立ち上げ

デバイス単体レベル
動作実証 回路・マクロ開発

マクロレベル
動作実証

信頼性
保証レベル
動作実証5カ年計画
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（３）開発予算 

 以下に、本プロジェクトにおける開発予算の推移を示す。 
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2.2 研究開発の実施体制 

プロジェクトリーダーを超低電圧デバイス技術研究組合（LEAP）の研究本部長 住広直孝とし、6 つ

の研究開発項目を推進している。共同実施先を含めた本プロジェクトの研究開発実施体制は以下の

通りである（図 II-32）。 

 

 

図 II-32 本プロジェクトの研究開発実施体制 

 

2.3 研究開発の運営管理 

（１）委託元（NEDO） 

(1-1)予算所要額ヒアリングを年 1回開催 

平成 23年度 5月 9日 

平成 24年度 5月 17日 

(1-2)技術推進委員会を 1回開催 

平成 23年度 12月 26日 

 

（２）委託先(LEAP) 

（a）プロジェクト運営に関し下記のプロジェクト会議を開催 

(i) 平成 22年度： プロジェクト会議 26回開催 

(ii) 平成 23年度： プロジェクト会議 21回開催 

(iii) 平成 24年度： プロジェクト会議 6回開催 

（b）組合員から選出された技術委員とプロジェクト間でプロジェクト運営に関して技術委員会を開催 

総会（1回/年）、理事会（9回）、
業務委員会（１回/２～３ヶ月）、
技術委員会（３回/年）、成果報告会（1回/年）
共同実施先との打ち合わせ（１回/2ヶ月）

組織

専務理事

理事長

業務委員会

技術委員会

総会

理事会

㈱荏原製作所
東京エレクトロン㈱
㈱東芝
日本電気㈱
㈱日立国際電気（H23～）
㈱日立製作所
富士通㈱
富士通セミコンダクター㈱
三菱電機㈱
ルネサスエレクトロニクス㈱

①磁性変化デバイス
研究グループ

②相変化デバイス
研究グループ

③原子移動スイッチ
研究グループ

④三次元ﾅﾉｶｰﾎﾞﾝ配線
技術研究グループ

総務部長

⑤ﾅﾉﾄﾗﾝﾝｼﾞｽﾀ構造
デバイス研究グループ

ＮＥＤＯ

共同実施先

⑥BEOLプラットフォーム
（H23年度で終了）

研究本部長 プロジェクトリーダ事務局長

超低電圧デバイス技術研究組合 (LEAP)

委託

１２大学、１独立行政法人と共同実施

①学校法人 立命館大学
①国立大学法人 神戸大学
②学校法人 中央大学（H24～）
②国立大学法人 筑波大学（H24～）
②独立行政法人 産業技術総合研究所
③国立大学法人 東京大学
④学校法人 慶応義塾
④学校法人 芝浦工業大学

⑤国立大学法人 東京大学 生産技術研究所
⑤国立大学法人 電気通信大学（H23～）
⑤学校法人 芝浦工業大学（H23～）
③⑤独立行政法人 産業技術総合研究所（H24～）
⑤国立大学法人 京都大学（H24～）
⑤国立大学法人 京都工芸繊維大学（H24～）
⑤国立大学法人 大阪大学（H24～）
⑤国立大学法人 東京大学（H24～）
⑤学校法人 慶応義塾（H24～）
⑤学校法人 東京理科大学（H24～）
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(c) 成果報告会 第 1回開催 （平成 23年 12月 15日、つくば国際会議場） 

    第 2回予定 （平成 24年 12月 19日、つくば国際会議場） 

 

2.4 研究開発成果の実用化、事業化に向けたマネジメントの妥当性 

研究開発成果の実用化、事業化に向けた議論を行う場として、組合参加企業の技術部門の専門家

からなる技術委員会を開催し、参加企業の意見を研究開発に反映させた。開発技術の実用化に関して

事業部門を含む参加企業の専門家（デバイス、システム設計）との議論を拡大技術委員会で実施した。 

 

委託業務実施期間中の進捗管理状況 

技術委員会 

日程 
出席者、報告対象者、 

組合側対応者 
議事内容・報告・連絡事項 

平成 22年 9月 13日 

第 1回技術委員会 

経済産業省 研究開発課 矢野氏    

日本電気㈱グリーンイノベーション研究

所 田原氏他組合員 8社技術委員 

「低炭素社会を実現する超低電圧デバイスプロジェクト」

の進捗状況、技術開発状況、今後のスケジュールにつ

いて報告、審議 

平成 23年 1月 12日 

第 2回技術委員会 

経済産業省 研究開発課 角谷氏、日

本電気㈱グリーンイノベーション研究所 

田原氏他組合員 8社技術委員 

研究開発進捗状況、今後のスケジュールについて報

告、審議 

平成 23年 6月 10日 

第 3回技術委員会 

経済産業省 研究開発課 大塚氏 

日本電気㈱グリーンイノベーション研究

所 田原氏他組合員 9社技術委員 

東日本大震災からの復旧状況、研究開発進捗状況、今

後の スケジュールについて報告、審議 

平成 23年 10月 12日

第 4回技術委員会 

経済産業省 情報通信機器課  

小竹氏、 

日本電気 田原氏他 9社技術委員 

全体状況  

バックエンドプラットフォーム整備状況  

研究開発進捗状況  

成果実用化に関する技術委員意見について報告、審議  

平成 24年 2月 8日 

第 5回技術委員会 

NEDO 島津氏 

日本電気 田原氏他 9社技術委員 

全体状況  

研究開発進捗状況  

平成 24年度予算関係、平成 24年度実施体制案につい

て 報告、審議  

平成 24年 6月 27日 

第 6回技術委員会 

（拡大技術委員会） 

経済産業省 閑念氏、榎本氏、 

阿部氏 

NEDO 富江氏、波佐氏、宮田氏 

技術委員他 30名 

第 1回拡大技術委員会  

全体概要と 5テーマで 14枚のポスタを準備し、特に、開

発技術の適用先に関して参加企業の専門家（デバイ

ス、システム設計）と議論 
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3. 情勢変化への対応 

（１）東北地方太平洋沖地震 

平成 23年 3月 11日に発生した東北地方太平洋沖地震のために、研究開発に使用している産業技

術研究所のスーパークリーンルームが使用不能となり、物流機能も麻痺したため、実験設備の調達・立

上げ、研究資材の調達面において、遅延が発生した。また、一部の実験が実施できず、平成 22 年度

の実施計画遂行に遅れが生じた。以上の理由により、契約書第 4条 1項の規定に基づき、事業実施期

間を平成 24年 3月 31日まで延期する計画変更を経済産業省に申請し承認された。 

平成 23年 8月 31日、平成 22年度実施計画を完遂し、繰上げ終了した。 

 

（２）ナノトランジスタ構造デバイス設計プラットフォーム開発 

研究開発項目⑤（ナノトランジスタ構造デバイス）に関して、平成 23年1月から国際学会などでデバイ

スの発表を始めたところ、ナノトランジスタ構造デバイスの特徴の一つである基板バイアス制御の活用

に関して、国内外でこれを低電力化の基本技術として注目している研究者が多いことが判った。そこで、

技術的優位性を確実なものとするために、基板バイアス印加技術を活用する設計プラットフォーム開発

の加速を目的として、共同実施先の追加を行った。新たに共同実施先となったのは、国立大学法人電

気通信大学（石橋孝一郎教授）と、学校法人芝浦工業大学（宇佐美公良教授）である。 

 

（３）技術推進委員会への対応  

平成 23年 12月 16日に技術推進委員会を開催し、外部委員から各テーマの評価と進め方に関する

アドバイスを頂いた。 以下に主な取り組みを示す。 

主要項目 主な取り組み 

②相変化デバイス  

 

構造として超格子相変化と結晶相-アモルファス相間転移の両睨みでの開発推進 

→ 独創技術である超格子相変化の適用に注力 

・産総研 300mm ラインに超格子の成膜・加工プロセスを新たに構築、開発を促進 

・試作加速のため、専用の製造装置を、既存装置を改造して準備 （9月末完成 

予定） 

・超格子技術を実際のデバイス構造に組み込むための集積化技術開発の加速 

・成膜プロセスの改善、プロセスウインドの確保をするため技術開発を促進 

 

④三次元  

ナノカーボン配線  

 

目標の検証手段（TEG 構造）が適切ではなかったため（最終目標で構築）、課題が発

散傾向 

→ 課題を絞り込むため、原理検証を目的とした段階的な検証手段に変更 

・超高 ARホール埋込み実証加速のため、TEG構造の見直しを実施し、試作評価 

を開始 

・微細幅グラフェン配線の評価・分析の強化促進のため、外部専門家（NIMS)の 

協力を得、低抵抗化重要施策としてドーピングによる電荷密度増等のデータ抽 

出を開始 （H24年度より） 

 



 

40 

4. 中間評価結果への対応 

本プロジェクトは平成 24 年度に中間評価の実施を予定しており、現時点において未実施のため記

載すべき事項はない。 

 

5. 評価に関する事項 

NEDO 技術開発機構は、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術

的意義ならびに将来の産業への波及効果等について、外部有識者による研究開発の中間評価を平成

24 年度、事後評価を平成 27 年度に実施する。また、中間評価の結果を踏まえて必要に応じプロジェク

トの加速・縮小・中止等見直しを迅速に行う。なお、評価の時期については、当該研究開発に係わる技

術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況等に応じて、前倒しする等、適宜見直すものとする。 



 

41 

III. 研究開発成果について 

1. 事業全体の成果 

本プロジェクトは 2010 年 8 月に開始され、「つくばイノベーションアリーナ-TIA」のナノエレクトロニ

クス研究の一環として、エレクトロニクス機器の飛躍的な低電力化に向けた、材料・プロセス・デバイ

ス技術の研究開発を掲げ、低電圧化が可能と期待されている抵抗変化型不揮発デバイスと、これと

組み合わせることで更なる低電力化を可能とする集積化基盤技術である、低抵抗微細ナノカーボン

配線技術、および、超低電圧動作を可能にするナノトランジスタ構造デバイスの研究開発を実施して

きた。 

抵抗変化型不揮発デバイスは、電荷保持を動作メカニズムとする従来のデバイスとは異なり、状

態変化（抵抗変化）をメカニズムとする新しいデバイスである。本プロジェクトでは、①磁性変化デバ

イス、②相変化デバイス、③原子移動型スイッチの 3つのデバイスを検討している。低抵抗微細配線

を実現するナノカーボン配線技術では、カーボンナノチューブ（CNT）を用いた高アスペクトビア（配

線間を縦方向に接続する導体）やグラフェンを用いた超微細幅配線（横方向配線）などを検討して

おり、従来の銅配線では対応できない寸法や構造（例えば、3 次元高集積メモリ）への適用を目指し

ている。ナノトランジスタ構造デバイス（SOTB と称する）は、シリコン基板の上に、ともに 10nm程度の

極薄の絶縁膜とシリコン層が積層されたトランジスタ構造である。極薄シリコン層には不純物が極め

てわずかしか含まれないため、トランジスタ特性のばらつきを大幅に減らすことが可能となり、0.4V 程

度までの低電圧化が可能なデバイス候補である。 

磁性変化デバイスは、図 III-1（左）に示したように、磁化固定層（ピン層）をMTJ（Magnetic Tunnel 

Junction）の最上層に配置するトップピン構造を採用し、さらに、MTJ への歪印加、Mg 膜を酸化する

高品質トンネル酸化膜形成、界面垂直磁化膜の適用などを実施し、低電圧書き込み動作と実動作

上では無限回と言える 1京回の書き換えを実証した。 

相変化デバイスでは GeSbTe（GST）を基本とした材料を用いるが、相変化自体を低いエネルギー

で起こすために、革新的な技術として産業技術総合研究所が開発した超格子 GST 膜を 300mm ウ

エハ上で初めて実現し（図 III-1中）、従来の Ge2Sb2Te5の 1/25である、70uAの電流で低抵抗状態

から高抵抗状態への抵抗変化ができることを実証した。また、効率よく熱を発生させ、その熱を効率

よく閉じ込めるために、GST膜と熱拡散防止層の積層構造を用いた（図 III-1中）。 

原子移動型スイッチデバイスは、独自の固体電解質膜（PSE; Polymer Solid Electrolyte）とその中

に発生する Cu イオンの架橋を使う（図 III-1右）。低電圧動作と信頼性の向上を両立させるために、

新たに 3端子構造を提案し、デバイス動作を実証した。また、1kビットセルアレイ（スイッチを配列した

もの）を、300mm ラインの BEOLプラットフォームを用いて試作し小規模アレイ―動作を実証した。 
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図 III-1 抵抗変化型デバイスの材料と構造の模式図 

 

これらの抵抗変化型デバイスは、図 III-1に示したように基本的に構造が単純なため、トランジスタ

（MOSFET）を接続する配線形成プロセス（BEOL；Back End Of Line, Process）の工程中に作ることが

できる。このため、抵抗変化型デバイスをBEOLデバイスと呼んでいる。この特徴を活かし、種類の異

なる 3つの抵抗変化材料を Cu配線に埋め込むために、共通で使えるプロセス基盤と設計基盤を構

築した。共通化の課題は、材料に起因する汚染の抑制とプロセス温度の低温化である。BEOL プロ

セス温度を350℃まで下げ、様々な材料からなる抵抗変化型デバイスをMOSFETが形成された基板

（CMOS基板）上に作れるようにした（図 III-2）。 

 

図 III-2 原子移動型スイッチを埋め込んだ CMOS基板の断面電子顕微鏡写真 

 

本プロジェクトでは、抵抗変化型デバイスを小規模ではあるが集積化した状態で動作検証すること

を目標のひとつに挙げている。このためには、図 III-2 に示したように、デバイスを動作させるための

回路が刻まれたウエハを手に入れなければならない。しかも、実用化や量産化も想定しているので、

可能な限り、現状の量産プロセスに近い状況でのウエハ試作が望まれる。 

しかしながら、研究開発用に、先端技術を用いた Si集積デバイスのウエハの製造ラインを作り、か

つ、維持することは、製造装置の価格が巨額化した現在、不可能と言ってよい。また、国内の半導体

メーカーでも、ファイブライト、ファブレスが近年のLSI製造の傾向であり、研究開発用にラインを保有

するのは、たいへん難しい状況になっている。 

このような状況を鑑み、かつ、産業技術総合研究所がスーパークリーンルーム(SCR)に、45nm 相
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当までの微細プロセスが可能なBEOL用の装置を揃えたことから、図 III-3に示した仕組みを作った。

まず、4層の Cu配線を備えた CMOS基板を量産ラインから入手し、この上に、Cu配線を 1から 3層

形成する工程で、様々な抵抗変化型材料を埋め込み、集積化したデバイスを完成させる。ウエハの

流れは一方通行であり、つくば SCR から量産ラインにウエハが戻ることはなく、新材料に起因する汚

染を量産ラインに持ち込む心配はない。 

 

図 III-3 外部量産ラインを利用したウエハ試作におけるウエハの流れ 

低抵抗微細ナノカーボン配線技術では、以下のような成果を得た。300mm 成長装置に触媒

Ni-CVDモジュールとナノカーボン熱CVDモジュールを導入し、コンタクトホール底に適用可能な導

電性下地金属（TiN）を用い、300mm 基板全面で、高密度カーボンナノチューブ（CNT）成長を実証

した（密度 1～2×10
11

/cm
2）。また、アスペクト比（AR）10、100nmΦのコンタクトホール TEGにおいて、

ホールの底からCNTが成長することを確認した。コンタクトホール埋め込み用に、CNTの固定化プロ

セスを構築し、300mm基板で CNTの割れ・欠けのない CMP研磨を実証した。 

横方向配線用多層グラフェンに関しては、剥離多層グラフェンを用いて微細幅配線を試作し、線

幅・層厚・温度依存性評価によりシート抵抗 34Ω/□を実証した。また、横方向配線用多層グラフェン

の低温での成長を、プラズマCVDにより600℃で実証するとともに、触媒段差を起点とする低温固有

の成長機構を明らかにした。 

ナノトランジスタ構造デバイスの開発に関しては、SOTB トランジスタの特性を 0.4V 動作用に最適

化することで、低ばらつき（4σVth=40.8mV）と、SRAMセルの0.4V動作を確認した。また、低電圧で

の回路動作安定性に影響するトランジスタ出力電流のばらつきが、試作した SOTB トランジスタで大

幅に低減することを世界で初めて実証した。さらに、柔軟な特性制御と低ばらつきを両立できるロー

カルグランドプレーン構造を提案し、従来構造に比べてばらつきや短チャネル特性が優れていること

を実証した。また、SOTB とバルク CMOSを組み合わせたハイブリッド構造と、SOTBに最適化された

標準セルを含む回路設計プラットフォームを開発し、テスト回路のレイアウトを行った。 

以上の結果から、すべてのテーマにおいて、中間目標を達成できる見通しである。 

各テーマで得られた成果の詳細は、2.研究開発項目毎の成果に記載した。 
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表Ⅲ-1 事業全体の成果の表 

 目  標 中間評価時の研究開発成果 達成度 

研究開発 

項目① 

「磁性変化デバイス」（出典：基本計画

P10023 p.5） 

システム LSIに混載されている SRAM 機

能を代替できる、低電圧動作の不揮発メ

モリを開発する。 

  

① -(1) 

 【中間】 

メモリ単体レベルで、下記を達成 

・読み書き電圧 0.4V 以下、 

・読み書き電流 100μA 以下、 

・読み書き時間 10ns（電力量 0.4pJ 以下）

の実証 

・1.2V 動作 SRAM の 1/10 の電力の実

証 

・メモリ単体レベルで、読み書き電圧 0.4V

以下を達成 

・読み書き電流は”0”書き込みで 50μA、 

”1”書き込みで 100μAを達成（10nsパル

ス幅での書き込み、電力量 0.4pJ 以下を

実証） 

・上記の結果から SRAMの 1/10 の電力の

見通しを得た。 

達成 

② -(2) 

 【中間】 

新材料を用いた新プロセスの 300mm バ

ックエンドラインへの統合による、デバイス

動作実証 

磁性膜などの新材料の裏面洗浄法や汚染

防止用保護膜などを開発し、300mm バッ

クエンドラインへ、MTJを埋め込むプロセス

開発を行い、デバイス動作を実証 

達成 

① -(3) 

 【中間】 

試作･評価によるメモリパラメータ取得と、

それを用いた低電圧動作用メモリ周辺回

路設計 

・MTJの SPICEモデルを提案し、実測値と

の整合性を確認 

・低電圧動作向けセンス回路を設計し、起

版したマスクに搭載 

達成 

① -(4) 

 【中間】 

高集積化を可能とする多値動作の確認 多値構造とそれを実現するプロセスとし

て、MTJ の 2 段積層構造の一括加工方式

を提案し、試作により多値動作を確認 

達成 

 

 目  標 達成見込み 最終目標達成に向けた重点取組事項 

① -(1) 

【最終】 

加速試験による 10 年間のリテンションと、

書き換え回数 10
16回の達成 

達成見込み 

（最終年度） 

・単体レベルでは 10年間のリテンションお

よび 10
16回の書き換え耐性は実証済み。 

・露光技術や加工技術を改善して、素子

の特性ばらつきを抑制し、メモリアレイで

の評価、実証に進む。 

① -(2)  

【最終】 

実用に耐える信頼性技術確立への指針

の提示 

達成見込み 

（最終年度） 

・トンネル絶縁膜の絶縁破壊モデルは構

築済み。 

・単体レベルの加速試験で、10 年間の絶

縁体制を実証済み。 

・絶縁膜成膜技術改善を通して膜質のば

らつきを抑制し、大規模の信頼性 TEG

で信頼性を実証していく。 
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① -(3)  

【最終】 

低電圧動作用の周辺回路を備えたメモリ

マクロで、読み書き電圧 0.4V、読み書き

電流 100μA 以下、読み書き時間 10ns、

1.2V動作 SRAMの 1/10の電力を実証す

ると共に、メガバイト級メモリの実現可能性

の提示 

達成見込み 

（最終年度） 

・周辺回路を備えたマクロの試作、評価を

進め、動作マージンの拡大に向けた回

路や素子の改良を進める。 

・ウエハ面内での特性ばらつき要因を明

確にし、ばらつきを抑制して、マクロ動作

で目標値を達成していく。 

① -(4)  

【最終】 

メモリマクロでの多値動作を実証すること

による、従来 SRAM比 2倍の高集積化の

可能性を提示 

達成見込み 

（最終年度） 

・多値動作のマージン増大に向けて、材

料の最適化を進める。 

・マージン増大後、マクロ評価で多値動作

を実証していく。 

 

 目  標 中間評価時の研究開発成果 達成度 

研 究 開 発

項目② 

「相変化デバイス」（出典：基本計画

P10023 p.7） 

外部記憶の高速低電力データ転送を実

現する、高集積・高速低電力書き込み特

性などの機能を有する不揮発デバイスを

開発する。 

  

②-(1)  

【中間】 

・単体デバイスとして、クロスポイント型メモ

リセル試作と動作実証 

・成膜・加工プロセスを構築  

・Ge2Sb2Te5の従来材料セルが正常動作 

達成見込み  

（H25年2月） 

② -(2)  

【中間】 

・データ転送速度 200MB/sを、従来の 1/3

の電力（200mW）で可能とする単体デバ

イスの書き込み動作 

・超格子素子で書換エネルギー 3.5pJ 達

成 （データ転送速度 200MB/sを、従来の

1/3の電力（200mW）で実現に相当）  

達成 

② -(3) さらなる高速低電力化の可能性の根拠の

提示 

・超格子と熱拡散層防止層の組合わせ構

造を提示  

・熱拡散層防止層の高速低電力化効果を

実証  

達成 

 

 目  標 達成見込み 最終目標達成に向けた重点取組事項 

② -(1)  

【最終】 

クロスポイント型メモリセルを集積化したメ

モリアレイ試作と動作実証 

達成見込み 

（最終年度） 

アレイ試作と超格子動作を生かした回路

動作 

② -(2)   

【最終】 

書き換え回数 10
6回以上の達成 達成見込み 

（最終年度） 

単体デバイスで実証した書き換え回数 10
6

回以上のメモリアレイでの実証 

② -(3)   

【最終】 

データ転送速度400MB/sの高速動作実証 

 

従来の 1/10の電力（66mW）の低電力動作

実証   

（書き換えエネルギー5pJに相当） 

達成見込み 

（最終年度） 

・単体デバイスで実証した書き換えエネル

ギー3.5pJのメモリアレイでの実証 

・安定的な低電力化に向けた、超格子の

化学量論的組成構造

【(GeTe)2(Sb2Te3)4】,及び超格子/熱拡散

防止層の積層構造の開発 

② -(4)   

【最終】 

② -(5)   

【最終】 

メモリセル面積 4F
2のメモリアレイによる高

集積性実証 

達成見込み 

（最終年度） 

4F
2セルの加工プロセス開発 
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 目  標 中間評価時の研究開発成果 達成度 

研 究 開 発

項目③ 

「原子移動型スイッチ」（出典：基本計画

P10023 p.9） 

プログラマブルロジックの低消費電力化を

実現できる、不揮発配線切り換えスイッチ

を開発する。 

  

③ -(1)  

【中間】 

スイッチ素子の材料選定、素子構造の最

適化を行い単体素子の動作を検証 

下部電極：Cu、固体電解質：PSE（polymer 

solid-electrolyte）、上部電極Ruを基本構成

とする 3端子原子移動型スイッチを開発し、

2V のプログラム電圧と 10 年以上のオフ信

頼性を達成 

達成 

③ -(2)  

【中間】 

単体素子性能として書換え電流と書換え

速度の積が 10－
10

A・s 以下、オン・オフ抵

抗比 10
5以上、書き換え回数 10

3以上の

実証 

・電流速度積：10
-10

A・s以下 

（0.5k-bit中 4ビットフェィル） 

・オン・オフ抵抗比：10
5以上（単体素子） 

・書換え回数：10
3回以上 

達成 

 

 目  標 達成見込み 最終目標達成に向けた重点取組事項 

③ -(1) 

 【最終】 

大規模集積化に必要なスイッチ素子特性

のばらつきを低減 

達成見込み 

（最終年度） 

・大規模スイッチアレイ TEG を用いた、原

子移動型スイッチ集積化プロセス改良 

・スイッチ素子のプログラム方法改善 

③ -(2) 

 【最終】 

300mm ウエハにロジック集積回路を試作

し下記を達成する【最終】。 

a）本スイッチにより配線切り換えを行った

ロジック集積回路が 0.4Vで動作可能であ

り、その際の消費電力が SRAM スイッチ

により配線切り替えを行った従来型 1.2V

動作ロジック集積回路の 1/10 以下。 

b）スイッチ素子面積が同一世代の SRAM 

スイッチを用いたプログラマブルロジック

デバイス（PLD）に比べ 1/20 以下。 

達成見込み 

（最終年度） 

・大規模機能検証 TEGの設計と評価環境

整備（ツール改良） 

・大規模スイッチ特性評価TEGを用いた高

温保持、繰り返し書き換え後の保持試験

などの信頼性データ取得と信頼性改善 

・平成 25年度初頭に 6x6プログラマブルロ

ジックセルを用いて消費電力実測を行

い、電力 1/10の見通しを得る。 

 

 目  標 中間評価時の研究開発成果 達成度 

研 究 開 発

項目④ 

「三次元ナノカーボン配線」（出典：基本

計画 P10023 p.11） 

三次元集積を実現するための、微細幅・

超低電気抵抗、超高アスペクト比配線・材

料技術を開発する。 

  

④ -(1)  

【中間】 

微細線幅（100nm）、低抵抗（シート抵抗

＜50Ω/□）の配線実証 

多層グラフェンで微細線幅（最小線幅

100nm）配線を試作し、低抵抗（シート抵抗

34Ω/□）を実証 

達成 

④ -(2)  

【中間】 

微細直径（90nm）、超高アスペクト比（≧

16）のコンタクトホールへのナノカーボン

材料埋め込み実証 

微細直径（100nm）コンタクトホールで、 

CNT 成長を実証（アスペクト比～12）。アス

ペクト比≧16 のコンタクトホール埋め込み

実証実験中 

達成見込み  

（H24年9月） 
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 目  標 達成見込み 最終目標達成に向けた重点取組事項 

④ -(1) 

 【最終】 

微細線幅（≦20nm）、長距離（0.7mm）、

低抵抗（シート抵抗≦3Ω/□）の配線実証 

達成見込み 

（最終年度） 

・グラフェン多層化、ドーピングによるキャ

リア密度増、多層低抵抗コンタクト、大

粒径成長の開発に取り組む。 

・配線集積化構造選定と微細化プロセス

開発、目標寸法 TEG開発を進める。 

④ -(2) 

 【最終】 

微細直径（90nm）、超高アスペクト比（30）

のコンタクトホールへのナノカーボン材料

埋め込みと、W 以下の抵抗（接触抵抗を

含む）の実証 

達成見込み 

（最終年度） 

・超高 AR ホール底触媒の最適化と、

CNT 結晶性向上、側壁抑制膜の集積

化開発に取り組む。 

・目標 AR配線 TEG と低抵抗接触プロセ

スの開発を進める。 

 

 目  標 中間評価時の研究開発成果 達成度 

研 究 開 発

項目⑤ 

 

「ナノトランジスタ構造デバイス」 

ナノトランジスタ構造デバイスと既存の

CMOS トランジスタを融合集積化するた

めの技術開発、並びに、この技術を用い

た高集積機能素子における低電圧動作

実証を行う。（出典：基本計画 P10023 

p.12） 

  

⑤ -(1)  

【中間】 

100 万個以上のトランジスタで、平均±

0.1V 以下（±5σ）の局所しきい電圧ばら

つきの達成 

10,000 個 ト ラ ン ジ ス タ の ば ら つ き

4σ=40.8mV が実証されており、その分布が

ほぼ正規分布と判断されることから、100 万

個のトランジスタで 5σ=100mV の目標値は

達成可能 

達成見込み

（H24年10月） 

⑤ -(2)  

【中間】 

低い電源電圧に動作を最適化し、基板バ

イアス制御技術を適用したナノトランジス

タ構造デバイスを集積した 1Mbit 以上の

SRAMでの、0.4V 動作の実証 

・2Mb アレイの 0.4V 動作を評価中（一部に

直線状の不良ビットが残るが、原因が判

明し、改善策推進中） 

・1Mbit 以上の SRAMで 0.4V動作実証は

達成可能 

達成見込み

（H24年12月） 

  

 目  標 達成見込み 最終目標達成に向けた重点取組事項 

⑤ -(1) 

 【最終】 

ナノトランジスタ構造デバイスと既存の

CMOS トランジスタとの融合集積化技術

を確立するとともに、その設計環境構築

への指針を提示 

達成見込み 

（最終年度） 

・ナノトランジスタ構造デバイス用の標準セ

ル、自動配置配線環境、設計フローなど

の設計環境を開発  

・既存の CMOS トランジスタとの同時設計

環境を開発 

・回路設計試行による上記設計環境のブ

ラッシュアップ 

⑤ -(2) 

 【最終】 

従来デバイスに比較して消費電力を 1/10 

に低減できる基盤技術を確立するととも

に、実用化回路レベルでの達成目処を提

示 

達成見込み 

（最終年度） 

・低ばらつき特性の設計環境への取り込

み 

・試行回路を用いて、シミュレーションによ

り電力低減の見通しを提示 
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 目  標 中間評価時の研究開発成果 達成度 

研 究 開 発

項目⑥ 

「BEOL 設計･製造基盤（プラットフォー

ム）開発」（平成 23 年度で終了したテー

マ） 

個別デバイス（研究開発項目①～③）の

研究開発を推進するための共通設計基

盤として、BEOL 設計･製造基盤（プラット

フォーム）を開発する。 

  

⑥ -(1) 

 

新材料や新構造デバイスに共通で使え、

かつ、新材料の相互汚染や熱耐性、さら

には、プロセス雰囲気の影響などの観点

から、それぞれのデバイスの特性を損なう

ことのない、BEOL プロセスレシピの作成 

・SCR300mm ラインにおいて、半導体製造

ラインで形成した多層配線を有する

CMOS 基板上に、ローカル配線およびセ

ミグローバル配線を形成する配線製造基

盤技術を開発 

・配線が所望の特性を実現していることを

確認 

達成 

 

⑥ -(2) 相互汚染防止、汚染除去、汚染評価など

からなる管理プロトコルの作成 

新材料の汚染管理として、１．エッジカットリ

ングによる新材料付着防止、２．薬液による

新材料除去、３．新材料上 HDP膜による汚

染拡散防止、４．FOUP によるハンドリング

管理手法、を開発し効果確認 

達成 

 

⑥ -(3) PDK として、設計ルール、配線特性パラ

メータ、OPC ルールの策定。 

半導体製造ライン PDKと SCR（Super Clean 

Room）-PDK を統合した、設計ルール、配

線特性パラメータ、OPC ルール等からなる

連携ファブ PDKを策定 

達成 
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2. 研究開発項目毎の成果 

 

2.1 研究開発項目① 磁性変化デバイス 

「ロジック集積回路内 1 次メモリを対象とした、高集積・高速特性・高書き換え耐性などの機能を

有する超低電圧・不揮発デバイスの開発」 

 

(１) 背景と目的 

エレクトロニクス機器に使用されるプロセッサやシステム LSI では、論理演算部とデータを直接

やり取りする 1次メモリとして、SRAMが同一チップ上に混載されている。国際半導体技術ロードマ

ップ(ITRS)によれば、現状、モバイルプロセッサ等の LSI においても混載されるメモリ部がチップ

面積の半分以上を占めており、今後その比率は更に増大すると予測されている。その理由は、情

報処理能力を上げるためには、1 次メモリの容量増大が非常に有効なためである。そこで、チップ

面積を増大することなく混載メモリ容量を増大できれば、プロセッサやシステム LSI の高性能化を

加速できる。 

また、高性能化だけでなく、混載される SRAMの容量が大きいため、そこで消費される動作時と

待機時の電力はチップ消費電力の半分を占めており、それを抑制することができれば、プロセッ

サやシステム LSIの低消費電力化を通して、低炭素社会実現に貢献できる。 

1 次メモリの動作時の消費電力を低減するには、メモリのリーク電流の低減と、読み書きに必要

な電圧の低減が必要である。また待機時の消費電力を低減するには、電源を切ってもメモリ内の

情報を保持できる不揮発性を持たせることが必要である。更なる低電力化に向けては、高集積が

可能なメモリセルの多値化と、配線に流れる消費電流のセンシング技術が有望である。これらを踏

まえ、低電力化要件（低電圧読み書き、不揮発）と、混載 SRAMを置き換えるための要件（高集積、

高速、高書き換え耐性）を満たすメモリとして、また更にその先に続く技術として、スピン注入型

MRAM（Spin Transfer Torque MRAM、STT-MRAM）（図 2.1-1）の開発を行った。 

 

図 2.1-1 スピン注入型MRAM 

(２) 目標 

【中間目標】（平成２４年度末） 

・メモリ単体レベルで、読み書き電圧 0.4V 以下、読み書き電流 100μA 以下、読み書き 

時間 10ns（電力量 0.4pJ 以下）の実証。1.2V 動作 SRAM の 1/10 の電力の実証。 

・新材料を用いた新プロセスの、300mm バックエンドラインへの統合による、デバイス 

ゲート

ドレイン ソース

MTJ*

トランジスタ

多層
配線

フリー層

トンネル絶縁膜

固定層

電流

低抵抗状態への
書き換え電流

高抵抗状態への
書き換え電流

平行 反平行

低抵抗状態 高抵抗状態

読み取り電流 読み取り電流
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動作実証。 

・試作･評価によるパラメータ取得と、それを用いた低電圧動作用メモリ周辺回路設計。 

・高集積化を可能とする多値動作の確認。 

【最終目標】（平成２６年度末） 

・加速試験による 10 年間のリテンションと、書き換え回数 10
16回の達成。 

・実用に耐える信頼性技術確立への指針の提示。 

・低電圧動作用の周辺回路を備えたメモリマクロで、読み書き電圧 0.4V、読み書き電流 

100μA 以下、読み書き時間 10ns、1.2V 動作 SRAM の 1/10 の電力を実証すると共に、 

メガバイト級メモリの実現可能性の提示。 

・メモリマクロでの多値動作を実証することによる、従来 SRAM 比 2 倍の高集積化の可 

能性を提示。 

 

(３) 研究開発成果 

(３)-1 要素プロセス開発 

a) CoFeシード層挿入によるMagnetic Tunnel Junction（MTJ）の高品質化 

混載 SRAM を置き換える 1 次メモリの要件の一つが、無限回書き換えである。しかし、

STT-MRAMでは、一般に無限回と言われている 10
15

-10
16回の書き換えの報告はこれまでにな

い。また、データの書き込み時にトンネル絶縁膜に 10
6
 A/cm

2程度の電流を流すため、1nm 程

度の非常に薄い膜厚でも十分な絶縁破壊耐性を示すことが必要である。 

ここでは無限回書き換えや十分な絶縁破壊耐性の確保など、STT-MRAM の高信頼化に向

けて、トンネル絶縁膜を含むMTJの成膜プロセス開発を行った結果を述べる。 

MTJの基本構造として、大きなMR比（高抵抗状態と低抵抗状態の抵抗比）が報告[1]されて

いる MgO/CoFeB の系を用いた。スパッタで成膜した Mg の酸化による MgO 成膜プロセスは、

300mm 径ウエハでの膜厚均一性とスループットの点で優れており、量産プロセスとして期待さ

れている。しかし、その結晶性とMgOの上下界面の平坦性に問題があった[2]。 

我々は MgO トンネル絶縁膜の形成方法として、MgO の下に CoFe シード層を挿入した（図 

2.1-2）[3]。非晶質のCoFeB層上に堆積したCoFe層は、堆積直後でも結晶性を有している特徴

がある。このため、その上に形成したMgの酸化時に、MgOはCoFe層を下地として結晶化が促

進される。更に、その後の磁場中アニールで、MgO層上の非晶質 CoFeB層はMgO を、また、

下の非晶質 CoFeB層は CoFeシード層を下地として結晶化が促進される。従来法と、今回提案

した CoFeシード層を挿入した場合のMTJの断面電子顕微鏡像を図 2.1-3に示す[3-4]。MgO

とその上下の磁性層の結晶性が向上していることがわかる。また、MgOの上下界面が非常に明

瞭になっていることから、界面が平坦で急峻になっていることもわかる。 
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図 2.1-2 CoFeシード層挿入MgO トンネル絶縁膜の形成方法 

 

図 2.1-3 CoFeシード層の挿入有り、無しの場合のMTJ断面電子顕微鏡像 

b) 歪エンジニアリングの導入 

MTJへのデータ書き換えの低電流化、すなわち、低消費電力化のために、MTJ の面積を小

さくしながら、一方で、それに伴うデータ保持特性（Δ）の低下を、逆磁歪効果を用いた歪みエ

ンジニアリング手法により抑制あるいは向上させる手法を開発した[5]。 

Δ、書き換え電流、逆磁歪効果は次式の関係がある。 

 

Δ ∝ 書き換え電流 x （逆磁歪係数 x フリー層に印加したストレス） 

 

逆磁歪効果の項（逆磁歪係数 x フリー層に印加したストレス）を増大することで、書き換え電

流を増やさず、データ保持特性を向上できる。逆に言えば、データ保持特性を変えずに、磁歪

効果で書き換え電流の低減が可能になる。 

MTJ 素子を取り巻く種々な膜の成膜条件を変えてプロセス歪設計を行い，MTJ にかかるスト

レスを制御し，書き換え電流を 50%低減することに初めて成功した。図 2.1-4 にプロセス歪を導

入して試作したMTJの断面写真と、書き換え電流とデータ保持特性の測定結果を示す。この歪

による MTJ の高性能化は、MOS トランジスタで既に広く実用化されている歪によるピエゾ抵抗

効果を利用した高性能化と、利用する物理は異なるが、プロセス工程数の増大無しでのデバイ

スの高性能化という点で類似している。 

結晶性CoFe
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非晶質CoFeB

Mg酸化

非結質CoFeB

CoFe シード層をテンプレート
として下層CoFeB層が結晶化
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結晶化
が進行
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シード層
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有り
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MgO
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図 2.1-4 MTJの断面写真と、書き換え電流と保持特性の測定結果 

c) 界面垂直磁化膜開発 

MTJの基本構造として、東北大学から報告されたCoFeB界面垂直材料 [6] をMgOの上下

に配置した。更に、データ保持特性が高く、漏れ磁場の影響も小さくできることを期待して、高

磁気異方性エネルギー、Ku (≡ΔkBT/V、kB：ボルツマン定数、T：温度、V：体積)を持つ SAF 

(Synthetic Antiferromagnetic) 構造を開発した。 

また、プロセス的工夫による更なる Ku の増大を狙って、スパッタ成膜中のガス種の検討を行

った。重い粒子でスパッタすると元素の拡散が抑えられ、平坦な界面が期待できる。そこで、成

膜ガス種をAr、Kr、Xe と変えて固定層（ピン層）を成膜し、その結晶粒径を平面 TEMで評価し

た。従来のArに比べてKr とXeで作製した固定層の粒径は小さく、Xeで作製した場合は粒径

分散が最も良いことがわかった。振動型磁力計(VSM)を用いて、固定層の磁気特性を評価した

結果、Xeを用いて成膜した場合、最も大きな Ku(4.4х10
6
 (erg/cm

3
))が得られた。 

 

(３)-2 磁性変化デバイス開発 

a) トップピン型MTJ素子の高性能化 

MTJ と読み書き用トランジスタが直列接続された 1T-1MTJ 型の STT-MRAM（図 2.1-1）にお

いて、ピン層がMgO トンネルバリアの上部に設けられたトップピン型（図 2.1-5）は、MTJの持つ

反転電流の非対称性と、トランジスタの電流駆動能力の非対称性とのマッチングがよく低電圧

動作に有利である。そこで、セル面積増大に繋がる配線引き回しによるトップピン接続ではなく、

我々は MTJ の層構造を上下反転して初めてトップピン構造を実現した[7]。このトップピン型の

MTJ に、前述した要素プロセスを入れ込み、スイッチング電流を増加させることなく良好なデー

タ保持特性を持ったMTJ を開発した。 
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図 2.1-5 従来構造とトップピン構造 

書き換え電流は 50-100μA（平均書き込み電流 75μA）で、MTJ に特有の非対称性が見ら

れるが、単体素子目標である書き込み電流 100μA 以下を実現した。 

図 2.1-6 にパルス電圧による MTJ の書き換え特性を示す。約 0.4V の低電圧での書き換えが

実現できている。また、上部電極に正の電圧を印加した場合に、MTJ の抵抗が低抵抗から高抵

抗にスイッチし、負の電圧を印加した場合がその逆になっているため、MTJ がトップピン構造で

あることがわかる。これらの数値から、平均の書き換えエネルギー(P=I・V・t)で 0.3pJ を実証し

た。 

 
図 2.1-6 パルス電圧による MTJ の書き換え特性 

データ保持特性の指標であるΔに関しては、下記の書き換え確率の分散の理論式[8]に、書

き込み電流の実測分布をフィッティングすることにより算出した。 

 
 

p: スイッチング確率、H(t): 外部磁場、Ku: 磁気異方性エネルギー、Hk: 異方性磁界、tp: パル

ス電流幅、V：体積、kB：ボルツマン定数 
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上記の手法と書き込み電流の実測分布からΔは 59 となり、垂直磁化トップピン構造の MTJ

では最も大きな値を実現できた。この値は、10 年間のデータ保持に必要なΔ（>50）を大幅に上

回っている。書き込み電流とΔはトレードオフの関係にあり、10 年間のデータ保持に必要なΔ

（>50）の場合、書き込み電流は約半分まで低減できている。 

 

b) 絶縁破壊特性 

MOS トランジスタのゲート絶縁膜の信頼性評価法と同様に、MTJ に種々な電圧を印加して、

MgO トンネル絶縁膜が絶縁破壊に至るまでの時間を評価する絶縁破壊試験で、開発したトン

ネル絶縁膜の信頼性を評価した。その結果を図 2.1-7 に示す[9]。これにより、MgO トンネル絶

縁膜の絶縁性を 10 年間保証可能な最大印加電圧は、0.53V であることがわかった。我々が開

発したMTJの読み書きに必要な電圧は、図 2.1-6より 0.5V以下の低電圧であるため、これらの

結果から、10年動作に問題ないことを初めて実証できた。 

 

図 2.1-7 絶縁破壊試験結果 

c) 書き換え耐性 

MTJ に書き換え用パルス電圧を印加して、書き換え耐性を評価した。MTJ の書き換え回数と

MTJに印加する電圧の関係を図 2.1-8に示す。これから，無限回書き換えと言える 10
16回を実

現できる印加電圧は 0.65V以下であることが分かった。絶縁破壊耐性の場合と同様、MTJの読

み書きに必要な電圧は 0.5V 以下であるため、これらの結果から、一次メモリとしての必要条件

である無限回書き換えを初めて実証できた[10]。 
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図 2.1-8 書き換え耐性 

d) 多値デバイス開発 

大容量化のために、メモリ素子の多値化を検討した。MTJ は磁化の平行状態と反平行状態

において、その抵抗値が異なることを利用しており、平行と反平行以外の状態を作り出すのは

困難である。そこで、MTJ を 2 個積層することにより、4 つの抵抗状態を実現する多値化を検討

した。 

積層したMTJで多値動作させるためには 2つのMTJの磁化反転を独立に行う必要があり、

そのためには書き込み電流差をつけることがキーポイントとなる。書き込み電流差は、 

ⅰ) 各MTJの反転電流密度を同じくし面積にて差をつける 

ⅱ) 各MTJの反転電流密度に差をつける 

ⅲ) ⅰ)とⅱ)の組み合わせ 

などがあるが、今回はMR比等の磁化特性への影響を出来る限り抑えるためにⅰ)を採用した。

面積差はMTJ一括加工のテーパー角にて実現させた。図 2.1-9に試作した積層MTJの TEM

像を示す。上層のMTJの寸法が 73nmであるのに対し、下層のMTJは 89nmで、面積比で 1.4

倍になっている。 

図 2.1-10に作製した積層MTJの磁気特性を示す。外部磁場の掃引で 4つの抵抗値（800、

1100、1200、1600Ω）が示され、多値動作を確認した。 

 

図 2.1-9 試作した積層MTJの TEM像 
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図 2.1-10 作製した積層の磁気特性 

e) 電流センシング用の磁性変化デバイス開発 

STT-MRAM 以外に、低電力化に繋がる応用技術として、電流センシング用の MTJ がある。

MTJ のフリー層における磁気異方性を制御し、ヒステリシスを抑制することで、MTJ による高感

度な磁場強度のセンシングが可能である。配線を流れる電流によって発生する磁場強度は電

流に比例するため、この磁場をセンシングすることで電流のセンシングが可能となる。この応用

により、例えば環境温度等の周辺環境や負荷状況に応じた配線電流のセンシングが可能となり、

その結果をフィードバックすることも可能となる。この技術により LSIの更なる低消費電力化が期

待される。 

電流センシングに適用する MTJ では、磁場に依存して抵抗が連続的（線形的）に変化し、ヒ

ステリシスを示さない特性が必要である。MTJ におけるヒステリシスの抑制については、外部か

らMTJへバイアス磁場を印加することが有効である。しかしながら本開発では、BEOLへの集積

化の容易性を考慮し、MTJ 単体でのヒステリシスの抑制を目指した。センスする磁場の方向と

MTJ の磁場に対する感度を考慮し、面内磁化型の MTJ 構造としている。MTJ 付近で電流によ

り発生する磁場の強度は、M4配線の電流センシングを想定した磁界解析から、100μAに対し

て約 1 Oeであると見積られた。この場合、≤10μAの精度（最大電流は約 1 mA）の電流センシ

ングの実現が見込まれる。 

本開発では、新たに MgO 膜との界面において垂直磁気異方性を有する CoFeB 膜 [6]を

MTJ のフリー層へと適用し、磁気異方性の制御によるヒステリシスの抑制を試みた。この結果、

新規のフリー層を適用したMTJにおいて、ヒステリシスの大幅な減少（中心抵抗で 0.1 Oe以下）

を確認した。これにより、≤10μA の精度での電流センシング（M4 を想定）に適用可能と判断さ

れるヒステリシスの抑制を実現した。 

 

(３)-3 集積化開発 

a) Cu多層配線間への埋め込み開発 

新規導入した磁性膜スパッタ装置や汚染防止用の保護膜 CVD 装置などを使用して、シリコ

ン基板に作成されている CMOSデバイスに影響を及ぼすことなく、磁性変化デバイスを 300mm 

BEOL設計･製造基盤（プラットフォーム）に埋め込むプロセスフローを作成した。微細なMTJの

上部とCu配線をボーダレスコンタクトさせるため、MTJを埋め込んだ層間絶縁膜のエッチバック

技術と、その上に形成するCuのダマシンプロセスを開発した。図 2.1-11にプロセスフローとCu
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配線間に埋め込んだ MTJ の断面写真とメモリ動作結果を示す。その他に、これらの集積化開

発を通して、MTJ加工用のトリプルハードマスク技術、磁性体とTa との高選択比 （>10）の加工

を可能にする CO/NH3ガスでの反応性イオンエッチング技術などを開発した。 

 

図 2.1-11 プロセスフローと Cu配線間に埋め込んだMTJの断面写真 

(３)-4 周辺回路開発（共同実施 立命館大学、神戸大学） 

a) MTJの SPICEモデル作成 

STT-MRAMマクロを設計する上で必要となる、回路シミュレーション用のMTJモデルとして、

大規模回路設計に対応可能なマクロモデルを開発した（図 2.1-12）。本モデルは大規模回路

設計でデファクトスタンダードである回路シミュレータ（SPICE）上で、シミュレータの収束性を劣

化させないよう、既存のアナログ／デジタル回路をベースにモデル化した。具体的には、メモリ

セルの非線形抵抗をデプレッション型の nMOS Tr.で構成したダイオード接続回路で、また、セ

ルの抵抗値のヒステリシス特性をセルの動作状況に応じてスイッチ Tr.で切り替える抵抗切り替

え回路で実現した。スイッチの切り替え制御には、コンパレータとラッチ回路で構成することによ

り回路シミュレータの収束性が劣化しないようにした。 

 

 

図 2.1-12 回路シミュレーション用のMTJモデル 
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本モデルの有用性をSPICEシミュレーションで検証した結果を図 2.1-13に示す。書き換えパ

ルス信号のパルス幅依存は STT-MRAM に特有の依存性であるが、開発したモデルはそれを

良く再現できていることがわかる。 

 

図 2.1-13  SPICEシミュレーション 

b) センス回路開発 

低電圧での動作を実現するために提案した読み出し回路を、図 2.1-14 示す。この回路は、

次の特徴を備えている。 

・磁性変化型メモリセルの読み出しノードを介して並列に接続される負性抵抗回路 

・負性抵抗回路を構成する一対の pMOS トランジスタの基板バイアス電圧を制御 

・負性抵抗回路と並列に接続され、電源電圧を共通とする昇圧負荷回路 

・読み出しノードに接続される電圧センスアンプ 

図 2.1-14 に提案した読み出し回路の負荷線と、従来 pMOS 回路の負荷線のシミュレーショ

ン比較を示す。提案読み出し回路の負荷線の場合、メモリセルが低抵抗状態にある場合の読

み出し安定電位と、高抵抗状態にある場合の読み出し安定電位との電位差は約 0.3 V 

（=0.38－0.08）と大きくすることができた（図 2.1-14 のΔVprop.を参照）。これから、従来 pMOS

回路の負荷線の場合の電位差と比べて、約 1.7倍大きくできることがわかる。 

 

図 2.1-14 提案した読み出し回路とシミュレーション結果 
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(４) 達成度 

・MTJ の微細エッチングプロセスを開発し、目標 MTJ 寸法での書き換え電流と書き換え電圧の目

標値達成。単体レベルで、10ns のパルスでの読み書き電圧 0.4V 、読み書き電流 50-100μA 

以下（平均の書き換え電力量 0.3pJ）を実証した。 

・加速試験により、10 年間の絶縁破壊耐性、10 年間のデータ保持（リテンション）、書き換え回数

10
16回を達成した。 

・300mm BEOLプラットフォームへMTJを埋め込み、デバイス動作を実証した。 

・メモリパラメータ取得と、それを用いた低電圧動作用センス回路を設計した。 

・試作したセンス回路を評価し、十分なセンス電圧である 0.3Vを得た。 

・高集積化を可能とする多値動作を確認した。 

 

(５) まとめ 

磁性変化デバイス(STT-MRAM)の基本構造、プロセスとして、トップピン構造、歪エンジニア

リング、界面垂直磁化、SAF構造などを開発し、単体レベルでの目標スペックを達成した。 

CoFeシード層挿入による高品質MgO成膜プロセスを開発し、加速試験で 10
16回の書き換え

と 10年間の絶縁耐性を実証した。 

多値構造とそれを実現するプロセスとして、MTJ の 2 段積層構造の一括加工方式を提案し、

試作により多値動作を確認した。 

電流センシング用のMTJを開発し、≤10μAのセンシング精度に相当するヒステリシスの抑制

を実現した。 

300mm径ウエハでの 2層 Cu配線間への、磁性変化デバイスの BEOLプラットフォームへの

埋め込みプロセスフロー案を作成し、試作、評価を行い、デバイス動作を実証した。 

MTJの SPICEモデルを提案し、実測値との整合性を確認した。低電圧動作向けセンス方式・

回路を設計し、起版したマスクに搭載し、試作した結果、シミュレーション通りの十分なセンス電

圧(0.3V)を実現した。  
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2.2 研究開発項目② 相変化デバイス 

「外部記憶の高速低電力データ転送を実現する、高集積・高速低電力書き込み特性などの機

能を有する超低電圧・不揮発デバイスの開発」 

 

(１) 背景と目的 

インターネットサービスを提供する施設である大規模データセンターの消費電力は、100MW時に

迫る勢いで増大している。背景には、これまで経験したことがない爆発的な“ビッグデータ”の発生が

ある。国内ディスクストレージシステム容量は、2020年には40,000ペタバイトと2011年の45倍に増大す

ると予想されており、次世代データセンターにはさらなる高速・低電力処理能力が求められている。

（図 2.2-1） 

 

図 2.2-1 データセンターの消費電力とデータ容量のトレンド 

 

データセンターの低電力化には、ストレージ階層における上位ストレージ（Tier0）が本質的に重要

である。Tier0はデータ量全体の5%を保存する階層であるが、アクセスが80%と頻発するため、その電

力削減効果はきわめて大きい。（図 2.2-2） 

 

 

図 2.2-2 ストレージ階層 
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システムの観点では、CPU/キャッシュと従来のストレージの速度ギャップを解消し、ストレージの並

列動作台数を減らすことで、桁違いの低電力化が可能となる [1]。最近では、HDD（Hard Disk Drive）

はメカニカル動作するため低速であるが、半導体を用いた固体ストレージSSD(Solid State Drive)で代

替して高速化することで、このシナリオが実現した。図 2.2-3 に、検索エンジンを想定した、HDDシス

テムとSSDシステムの比較を示す。HDDよりも高速なSSDを用いることで、ストレージ装置台数が1/25

に低減し、システムの消費電力量が1/50に削減される算出結果が得られる。 

 

図 2.2-3 HDDシステムと SSDシステムの比較 

しかしながら、フラシュメモリを搭載した現世代の SSD にも、ブロック単位でのデータ消去に起因する

実効的な書き込み時間の増大や、複雑な使いこなしが避けられない、等の課題がある。これらの課題

が、性能向上のボトルネックとなり、性能優先の Tier0 の要求トレンドを継続的に満たすことが困難にな

りつつある。爆発的な“ビッグデータ”の発生に対応すべく、Tier0 の要求トレンドを満たすためには、現

世代 SSD では実現困難な、さらなる高速化が必要となる。具体的には、現状の 10 倍以上の単位電力

あたりのデータ転送速度が、次世代 SSDに求められる。（図 2.2-4） 

 

図 2.2-4 ストレージデバイスのトレンド 
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Tier0においてストレージデバイスの代替が起こる条件としては、SSDがHDDを代替した実績が参考

になる。SSDはアクセス時間やデータ転送速度を 10倍以上に向上することで、性能優先の Tier0にお

いて HDD を代替した。次世代 SSD も、フラッシュメモリを搭載した現世代の SSD の性能の 10 倍以上

を実現することが必要である [2] [3]。また、ストレージのデータ転送速度の要求が年率 40%で増大す

ると想定した場合、次世代 SSDの実用化が求められる時期は、2017~18年頃になると予想される。 

相変化デバイスは次世代ストレージデバイスの最有力候補である（図 2.2-5） [4]。相変化デバイス

は原子状態の違いを利用する抵抗変化型の不揮発メモリであり、電荷蓄積型のフラッシュメモリよりも

高速・低電力である。また、他の抵抗変化型メモリである MRAM や ReRAM に対して、一方向の電流

で動作できるメリットがあり、それを活かして、物理的最少寸法のクロスポイント型セルによる低コスト化

が原理的に可能である。現状、相変化デバイスは、モバイル機器向けに実用化された段階にある。し

かし、次世代Tier0ストレージとして用いるためには、モバイル機器仕様の 1/10以下の、さらなる低動作

電力が求められる。本研究は、新しい相変化材料である超格子等を優位化技術として、相変化デバイ

スを発展させ、従来のフラッシュメモリにはできない、低電力・高速な相変化デバイスストレージの実現

を目指す（図 2.2-6）。 

 

 

図 2.2-5 相変化デバイスの概要 
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図 2.2-6 超格子相変化デバイスの次世代 SSDへの適用 

(２) 目標 

 

【中間目標】（平成２４年度末） 

・単体デバイスとして、クロスポイント型メモリセル試作と動作実証。 

・データ転送速度200MB/s を、従来の1/3 の電力（200mW）で可能とする単体デバイスの書き込み

動作、およびさらなる高速低電力化の可能性の根拠を示すこと。 

 

【最終目標】（平成２６年度末） 

クロスポイント型メモリセルを集積化したメモリアレイ試作と動作実証 

・書き換え回数10
6回以上の達成 

・データ転送速度400MB/s の高速動作実証 

・従来の1/10 の電力（66mW）の低電力動作実証 

・メモリセル面積4F
2（F；最小加工寸法）のメモリアレイによる高集積性実証 

 

上記のデータ転送速度や電力は、SSD モジュールを想定した目標である。上記を達成する単体デ

バイスの書き換えエネルギーを以下のように算出し、開発目標とした（図 2.2-7）。 

【中間目標】  30pJ          【最終目標】   5pJ 

 

 

図 2.2-7 単体デバイスの書換エネルギー目標値の算出 
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参考１： 単体デバイスの書換エネルギー目標値の算出方法 

1ビット当たりの単体デバイスの書換エネルギー E は、以下に式で算出される。 

E = I×V×t                                     （式 １） 

ここで、 I: 電流, V: 電圧, t: 書換時間である。E は、SSD電力 W とデータ転送速度 D より、 

E = W÷D×R                                    （式 ２） 

のように算出される。ここで、R: メモリ消費電力配分、である。メモリ消費電力配分とは、SSD電力に占め

るメモリセルが消費する電力である。本研究では、R= 1/4とした。単体デバイスの書き換えエネルギーの

【中間目標】は、（式 ２）に W=200mW, D=200MB/s を代入することで、E ≒30pJと算出した。【最終目

標】は（式 ２）に W=66mW, D=400MB/s を代入することで、E≒5pJと算出した。 

 

参考２： メモリ消費電力配分 

メモリ消費電力配分 R とは、SSD電力 W に占めるメモリセルが消費する電力 M である。 

            R = M÷W                                                 （式 ３） 

ここで、SSD電力 W は、メモリチップ電力 MC とコントローラー電力 C の和である。 

   W = MC＋C                                       （式 ４） 

本研究では、メモリチップ電力 MC とコントローラー電力 C は等しいと仮定する。 

         MC = C                                           （式 ５） 

メモリチップ電力 MC は、メモリセル電力 M と周辺回路電力 Pe の和である。 

          C = M＋Pe                                             （式 ６） 

本研究では、メモリセル電力 M と周辺回路電力 Pe は等しいと仮定する。 

          M = Pe 

（式 ３）に（式 ４）, （式 ５）, （式 ６）を代入することで、R = 1/4 となる。 

 

(３) 研究開発成果 

(３)-1 相変化材料技術開発  

a) 超格子技術 （共同実施 独立行政法人 産業総合技術研究所） 

相変化に要するエネルギーを低減するブレークスルー技術である、超格子材料技術を開発し、低

電力化を達成した成果を報告する。 

相変化デバイスの超格子技術とは、本研究の共同実施先である産総研の富永上席研究員の提

唱する、新しい相変化現象を用いたものである [5]。超格子はGeTeと Sb2Te3の積層構造として形成

する。この超格子の中でのゲルマニウムの短範囲移動を用いて、情報を記憶する。理論上、従来材

料の結晶―非晶質間の相変化に比べて、超格子では 1/20 以下のエネルギーでの結晶-結晶間の

相変化が可能である。しかし、これまでの超格子現象は、基礎実験で確認されたにすぎない。本研

究では、300mm ウェハプロセスを用いて超格子素子を試作、ULSI 実証してそのフィージビリティを

検証した（世界初）。 

GeTe/Sb2Te3超格子はマルチカソード PVD(Physical Vapor Deposition)装置を用いて作製した（図 

2.2-8）。GeTe と Sb2Te3の薄膜を平坦に積層成膜するためには、基板に六方晶系である Sb2Te3の垂

直 C 軸を成長させ、この軸に揃えて、立方晶系の GeTe の[111]軸を積層する。そのためには、成膜

温度を GeTe の結晶化温度以上の 230℃近傍に設定する。ただし、Sb2Te3の結晶化温度が GeTe よ

りも 20℃程度低いため、GeTe 成膜時に Sb2Te3が劣化しないことが求められる。本研究では、スパッ
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タ元素が基板に到達する時のエネルギーを小さくすること、さらには電気特性に影響を与えない範

囲で、Sb2Te3を厚膜化し、GeTeを薄膜化する手法を見出して、超格子を成膜した。 

 

図 2.2-8 超格子 PVD成膜装置 

 

新材料である超格子には、物性データベースが存在しない。そこで、超格子の結晶性を評価する

ために、新しい評価手法を確立した。具体的には、第一原理計算で超格子の結晶構造（図 2.2-9(a)）

と X 線回折スペクトルを算出し、超格子に特徴的なピークが存在することを確認して、超格子の結晶

性を評価するために活用した。従来材料の Ge2Sb2Te5 や、成膜条件の適正化前の積層構造では、

超格子ピークが発生しなかった。しかし、スパッタ元素の到達エネルギーを低減し、膜厚を適正化し

た超格子は、高強度の超格子ピークを示し、超格子が良好に成膜できたことを確認した（図 2.2-9

（b））。 

 

図 2.2-9 超格子の原子構造と XRDスペクトル 

超格子のシート抵抗のばらつきは、Ge2Sb2Te5合金のばらつきと同様に小さく抑えられた。また、結

晶成膜した超格子のシート抵抗は、Ge2Sb2Te5合金のシート抵抗より小さいことを確認した。 

超格子膜が整合的に積層されていることは、断面 TEM 観察により確認した（図 2.2-10）。さらに、

超格子膜を直径50 nmのタングステン下部電極プラグ上に成膜し、タングステン上部電極を成膜・加

工して、超格子素子を作製した。 
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図 2.2-10 超格子メモリセル断面写真 

 

作製した超格子素子の特性は、電気測定によって起こる抵抗変化を観測することで確認した。本

サンプルの電気測定において、およそ 1 MΩの高抵抗状態（リセット状態）と 2 kΩの低抵抗状態（セ

ット状態）の間で相変化する、抵抗比 2 桁以上での書き換え動作を確認した。超格子では、従来材

料に比べて、抵抗変化が急峻に起こった。この結果は、超格子動作に特長的な、急峻な相変化が

起こったことを示唆している。超格子素子の動作電圧は、従来材料より低電圧で動作することがわか

った。また、従来相変化材料のセット電流の 1/30以下となることを確認した。さらに、超格子の高抵抗

化に要した書き換え（リセット）電流は、従来材料の 1/2 となることを確認した。書き換え回数は、100

万回以上を確認した。 

リセット電流のさらなる低減は、低抵抗状態であるセット状態の抵抗値を増大させることで可能とな

る。セット抵抗値の制御は、超格子において、ゲルマニウムの短範囲移動が起こる領域（膜厚）を制

御することで可能である。本研究では、セット抵抗が 150kΩの場合、書き換え電流 70 uA のリセット

動作を実証することに成功した。ちなみに、本サンプルの抵抗比はおよそ 1桁である。1桁の抵抗比

は読み出し動作上、十分に大きな値であり、実用上、問題ない（参考：MRAMの抵抗比は2倍程度）。

本実験では、単体デバイスの書き換えエネルギーは 3.5 pJ であった（世界最高水準）。この値は、

NEDO中間目標の 30 pJを達成している。また、NEDO最終目標 5pJも単体デバイスで達成しており、

アレイ動作による 5 pJ動作の目標達成の見込みを得た。 

 

b) 熱拡散防止層技術 

次に、熱拡散防止層の材料開発を行い、相変化デバイスの低電力動作を実現した成果を報告す

る。相変化デバイスはジュール発熱で動作するメモリである。よって、書き換え電力は、熱を効率的

に発生させ、かつ、その散逸を防ぐ材料を用いることで低減できる。具体的には、電極金属と相変化

材料の間に熱拡散防止層を挟むことが効果的である。 熱拡散防止層には、相変化材料より抵抗率

が大きく、熱伝導率が小さい特性が望まれる。しかし、既存の材料には、所望の抵抗率と熱伝導率を

有するものが無い。 

そこで、本研究では、究極の熱効率を目指して、新しい熱拡散防止層を、二種類の材料を混合し

て作製した。材料選択の指針は、相変化材料との密着性に優れること、さらには、熱拡散防止層の

結晶サイズがナノメートルオーダーと微小で、結晶粒界による高抵抗化と低熱伝導化が期待できるこ
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と、とした。材料探索に用いた組成傾斜 TEG を図 2.2-11 に示す。組成傾斜とは二つの材料を正確

に混ぜ合わせるコンビナトリアル手法のことで、2 種類のスパッタターゲットを用いて、材料の組成を

制御した。 

 

図 2.2-11 材料探索のための組成傾斜 TEG 

この熱拡散防止層による熱の閉じ込め効果を、デバイスシミュレーションを用いて計算した。熱拡

散防止層を有するセルでは、書き換え動作時に、効果的にセル到達温度が上昇した。特に、熱拡

散防止層内での発熱により、熱が上手く閉じ込められることを確認した。 

熱拡散層付きセルの動作特性は、電気測定によって起こる抵抗変化を観測することで確認した。

熱拡散防止層の検証のために用いた相変化材料は、従来材料の Ge2Sb2Te5である。熱拡散防止層

を有する本サンプルの電気測定において、抵抗比 4 桁以上での書き換え動作を確認した。リセット

電流は、熱拡散防止層の無い従来相変化材料 Ge2Sb2Te5の 1/3 となることを確認した。 

本サンプルでは、抵抗変化が、熱拡散防止層無しのケースに比べて、急峻に起こることを確認し

た。この実験結果は、シミュレーションで確認した熱拡散防止層による熱閉じ込めが、実際に起こっ

ていることを示唆している。この単体デバイスの書き換えエネルギーは 3.6 pJ であった。この値は、

NEDO中間目標の 30 pJ以下を達成し、さらには、NEDO最終目標 5 pJを単体デバイスで達成して

おり、アレイ動作による 5 pJ 動作の目標達成の見込みを得た。 

 

(３)-2 集積化実証  

a) クロスポイント型セル 

相変化デバイスには、一方向の電流での高抵抗化と低抵抗化の両方の動作、すなわちモノポー

ラ動作する特長がある。モノポーラ動作するデバイスは、2 端子素子であるダイオードを選択スイッチ

として用いることができ、さらには、メモリセルをクロスポイント型にすることで、物理的に最少のセルサ

イズが原理的に可能となる [6]。本研究では、デバイスの高集積化に適した選択スイッチとして、ポリ

Si pinダイオードを開発した。ポリ Si成膜装置を 300mmつくばスーパークリーンルームに立ち上げ、

本装置を用いて金属/p 型層ポリ Si/i 型真性層ポリ Si/n 型層ポリ Si/金属の積層膜を形成し、ポリ Si

界面に酸化膜層が形成されないことを確認した(図 2.2-12)。真性層中のドーパント、金属原子の濃

度は 5×10
18

 cm
-3以下であり、活性化アニールに伴う相互拡散の影響は抑制できることを確認した。 

A材料100%
B材料 0%

A材料70%
B材料30%

TEG 15mm□

SiO
2
(200nm) / Si

SiO2 (100 nm)

Pt (100 nm)

熱拡散防止層 (75nm)
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図 2.2-12 多層ポリシリコンの断面観察 

次いで、クロスポイントセル（図 2.1-13(a)）の加工プロセスを構築した。金属/p型層ポリ Si/i型真性

層ポリ Si/n型層ポリ Si/金属の積層膜をパターニングするためのカギとなる技術は、ポリ Siと金属との

界面の加工である。本研究では、金属にサイドエッチが入らない条件を見出し、断面写真（図 

2.1-13(b)）に示すような、垂直な加工形状を得ることに成功した。さらに Ge2Sb2Te5 相変化材料を搭

載した 1Diode-1Resistor 単体デバイスを作製し、抵抗変化現象を確認した（図 2.2-13(c)）。NEDO

中間目標である「単体デバイスとしてのクロスポイント型メモリセル試作と動作実証」は、本セルに超

格子材料を搭載して、H24年度中に達成見込みである。 

 

図 2.2-13 クロスポイント型セルの開発 

b) 周辺回路開発（共同実施 学校法人 中央大学） 

超格子の動作の特徴を活かした動作方式の成果を報告する。超格子の特徴は、高速・低電力性、

及びユニポーラ動作である。超格子は、従来の相変化材料と比べて、10倍以上に高速・低電力で動

作するポテンシャルを有している。そのため、従来の動作方式では、エネルギーの入力が過剰となり

非効率である。また、MRAM 等における正と負のパルスを用いるバイポーラ動作方式とは異なり、正

のパルスのみを用いるユニポーラ動作方式にて検討する必要がある。 

本研究では、超格子の動作方式として、入力パルスの形状・高さ・幅の高精度な制御を検討した。

形状手法としては、動作パルスの二段階化方式を検討した。本方式の目的は、素早く超格子を変化
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させること、及び、その後に、相変化に適した温度を保持することを両立させ、過剰な書き換えエネ

ルギーの入力を抑制することである。検討した二段階パルスの概要を図 2.2-14 に示す。このパルス

を用いることで、超格子の低抵抗化に要する時間であるセット時間を、従来材料より 2倍以上高速化

できることを確認した。 

 

図 2.2-14 二段階パルス 

次いで、任意の高さ・幅のパルス動作を検討すべく、電流を 10uA 単位で制限するための書き込

み回路と、10nsec オーダー以下の精度で生成可能なタイミング生成回路を考案した。これらの回路

方式のフィージビリティは、まず、1Transistor-1Resistir（1T-1R）セルを用いて確認する。超格子を抵

抗素子とするアレイは、本年度に起版するマスクを用いて、BEOLデバイスとして試作評価する。 

 

(４) 達成度 

NEDO中間目標は達成、または達成見込みである。 

データ転送速度 200MB/s を、従来の 1/3 の電力（200mW）で可能とする単体デバイスの書き込

み動作、およびさらなる高速低電力化の可能性の根拠を示すことは達成した。 

 

・単体デバイスの書き込み動作のエネルギーの目標を 【中間】30pJ、【最終】5pJ以下と算出 

・超格子素子を産総研300mmラインで試作評価し、単体デバイス書き換えエネルギー3.5pJを取得 

・熱拡散防止層を材料開発し、単体デバイス書き換えエネルギー3.6pJを取得 

・さらなる高速低電力化の可能性の根拠として、超格子の化学量論組成構造化、及び超格子と熱拡

散防止層の組み合わせ構造を提案 

 

単体デバイスとして、クロスポイント型メモリセル試作と動作実証は達成見込みである（H25年2月）。 

 

 ・金属/p型層ポリ Si/i型真性層ポリ Si/n型層ポリ Si/金属の積層膜の成膜・加工プロセス構築 

 ・Ge2Sb2Te5相変化材料を搭載した 1Resistor-1Diode 単体デバイスを作製し、抵抗変化を確認 

 ・GeTe/Sb2Te3超格子のクロスポイント型セル試作と動作実証は H24年度中に達成の見通し 

 

最終目標達成に向けた重点取組事項 

単体デバイスで実証した書き換えエネルギーの低減、及び書換回数を、メモリアレイ試作を通して

動作実証する。アレイ動作実証では、ビット歩留まりを考慮した、安定的な低電力化が求められる。

そのためには、超格子の抵抗値ばらつきの制御が必要となる。安定的な、さらなる低電力化手法とし

ては、超格子と熱拡散防止層の積層構造を、今後のメモリアレイ試作評価において重点的に取り組

V1 : 1 段目パルスの高さ
V2 : 2 段目パルスの

Tpw1 : 1 段目パルスの幅
Tpw2 : 2 段目パルスの幅
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む。さらに、超格子の高速・低電力性を活かした回路方式のフィージビリティチェックを通じて確認し、

デバイス・回路連携による性能向上を狙う。 

 

(５) まとめ 

300mm ウエハの成膜装置での GeTe/Sb2Te3超格子構造形成に世界で初めて成功した。50nm 直

径の W 電極を有する GeTe/Sb2Te3超格子抵抗 TEG を 300mm ラインで試作し、100 以上の抵抗比

で動作することを確認した。単体デバイスのリセット電流が、従来のGe2Sb2Te5の1/25以下に低減し、

リセットエネルギーがNEDO中間目標を達成する 3.5pJとなることを実証した。セット動作は、さらに低

い電流で起こることを確認し、相変化の低電力化に超格子膜が有効であることを、300mm の試作環

境で実証できた。さらに、熱散逸を防止するために用いる熱拡散防止層素子を試作した。熱拡散防

止層の結晶を nmのサイズとすることで、電気抵抗と熱抵抗を増加させて、素子内に効率的に熱を閉

じ込めることに成功し、単体デバイスのリセットエネルギーが、熱拡散防止層無し素子の 1/10 以下の

3.6pJ となり、NEDO 中間目標を達成することを実証した。さらに、W 配線/シリコンダイオード/相変化

膜/W 配線からなるクロスポイント構造のメモリセルを試作し、ダイオードの正常動作と相変化材料の

抵抗変化現象を確認した。超格子膜とシリコンダイオードを組み合わせることで、中間目標は達成で

きる見通しである。 
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2.3 研究開発項目③ 原子移動型スイッチ 

「配線切り換えを可能とするスイッチを対象とした、低電流・高速書き換え、高オン・オフ抵抗比、

小面積などの機能を有する超低電圧・不揮発スイッチデバイスの開発」 

 

(１) 背景と目的 

高度情報化社会の発展には、IT ネットワーク機器・車載電子機器・情報家電機器・モバイル機

器など、様々な用途で用いられるロジック集積回路の性能向上が不可欠である。近年、電子機器

の製品サイクルが短縮し、短 TAT、少量多品種生産、頻繁な仕様変更等が必要となってきたため、

ロジック集積回路の一部または全部の回路を再構成可能にした、プログラマブルロジックへのニー

ズが高まっている。プログラマブルロジックは、電子機器に組み込まれた後もその回路構成を変え

られるため、ユーザーのニーズに沿った機能変更・追加、バグ修正、さらに不具合や劣化した回

路の切り離し等をユーザーの手元で行えるようになる。このような柔軟なプログラマブルロジック集

積回路を電子機器に組み込むことにより、ユーザーの意図した機能・動作が実現できるようになり、

自然な形で人のニーズを満たし、行動を支援する“ヒューマンセントリック”な電子機器が提供でき

る。しかしながら、従来のプログラマブルロジックは、その大きな消費電力のためにコンシューマ市

場へ浸透していなかった。したがって、プログラマブルロジックデバイスの動作時、および待機時

の電力を削減することは、低炭素社会の実現に大きく貢献する。 

現在のプログラマブルロジックデバイスでは、回路を再構成するスイッチに、パストランジスタと

SRAM を組み合わせた SRAM スイッチが用いられている。しかしながら、上述のとおり、動作時

および待機時の電力が大きく、低消費電力化が強く求められている。そこで、本研究では、配線

切り換えを可能とするスイッチを対象に、ロジック集積回路の低消費電力化・低電圧化に対応可

能で、スイッチの書き換え時、および保持時の低消費電力化を実現する、超低電圧・不揮発スイッ

チデバイスの開発を行う。具体的には、オン・オフ抵抗比が大きく低電圧に対応可能であり、スイッ

チ素子の面積が小さく、配線容量およびスイッチ容量が小さく、さらに、書き換えに必要な電流と

書換え速度の積（電荷量）が小さいために低電力書き換えが可能であるスイッチデバイスを開発

する。 

 

(２) 目標 

上記の目的を達成するために、次の目標を設定した。 

【中間目標】（平成２４年度末） 

スイッチ素子の材料選定、素子構造の最適化を行い、単体素子での下記の動作検証を行う。 

・単体素子性能として書換え電流と書換え速度の積が 10－
10

A・s 以下 

・オン・オフ抵抗比 10
5以上 

・書き換え回数 10
3
 以上 

 

【最終目標】（平成２６年度末） 

以上の成果に基づき、大規模集積化に必要なスイッチ素子特性のばらつきを低減し、300mm

径 Si基板を用いてロジック集積回路を試作し下記を達成する。 

・本スイッチにより配線切り換えを行ったロジック集積回路が 0.4V で動作可能であり、その際の消
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費電力がSRAM スイッチにより配線切り替えを行った従来型 1.2V 動作ロジック集積回路の 1／

10 以下。 

・スイッチ素子面積が、同一世代の SRAM スイッチを用いたプログラマブルロジックデバイス

（PLD）に比べ 1／20 以下。 

 

(３) 研究開発成果 

(３)-1 原子移動型スイッチデバイス開発 

a) デバイス開発（3端子原子移動型スイッチ開発） 

超低電圧・不揮発スイッチデバイスとして、Cu イオンのイオン伝導・電気化学反応を利用した抵

抗変化スイッチである原子移動型スイッチ（図 2.3-1）は有力な候補である [1-4]。しかしながら、

原子移動型スイッチ素子のプログラミング電圧の低減に伴って発生する、オフディスターブ信頼性

劣化（論理回路の動作電圧がスイッチに印加された場合に、経時変化に伴ってオフ状態のスイッ

チがオン状態に反転してしまう不良）が問題となり、低電圧化が困難であった。本開発では、図 

2.3-2 に示す二つのスイッチ素子を相補的に配置した 3 端子構造 [5]を提案し、低電圧化と高信

頼性の両立ができることの見通しを得た。 

提案した 3 端子構造を産総研 SCR で 300mm 径ウエハを用いて試作し、その基本 I-V 特性を

検証した結果を図 2.3-3 に示す。試作および評価を行った 3 端子原子移動型スイッチの基本構

成は、下部電極：Cu、固体電解質：PSE（polymer solid-electrolyte）、上部電極 Ru である。図中下

の TEM写真には測定時の電流方向を示す。まず、素子を ON状態へ遷移させるためには、双方

の原子移動型スイッチを OFF状態から ON状態にプログラミングするため銅電極側に正電圧を印

加する。（図 2.3-3 (a)）。このときの閾値電圧は約 2Vであり、2Vを超えたところでON状態へ遷移

することがわかる。続いてスイッチをOFF状態へ遷移させるためには、双方のスイッチを OFF状態

へプログラミングする。Ru 電極側に正電圧を印加することで高抵抗に遷移することがわかる（図 

2.3-3(b)）。このようにしてプログラムされた、ON状態とOFF状態の双方の 0.1V印加時の電流値を

計測したところ、約 5桁のオン・オフ比が得られることが確認された（図 2.3-3（c））。 

 

図 2.3-1 原子移動型スイッチ 

Cu

TaO

Ru

Cu

OFFON

+V -V

PSE
(Polymer Solid

Electrolyte)
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図 2.3-2 提案した相補型 3端子原子移動型スイッチ 

 

図 2.3-3 相補型 3端子原子移動型スイッチプログラミング特性 

続いて、相補型 3 端子デバイスについて、バイアス印加下でのオフ信頼性の評価を行った。相

補型構造は 2 端子構造と異なり、一方の素子が相補的に動作して印加される電圧を軽減するた

め、ロジック電圧（再構成回路の動作電圧でプログラム電圧より低い）が印加されている場合でも

オフ状態の長寿命化が期待される。図 2.3-4 に 125℃で測定した ON 状態への遷移時間の電圧

依存性を示す。リファレンスとして、3.5Vでプログラミング可能な従来型の2端子素子のデータも示

した。2端子素子の場合には、3.5V動作の場合には、ロジック動作電圧（VDD）では10年以上の寿

命が予測されているが、さらに低電圧化した場合には 10 年の寿命確保が難しくなることが示唆さ

れる。それに対して、相補型素子の場合には、2V 動作であるにも関わらず、2 端子素子に比べる

と約 7桁長寿命化されることがわかる [5]。これは、2つの原子移動型スイッチによって、①印加電

圧が分割される、②必ず一方の素子が相補的に動作して印加電圧を軽減する、ことが原因として

考えられる。以上から、相補型構造を用いることで、原子移動型スイッチの低電圧化時にも十分な

オフ信頼性が得られることが確認された。 
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図 2.3-4 オフ状態の信頼性の比較 

b) 回路技術開発 

超低電圧・不揮発スイッチデバイス開発に用いる回路および TEG(Test Element Group)設計を

行った。作成した TEG は、原子移動型スイッチの機能を検証する TEG、特性を評価する TEG の

2 種類に大別される。機能検証 TEG は 32x32 クロスバースイッチ、プログラマブルロジックセル等

である。特性評価 TEG は、図 2.3-5 に示すデコーダを用いたスイッチアレイ(容量は 16k-bit から

1M-bit)をはじめとして、シフトレジスタを用いたスイッチアレイ(容量は 1k-bit)、原子移動型スイッチ

の静電容量評価 TEG、スイッチング時の寄生容量評価 TEG、信頼性評価 TEG等である。16k-bit

スイッチアレイはパラメトリックテスタにより、1M-bit スイッチアレイはメモリテスタによりスイッチング

時の諸特性を評価する。 
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図 2.3-5 スイッチアレイ TEG。(a)16k-bitスイッチアレイの模式図、(b)1M-bitスイッチアレイの 

模式図、(c)16k-bitスイッチアレイの光学顕微鏡写真、(d)1M-bitスイッチアレイの 

光学顕微鏡写真、(e)回路の概要。 

c) 原子移動型スイッチ信頼性研究（固体電解質材料とオフ信頼性） 

原子移動型スイッチのオンからオフ状態へ至るまでの各抵抗の温度依存性を観測し、各抵抗

の起源について考察を行い、図 2.3-6 の結果を得た [6]。まず、オン状態では、金属的伝導を示

す抵抗の正の温度係数が観測され、銅の架橋が形成されているものと推察される。オフ状態では、

絶縁体で見られるプールフレンケル伝導が確認され、PSE 中の銅が完全に回収でき、電圧印加

前の絶縁体の状態に戻っていると考えられる。TaO 等の金属酸化物(MOx)を固体電解質として用

いた場合には、オフ時の抵抗の温度依存性は弱く、トンネルリングやホッピングが支配的であるの

と対照的である。オフ状態の伝導モードは初期状態と等しいことは、1 サイクル目のセット電圧(=フ

ォーミング電圧)が 2 サイクル以降のセット電圧に等しい実験事実を説明できる。TaO を固体電解

質に用いた原子移動型スイッチでは、金属酸化物を抵抗変化層に使う ReRAM 同様、フォーミン

グ電圧はセット電圧の倍程度となっている。これは、図 2.3-6 にあるように完全に Cu を回収できな

いか、フォーミング時に膜の劣化があるものと考えられる。PSE を用いた原子移動型スイッチにお

いてオフ状態は初期状態のものと等しく高信頼であるといえる。 

 

(c) (d) (e)

(a) (b)
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図 2.3-6 原子移動型スイッチのオンからオフ状態へ至るまでの架橋の生成・消滅過程。 

PSE または金属酸化物(MOx）を固体電解質に用いた場合、それぞれ Cu の回収に

違いが生じると考えられる。 

 

d) 原子移動型スイッチ信頼性研究のための架橋形成機構の解明（共同実施 東京大学） 

・架橋形成機構解明のための実験的検討 

- 実験手法 

原子移動型スイッチにおける架橋形成機構は、Cu 電極からの Cu の酸化溶解、固体電解質中

の Cu イオンの電気化学的輸送、不活性電極上での Cu イオンの還元反応によって構成される電

気化学反応と見なすことができる。ここで、Cu の酸化溶解・析出には、Cu+を電荷補償するプロト

ン(H+)などの陽イオンが必要となるため、固体電解質の電界による分極(すなわち酸化・還元)が

重要であると考えられる。固体電解質中での電界による分極を実証するために、電圧を印加しな

がら軟 X 線の電子分光が行える手法を開発し、電圧印加で電気化学分極が生じると考えられる

Gd ドープ CeO2を用いて本手法の妥当性を検証した。 

- 熱力学的・電気化学的モデルの構築 

原子移動型スイッチでは、Cu 電極と固体電解質の間にバッファー層(ここでは TiO2)が挿入され

ている。バッファー層は固体電解質成膜時の Cu 表面の酸化を防止し、また、Cu の熱拡散を防ぐ

働きがある。このバッファー層の材料や膜厚によって、セット電圧やオフ状態の保持特性が大きく

変化することが実験的に分かった。そのため、架橋形成初期における、Cu とバッファー層界面で

のイオン化がオフ信頼性に大きな影響を与えていると考えられる。今後、Cu イオン化反応の熱力

学的エネルギー（化学ポテンシャル）に関して、Cuの活量とCu電極/バッファー層界面における平

衡反応で記述し、保持時間の表式化を行う。 

 

・シミュレーションによる検討 

- 計算環境の整備・評価 

架橋形成機構解明のために整備した計算環境は、(i)様々な組成・材料に対応でき、かつ固体

電解質部分についてはアモルファス構造を扱えること、(ii)架橋形成時のバイアス電圧印加が扱え

ることを必要条件とした。特に、電圧印加を高精度に再現できるツールの改良・開発を行った。 

-  Cu/TaOx／Cuでの界面付近のポテンシャル 
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Cu/アモルファス TaOX(Ta12O34)/Cu 接合系について、印加電圧前後でのポテンシャル差を非平

衡グリーン関数法により計算した。CuおよびアモルファスTaOX層を別々に構造最適化して接合し

た場合と、接合後に非平衡グリーン関数法によって構造緩和を行った場合についてそれぞれ計

算を行った。その結果、構造緩和前においては、Cu との界面近傍の TaOX内のポテンシャル差は

構造緩和後よりも小さく、Cu 原子の駆動力が小さいことが分かった。構造緩和により界面状態が

変化することから、界面近傍のCu原子の動きやすさは界面状態(電子状態や結合状態)に依存す

ることを示唆している。 

- Cu電極の結晶配向性が与える影響 

Cu電極としてメッキにより形成されたCu配線を利用している。Cu配線は様々な配向を持った微

結晶から構成されており、配向によって Cuの酸化速度の相違が懸念される。原子移動型スイッチ

のスイッチング特性に与える影響について、配向性の違いによって計算と実験の両面から明らか

にする必要があった。第一原理計算により、表面エネルギーおよび仕事関数が配向に依存性が

あることが分かった。仕事関数は、中性の銅から電子を真空中に引き抜くのに必要なエネルギー

に相当することから、銅がイオン化するエネルギーと相関があると考えられる。計算結果は、均一

な配向性が望ましいということが分かった。 

 

(３)-2 集積化開発 

a) 集積化技術 

図 2.3-7 に 3 端子原子移動型スイッチの集積化プロセスフローを示す。製造ラインにて形成し

た CMOS 基板上に SiCN/SiO2のハードマスクを形成し、M4 配線間にホールを形成した。続いて

バッファー層（TiO2）、PSE（ポリマー固体電解質）、Ru（不活性電極）、Ta（Ru保護電極）を堆積し、

加工用ハードマスク SiCN/SiO2を成長した。ドライエッチングによってスタックを加工し、全面を SiN

膜で封止した。続いて埋め込み性に優れる HDP-SiO2 膜をビア層間絶縁膜として成長し、層間膜

CMP によってビア層間膜の平坦化を行った。上層配線層間絶縁膜として ULK(k=2.7)/SiO2 を成

長し、ビアファースト法によってデュアルダマシン溝加工を行った。開口部にバリアメタル（Ta/TaN）

と銅を埋め込んで Cu-CMP を実施して上層配線を形成した。さらに上層の配線には BEOLプラッ

トフォームで開発したセミグローバル配線を用いた。 

 

図 2.3-7 原子移動型スイッチの集積化プロセスフローの断面模式図 
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図 2.3-8に CMOS基板上に作製した 3端子原子移動型スイッチの断面 TEM写真を示す。M4

配線上に原子移動型スイッチが搭載されていることがわかる。素子の上は平坦化されており、上

層配線の短絡なく形成できていることがわかる。右図のTEM写真は原子移動型スイッチ部の拡大

写真である。二つの原子移動型スイッチの上部電極が一体化され、コンパクトに 3 端子素子が形

成できていることがわかる。 

 

図 2.3-8 CMOS基板上に作製した 3端子型原子移動型スイッチの断面 TEM写真 

b) 汚染除去技術 

原子移動型スイッチの製造工程において、一般的なロジック LSIの製造プロセスと異なる工程と

して、Ru、Ta のドライエッチング工程が挙げられる。そこで、Ru/Ta のドライエッチング工程後に枚

葉式のドライクリーニング処理を導入し、次ウエハの裏面汚染レベルを評価した。図 2.3-9 にウエ

ハ作業後の次ウエハへの金属汚染の転写を TREX により評価した結果を示す。評価した全ての

金属元素において、下地CMOSに悪影響を与えるレベルではないことがわかる。さらに、ドライクリ

ーニング運用 6 カ月後においても、裏面金属レベルの増加がないことから、安定したクリーニング

処理が行われていることがわかる。 

 

図 2.3-9 TREXにより測定した次作業ウエハ裏面の金属汚染評価結果 
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c) 3端子原子移動型スイッチアレイ動作特性 

図 2.3-10にデコーダ付き 1k-bitスイッチアレイによって評価した相補型 3端子素子の、(a)閾値

電圧の分布と、(b)オン・オフ時の電流値の分布を示す [7]。閾値電圧は中央値 1.8V にてσ

=0.2V が得られた。小規模な回路動作を検証するためには、十分に低いばらつきであると判断で

きる。一方、オン・オフ比に関しては中央値で約 4.5桁が得られており、こちらも小規模回路の実証

には十分な比が得られていると判断できる。図 2.3-11に初期的に評価を行った、3端子原子移動

型スイッチの書換え回数評価結果を示す。まだ、書換え回数の増加に伴い抵抗（電流）ばらつき

が大きくなる傾向がみられるが、10
3回以上の書き換え耐性が得られた。 

図 2.3-12 は原子移動型スイッチのプログラム電流やスイッチング速度などのスイッチング特性

を明らかにするために計測した 0.5k-bit スイッチアレイのスイッチ抵抗分布である。4 ビットの素子

がフェイルしているものの、ほとんどの素子は 200nsec、500uA（電流速度積：10
-10

A・sec）のプログ

ラムパルスでプログラム可能であり、小規模回路の実証には問題ないレベルである。 

今後はより大規模再構成回路動作を想定した大規模アレイにおいて、ばらつき評価を進める予

定である。 

 

図 2.3-10 1k-bitスイッチアレイでのばらつき評価結果 

 

図 2.3-11 3端子原子移動型スイッチの書換え回数評価結果 
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図 2.3-12 0.5k-bit原子移動型スイッチアレイの抵抗分布 

d) 小規模 TEGによるプログラマブル機能検証 

開発した集積化プロセス技術を用いて 3 端子原子移動型スイッチを集積化し、クロスバースイッ

チの機能検証を行った。 

図 2.3-13 は CMOS 基板上に集積化した 32x32のクロスバースイッチ（図 2.3-13(a)）とクロスバ

ースイッチを介した信号の伝達を示す。図 2.3-13（b）のように対角線にクロスバースイッチをプロ

グラムし、図 2.3-13（c）に示す通りクロスバースイッチの入力 X5 の信号がクロスバースイッチを介

して Y5に正常に伝達されていることを確認した。 

 

図 2.3-13 クロスバースイッチの機能検証。(a)32x32 クロスバースイッチ 

(b)クロスバースイッチのプログラム  (c)クロスバースイッチを介した信号の伝達 
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(４) 達成度 

中間目標はすべて達成見込みである。各目標に対する達成度は下記の通りである。 

 

・スイッチ素子の材料選定、素子構造の最適化 

下部電極：Cu、固体電解質：PSE（polymer solid-electrolyte）、上部電極 Ruを基本構成とする 3

端子原子移動型スイッチを開発し、2Vのプログラム電圧と 10年以上のオフ信頼性を達成した。 

 

・単体素子性能として書換え電流と書換え速度の積が 10－
10

A・s 以下 

0.5k-bit スイッチアレイのスイッチ抵抗分布の計測により、4 ビットの素子がフェイルしているもの

の、ほとんどの素子は 200nsec、500uA（電流速度積：10
-10

A・sec）のプログラムパルスでプログラム

可能であることを確認し、単体素子動作としての目標を達成した。フェイル素子に関しては、さらに

改善を行い、集積化したスイッチアレイとして電流速度積：10
-10

A・sec 以下の見通しを得る計画で

ある。 

 

・オン・オフ抵抗比 10
5以上 

単体の 3端子原子移動型スイッチの ON状態と OFF状態の双方の抵抗値を 0.1V印加時の電

流値から求めたところ、約 5桁のオン・オフ比が得られることが確認された。 

さらに、集積化した 1k-bitの 3 端子原子移動型スイッチアレイのオン・オフ比に関しては中央値

で約 4.5桁が得られた。 

 

・書き換え回数 10
3
 以上 

3 端子原子移動型スイッチの書換え回数評価結果より、10
3 回以上の書換え耐性が得られた。

ただし、書換え回数の増加とともにスイッチ抵抗ばらつきが増大する傾向があり、改善を行う計画

である。 

 

(５) まとめ 

超低電圧・不揮発スイッチデバイスとして原子移動型スイッチデバイスの開発を行い、中間目標

を達成見込みである。 

低電圧プログラムと高いスイッチ素子信頼性を両立できる素子として、3 端子原子移動型スイッ

チを開発し、2V のプログラム電圧と 10 年以上の信頼性を達成した。また、3 端子原子移動型スイ

ッチに用いている固体電解質である PSE は、TaO 等と異なり、銅の架橋を完全に回収できるため

オフ状態は初期と同様に高信頼であることが分かった。 

3端子原子移動型スイッチの特性評価 TEG、機能評価 TEGの設計、および集積化プロセスの

構築を行い、3端子原子移動型スイッチアレイの動作特性評価および小規模TEG（クロスバースイ

ッチ）によるプログラマブル機能検証を行った。その結果、書換電流・速度積、オン・オフ抵抗比、

書き換え回数ともに目標値を達成見込みである。 
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2.4 研究開発項目④ 三次元ナノカーボン配線 

「集積回路チップ内において、機能ブロックの三次元集積を実現するための、微細幅・超低電

気抵抗、超高アスペクト比配線・材料技術の開発」 

 

(１) 背景と目的 

集積回路チップの三次元高集積化には、個々の機能ブロック同士を接続するための多層配線

の微細化・長距離対応、さらに縦方向の配線の超高アスペクト比化が不可欠である。現在、集積

回路チップ内配線には、Cu、W 等の金属材料が主に用いられているが、配線寸法の微細化に

伴って、結晶粒界や界面での、電子の非弾性散乱効果による配線抵抗の増大が顕著になりつつ

ある [1]。既に配線幅 100nm を下回る領域で、この増大が現実のものとなりつつあるが、2016 年

以降に予想される配線幅 10nm 前後の領域では [2]、散乱の影響が著しく増大し、大幅な抵抗

上昇が生じ、従来の金属材料では所要の性能を実現できない。加えて、三次元集積のためには、

隣接のブロック間だけでなくチップ内の長距離（～0.7mm）の接続が求められている。また、急速に

進みつつある不揮発素子等の機能ブロックの三次元積層集積のためには、微細でかつこれまで

にない超高アスペクト比（コンタクトホールの深さと直径の比）のコンタクト開発が求められている。

現在までに、10 を超えるアスペクト比への W など金属の埋め込み技術が開発されているが、将

来的にはアスペクト比 30 の埋め込みが必要になると予想されている。 

 

(２) 目標 

以上のような必要性に基づいて、ナノカーボン材料を用いて、機能ブロックの三次元集積を実

現させる微細線幅(≦20nm)・長距離（≦0.7mm）に対応した横方向配線技術と、超高アスペクト比

(30)に対応したコンタクトプラグ技術を 300mm基板上で実証することを目標に開発を行う。具体的

には、300mm 径 Si 基板全面でのナノカーボン材料成長・加工・配線集積化に関する技術開発と

ともに、ナノカーボン材料の配線適用に関する理論検討、先行的材料合成・評価等の配線基礎

技術開発を行い、300mm径 Si基板上での配線技術の有効性を実証する。以下に中間及び最終

年度の目標を示す。 

【中間目標】（平成２４年度末） 

・微細線幅（100nm）、低抵抗（シート抵抗＜50Ω/□）の配線実証 

・微細直径（90nm）、超高アスペクト比（≧16）のコンタクトホールへのナノカーボン材料埋め込

み実証 

【最終目標】（平成２６年度末） 

・微細線幅（≦20nm）、長距離（0.7mm）、低抵抗（シート抵抗≦3Ω/□）の配線実証 

・微細直径（90nm）、超高アスペクト比（30）のコンタクトホールへのナノカーボン材料埋め込みと、

W以下の抵抗（接触抵抗を含む）の実証 

 

(３) 研究開発成果 

(３)-1 ナノカーボン配線基礎技術 

a) ナノカーボン配線材料技術 

多層グラフェンの配線特性検証のため、剥離多層グラフェンを用いて微細幅配線を試作し、
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線幅・層厚・温度依存性評価により配線の伝導特性を検証した（図 2.4-1）。これまでに線幅

100nm（25nm厚）でシート抵抗 34Ω/□を実証した。シート抵抗は線幅 260nm~100nmの範囲で

ほぼ一定値を示し、この線幅領域ではサイズ効果やエッジの乱れによる抵抗増大はないことが

確かめられた。また、層厚を 10nmから 25nmに増やすことによりシート抵抗は約 1/3に低減し、

多層化が低抵抗化に効果的であることが示された。しかしより厚い領域では低減は飽和してお

り、深い層へのコンタクト改善が抵抗低減につながることが示唆された。多層化によるメリットを

最大限に活かすため、多層への低抵抗接触技術開発を進めていく。また抵抗の温度依存性評

価結果から多層グラフェン配線の伝導が準金属的であり、キャリア密度の変化が抵抗変化にお

いて支配的であることがわかった。これはドーピングによりキャリアを増加させることが多層グラフ

ェンの低抵抗化のために重要であることを示している。具体的には現状に対してキャリア密度を

一桁上げれば、抵抗を一桁低減でき、最終目標の 3Ω/□は達成可能との見通しが得られた

（図 2.4-2）。 

 

図 2.4-1 微細幅多層グラフェン細線の電導特性 

 

図 2.4-2 微細幅横配線の線幅とシート抵抗 
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配線適用に求められる薄膜触媒層上の低温（≦600℃）での多層グラフェン成長をプラズマ

CVD により実現した。これは数十 nm 以下の極薄膜上の成長としてこれまでで最も低温での報

告である。さらに、この多層グラフェンの低温成長は触媒層の段差を起点として成長することを

見出し、成長膜・触媒の詳細構造解析から新しい低温成長モデルを提示した（図 2.4-3） [3]。 

 

図 2.4-3 プラズマ CVDによる低温成長多層グラフェンと触媒段差成長モデル 

上記結果をもとに触媒金属の活性を保ちながら、CVD 時に表面の凝集や凹凸化を生じない

耐熱性の触媒を開発した（図 2.4-4） [4]。この新耐熱触媒により、これまで凝集のために不可

能であった極薄触媒層からもグラフェン成長が可能になった。また、触媒膜中の凹凸生成が抑

えられることで、後述するように、リソグラフィにより作製した段差構造からの優先的なグラフェン

成長が可能になった。これらにより、配線化に求められる微細パターン上への成長制御の見通

しを得た。 

 

図 2.4-4 耐熱触媒開発による凝集抑制と平坦なグラフェン成長 

  

６００℃以下の低温で結晶性のよい多層グラフェン成長を実現

触媒段差を起点とした低温固有のグラフェン成長モデルを提示

Yamazaki et. al., Graphene 2011 
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超高アスペクト比(AR)コンタクト埋め込みに向けて、微細ホールへの CNT成長実証を行った

（図 2.4-5）。微細ホール埋め込みのためには、CNT をホール底から成長させるとともに、側壁

での成長を抑制する“選択成長”が必要である。このために AR=3-4での全面成長（図 2.4-5左）

と、平面上での触媒不活性化膜による成長抑制の原理検証を行った。触媒不活性化膜として

非晶質 Siを触媒形成前に積層することで、Niがシリサイド化され、CNT成長を抑制できることを

示した。最終的にはこの触媒不活性化膜を微細ホール側壁に選択形成する必要があるが、中

間目標の超高ARホール底成長の原理検証を加速させるため、不活性化膜の側壁形成と並行

して、ホール絶縁層の下にあらかじめ触媒下地層（TiN）を敷設した新たな TEG を導入した（図 

2.4-5 中央）。CNT は触媒微粒子と TiN の積層表面に選択的に成長することから、本構造をベ

ースに触媒 Niの高 AR底への CVD成膜と、触媒層のプラズマ処理による微粒化を進めた。こ

れにより、これまでにAR=12（深さ 1200nm、直径 100nm）のホール底から選択成長を実証した。

CNT はホールの上辺まで成長し、AR12 のナノカーボン埋め込みを実証した。中間目標の

AR=16（深さ 1600nm）のホール TEG も開孔加工済みであり（図 2.4-5 右）、触媒形成・CNT 成

長を進めている。これまでに、触媒膜に関しては、AR=16 でも孔底への形成は可能なことが確

認できた。CNT 成長に必要な触媒層の微粒化・活性化は、孔の深さ増加に伴って条件が異な

っており、ガス圧低減（平均自由行程増加）、プラズマパワーアップ（孔底まで生き残るプラズマ

量の増大）、バイアス印加（孔底への活性種引き込み）が重要な因子であることを示した。 

 

図 2.4-5 超高アスペクト比ビアホールへの CNT埋め込み成長 

b) 超低抵抗ナノカーボン配線技術（共同実施 芝浦工業大学） 

超低抵抗化のために、ナノカーボンの結晶性の向上、ドーピング、低抵抗金属接触に関して、

現在までに以下の検討を行った。 

① 低抵抗ナノカーボンのためのドーピングの検討 

CVD原料のエタノールにアンモニアを添加する方法と、無電解めっきによる NiB 触媒からの

拡散による方法で、ナノカーボン膜への窒素（N）、ホウ素（B）のドーピングを検討した。その結

果、アンモニア添加によりNが膜中に取り込まれ、ドーピングを示唆する構造変化（ラマンスペク

トルのシフト）が観察された (図 2.4-6) 。 
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図 2.4-6 N ドープナノカーボン（NC）のラマンスペクトル 

② ナノカーボンへの低抵抗接触金属の検討 

ナノカーボン-CVD を用いたナノカーボン/Co積層配線に対して、Ni, Ti, Au, Cuなどの金属

接触を形成し、ケルビン法によって接触抵抗を比較評価した。その結果、Ni で最も低い接触抵

抗と良好な密着性が得られた。(図 2.4-7) 

上記の低抵抗化手法は、既存の配線技術と材料的な整合性が高く、配線適用評価は比較

的容易と期待される。今後、Nドーピング、耐熱性Co-W触媒、Niコンタクトに関して、超低抵抗

化への効果の検証を進めながら、課題に対するプロセス改善を行っていく。 

 

図 2.4-7 ナノカーボン（NC）/Co積層配線への金属接触 (a)接触抵抗率, (b)密着性, 

(c)断面 TEM像 

c) ナノカーボン材料の配線適用における理論的研究（共同実施 慶應義塾） 

ナノカーボン配線の伝導特性を理論的に明らかにするため、従来微細 FET など非定常輸送

現象の解析に強いモンテカルロ粒子シミュレーション法を採用することにした。この方法は、緩

和時間近似など用いずに散乱やドリフ現象を解析することができ、かつ新規な散乱源について

も新たなモデル導入が可能であるなど拡張性に優れていることから、新規材料・新規構造内で
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の輸送解析には最適な手法と言える。具体的には、グラフェン配線の場合、二次元電子ガスの

微細リボンの多層構造であることから、エッジラフネス散乱や層間トンネリングなどを扱う必要が

ある。現在までに、従来 FETに適用していたプログラムを配線用に空間次元の三次元拡張を行

うとともに、エッジ散乱と層間トンネリングモデルの作成を行った（図 2.4-8）。 

 

図 2.4-8 (a)多層グラフェン内の電子輸送モデル、(b)モンテカルロシミュレーション 

による電子速度へのエッジラフネス散乱の影響 

エッジラフネス散乱モデルとしては、鏡面反射、弾性拡散反射、非弾性拡散反射散乱モデル

を作成し、さらに実際にガウシアン関数の重ね合わせとして揺らいだエッジを生成し、そこでの

反射を計算する空間モデル(エッジラフネス発生モデル)を新規提案・作成した。現在までに、エ

ッジラフネスの電子の平均速度に与える影響を解析し、パラメータによる任意性は残るものの、

エッジ散乱が電子の平均速度に強い影響を与えることを確認した。現在このエッジラフネス発

生モデルを用いて、最近実験的に報告されたグラフェンの電子移動度の線幅依存性（幅 60 nm

以下でエッジラフネスの影響が顕著となる）を再現できるよう、実験とマッチしたラフネスパラメー

タの決定を行っている。 

層間トンネルモデルについては、トンネル確率の計算式をどのようなものにするかは検討中

であるが、多層グラフェン内のポテンシャル分布を 2 次元的に解くことによって、電子の運動エ

ネルギーとポテンシャルエネルギーから、エネルギー保存則を満たしてトンネルできるかどうか

を判別する初のシミュレーションモデルを作成した。また、シミュレーションモデルの定量性確認

のため、実験によって TEM 観察で層数を確定した多層グラフェンの電気抵抗測定を行った。さ

らにこの電気抵抗がグラフェンのシート抵抗とグラファイトの層間抵抗による簡便なハシゴ回路

モデルによって説明できることを明らかにした [5]。これは電極がグラフェンの最表面だけにコン

タクトしていることを示唆しており、今後、何層までコンタクトする必要があるかなど、シミュレーシ

ョンと実験の両面から明らかにしていく。 

 

(３)-2 ナノカーボン配線プロセス技術 

a) 300mm 径 Si 基板上ナノカーボン成長プロセス開発 

スーパークリーンルーム（SCR）に 300mm 径基板用のナノカーボン成長装置を導入し、触媒

Ni 成膜、触媒前処理、CNT およびグラフェン成長プロセス開発を行った [6] [7]。これまでに、

多層グラフェン内の電子輸送モデル モンテカルロシミュレーションによる
電子速度へのエッジラフネス散乱の影響
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触媒膜のプラズマ前処理、及び導電性の TiN 下地上で CVD を用いて 300mm 全面に高密度

（5×10
11

/cm
2）の多層 CNTを成長した。また触媒 Ni－CVD を用いて AR12 までの微細ホール

中に Ni 触媒を成膜した（図 2.4-9）。現在、側壁の触媒活性を抑制する不活性化膜を形成した

微細ホール TEGの作製を進めており、300mm径でのビア底からの選択 CNT成長実証を予定

している。 

 

図 2.4-9 300mm基板上の CNT成長、高 ARビアホールへの触媒形成 

b) 300mm径 Si基板上ナノカーボン CMP(Chemical Mechanical Polishing)プロセス開発 

SCRに 300mm径基板用ナノカーボン CMP装置を導入し、CNT コンタクト向けおよびグラフ

ェン配線向けの CMP 基本プロセス開発を行った。 CNT コンタク ト向けでは、

SOG(Spin-on-Glass)含浸・硬化によりCNTを固定するプロセスを合わせて整備し、CNT-SOG混

合膜の CMP と CNT下層のタッチアップ（平坦化）CMPの基本条件を確立した [8] [9]。これら

により、CNT 埋め込み微細ビアの平坦化を実証した（図 2.4-10）。併せて、グラフェン配線向け

にダマシン型溝構造に触媒を埋め込んだグラフェン成長用ダマシン触媒層の平坦化を実証し

た(次項で記述)。 

 

図 2.4-10 300mm基板上の CNTの平坦化及び CNT埋め込みビアホールの平坦化 

300mm

CNTを全面に成長させた
300mm基板

C２H４によるCNT

CNT密度 5×1011/cm2を実現

密
度
向
上

C２H２によるCNT

■ 300mm全面での高密度CNT成長

■ 300mm基板上超高ARビアホールへのNi触媒成膜

3.5nm

3.4nm

3.8nm

AR12ビア孔底までNi触媒を均一性良く形成

~
1

0
0

0
n

m

CNT、触媒層、触媒下地層、
SiO2を均一に研磨
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(３)-3 ナノカーボン配線集積化技術 

a) ナノカーボン配線集積化技術 

CNT コンタクトプラグ、およびグラフェン配線集積化と特性評価のため最終目標よりも寸法を

緩和した緩和 TEG マスク（最少寸法 90nm）を設計し、作製した（図 2.4-11）。本 TEG マスクは

層構成を変えることでグラフェン横配線用構造とCNTコンタクトプラグ用構造を作り分けることが

できる。これまでに300mmウエハを用い、東芝の開発ラインで前述のAR最大16のホールTEG

基板を作製し、つくば SCR でナノカーボン成長プロセス・CMP プロセスの検討を行った。また、

グラフェン横配線用に 3 つの候補プロセス（ダマシン型、触媒先行パターニング型、RIE 型）を

抽出し、TEG基板を作製するとともに、グラフェン成長、CMPなどのプロセス検討を行った。 

その結果、グラフェンは段差部近傍に選択的に成長しており、TEM 観察から段差部から平

坦なグラフェンが触媒面に沿って成長していることが確かめられた。これは、RIE 型に必要な成

長を原理的に示すもので、微細化に対しての見通しを得ることが出来た。グラフェン配線集積

化については、以上のような課題の解決のため、引き続きグラフェン品質・粒径の向上を図りつ

つ、候補の集積化可能性を比較し、構造プロセスを決定していく。 

 

図 2.4-11 ナノカーボン配線緩和 TEG(YC90)の構造とグラフェン配線用試作基板の上面 

および断面像 

(４) 達成度 

剥離多層グラフェンを用いた、微細線幅（最小線幅 100nm）の多層グラフェン配線の実験結果

から、低抵抗（シート抵抗 34Ω/□）を実証した。 

微細直径（100nm）、アスペクト比（12）のコンタクトホール底からの CNT 選択成長埋め込みを実

証した。アスペクト比 16はホール TEG作製まで完了し、近日中に達成の見込みである。 

 

最終目標抵抗値（20nm 幅で 3Ω/□）に向けて、多層化、ドーピング、多層コンタクトによる低抵

抗化の可能性を示し、特にドーピングによる電荷密度 1桁向上を有効な方針として抽出した。 

 

グラフェン配線
電特評価構造

M0-W引出線

M2-Al プロービングPad

V2-W Via

V1-W Via

M1グラフェン配線

CNTビア
電特評価構造

V1-CNT Via

M1-W引出線

グラフェン検討用構造試作例

ナノカーボン配線専用の緩和寸法（最小線幅・直径90nm）TEGを設計、
300mm径でのグラフェン配線用、CNTビア用TEGの作製を開始
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(５) まとめ 

微細幅グラフェン配線を多層剥離グラフェンにより作製し、線幅 100nmでシート抵抗 34Ω/□を

実証した。配線幅、グラフェン層数、温度に対する配線抵抗依存性から低抵抗化の指針を検討し

た。配線応用に必要な低温(≦600℃)での多層グラフェン成長を実現し、触媒段差を起点とする

低温固有の成長機構を明らかにした。耐熱性触媒組成の開発により、触媒の薄膜化と所望の位

置への優先成長を実現した。超高アスペクト比（AR）コンタクト埋め込みに向け、AR12、100nmΦ

のホール底からの CNT選択成長（長さ≧ホール高さ）を確認した。AR16ホールも開孔を完了し、

成長検討を開始した。予定を前倒しして 9 月には達成の見通しである。300mm ナノカーボン成長

装置を整備し、段差構造基板への多層グラフェン成長を確認するとともに、コンタクトホール底に

適用可能な導電性下地（TiN）を用いて、300mm径ウエハ全面で CNTの高密度（5×10
11

/cm
2）成

長を実現した。触媒基板上でCNTの固定化とCMP平坦化プロセスを開発し、CNT埋め込みコン

タクトの平坦化を実証した。配線集積化に向け、緩和寸法（最小設計線幅・ホール径 90nm）の配

線 TEGを設計し、専用マスクセットを作製した。最大 4層の超高ARコンタクト埋め込みおよび 横

配線実証用 TEG 基板を作製し、300mm基板での配線構造・プロセス開発を開始した。横配線実

証構造候補を 3 パターン抽出し、「ダマシン型」へのグラフェン成長、「触媒先行パターニング（触

媒ダマシン他）型」の触媒パターニング、「RIE 型」を想定した高耐熱触媒段差からの選択グラフェ

ン成長を確認し、いずれも配線化のための後続プロセスが可能であることを示した。引き続き、配

線構造候補の試作評価を進め、今年度末までに構造・プロセスを選定する。これらの結果をもとに、

次年度以降最終目標寸法のTEGを設計し、マスク作製、TEG基板作製、プロセス開発を進める。

以上により目標は達成できる見通しである。 
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2.5 研究開発項目⑤ ナノトランジスタ構造デバイス 

「CMOS トランジスタの超低電圧動作、及びリーク電流抑制を同時に実現するための、低しきい

値ばらつきトランジスタを集積化するための技術開発、並びに、この技術を用いた高集積機能

素子における低電圧動作実証」 

 

(１) 背景と目的 

情報通信エレクトロニクス機器の低消費電力化、および、情報通信技術を積極的に利用したエ

ネルギー消費の見える化によるエネルギー節減は、IT 化が進展した社会において極めて重要な

技術である。情報通信エレクトロニクス機器の低消費電力化は、機器及びシステムの様々な階層

において取り組むべき課題であるが、情報処理の根幹である CMOS-LSI の低消費電力化は、機

器の発熱や電源容量の低減、さらには電源不要あるいは長寿命電池を備えたセンサ機器等を広

範囲に配置させることにも効果をもたらすため特に重要である。本研究開発では、CMOS-LSI を

根本的に低消費電力化させるためのデバイス技術階層での対策として、新しい超低電圧 CMOS

プラットフォームの開発を推進する。 

CMOS トランジスタは、継続的な微細化によって回路性能、機能、電力効率、経済的価値など

を向上させてきた。電力効率の観点では、理想スケーリング則[1]に従った動作電圧 Vdd の低減が

必要で、これまではそれが可能であった。CMOS 回路の消費電力は、動作電力とリーク電力の和

で示され、動作周波数 fに依存する。特に動作あたりの電力 Eが重要で、(1)式のように示される。 

E = n (CVdd
2
 + IleakVdd/af),   (1) 

ここに、n, C, Ileak, aはそれぞれ、トランジスタ数、負荷容量、リーク電流、回路の動作率である。 

一般的に、図 2.5-1に示すように Eは Vddに依存する。Vddが低下するにつれて、トランジスタの

駆動電流が減るので動作周波数 fも低下する。これは同じ量の論理演算動作をさせるのに余計に

時間がかかることを意味し、その間もリーク電流は流れ続ける。従って、単位動作あたりのリーク電

流、すなわち、(1)式のリーク電流は相対的に増大してしまう。理想的には、回路を構成する全ての

トランジスタが最も E の小さい状態（Emin）で動作するべきである。しかし多くの回路において、その

ようにすることは現実的に難しい。何故なら、Eminとなる状態での回路の動作速度は一般的な応用

分野で必要な速度に比べて遅すぎるからである。回路設計者は、対象とする CMOS 技術および

想定する Vdd範囲において電力効率を最適化するために、異なる特性（しきい値電圧 Vth）を持つ

複数種のトランジスタを使い分けるが、その選択肢は 2~3 種と限られたものに過ぎない。電力効率

向上のための回路技術は多岐にわたるが、その中でも基板バイアスの適応制御技術[2]への期待

が大きい。この技術では、Vddの制御のみならず、基板バイアスを変化させて Vthを制御することに

より、より柔軟に消費電力効率を制御可能と考えられるからである。特に超低電圧では、この技術

によって電力効率を高めながら動作速度の要求も満足することが期待できる。 
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図 2.5-1 動作あたりエネルギーE と動作電圧 Vddの関係 [3] 

しかし、現代の微細 CMOSでは、動作電圧低減自体が困難、という課題を抱えている。ITRS ロ

ードマップ[4]が示すように、Vdd低減のペースが1Vくらいから緩くなる。この主たる原因は、微細化

と共に増大するばらつきである。ばらつきの原因はいろいろあるが、その中でもランダム不純物揺

らぎ(random-dopant fluctuation: RDF)が最も深刻な問題で、チャネル部分に不純物（ドーパント）

を注入することが必須である従来のバルク CMOSを使う限り、その解決は困難である[4]。例えば、

65nm技術で作製されたバルク CMOS トランジスタ 100万個の近接 Vthばらつきの幅は 0.4Vを超

えてしまう [5]。このため、RDF によるばらつきの少ないドーパントレストランジスタという新しいトラ

ンジスタ構造への移行が必要である。 

本研究開発ではドーパントレストランジスタの一種である薄膜 BOX-SOI (SOTB) [6]と呼ぶ構造

のデバイス（図 2.5-2）を開発し、そのデバイスを用いた回路設計プラットフォームを構築し、LSIへ

適用して低電力化効果を実証する。また、SOTBと従来CMOSを集積した超低電圧ハイブリッド集

積化基盤技術を開発する。以上により、基板バイアス制御による回路のオフ時の低電力化を実現

し、それらの技術を LSIへ適用して、超低電圧動作で CMOSの電力効率を大幅に向上させること

を目的とする。 

 

図 2.5-2 ナノトランジスタ構造デバイスの断面模式図 

(２) 目標 

ドーパントレストランジスタ(SOTB)、及びその集積化技術を開発することにより、目標としている、100

万個以上のトランジスタで局所しきい値電圧ばらつきが平均±0.1V以下、1Mbit以上のSRAMで0.4V動

作実証を満たすナノトランジスタ構造デバイス技術を実現する。 
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(２)-1 【中間目標】平成 24年度末までに以下を達成する。 

・100 万個以上のトランジスタで、平均±0.1V 以下（±5σ）の局所しきい電圧ばらつきを達成 

・低い電源電圧に動作を最適化し、基板バイアス制御技術を適用したナノトランジスタ構造デバイス

を集積した1Mbit 以上のSRAM での、0.4V 動作を実証 

 

(２)-2 【最終目標】平成 26年度末までに以下を達成する。 

・ナノトランジスタ構造デバイスと既存のCMOS トランジスタとの融合集積化技術を確立するとともに、

その設計環境構築への指針を提示する。 

・従来デバイスに比較して消費電力を1/10 に低減できる基盤技術を確立するとともに、実用化回路

レベルでの達成目処を示す。 

 

(３) 研究開発成果 

(３)-1 低しきい電圧ばらつきで、基板バイアス制御が可能なナノトランジスタ構造デバイスの開発 

a) ナノトランジスタ構造の最適化 

デバイスシミュレーションにより、超低電圧（Vdd=0.4V）において最適な動作となるトランジスタ

構造を設計した[7]。その結果、BOX（埋め込み絶縁）層下部の不純物濃度制御に加えて、ゲ

ート電極の実効仕事関数をいわゆるバンドエッジとミッドギャップの中間付近に設定することと、

適度な電圧範囲での基板バイアス制御を組み合わせることにより、超低電圧動作として十分大

きいオン電流（Ion）を確保しつつオフ電流（Ioff)を下げることが可能なことを見いだした。図 2.5-3 

(a)に示すゲート絶縁膜の材質を従来の SiON絶縁膜に対して、SiONにHfやAlを添加した絶

縁膜を用いることで、同図(b)に示すように実効仕事関数 EWF を上記 0.4V 動作用最適値に制

御するプロセスを確立した[8]。その結果、図 2.5-4の電流電圧特性に示すようにHf+Al添加絶

縁膜にすることで超低電圧動作に最適化した特性（3種のしきい電圧Vth）制御が可能であること

を実証した[8]。 

 

図 2.5-3 Hf/Al添加ゲート絶縁膜による 0.4V動作用特性最適化; (a) SOTB トランジスタ主要

部断面, (b) Hf/Al添加によるゲート電極実効仕事関数(EWF)の変化 
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図 2.5-4 Vdd=0.4Vにおける Id-Vg特性; (a) Hf添加絶縁膜を用いた素子の特性, 

 (b) Hf+Al添加絶縁膜による最適化後の特性 

b) ナノトランジスタ特性の評価とシミュレーションによる特性制御と性能最適化に向けた指針の提示 

柔軟な Vth制御と低 Vthばらつきを両立するため、図 2.5-5 に示すローカルグランドプレーン

(LGP)構造(b)を提案し、(c)(d)に示すように、ゲート長Lgが変動してもVthが変化しにくいことをシ

ミュレーションにより見いだした[9]。試作の結果、図 2.5-6に示すようにLgに対するVthの変化が

小さいことを確認した。さらに、短チャネル特性を示す代表的なパラメータであるDIBLも小さく、

LGP構造の SOTBが優れていることを確認した[8]。 

 

図 2.5-5 GP, LGP構造の模式図 (a, b) およびシミュレーションによる 

Vthロールオフ特性（ゲート長 Lg依存性）の比較 (c, d) 
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図 2.5-6 LGP構造の効果、実測による Vthおよび DIBLの Lg依存性 

c) しきい電圧ばらつきの低減 （共同実施 東京大学） 

前項で述べた LGP 構造により、図 2.5-7 (a)に示すようにウエハ面内の Vth分布（グローバル

ばらつき）が改善する効果も示された[8]。一方、近接 Vth ばらつきに対しては、デバイスシミュレ

ーションにより、Vth制御のためのBOX層下部の不純物濃度制御を行っても充分に低いVthばら

つきになることがわかった。図 2.5-7 (b)に示す試作素子の測定結果より、10,000 個トランジスタ

の Vthばらつきが 4σ=40.8mV と、H23年度末目標値（4σ=60mV）を達成することが示された。 

 

図 2.5-7 (a) LGP構造によるウエハ内（グローバル）Vthばらつきの改善、 

(b) 10,000個トランジスタの近接 Vthばらつき（共同実施 東京大学） 

さらに特筆すべき点として、SOTB では Vthばらつきだけでなく、回路の動作速度に直接影響

するオン電流ばらつきも小さいことを世界で初めて見いだした[10]。図 2.5-8に示すように、オン

電流ばらつきがバルクの σ=6.6%に対してSOTBではその半分以下の σ=2.8%に低減することを

示した。 

本 PJでの目標は、100万個のトランジスタで Vthばらつきが 5σ=0.1Vである。この目標で想定

するトランジスタ寸法は L/W=65nm/140nm であるが、既に図  2.5-8 でそれより小さな

L/W=56nm/110nmのトランジスタでσ=18.8mVが示されていること（寸法が小さいほどばらつきは

大きい、1/√LWに比例）、かつ図 2.5-7 (b)に示されたように 10,000個トランジスタの Vth分布が

ほぼ正規分布（グラフが直線）に従うと判断されることから、100万個のばらつき目標は充分に達

成可能と考える。 
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図 2.5-8 Vthおよびオン電流ばらつきのバルク／SOTB比較（共同実施 東京大学） 

(３)-2 超低電圧ハイブリッド集積化基盤技術の開発 

a) ハイブリッドデバイスの開発 

ナノトランジスタ構造デバイスと既存バルクCMOSトランジスタを同時に形成するプロセスを開

発した。図 2.5-9 に示すように、既存バルク CMOS はナノトランジスタ構造デバイス形成に必要

な SOI 基板の SOI 層と BOX 層を除去して現れるバルク Si 支持基板表面に形成されるため、

20nm 程度の段差が生じる。この程度の段差であれば問題なくその上にゲート電極を形成して

素子動作が可能であることを確認した。実際に、図 2.5-7 (b)や図 2.5-8に示したVthばらつき特

性はナノトランジスタ構造デバイスと既存バルク CMOSが同時に形成された TEGを動作させて

取得したものである。 

 

図 2.5-9 ハイブリッドデバイス構造の断面 TEM像 

b) SRAMチップによる開発技術の検証 

SRAMは、LSIの中で最も小さな寸法のトランジスタを使うことと、動作原理から、最もばらつき

の影響を受けやすい回路である。これまで得られた SOTB のばらつき特性を考慮して、超低電

圧での SRAM 動作安定性をシミュレーションにより検討した。図 2.5-10 (a)に示すように、読み

動作と書き動作のマージンを示す 2本の曲線の間にNMOSおよび PMOS トランジスタの Vthが

設定されていれば SRAM が安定に動作する。図中のダイヤモンドは目安である。このように

SOTBの小さなばらつきであれば SRAMの超低電圧動作が可能であることが示された。実際に

図 2.5-10 (b)に示す SRAMアレイ TEGを試作し特性を評価した。図 2.5-11 に示すように、動

作電圧 Vdd=0.4V においても静的雑音余裕 SNM（図中、目の部分）が確保出来ることを明らか

にした。さらに、2Mbit アレイの 0.4V 動作も評価中である。未だ不良ビットが残っているが、この
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原因が周辺回路を構成するトランジスタのプロセス上の問題であることが既に見いだされており、

改善策が打たれている。このため、本 PJでの目標である、1Mbit以上の SRAMで 0.4V動作実

証は達成可能な見通しである。 

 

図 2.5-10 (a) SRAM安定性シミュレーション結果（Yamaokaチャート） 

(b) SOTB-SRAMアレイの鳥瞰図（SEM像） 

 

図 2.5-11 SRAM動作曲線 

(３)-3 超低電圧 LSI プラットフォーム開発（共同実施 電気通信大学、芝浦工業大学、慶應義塾、

京都工芸繊維大学、京都大学、東京大学、大阪大学、東京理科大学、 

産業技術総合研究所） 

ナノトランジスタ構造デバイスを用いた LSI を設計するためのプラットフォームを整備した。図 

2.5-12 に示すように回路設計に必要な SPICEパラメータ初版を整備し、ナノトランジスタ構造デ

バイス用の標準セル、自動配置配線環境、設計フローを開発した。この SPICE パラメータを用

いたシミュレーションにより SOTBが超低電圧において動作速度向上の可能性も見いだした。さ

らにこの設計プラットフォームを用いて、実際に各種回路の自動配置配線を試行した。 
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図 2.5-12 SPICEパラメータ抽出（IV特性合わせ込み） 

(４) 達成度 

本 PJ目標であるしきい値電圧ばらつきの低減と SRAMの 0.4V動作実証は、達成できる見通し

が得られている。H24 年度末中間目標である、ハイブリッドプラットフォームについても、回路設計

を含めた有用性を示せる見通しが得られている。さらにH26年度末目標であるプロトタイプや試作

チップに向けても、設計環境初版のリリースが完了し、現在、試作によるフィードバックや環境ファ

イルに記載された特性の見直しなど、順次改良を行っており、最終目標達成に向けての準備を進

めている。 

 

(５) まとめ 

薄い埋め込み酸化膜上に極薄シリコンを形成した、SOI構造の SOTB トランジスタとその製造プ

ロセスを開発し、低ばらつき（4σVth=40.8mV）と、SRAM セルの 0.4V 動作を確認した。また、低

電圧での回路動作安定性に影響するトランジスタ出力電流のばらつきが、試作した SOTBトランジ

スタで大幅に低減することを世界で初めて実証した。さらに、柔軟な特性制御と低ばらつきを両立

できるローカルグランドプレーン構造を提案し、従来構造に比べてばらつきや短チャネル特性が

優れていることを実証した。 

SOTBとバルクCMOSを組み合わせたハイブリッド構造と、SOTBに最適化された標準セルを含

む回路設計プラットフォームを開発し、テスト回路のレイアウトを行った。これらの結果から、中間目

標は達成できる見通しである。 
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2.6 研究開発項目⑥ 「BEOL設計･製造基盤（プラットフォーム）開発」 

(１) 背景と目的 

バックエンド工程において、様々な新材料・新構造デバイスを配線層の一部として作ることを効

率化するために、素子や回路の設計工程、さらには、プロセスや材料などに係る製造工程を可能

な限り共通化し、これを、BEOL 設計･製造基盤（プラットフォーム）として開発する。これによって、

設備投資をミニマム化することができるだけでなく、研究開発の効率化や、試作回数の増加による

技術の高度化が可能となり、製品化への流れを加速することができる。これらのメリットに加えて、

BEOL 設計･製造基盤（プラットフォーム）を橋渡しとして、外部連携を活性化するオープンイノベ

ーションを加速することも可能となる。 

 

(２) 目標 

上記の目的を達成するために、次の目標を設定した。 

【目標】（平成 23年度末） 

個別デバイスの研究開発を推進するための共通設計基盤として、BEOL設計･製造基盤（プラッ

トフォーム）を開発する。その際、以下の条件を目標とする。 

・新材料や新構造デバイスに共通で使え、かつ、新材料の相互汚染や熱耐性、さらには、プロ

セス雰囲気の影響などの観点から、それぞれのデバイスの特性を損なうことのない、BEOL プ

ロセスレシピの作成。 

・相互汚染防止、汚染除去、汚染評価などからなる管理プロトコルの作成。 

・PDK（Process Design Kit）として、設計ルール、配線特性パラメータ、OPCルールの策定。 

 

(３) 研究開発成果 

(３)-1 BEOL製造基盤開発 

産総研SCRが保有している300mm径ウエハ用製造装置を用いて、新材料や新構造のBEOLデ

バイス動作を実証するための、65nm世代向けBEOL製造基盤技術を開発した。図 2.6-1に開発し

たBEOL製造基盤の断面TEM写真を示す。CMOS下地からM4配線までは外部製造ラインにて製

造し、M5ローカル配線は液浸ArF露光を用い、M6、M7のセミグローバル配線はKrF露光を用い

て形成した。CMOS下地ウエハ上には企業の製造ライン工程と産総研SCR工程とのアライメントの

整合をとるためのマークが形成されている。このようなBEOL製造基盤技術を用いることで、ローカ

ル配線層内にBEOLデバイスを搭載しつつ、既存CMOSの設計ライブラリの使用が可能になる。 
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図 2.6-1 開発した BEOL製造基盤を用いた素子の断面 TEM写真 

・ローカル配線構築 

図 2.6-2 にローカル配線形成のプロセスフローの断面模式図を示す。ビア層間絶縁膜には

SiO2、配線層間絶縁膜には ULK（k=2.7）を用いた。BEOL 素子を搭載した際の後工程での熱負

荷を低減するため、配線工程のプロセス温度は全て 350℃以下となるよう設計した。加工プロセス

は、溝層間絶縁膜である低誘電率膜の加工に有利なビアファーストデュアルダマシンを採用した。

多層レジストを用いてビア露光を行いドライエッチングによりビアホールを開口した。続いてホール

部を含む全面にSOCを塗布し、その上に SOG、およびHDP-SiO2を成長した後、溝露光を行った。

このとき、溝レジストの現像不良（ビアホール内部から化学増幅型レジストの増幅効果を失活させ

る不良：一般にビアポイゾニングと呼ばれる）が発生した。図 2.6-3 に孤立ビアホール上に露光し

た溝パターンの露光結果を示す。隣接ビア間の距離が大きくなるほど不良発生が顕著であること

からポイゾニング不良であることがわかる。この不良を防止するために高密度なSiO2膜（HDP-SiO2）

を多層構造として導入し、ビアポイゾニングによる現像不良を抑制した。 

 

図 2.6-2 ローカル配線形成のプロセスフローの断面模式図 

共通下地
65nm

CMOS

M1~M4
M1

M2

M3

M4

SCR工程

M5

M6

ローカル配線
液浸ArF露光使用
L/S=120/120nm

M7

V5

セミグローバル配線
KrF露光使用
L/S=200/200nmV6

BEOLデバイス
① 磁性変化デバイス
② 相変化デバイス
③ 原子移動スイッチデバイス

SOC 220nm

ビア露光 アッシング

溝露光 アッシング SiCNエッチバック

ビアPR

有機膜塗布SOG/SOCエッチング ビアエッチング

SOG/SOCエッチング 溝エッチング

SOG

HDP-SiO2

SOC 200nm



 

104 

 

図 2.6-3 孤立ビアホール上に形成した溝パターンの測長 SEM写真 

上記製法で形成した 2 層配線に関して、配線の電気特性を測定した結果を図 2.6-4 に示す。

典型的な結果として(a)ビア歩留り、(b)配線歩留りを示す。大規模ビアチェーン（5M 個直列チェー

ン）において、平均ビア抵抗 4～5Ω、面内歩留まりは 95%以上が確認された。その他、不良発生

が懸念される接続配線幅の異なる TEG においても 100%の歩留りが得られた。配線抵抗は、ウエ

ハ面内で 100%の歩留りを得た。シート抵抗値は配線幅 120nmにおいて 0.2Ω/□であり、65nm世

代の銅配線として妥当な値が得られている。以上の結果から、ローカル配線に関しては、BEOL

デバイスの実用性を検証する上で十分な特性・歩留りであると判断できる。 

 

図 2.6-4 ローカル配線の配線特性 
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・セミグローバル配線構築  

図 2.6-5 にセミグローバル配線形成のプロセスフローの断面模式図を示す。加工プロセスは、

レジスト構造を簡略化することで短 TAT を実現するため、トレンチファーストデュアルダマシンを採

用した。層間絶縁膜には SiO2を用いた。KrF 露光による溝パターンの形成を行い、ドライエッチン

グによりトレンチを開口した。続いてトレンチ部を含む全面に KrF レジストを塗布し、ビア露光を行

った。ビアパターンのデータ率によってビアホールの露光寸法に差が生じたため、寸法補正を行う

ためバイアスOPC（ルールベースOPC）を採用した。加工したデュアルダマシン溝に銅を埋め込み、

Cu-CMPによって上層配線を形成した。 

 

図 2.6-5 セミグローバル配線形成のためのプロセスフローの断面模式図 

上記製法で形成したセミグローバル配線に関して、配線の電気特性を測定した結果を図 2.6-6

に示す。典型的な結果として、M6、M7配線のシート抵抗とビア歩留りを示した。ビアチェーンにお

いて、ビア抵抗 1Ω以下、面内歩留まりは 95%以上が確認され、セミグローバル配線として十分な

特性・歩留りが得られている。配線抵抗は、ウエハ面内で 95%以上の歩留りが得られ、シート抵抗

値は配線幅 200nmにおいて 0.1Ω/□であり、ローカル配線と比べて約半分のシート抵抗値が得ら

れている。65nm 世代のセミグローバル線として妥当な値が得られており、BEOL デバイスの実用

性を検証するのに、十分な配線特性・歩留りであると判断できる。 

 

図 2.6-6 セミグローバル配線の配線特性 

・新材料汚染管理技術 

BEOL デバイスでは、様々な新材料を用いる。そこで、これらの新材料がデバイス特性に影響

することがないように、相互汚染防止、汚染除去、汚染評価などからなる管理プロトコルの作成を

行った。新材料の汚染管理手法として、以下の 4つの手法を用いた。 

   管理手法１．エッジカットリング 
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     ウェハエッジおよびべベル・裏面の新材料の付着を防止する。 

   管理手法２．薬液による洗浄 

     ウェハエッジおよびべベル・裏面の新材料を薬液により除去する。 

   管理手法３．新材料上の HDP膜 

     新材料上に高密度膜を成膜し、新材料の後工程への影響を防止する。 

   管理手法４．FOUPによるハンドリング管理 

     ハンドリング管理により汚染拡散を防止する。 

     黒（メタル工程）、赤（Cu工程）、黄（新材料工程） 

図 2.6-7 に BEOL デバイスで用いられている新材料元素と用いた管理手法をまとめた。新材

料の汚染管理技術としてこれらの管理手法を用いることにより、新材料がデバイス特性に影響を

及ぼすことに起因してデバイス特性を低下させることがなくなり、BEOL デバイスを集積化可能とな

る。 

 

図 2.6-7本プロジェクトの BEOLデバイスで用いられている新材料元素と管理手法 

(３)-2 BEOL設計基盤開発 

本プロジェクトでは、CMOS下地基板、BEOLプロセスを複数のグループで共用することで、開

発工数の削減・効率化を行っている(図 2.6-8)。M4層から下の階層は半導体製造ラインで製造さ

れ、本プロジェクトでは、産総研SCRを用いてM4層より上層のBEOLの形成を行う。不揮発デバイ

スはM4とM5の間に形成される。このように、半導体製造ラインで製造された多層配線/CMOS基板

上に本プロジェクトで配線および不揮発デバイス工程の形成を行うためには半導体製造ライン

PDKとつくばSCR-PDKを統合した、設計ルール、配線特性パラメータ、OPCルール等からなる連

携ファブPDKが必要となる。 

平成 22年度に設計ツール (CAD:Computer Aided Design, DRC:Desgin Rule Check, 

LVS:Layout Versus Schematic)を導入するとともに、設計に必要なルールファイル(DRCルール、

新材料
元素

管理手法
１

管理手法
２

管理手法
３

管理手法
４

Fe ○ ○ ○ ○

Mn ○ ○ ○ ○

Pd ○ ○ ○ ○

Ge2Sb2Te5 ○ ○ ○ －

GeTe ○ ○ ○ －

Sb2Te3 ○ ○ ○ －

Ru ○ － ○ ○

Ni － ○ － ○
（専用FOUP）

C
○

（触媒層除去によ
り未成長）

－

○
（SOGにより後工

程への影響を防
止）

○
（専用FOUP）
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LVSルール、粗密ルール等)を整備した(図 2.6-9)。本ルールファイルに沿って配線プロセス開発

用レチクルセットBEP1、および回路TEG用レチクルセットLPT1の設計・検証を行った。平成23年

度のセミグローバル配線(M6,M7)の開発にあたっては、当該配線層のルールファイルを追加する

とともに、ルールベースのOPC(Optical Proximity Correction:光学近接効果補正)処理ルールを作

成した。セミグローバル配線層の最小加工幅は0.24umと、ローカル配線層の倍とした。レジストの

厚膜化が必要であったため、KrF露光機により微細パターンの形成を行うために、ルールベース

OPCをビアに導入した。LPT1にセミグローバル配線層を追加（LPT1SG）してプロセスの開発を行

い、1P7Mの構成(図 2.6-8)が完成した。 

さらに、プロセス歩留まりの向上を目指して、ローカル配線層にモデルベースOPCを適用した。

OPCモデルは、CD-SEMにより取得したレジスト形状のCD値、および露光機の照明条件に基づい

て作成した。OPC処理を行った結果、100nmまでの配線幅・ビア径の露光後の寸法は設計寸法と

比較して5%以下の誤差に収めることができた(図 2.6-10)。同時にOPC変換のためのツールを導

入し、OPC処理が行えるよう整備した。BEP2およびLPT2は、OPC処理が適用された1P7Mの構成

のレチクルセットである。平成24年当初には、モニターロット等で蓄積されたプロセス歩留まりを元

に、より詳細なDRCルールに改定を行った。LPT3においてさらなる配線プロセスの歩留まりの向

上ができるものと期待している。 

 

図 2.6-8 （a) CMOS下地基板、（b)LPT1SG（文中）のレチクルセットで作成された 1P7M構造 

 

図 2.6-9 設計基盤開発の変遷 （BEP, LPT等はレチクルシリーズを示す） 
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図 2.6-10 OPC の効果。(a)孤立配線のレジストパターン、(b)孤立配線の幅の設計寸法

に対する CD値。 

(４) 達成度 

個別デバイスの研究開発を推進するための共通設計基盤として、BEOL設計･製造基盤（プラッ

トフォーム）を開発し、目標をすべて達成した。 

SCR300mm ラインで、半導体製造ラインで形成した多層配線/CMOS基板上にローカル配線お

よびセミグローバル配線を形成する配線製造基盤技術を開発し、配線特性が所望の特性を実現

していることを確認した。 

新材料の汚染管理として､1.エッジカットリングによる新材料付着防止、2.薬液による新材料除去､

3.新材料上 HDP 膜による汚染拡散防止、4.FOUP によるハンドリング管理手法を開発し、効果を

確認した。 

半導体製造ライン PDK と SCR（Super Clean Room）-PDKを統合した、設計ルール、配線特性

パラメータ、OPCルール等からなる連携ファブ PDKを策定した。 

 

(５) まとめ 

バックエンド工程において、様々な新材料・新構造デバイスを配線層の一部として作ることを効

率化し、研究開発を推進するための共通設計基盤として、BEOL設計･製造基盤（プラットフォーム）

を開発した。 

産総研 SCR が保有している 300mm 径ウエハ用製造装置を用いて、BEOL デバイス動作を実

証するための、65nm世代向けBEOL製造基盤技術を開発した。ビア層間絶縁膜にはSiO2、配線

層間絶縁膜には ULK（k=2.7）を用い、BEOL 素子を搭載した際の後工程での熱負荷を低減する

ため、配線工程のプロセス温度は全て 350℃以下となるよう設計した。加工プロセスは、溝層間絶

縁膜の低誘電率膜の加工に有利なビアファーストデュアルダマシンを採用したローカル配線形成

技術を構築した。セミグローバル配線に関しては、加工プロセスは、レジスト構造を簡略化すること

で短 TATを実現するため、トレンチファーストデュアルダマシンを採用した。 

相互汚染防止、汚染除去、汚染評価などからなる新材料の汚染管理技術として 4 つの管理手

法を開発し、効果を確認した。 

BEOL設計基盤としての連携ファブPDKの構築を目的とし、CAD, DRC, LVSツールを導入し、

(a) (b)
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設計に必要なルールファイル(DRC ルール、LVS ルール、粗密ルール等)を整備した。さらに、

OPC ルールの策定を行い、100nm までの配線幅・ビア径の露光後の寸法は設計寸法と比較して

5%以下の誤差に収めることが可能となった。 
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特許、論文、外部発表等の件数（内訳） 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 
その他外部発表 

（プレス発表等） 
国内 外国 PCT※出願 査読付き その他 

H22FY 2件 0件 0件 1件 9件 0件 

H23FY 31件 0件 0件 21件 31件 2件 

H24FY 9件 1件 1件 14件 14件 7件 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 
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IV. 実用化、事業化の見通しについて 

1. 実用化、事業化の見通し 

 

実用化、事業化 

 

「低炭素社会を実現する超低電圧デバイスプロジェクト」において開発対象とした技術は、超低電圧で

動作する不揮発デバイス技術（研究開発項目①②③）、新材料を用いた超低抵抗微細配線技術（研究

開発項目④）、新構造を用いたトランジスタ技術（研究開発項目⑤）である。これらは半導体集積回路に

おいて、集積化されることにより、命令・データ・信号のプロセッシング、アナログデータのディジタルデー

タへの変換、一時記憶、ストレージ等の機能を総合的に実現する。開発した技術の実用化、事業化に向

けた展開を、参加企業の事業分野ごとに分かりやすく記述したのが図 IV-1である。 

集積回路の設計・製造を基幹事業としている参加企業（（株）東芝、富士通セミコンダクター（株）、ルネ

サスエレクトロニクス（株））においては、集積回路自体が製品であり、開発した技術は次世代以降の既存

製品や新製品に直接搭載されることで、市場占有率の増加や新市場の開拓に貢献する。（株）東芝は

10nm 世代以降の大容量 NAND フラッシュメモリ、或いは 3 次元積層メモリの極微細(≦10nm)低抵抗配

線及び超高アスペクト比（>20）コンタクトプラグへの採用を目指している。富士通セミコンダクター（株）は

磁性変化メモリを組み込んだプロセッサの富士通（株）への供給や、ASICおよびASSPに搭載して、各種

IT機器やデジタルAV機器などを生産している顧客に提供することが目標である。ルネサスエレクトロニク

ス（株）は低電力優位性を高めたマイコン製品の市場占有率の増加と、超低電力マイコンという新しいマ

イコン応用分野への適用が、実用化、事業化の目標である。近年、最先端集積回路については、自社工

場での製造比率を下げ、製造委託を増やすファブライト化が進んでいる。半導体を最終製品とする上記

企業においても、本プロジェクトで開発した技術を最先端の集積回路に組み込むには、自社工業での生

産だけでなく委託することも考えられる。 

一方、日本電気（株）、（株）日立製作所、富士通（株）等、IT 製品や応用システムの提供、サービスを事

業分野とする企業においては、本プロジェクトで開発した技術は、製品である IT 製品や応用システムに

おける新機能付加や性能向上を通して競争力の向上に貢献する。例えば、日本電気（株）は開発した原

子移動型スイッチを組み込んだ集積回路を用いて、ルーターやスイッチなどの各種通信機器の新機能付

加、性能向上を図り、積極的に事業を推進しているクラウドコンピューティングの普及に役立てる。（株）日

立製作所は W/W で世界 5 位、国内で 1 位のシェアをもつ外付型ディスクアレイ事業の基幹部品である

固体ストレージに適用することで、”ビッグデータ”を高速・低消費電で処理・活用するストレージシステムを

構築する。富士通（株）は磁性変化メモリを不揮発キャッシュメモリとする集積回路をサーバーやスーパー

コンピュータに組み込むことで差別化したシステムを提供する。 

これらの IT 製品や応用システムメーカーは、自社に集積回路の製造部門を持っていないため、半導体

企業から調達するか、或いは製造を委託することになる。 

三菱電機（株）は、自動車機器事業において、電子回路と一体となった車載用磁気センサを開発してい

る。また、パワーモジュールや大電力デバイス事業においては、その高性能化を進めている。これらは、

必ずしも微細集積化技術を必要としないデバイスであるため、デバイスからシステムまで自社で一貫した
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実用化、事業化が可能である。 

さらに当プロジェクトには、製造装置メーカーとして、（株）荏原製作所、東京エレクトロン（株）、（株）日立

国際電気、の 3 社が参加している。（株）荏原製作所はカーボンナノチューブを埋め込んだ微細コンタクト

の平坦化（CMP）装置、東京エレクトロン（株）はカーボンナノチューブやグラフェン膜の成長装置、そして、

（株）日立国際電気は新しい相変化膜の成長装置を実用化・事業化することを目標として参加している。

半導体製造装置は、新材料を使用する集積回路製造メーカーに提供することが実用化、事業化の目標

である。 

 

 

図 IV-1 参加企業における本プロジェクト成果の実用化、事業化戦略 
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Ｐ１００２３ 

別添１ 事業項目「低炭素社会を実現する超低電圧デバイスプロジェクト」の目的、目標、

内容、および、実施期間 

 

1．研究開発の目的、目標及び内容 

（1）研究開発の目的 

 半導体技術は、情報家電、コンピュータ、通信装置、自動車、医療機器など、我が国

の経済を支える先端産業の競争力強化に不可欠な基盤技術である。その発展を支えてい

るのは、シリコン集積回路とその基本素子（デバイス）の CMOS トランジスタであり、

これまで、CMOS トランジスタの寸法を微細化するプロセス技術と、微細デバイスを機

能させる回路技術により、高性能化・低電力化を実現してきた。 

 低炭素社会の実現には、上記に代表されるエレクトロニクス機器の究極的な低電圧動

作による飛躍的な低電力化が必須であり、デバイスの低電圧動作と不揮発動作が不可欠

な技術要素である。CMOS 基本回路の消費電力は電圧の自乗に比例するので、電圧を 1/3

にすれば、単純には消費電力がほぼ 1/10 になる。また、電源を遮断しても情報が保持さ

れる不揮発デバイスを使えば、待機状態での消費電力がゼロになり、これも、消費電力

の低減に大きな効果をもたらす。このように、動作状態では電圧の低減で、待機状態で

は不揮発動作を使うことで、消費電力の低減が達成される。これらの機能を満たす新し

い超低電圧・不揮発デバイスの開発が必要である。 

 欧米においては、大型の産学連携ナノエレクトロニクス拠点の整備がここ数年で飛躍

的に進み、超低電圧・不揮発デバイスをはじめとした、次世代デバイスに関する実用化

を目指した研究が活発に行われ、今後、開発競争は熾烈化するものと考えられる。海外

の研究開発活動の活発化により、このような状況を放置すれば、超低電圧・不揮発デバ

イスに関する我が国の技術開発の競争力を失いかねない。 

 本プロジェクトは、ナノテクノロジーで培われた新規の機能材料や新規のデバイス構

造に立脚して，集積回路の低電圧動作と高機能・高集積化を実現し、集積回路の低電力

化を通してエレクトロニクス機器の消費電力を大幅に低減する技術を確立することを目

的として、「IT イノベーションプログラム」の一環として、実施する。 

 

（2）研究開発の目標 

①本研究開発の目標 

研究開発の目的に即した革新的基礎技術、及び応用技術を確立することを目標とする。

具体的には、別紙の研究開発計画に基づいた、プロジェクト 3 年経過時点における中間

目標及び、プロジェクト終了時における最終目標を達成することとする。 

 

②全体としてのアウトカム目標 

 本研究開発が対象とする集積回路を用いた産業機器やコンシューマ機器は、大幅な省
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エネルギー効果が期待できる。2020 年における省エネルギー効果の合計は、電力量に換

算すると、156.5 億 kWh/年、炭酸ガス削減量に換算すると、667 万トン/年と見積もられ

る。 

 また本研究開発を実施し、他国に先駆けて省エネ機器を実現することで、2020 年にお

いて、不揮発デバイスがデジタル家電用混載メモリの 5 割、データセンター用固体スト

レージ等の 3 割、低電圧デバイスが IT 機器用汎用マイコン等 3 割の普及率を目指す。 

 

（3）研究開発の内容 

 様々なエレクトロニクス機器を制御する集積回路は、計算処理を担うロジック集積回

路と記憶処理を担うメモリ集積回路から構成されている。また、メモリ集積回路は、ロ

ジック集積回路との情報応答性能や情報記憶容量に応じて、ロジック集積回路に混載さ

れる 1 次メモリ（高速、小容量）、さらには、大容量記憶を担う外部記憶（低速、大容量）

などに細分される。これらの集積回路の低電力化を達成するために、以下の研究開発を

実施する。 

 本研究開発は、実用化まで長期間を要するハイリスクな「基盤的技術」に対して、産

学官の複数事業者が互いのノウハウ等を持ちより協調して実施する事業であり、委託事

業として実施する。 

 

[委託事業] 

研究開発項目①「ロジック集積回路内 1 次メモリを対象とした、高集積・高速特性・高書 

き換え耐性などの機能を有する超低電圧・不揮発デバイスの開発」 

研究開発項目②「外部記憶の高速低電力データ転送を実現する、高集積・高速低電力書き 

込み特性などの機能を有する超低電圧・不揮発デバイスの開発」 

研究開発項目③「配線切り換えを可能とするスイッチを対象とした、低電流・高速書き換 

え、高オン・オフ抵抗比、小面積などの機能を有する超低電圧・不揮発ス 

イッチデバイスの開発」 

研究開発項目④「集積回路チップ内において、機能ブロックの三次元集積を実現するため 

の、微細幅・超低電気抵抗、超高アスペクト比配線・材料技術の開発」 

研究開発項目⑤「CMOS トランジスタの超低電圧動作、及びリーク電流抑制を同時に実 

現するための、低しきい値ばらつきトランジスタを集積化するための技術 

開発、並びに、この技術を用いた高集積機能素子における低電圧動作実証」 

研究開発項目⑥「BEOL 設計･製造基盤（プラットフォーム）(*1)開発」 

 

 

*1 BEOL 設計･製造基盤（プラットフォーム） 

様々な新材料を使うデバイスや新構造デバイスを配線層（BEOL；Back end of Line）
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の一部として作製する際に、材料・構造を問わず、すべてに共通で使える設計ルール、

材料、プロセス工程などを総称してプラットフォームという。ここでは BEOL 設計基

盤と BEOL 製造基盤を合わせて、BEOL 設計･製造基盤（プラットフォーム）と呼ぶ。 

 

2．研究開発の実施方式 

（1）研究開発の実施体制 

 本研究開発は、経済産業省が、企業、大学等の研究機関（委託先から再委託された研

究開発実施者を含む）から公募によって研究開発実施者を選定し、共同研究契約等を締

結する研究体を構築して開始したものである。 

 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下「NEDO」という。）が本研

究開発の運営・管理を承継するに当たっては、その時点までの進捗状況を踏まえた研究

開発内容・計画及び実施体制の妥当性について、外部有識者による審議を含めた評価を

行った上で最適な研究開発体制を構築し、実施する。 

 

（2）研究開発の運営管理 

 研究開発全体の管理・執行に責任を有する NEDO は、経済産業省及び研究開発実施者

と密接な関係を維持しつつ、プログラムの目的及び目標、並びに本研究開発の目的及び

目標に照らして適切な運営管理を実施する。具体的には、必要に応じて設置される技術

検討委員会等における外部有識者の意見を運営管理に反映させる他、四半期に一回程度

プロジェクトリーダー等を通じてプロジェクトの進捗について報告を受けること等を行

う。 

 

3．研究開発の実施期間 

 本研究開発の期間は、平成 22 年度から平成 26 年度までの 5 年間とする。ただし、こ

の期間内において、研究開発項目毎に研究開発期間を設定する。研究開発項目①～⑤に

ついては、平成 22 年度から平成 26 年度までの 5 年間とする。また、研究開発項目⑥に

ついては、平成 23 年 3 月から平成 24 年 2 月とする。 

 

4．評価に関する項目 

 NEDO は、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的

意義及び将来産業への波及効果等について、外部有識者による研究開発の中間評価を平

成 24 年度、事後評価を平成 27 年度に実施する。中間評価結果を踏まえ、事業の加速・

縮小など必要な体制の再構築を含め、後年度の研究開発に反映することとする。なお、

評価の時期については、当該研究開発に係る技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗

状況等に応じて、前倒しする等、適宜見直すものとする。 
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5．その他の重要事項 

（1）研究開発成果の取扱い 

①共通基盤技術の形成に資する成果の普及 

 得られた研究開発成果のうち、共通基盤技術に係るものについては、プロジェクト内

で速やかに共有した後、NEDOおよび実施者が協力して普及に努めるものとする。 

 

②知的基盤整備事業又は標準化等との連携 

 得られた研究開発の成果については、知的基盤整備事業又は標準化等との連携を図る

ため、データベースへのデータの提供、標準案の提案等を積極的に行う。 

 

③知的所有権の帰属  

 委託研究開発の成果に関わる知的所有権については、「独立行政法人新エネルギー・

産業技術総合開発機構 新エネルギー・産業技術業務方法書」第25条の規定等に基づき、

原則として、すべて委託先及び共同研究先に帰属させることとする。 

 

（2）基本計画の変更 

 NEDO は、研究開発内容の妥当性を確保するために、社会・経済的状況、国内外の研

究開発動向、政策動向、プログラム基本計画の変更、第三者の視点からの評価結果、研

究開発費の確保状況、当該研究開発の進捗状況等を総合的に勘案し、達成目標、実施期

間、研究開発体制等、基本計画の見直しを弾力的に行うものとする。 

 

（3）根拠法 

 本プロジェクトは、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第 15 条第 1

項第 2 号に基づき実施する。 

 

6．基本計画の改訂履歴 

平成 23 年 3 月、制定。 
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（別紙） 研究開発計画 

 

研究開発項目①「ロジック集積回路内 1 次メモリを対象とした、高集積・高速特性・高書

き換え耐性などの機能を有する超低電圧・不揮発デバイスの開発」 

 

1．研究開発の必要性 

 銀行やライフラインなどの社会インフラ管理を担う大型コンピュータや、爆発的に増

大するインターネットの情報を処理する大型サーバ、さらには、オフィス内の IT 機器、

デジタル AV、携帯機器に代表される各種エレクトロニクス機器の情報処理量と機器台数

の増大に伴い、機器が消費する電力の増大が焦眉の問題となっている。 

 これらのシステムにおいて情報処理機能を担う CPU や MPU に代表されるシステム

LSI は、情報処理量増大に対処するため、高集積化と高速化が年々進み、その結果、1

チップの消費電力は 100W に達する品種も現れている。 

 低炭素社会の実現に向けては、エレクトロニクス機器に使用されるシステム LSI の消

費電力を抑制する必要がある。システム LSI は、論理演算部とデータやプログラムを一

時的に格納する 1 次メモリの SRAM が同一チップ上に混載されている。国際半導体ロー

ドマップ(ITRS)によれば、LSI に混載されるメモリ部がチップ面積の約半分を占めるよ

うになり、今後もその比率は更に増大すると予測されている。その理由は、情報処理能

力を上げるためには、論理演算部とデータのやり取りを直接行う 1 次メモリの容量増大

が非常に有効なためである。このように、混載される SRAM の容量が大きいため、そこ

で消費される動作時と待機時の電力を抑制することができれば、システム LSI の低消費

電力化を通して、低炭素社会実現に貢献できる。 

 メモリの動作時の消費電力を低減するには、メモリの読み書きに必要な電圧を下げて

適切な条件で動作させること、また待機時の消費電力を低減するには、電源を切っても

メモリ内の情報を保持できる不揮発性を持たせることが必要である。 

 

2．研究開発の具体的内容 

上述の低電力化要件（低電圧読み書き、不揮発）と、混載 SRAM を置き換えるための要

件（高集積、高速、高書き換え耐性）を満たすメモリの開発を行う。 

・シミュレーション、試作および評価による最適メモリ材料、作製プロセス、およびメ

モリ構造の開発。 

・書き換え耐性の加速試験方法の確立。 

・信頼性評価方法の確立。 

・システム LSI の多層配線内に、メモリを埋め込むインテグレーション技術の開発。 

・メモリの読み書きを制御する周辺回路の開発と設計環境の構築。 

・特定のアプリケーションを想定した回路による、超低電圧動作の実証。 

・従来の 2 倍の高集積化を可能とする多値メモリセルの開発。 
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3．達成目標 

 システム LSI に混載されている SRAM 機能を代替できる、低電圧動作の不揮発メモリ

を開発する。その際、以下の条件を目標とする。 

【中間目標】（平成 24 年度末） 

・メモリ単体レベルで、読み書き電圧 0.4V 以下、読み書き電流 100A 以下、読み書き

時間 10ns（電力量 0.4pJ 以下）の実証。1.2V 動作 SRAM の 1/10 の電力の実証。 

・新材料を用いた新プロセスの、300mmバックエンドラインへの統合による、デバイス

動作実証。 

・試作･評価によるメモリパラメータ取得と、それを用いた低電圧動作用メモリ周辺回路

設計。 

・高集積化を可能とする多値動作の確認。 

【最終目標】（平成 26 年度末） 

・加速試験による 10 年間のリテンションと、書き換え回数 1016回の達成。 

・実用に耐える信頼性技術確立への指針の提示。 

・低電圧動作用の周辺回路を備えたメモリマクロで、読み書き電圧 0.4V、読み書き電流

100A 以下、読み書き時間 10ns、1.2V 動作 SRAM の 1/10 の電力を実証すると共に、

メガバイト級メモリの実現可能性の提示。 

・メモリマクロでの多値動作を実証することによる、従来 SRAM 比 2 倍の高集積化の可

能性を提示。 
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研究開発項目②「外部記憶の高速低電力データ転送を実現する、高集積・高速低電力書き

込み特性などの機能を有する超低電圧・不揮発デバイスの開発」 

 

1．研究開発の必要性 

 インターネットの高速化と情報通信機器の高度化により、外部記憶が消費する電力量

の爆発的増大が課題視されている。外部記憶には、膨大な量の情報を記憶し、瞬時に読

み書きできる性能が求められているが 外部記憶として最も普及しているHDDはディス

ク回転で動作が律速されるため、複数の HDD を組み合わせてデータの読み書きを高速

化している。しかしながら企業、産業用途では、数百台の HDD 動作が必要なため冷却

装置が欠かせず、さらに大規模な検索エンジンのデータセンターでは、発電所一基分に

相当する電力が必要となっている。 

 一方、フラッシュメモリを搭載した SSD は、高速データ処理が可能でかつ消費電力が

小さいため、記録容量は低いが HDD を代替する外部記録として、年々その需要が増大

している。しかし、フラッシュメモリは、データ消去に際して消す必要のないデータも

消去することから（ブロック単位でのデータ消去）、データを一時的に蓄えるキャッシュ

へのデータ退避と再書き込みが必要で、これらの処理が実効的な書き込み時間を増大さ

せている。そのため現状の SSD でも、複数のフラッシュとキャッシュが組み合わされて

動作しており、今後、チップ数の増大による消費電力増大と、複雑な使いこなしが避け

られない課題になるのは必至である。 

 そこで、データ転送を高速低電力で実現し、外部記録の消費電力を圧倒的に低減しう

る高集積メモリの開発を行う。 

 

2．研究開発の具体的内容 

 外部記憶の圧倒的な消費電力低減を実現するため、高集積、高速、低電力の要件を満

たすメモリの開発を行う。 

・物理的に最小セル面積が可能なクロスポイント型メモリセル技術。 

・クロスポイント型セルによるユニポーラ動作が可能なメモリ材料技術。 

・書き込み動作時のエネルギー散逸を防止して低電力化を可能とするメモリ構造技術。 

・上記の材料及び構造を 300mm ウエハに搭載可能とするプロセス技術。 

・メモリ材料を外部記憶向けに最適化するためのシミュレーション及び評価技術。 

・クロスポイント型セル動作に特有なアレイ回路技術。 

・上記メモリを用いた低電力高速データ転送技術。 
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3．達成目標 

 外部記憶の高速低電力データ転送を実現する、高集積・高速低電力書き込み特性など

の機能を有する不揮発デバイスを開発する。その際、以下の条件を目標とする。 

【中間目標】（平成 24 年度末） 

・単体デバイスとして、クロスポイント型メモリセル試作と動作実証。 

・データ転送速度 200MB/s を、従来の 1/3 の電力（200mW）で可能とする単体デバイ

スの書き込み動作、およびさらなる高速低電力化の可能性の根拠の提示。 

【最終目標】（平成 26 年度末） 

 クロスポイント型メモリセルを集積化したメモリアレー試作と動作実証。 

・書き換え回数 106回以上の達成。 

・データ転送速度 400MB/s の高速動作実証。 

・従来の 1/10 の電力（66mW）の低電力動作実証。 

・メモリセル面積 4F2(*2)のメモリアレーによる高集積性実証。 

（*2） F；最小加工寸法 



 プロジェクト基本計画-9 

研究開発項目③「配線切り換えを可能とするスイッチを対象とした、低電流・高速書き換

え、高オン・オフ抵抗比、小面積などの機能を有する超低電圧・不揮発ス

イッチデバイスの開発」 

 

1．研究開発の必要性 

 高度情報化社会の発展には、IT ネットワーク機器・車載電子機器・情報家電機器・

モバイル機器など、様々な用途で用いられるロジック集積回路の性能向上が不可欠であ

る。近年、電子機器の製品サイクルが短縮し、短 TAT、少量多品種生産、頻繁な仕様変

更等が必要となってきたため、ロジック集積回路の一部または全部の回路を再構成可能

にした、プログラマブルロジックへのニーズが高まっている。 

 プログラマブルロジックは、電子機器に組み込まれた後もその回路構成を変えられる

ため、ユーザーのニーズに沿った機能変更・追加、バグ修正、さらに不具合や劣化した

回路の切り離し等をユーザーの手元で行えるようになる。柔軟なプログラマブルロジッ

ク集積回路を電子機器に組み込むことにより、ユーザーの意図した機能・動作が実現で

きるようになり、自然な形で人のニーズを満たし、行動を支援する“ヒューマンセント

リック”な電子機器が提供できる。しかしながら、従来のプログラマブルロジックは、

その高い消費電力のためにコンシューマ市場へ浸透していなかった。したがって、プロ

グラマブルロジックデバイスの動作時および待機時の電力を削減することにより、低炭

素社会を実現することが強く望まれる。 

 現在のプログラマブルロジックデバイスでは回路を再構成するスイッチに、パストラ

ンジスタと SRAM を組み合わせた SRAM スイッチが用いられている。しかしながら、

上述のとおり、動作時および待機時の電力が大きく、低消費電力化が強く求められてい

る。そこで、本研究では、低消費電力・低炭素社会を実現するため、プログラマブルロ

ジックの大幅な低消費電力化が実現可能である技術の開発を行う。 

 

2．研究開発の具体的内容 

 配線切り換えを可能とするスイッチを対象とした、ロジック集積回路の低消費電力

化・低電圧化に対応可能であり、かつ、スイッチの書き換え時、および保持時の低消費

電力化を実現する超低電圧・不揮発スイッチデバイスの開発を行う。具体的には、オン・

オフ抵抗比が大きく低電圧に対応可能であり、スイッチ素子の面積が小さく配線容量、

およびスイッチ容量が低容量であり、書き換えに必要な書換え電流と書換え速度の積

（電荷量）が小さく低電力書き換えが可能であるスイッチデバイスを実現する。 

・スイッチ素子材料、構造および集積化プロセスの開発。 

・本スイッチ素子に最適な回路技術の開発および既存のロジック集積回路との融合。 

・素子の信頼性向上を目的とした機構解明および信頼性保証への基礎技術確立。 
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3．達成目標 

 プログラマブルロジックの低消費電力化を実現できる、不揮発配線切り換えスイッチ

を開発する。その際、以下の条件を目標とする。 

【中間目標】（平成 24 年度末） 

・スイッチ素子の材料選定、素子構造の最適化を行い単体素子の動作を検証。 

・単体素子性能として書換え電流と書換え速度の積が 10－10As 以下、オン・オフ抵抗比

105以上、書き換え回数 103以上の実証。 

【最終目標】（平成 26 年度末） 

 以上の成果に基づき、 

・大規模集積化に必要なスイッチ素子特性のばらつきを低減。 

・300mm ウエハにロジック集積回路を試作し下記を達成する。 

 

ａ）本スイッチにより配線切り換えを行ったロジック集積回路が 0.4V で動作可能であ

り、その際の消費電力が SRAM スイッチにより配線切り替えを行った従来型 1.2V

動作ロジック集積回路の 1/10 以下。 

ｂ）スイッチ素子面積が同一世代の SRAM スイッチを用いたプログラマブルロジック

デバイス（PLD）に比べ 1/20 以下。 
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研究開発項目④「集積回路チップ内において、機能ブロックの三次元集積を実現するため

の、微細幅・超低電気抵抗、超高アスペクト比配線・材料技術の開発」 

 

1．研究開発の必要性 

 集積回路の高集積化には、個々の素子同士を接続するための多層配線が不可欠である。

これらの配線には現在、Cu、W等の金属材料が用いられているが、配線寸法の微細化、

配線膜厚の薄膜化に伴って、結晶粒界や界面での電子の非弾性散乱効果による配線抵抗

の増大が顕著になりつつある。既に配線幅 100nm を下回る領域で、この増大が現実の

ものとなりつつあるが、平成 28 年頃に予想される配線幅 10nm 前後の領域では、大幅

な抵抗上昇が生じ、従来の金属材料では所要の性能を実現できない。 

 また、急速に進みつつある不揮発素子等の機能ブロックの三次元集積のためには、微

細でかつこれまでにない超高アスペクト比（コンタクトホールの深さと直径の比）のコ

ンタクト開発が求められている。現在までに、10 を超えるアスペクト比への W など金

属の埋め込み技術が開発されているが、将来的にはアスペクト比 30 の埋め込みが必要

になると予想されている。 

 

2．研究開発の具体的内容 

 以上のような必要性に基づいて、ナノカーボン材料を用いて、微細線幅・長距離に対

応した横配線技術と微細径・超高アスペクト比に対応したコンタクトホール埋め込み技

術の開発を行う。具体的には、300mm 対応の材料成長・加工・配線集積化に関する技

術開発とともに、ナノカーボン材料の配線適用に関する理論検討、先行的材料合成・評

価等の配線基礎技術開発を行い、大口径での配線技術の有効性を実証する。 

 

3．達成目標 

 三次元集積を実現するための、微細幅・超低電気抵抗、超高アスペクト比配線・材料

技術を開発する。その際、以下の条件を目標とする。 

【中間目標】（平成 24 年度末） 

・微細線幅（100nm）、低抵抗（シート抵抗＜50/□）の配線実証。 

・微細直径（90nm）、超高アスペクト比（≧16）のコンタクトホールへのナノカーボン

材料埋め込み実証。 

【最終目標】（平成 26 年度末） 

・微細線幅（≦20nm）、長距離（0.7mm）、低抵抗（シート抵抗≦3/□）の配線実証。 

・微細直径（90nm）、超アスペクト比（30）のコンタクトホールへのナノカーボン材料

埋め込みと、W 以下の抵抗（接触抵抗を含む）の実証。 
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研究開発項目⑤「CMOS トランジスタの超低電圧動作、及びリーク電流抑制を同時に実現

するための、低しきい値ばらつきトランジスタを集積化するための技術開

発、並びに、この技術を用いた高集積機能素子における低電圧動作実証」 

 

1．研究開発の必要性 

 ほとんどのエレクトロニクス機器にはシリコン集積回路が搭載されている。これまで

のシリコン集積回路においては、主として CMOS トランジスタを微細化、高集積化す

ることによって高機能化、高性能化、低消費電力化を実現してきた。これらの実現への

必須要件は、微細化と動作電圧の低減を同時に推し進めることであった。CMOS トラ

ンジスタを用いた低消費電力用途の集積回路の動作電圧は、現在のところ 1.2V 程度ま

で低減されてきたが、素子特性のばらつきを考慮すると動作電圧の下限は 0.6V 前後と

されており、このままでは動作電圧の低減が飽和するのは避けられない。また、動作電

圧が低減すると、CMOS トランジスタの動作が不安定になるため、動作状態に応じて

トランジスタの特性を制御するなどの技術を適用しないと、動作性能の低下やリーク電

力の増大などの問題が生じる。このため、シリコン集積回路の消費電力を現状の 1/10

以下に低減するためには、主要素子である CMOS トランジスタの動作電圧を 0.4V 以下

に低減できる技術や、使用状況に応じて動作条件を最適に制御する技術の確立が不可欠

である。 

 

2．研究開発の具体的内容 

 動作電圧低減の主たる阻害要因である、しきい電圧ばらつきを低減でき、かつ、使用

状態に応じて動作条件を変化させる基板バイアス電圧制御が可能な構造を有するナノ

トランジスタ構造デバイスを開発すると共に、それを集積化するために必要な技術開発

を行う。 

・0.4V 以下の低い電源電圧において個々のトランジスタの動作を最適化するための、

シミュレーション、試作および評価。 

・ナノトランジスタ構造デバイスを用いた、基板バイアス電圧制御技術の開発および低

電圧動作回路の設計指針の提示。 

・ナノトランジスタ構造デバイスと既存の CMOS トランジスタを集積した、融合集積

化技術の開発。融合集積デバイス特有の信頼性阻害要因の解析と、大規模集積化試作

による、実用に耐える信頼性確立への指針の提示。 

・融合集積化 LSI のための設計情報の取得と設計環境構築への指針の提示。 

・特定のアプリケーションを想定した回路における、消費電力低減効果の検証。 

 

3．達成目標 

 ナノトランジスタ構造デバイスと既存の CMOS トランジスタを融合集積化するため

の技術開発、並びに、この技術を用いた高集積機能素子における低電圧動作実証を行う。
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その際、以下の条件を目標とする。 

【中間目標】（平成 24 年度末） 

・100 万個以上のトランジスタで、平均±0.1V 以下（±5σ）の局所しきい電圧ばらつ

きの達成。 

・低い電源電圧に動作を最適化し、基板バイアス制御技術を適用したナノトランジスタ

構造デバイスを集積した 1Mbit 以上の SRAM での、0.4V 動作の実証。 

【最終目標】（平成 26 年度末） 

以上の成果を基に、 

・ナノトランジスタ構造デバイスと既存の CMOS トランジスタとの融合集積化技術を

確立するとともに、その設計環境構築への指針を提示。 

・従来デバイスに比較して消費電力を 1/10に低減できる基盤技術を確立するとともに、

実用化回路レベルでの達成目処を提示。 
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研究開発項目⑥「BEOL 設計･製造基盤（プラットフォーム）開発」 

 

1．研究開発の必然性 

 低炭素社会の実現には、エレクトロニクス機器の低電圧動作が必要である。これまで

のシリコン集積回路においては、主として CMOS デバイスを微細化、高集積化するこ

とによって高機能化、高性能化、低消費電力化を実現してきた。しかし、ロジック集積

回路の動作電圧には、CMOS デバイスの特性ばらつきなどに起因する低電圧化限界が

あり、さらなる低電圧動作は難しい状況になっている。 

 この課題を解決するために、IT イノベーションプログラム「低炭素社会を実現する

超低電圧デバイスプロジェクト」の一環として、抵抗変化型の機能材料をシリコン集積

回路の配線層の一部として作り、シリコン集積回路に情報の不揮発性を付加することで、

革新的な超低電圧動作と高機能化を実現するためのプロジェクトが始まっている。 

 本プロジェクトの一環として、平成 22 年度補正予算による研究開発において、材料

や構造の異なる超低電圧・不揮発デバイスを、300mm ウエハ CMOS 基板上に配線層

（BEOL）の一部として作製するための BEOL 設計･製造基盤（プラットフォーム）開

発を加速させ、上記デバイスの実用化実証の早期実現に資することを目的とする。 

 

2．研究開発の具体的内容 

①BEOL 設計基盤開発 

 BEOL 製造基盤を用いて、様々な新材料・新構造デバイスを配線層の一部として作る

ために必要な、デバイス・配線などの設計基盤を開発する。具体的には、パターン設計

ツール、パターン設計に際しての OPC（Optical Proximity Correction）ツール、検証

ツール、パターン検査用電子顕微鏡等のツールと評価機器を導入し、PDK（Process 

Design Kit）を開発する。 

 

②BEOL 製造基盤開発 

 300mm ウエハ CMOS基板上に、下地 CMOS との位置関係など、デザインルールの

整合性を保ちながら、配線層の一部として、様々な新材料・新構造デバイスを形成する

ための製造技術を開発する。特に、シリコン LSI では通常使用しない新材料の導入に際

して、相互汚染や熱耐性、さらには、プロセス雰囲気などがデバイスに及ぼす影響とい

う観点から、それぞれのデバイスの特性を損なうことのない BEOL 製造基盤を開発す

る。具体的には、新材料上での層間絶縁膜形成技術、新材料の一部が露出するエッチン

グ技術、汚染防止技術、汚染除去技術、汚染評価技術などからなる、BEOL プロセスレ

シピと汚染防止のための管理プロトコルを開発する。また、そのために必要な、層間絶

縁膜形成装置、層間絶縁膜のドライエッチング装置、化学的機械研磨装置などの装置を

導入する。 
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3．達成目標 

【最終目標】（平成 23 年度末） 

 個別デバイス（研究開発項目①～③）の研究開発を推進するための共通設計基盤と

して、BEOL 設計･製造基盤（プラットフォーム）を開発する。その際、以下の条件を

目標とする。 

① 新材料や新構造デバイスに共通で使え、かつ、新材料の相互汚染や熱耐性、さらに

は、プロセス雰囲気の影響などの観点から、それぞれのデバイスの特性を損なうこ

とのない、BEOL プロセスレシピの作成。 

② 相互汚染防止、汚染除去、汚染評価などからなる管理プロトコルの作成。 

③ PDK として、設計ルール、配線特性パラメータ、OPC ルールの策定。 
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特許論文リスト-1 

●論文リスト 

 

【研究発表・講演】 

番 

号 

発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 
査 

読 

発表年 月日 

1 杉井 信之 LEAP Ultralow-Power SOI Device Technology 
EUROSOI 2011 

Conference,Training Course 
無 2011 1/17 

2 住広 直孝 LEAP 
低炭素社会を実現する超低電圧デバイスプロジ

ェクト 

JEITA グリーン IT推進協議会

（GIPC）技術検討委員会 
無 2011 1/25 

3 高浦 則克 LEAP IEDM報告会(1)全体動向 
IEEE_DES_Japan_Chapter 総会

および IEDM報告会 
無 2011 1/27 

4 吉田 親子 LEAP 
自然酸化 MgO バリアの絶縁破壊特性への CoF

eシード層の効果 

2011年春季 第58回 応用物理

学関係講演会 
無 2011 3/24 

5 山崎 雄一 LEAP 
ナノカーボン配線応用に向けたグランフェン低

温・高品質成長（1） 

2011年春季 第58回 応用物理

学関係講演会 
無 2011 3/24 

6 山崎 雄一 LEAP 
ナノカーボン配線応用に向けたグランフェン低

温・高品質成長（2） 

2011年春季 第58回 応用物理

学関係講演会 
無 2011 3/24 

7 杉井 寿博 LEAP 
BEOLデバイスを核として超低電力プラットフォ

ーム開発 

2011年春季 第58回 応用物理

学関係講演会 
無 2011 3/25 

8 李 永珉 LEAP 
垂直磁化膜を有する内面方式強磁性トンネル接

合 

2011年春季 第58回 応用物理

学関係講演会 
無 2011 3/25 

9 住広 直孝 LEAP LEAP の役割とオープンイノベーション 
2011年春季 第58回 応用物理

学関係講演会 
無 2011 3/25 

10 山崎 雄一 LEAP 

High quality multi-layer graphene grown by 

low-temperature plasma CVD for future 

nano-carbon LSI interconnects 

Graphene2011 有 2011 4/11 

11 高浦 則克 LEAP 相変化デバイスの動向と TIAでの研究活動 集積回路研究会（ICD) 無 2011 4/18 

12 杉井 信之 LEAP 0.4-V Technology and its applications 5th FDSOI Workshop 無 2011 4/28 

13 長永 隆志 LEAP 

Low-power Electronics Association & Project 

(LEAP)and its role in the development of 

low-power devices 

INC7 無 2011 5/18 

14 槇山 秀樹 LEAP 
Design Consideration of 0.4V-Operation SOT

B MOSFET for Super Low Power Applicat 

2011 International Meeting for 

Future of Electron Devices, 

Kansai (IMFEDK) 
有 2011 5/19 

15 高浦 則克 LEAP 
Non-Volatile Memories for Storage Device and 

New Applications 

2011 Silicon Nanoelectoronics 

Workshop 
有 2011 6/13 

16 射場 義久 LEAP 
Strain-Engineering for High-Performance 

STT-MRAM 

2011 Symposium on VLSI 

Technology 
有 2011 6/13 



 

特許論文リスト-2 

番 

号 

発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 
査 
読 
発表年 月日 

17 木村 紳一郎 LEAP 
超低電圧デバイス技術研究組合における低電

圧デバイス開発 

第 75回半導体・集積回路技術シ

ンポジウム 
無 2011 7/7 

18 杉井 信之 LEAP 
LEAPにおける超低電圧デバイス開発と、低ばら

つきSOTB(Silicon on Thin Buried Oxide)技術 

半導体界面制御技術 

第 154委員会 第 77回研究会 
無 2011 7/8 

19 射場 義久 LEAP 
STT-MRAM 性能向上化のための歪みエンジア

リング手法の提案 

応用物理学会シリコンテクノロジ

ー分科会 

第 139 回研究集会 VLSI シンポ

ジウム特集 

無 2011 7/21 

20 上野 和良 LEAP 
熱CVD法によるナノカーボン成長の触媒金属依

存症 

2011 年秋季 第 72 回応用物理

学会学術講演会 
無 2011 8/29 

21 上野 和良 LEAP ナノカーボン/Co配線の制作と電気特性 
2011 年秋季 第 72 回応用物理

学会学術講演会 
無 2011 8/29 

22 上野 和良 LEAP ナノカーボン薄膜への不純物添加の検討 
2011 年秋季 第 72 回応用物理

学会学術講演会 
無 2011 8/29 

23 鈴木 真理子 LEAP 四探針法によるMWCNT単体の抵抗測定 
2011 年秋季 第 72 回応用物理

学会学術講演会 
無 2011 8/29 

24 落合 隆夫 LEAP 
垂直磁化膜を有する面内磁化方式強磁性トンネ

ル接合 

2011 年秋季 第 72 回応用物理

学会学術講演会 
無 2011 8/29 

25 斎藤 達朗 LEAP 
A study of resistance of CNT and its contact to 

metals using simplified blanket structure 

Advanced Metallization 

Conference 2011: 21st Asian 

Session 
有 2011 9/12 

26 片桐 雅之 LEAP 
Fabrication and Characterization of Planarized 

Carbon Nanotube Via Interconnects 

Advanced Metallization 

Conference 2011: 21st Asian 

Session 
有 2011 9/12 

27 上野 和良 LEAP 
Fabrication and Electrical Properties of 

Nanocarbon/Metal Hybrid Interconnects 

Advanced Metallization 

Conference 2011 21st Asian 

Session 
有 2011 9/12 

28 酒井 忠司 LEAP 
Fabrication and Electrical Properties of 

Nanocarbon/Metal Hybrid Interconnects 

Advanced Metallization 

Conference 2011 Asian Session 
有 2011 9/13 

29 岩松 俊明 LEAP 
Structural Design of 0.4V-Operation SOTB 

MOSFET for Super-Low-Power Application 

2011 IEEE Subthreshold 

Microelectronics Conference 
有 2011 9/26 

30 杉井 信之 LEAP 
Road to Vmin=0.4V LSIs with Least-Variability 

FDSOI and Back-Bias Control 

2011 IEEE International SOI 

Conference 
無 2011 10/3 

31 片桐 雅之 LEAP 
Fabrication and Characterization of Planarized 

Carbon Nanotube Via Interconnects 

Advanced Metallization 

Conference 2011 
有 2011 10/4 

32 斎藤 達朗 LEAP 
A study of resistance of CNT and its contact to 

metals using simplified blanket structure 

Advanced Metallization 

Conference 2011 
有 2011 10/4 

33 酒井 忠司 LEAP Nanocarbon Interconncet Activities in LEAP Cambridge University, CAPE, 無 2011 10/18 



 

特許論文リスト-3 

番 

号 

発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 
査 
読 
発表年 月日 

34 住広 直孝 LEAP 
Toward the Achievement of Ultra-Low Power 

Systems by Taking Advantages of BEOL Device 

Int. Microprocesses & 

Nanotechnology Conf. 

(MNC)2011 
無 2011 10/24 

35 住広 直孝 LEAP 超低消費電力 LSIデバイス 
シリコン超集積化システム 

第 165委員会 第 63回研究会 
無 2011 10/27 

36 落合 隆夫 LEAP 

Effect of buffer layer on magneto-resistance and 

current induced magnetization switching in 

magnetic tunnel junction with a Top-pinned 

spin-valve structure 

56th Annual Conference on 

Magnetism＆Magnetic 

Materials2011 

有 2011 10/30 

37 吉田 親子 LEAP 

Effects of CoFe Seed layer on Structural and 

Magneto-transport Properties of MTJs with 

Natural Oxidized MgO Barrier 

56th Annual Conference on 

Magnetism &Magnetic 

Materials2011 
有 2011 10/31 

38 木村 紳一郎 LEAP 
Recent Progress in BEOL Devices and Issues for 

Their Fabrication 

33rd International Symposium on 

Dry Process Symposium 
無 2011 11/10 

39 増原 利明 LEAP 
Challenge of Low Voltage Low Power IC 

towards Sustainable Future 

IEEE Asian Solid-State Circuits 

Conference (A-SSCC) 2011 
有 2011 11/14 

40 住広 直孝 LEAP 
超低電圧デバイス技術研究組合における低電

力デバイス開発 

CREST「次世代デバイス」領域研

究成果 

第 1回公開シンポジウム 

無 2011 11/25 

41 和田 真 LEAP 

A Crystallographic Relationship between 

Multi-layered Graphene and Catalytic Metal in 

Low Temperature Growth 

2011 MRS Fall Meeting & 

Exhibit 
有 2011 11/28 

42 多田 宗弘 LEAP 

Highly Reliable, Complementary Atom Switch 

(CAS) with Low Programming Voltage 

Embedded in Cu BEOL for Nonvolatile 

Programmable Logic 

International Electron Devices 

Meeting(IEDM)2011 
有 2011 12/7 

43 岡本 浩一郎 LEAP 
Conducting Mechanism of Atom Switch with 

Polymer Solid-electrolyte 

International Electron Devices 

Meeting(IEDM)2011 
有 2011 12/6 

44 田井 光春 LEAP 
次世代不揮発メモリデバイス向け相変化メモリ(P

CM) 
セミコン・ジャパン 2011 無 2011 12/8 

45 杉井 寿博 LEAP 
STT-MRAM development with 300-mm facilities 

at LEAP 

第2回スピントロニクス集積システ

ム CSIS国際シンポジウム 
無 2012 1/16 

46 杉井 寿博 LEAP LSIの微細化と多機能化の動向 
金沢工業大学 工学部電気系電

気電子工学科 
無 2012 1/20 

47 槇山 秀樹 LEAP 

Novel Local Ground-Plane Silicon on Thin BOX 

(SOTB) for Improving Short-Channel-Effect 

Immunity 

EUROSOI 2012 有 2012 1/24 

48 高浦 則克 LEAP 不揮発性メモリの現状と今後の展望 
反応工学部会 CVD 反応分科会

主催第 14回シンポジウム 
無 2012 1/30 

49 高浦 則克 LEAP IEDM報告会 （1）全体動向 IEEE EDS Japan Chapter 無 2012 2/1 

50 粟野 裕二 LEAP 
Remote Plasma CVD technologies for Carbon 

based LSI interconnects 
ISPlasma 2012 有 2012 3/4 



 

特許論文リスト-4 

番 

号 

発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 
査 
読 
発表年 月日 

51 酒井 忠司 LEAP 
Remote Plasma CVD technologies for Carbon 

based LSI interconnects 
ISPlasma 2012 無 2012 3/4 

52 木村 紳一郎 LEAP 
BEOLプロセスを用いた超低電圧デバイスの開

発 

電子情報通信学会シリコン材料・

デバイス研究会 
無 2012 3/5 

53 西出 大亮 LEAP 
300mmウエハ対応カーボンナノチューブの合成

プロセス開発（1） 

2012年春季 第 59回 応用物理

学関係連合講演会 
無 2012 3/15 

54 伊東 伴 LEAP 
300mmウエハ対応ナノカーボンCMPプロセス開

発 Ⅰ 

2012年春季 第 59回 応用物理

学関係連合講演会 
無 2012 3/15 

55 岡本 浩一郎 LEAP 原子移動型スイッチデバイスの伝導機構解析 
2012年春季 第 59回 応用物理

学会関係連合講演会 
無 2012 3/16 

56 能代 英之 LEAP Top-pin構造を用いた多値MRAM 
2012年春季 第 59回 応用物理

学会関係連合講演会 
無 2012 3/15 

57 角田 浩司 LEAP 
キャップ層が MgO/CoFeB 界面の垂直磁気異方

性に与える影響 

2012年春季 第 59回 応用物理

学会関係連合講演会 
無 2012 3/15 

58 高浦 則克 LEAP 
クロスポイント型相変化デバイスの成膜・加工技

術 

2012年春季 第 59回 応用物理

学会関係連合講演会 
無 2012 3/15 

59 田井 光春 LEAP 
相変化メモリデバイスの低電力化の為の材料・

素子構造検討 

2012年春季 第 59回 応用物理

学会関係連合講演会 
無 2012 3/15 

60 酒井 忠司 LEAP 
配線応用に向けたグラフェン・カーボンナノチュ

ーブの低温合成 

2012年春季 第 59回 応用物理

学会関係連合講演会 
無 2012 3/15 

61 山崎 雄一 LEAP 
触媒金属ファセットを起点とする低温グラフェン

成長 

2012 年春季 第 59 回応用物理

学関係連合講演会 
無 2012 3/15 

62 松本 貴士 LEAP 

Investigation of the transition metal catalyst 

nanostructure for the synthesis of highly vertical 

aligned multi-walled carbon nanotubes 

2012 MRS Spring Meetings &

 Exhibits 
有 2012 4/9 

63 吉田 親子 LEAP 
Reliability Study of Magnetic Tunnel Junction 

with Naturally Oxidized MgO Barrier 

2012 IEEE International Reliabi

lity Physics Symposium 
有 2012 4/15 

64 吉田 親子 LEAP 
Total Ionizing Dose Effects on Magnetic Tunnel 

Junctions 
INTERMAG  2012 有 2012 5/7 

65 岡本 浩一郎 LEAP 
Conducting Mechanism Analysis of Atom Switch 

Devices using Polymer Solid-electrolyte 

The 8th International Nanotech

nology Conference (INC8) 
無 2012 5/8 

66 杉井 寿博 LEAP 
STT-MRAM Development for Embedded 

Memoties in Low-power System LSIs 

The 8th International Nanotech

nology Conference (INC8) 
無 2012 5/8 

67 片桐 雅之 LEAP 
Integration technology for carbon nanotube via 

interconnects 

The 8th International Nanotech

nology Conference (INC8) 
無 2012 5/8 



 

特許論文リスト-5 

番 

号 

発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 
査 
読 
発表年 月日 

68 木村 紳一郎 LEAP 

Recent Progress in Low-power Electronics 

Association & Project (LEAP) Aiming for Low 

Power Electronics 

The 8th International Nanotech

nology Conference (INC8) 
無 2012 5/9 

69 多田 宗弘 LEAP 

Complementary Atom Switch (CAS) with Low 

Programming Voltage 

Embedded in Cu BEOL for Nonvolatile 

Programmable Logic 

The 8th International Nanotech

nology Conference (INC8) 
無 2012 5/10 

70 阪本 利司 LEAP 
超低電力プログラマブルロジックを実現する原

子スイッチ 
学振 151委員会 無 2012 5/29 

71 水谷 朋子 LEAP 

Reduced Drain Current Variability in Fully 

Depleted Silicon-on-Thin-BOX(SOTB) 

MOSFETs 

IEEE Silicon Nanoelectronics 

Workshop 
有 2012 6/10 

72 高浦 則克 LEAP 超低消費電力 LSIデバイス SFJ2012 無 2012 6/12 

73 山本 芳樹 LEAP 

Poly/High-k/SiON Gate and Novel Profile 

Engineering for Low Power Silicon on Thin 

BOX(SOTB)CMOS Operation 

VLSI 2012 有 2012 6/12 

74 吉田 親子 LEAP Demonstration of Non-volatile Working Memory VLSI 2012 有 2012 6/12 

75 伴野 直樹 LEAP 
Nonvolatile Crossbar Switch Block with Atom 

Switch integrated on a 65 nm CMOS platform 

2012 SYMPOSIUM ON VLSI 

TECHNOLOGY 
有 2012 6/12 

76 木村 紳一郎 LEAP LEAP: Overview and Recent Progress 
ICCI(International Consortia 

Cooperation Initiative) Meeting 
無 2012 6/13 

77 松本 貴士 LEAP 

XAFS and TEM-EELS studies on the electronic 

state and crystallographic structure of graphene 

on nickel catalyst 

Thirteenth International Confere

nce on the Science and Applic

ation of Nanotubes (NT12) 
有 2012 6/24 

78 杉井 信之 LEAP 

Silicon on Thin Buried Oxide (SOTB) 

Technology for Ultralow-Power (ULP) 

Applications 

2012 Asia-Pacific Workshop on 

Fundamentals and Applications of 

Advanced Semiconductor 

Devices 

無 2012 6/29 

79 多田 宗弘 LEAP 

Complemntary Atom Switct (CAS) with Low

 Programming Vltage Embeddedin CuBEOL  

for Nonvolatatile Programmable Logic 

Nanodevice Commons 無 2012 7/1 

80 岡本 浩一郎 LEAP The INC8 Japan Day Best PosterAward(1) Nanodevice Commons 無 2012 7/1 

81 住広 直孝 LEAP 
超低電圧デバイス技術研究組合における低電

力デバイス開発 

第 76回半導体・集積回路技術シ

ンポジウム 
無 2012 7/5 

82 杉井 信之 LEAP 

Silicon on Thin Buried Oxide (SOTB) 

Technology for Ultralow-Power (ULP) 

Applications 

CMOS Emerging Technologies 

conference 
無 2012 7/18 

83 吉田 親子 LEAP 
Reliability Study of Magnetic Tunnel Junction

with Naturally Oxidized Mgo Barrier 
IRPS報告会 無 2012 7/20 

 

  



 

特許論文リスト-6 

【論文】 

番 

号 

発表者 所属 タイトル 
発表誌名 

ページ番号 

査 

読 

発表年 

1 吉田親子 LEAP 

Micromagnetic study of Current Pulse Induced 

Magnetization Switching in Magnetic Tunnel junction 

with Antiferromagnetically and Ferromagnetically 

Coupled Synthetic free layers 

Applied Physics Letters 有 2011 

2 山崎雄一 LEAP 
Low-temperature grapheme growth originating at 

crystalline facet of catalytic metal 
Applied Physics Express 有 2012 

3 斎藤達朗 LEAP 
A study on electrical resistance of CNT and its contact 

to metals using a simplified test structure 
Japanese Journal of Applied 

Physics 
有 2012 

4 片桐雅之 LEAP 
Fabrication and Characterization of Planarized Carbon 

Nanotube Via Interconnects 

Japanese Journal of Applied 

Physics 
有 2012 

5 吉田親子 LEAP 

Correlation Between Microstructure and 

Electromagnetic Properties in Magnetic Tunnel 

Junctions with Naturally Oxidized MgO Barrier 

Journal of Applied Physics 有 2012 

6 阪本利司 LEAP 
Electronic Conduction Mechanism in Atom Switchi 

using Polymer Solid-Electrolyte 

IEEE Transactions on 

Electron Devices 
有 2012 

7 多田宗弘 LEAP 
Improved Off-state Reliability of Nonvolatile Resistive 

Switch With low Programming Voltage 

IEEE Transactions on 

Electron Devices 
有 2012 

 

【書籍】 

番 

号 

発表者 所属 タイトル 出版社 発表年 

1 杉井信之 LEAP 

Low-Power Electron Devices(in “Green 

Computing with Emerging Memory” edited by 

T. Kawahara and H. Mizuno) 

Springer 2012 

2 高浦則克 LEAP 
半導体ストレージ 次世代記憶装置の最新動

向 － 速く、軽く、堅牢に 
日経 BP社 2012 
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２．分科会における説明資料 

次ページより、プロジェクト推進・実施者が、分科会においてプロジェクト

を説明する際に使用した資料を示す。 
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参考資料１ 評価の実施方法 
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本評価は、「技術評価実施規程」（平成 15 年 10 月制定）に基づいて研究評価

を実施する。 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）における研究

評価の手順は、以下のように被評価プロジェクトごとに分科会を設置し、同分

科会にて研究評価を行い、評価報告書（案）を策定の上、研究評価委員会にお

いて確定している。 

● 「NEDO 技術委員・技術委員会等規程」に基づき研究評価委員会を設置 

● 研究評価委員会はその下に分科会を設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＮＥＤＯ 

評価報告書（案）審議・確定 

理事長 

評価書報告 

評価報告書（案）作成 

実施者 
プロジェクトの説明 

評価結果公開 

推進部署 

分科会Ｂ 分科会Ｄ 

分科会Ａ 分科会Ｃ 

事務局 

研究評価部 

研究評価委員会 

推進部署 
評価結果の事業等への反映 

ＮＥＤＯ 

評価報告書（案）審議・確定 

理事長 

評価書報告 

評価報告書（案）作成 

実施者 プロジェクトの説明 

推進部署 

分科会Ｂ 分科会Ｄ 

分科会Ａ 分科会Ｃ 

事務局 

評価部 

研究評価委員会 

推進部署 
評価結果の事業等への反映 

国 民 
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１．評価の目的 

 

評価の目的は「技術評価実施規程」において。 

● 業務の高度化等の自己改革を促進する 

● 社会に対する説明責任を履行するとともに、 

経済・社会ニーズを取り込む 

● 評価結果を資源配分に反映させ、資源の重点化及び業務の効率化を 

促進する 

としている。 

本評価においては、この趣旨を踏まえ、本事業の意義、研究開発目標・計画

の妥当性、計画を比較した達成度、成果の意義、成果の実用化の可能性等につ

いて検討・評価した。 

 

２．評価者 

 

技術評価実施規程に基づき、事業の目的や態様に即した外部の専門家、有識

者からなる委員会方式により評価を行う。分科会委員選定に当たっては以下の

事項に配慮して行う。 

● 科学技術全般に知見のある専門家、有識者 

● 当該研究開発の分野の知見を有する専門家 

● 研究開発マネジメントの専門家、経済学、環境問題、国際標準、その他

社会的ニーズ関連の専門家、有識者 

● 産業界の専門家、有識者 

● ジャーナリスト 

また、評価に対する中立性確保の観点から事業の推進側関係者を選任対象か

ら除外し、また、事前評価の妥当性を判断するとの側面にかんがみ、事前評価

に関与していない者を主体とする。 

これらに基づき、分科会委員名簿にある 7 名を選任した。 

なお、本分科会の事務局については、独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構評価部が担当した。 

 

３．評価対象 

 

平成２２年度に開始された「低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロ

ジェクト」プロジェクトを評価対象とした。 

なお、分科会においては、当該事業の推進部署から提出された事業原簿、プ
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ロジェクトの内容、成果に関する資料をもって評価した。 

 

４．評価方法 

 

分科会においては、当該事業の推進部署及び研究実施者からのヒアリングと、

それを踏まえた分科会委員による評価コメント作成、評点法による評価及び実

施者側等との議論等により評価作業を進めた。 

なお、評価の透明性確保の観点から、知的財産保護の上で支障が生じると認

められる場合等を除き、原則として分科会は公開とし、研究実施者と意見を交

換する形で審議を行うこととした。 

 

５．評価項目・評価基準 

 

分科会においては、次に掲げる「評価項目・評価基準」で評価を行った。こ

れは、研究評価委員会による『各分科会における評価項目・評価基準は、被評

価プロジェクトの性格、中間・事後評価の別等に応じて、各分科会において判

断すべきものである。』との考え方に従い、第 1 回分科会において、事務局が、

研究評価委員会により示された「標準的評価項目・評価基準」（参考資料 1-7 頁

参照）をもとに改定案を提示し、承認されたものである。 

プロジェクト全体に係わる評価においては、主に事業の目的、計画、運営、

達成度、成果の意義や実用化への見通し等について評価した。各個別テーマに

係る評価については、主にその目標に対する達成度等について評価した。 
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評価項目・評価基準（中間評価） 

 

 

１．事業の位置付け・必要性について 

(1)ＮＥＤＯの事業としての妥当性 

・ ＩＴイノベーションプログラム、ナノテク・部材イノベーションプログラ

ムの下で実施する事業の場合、当該施策・制度の目標達成のために寄与し

ているか。 

・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことに

より、ＮＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 

・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比較

において十分であるか。 

 

(2)事業目的の妥当性 

・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、

政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 

 

 

２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 

・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 

・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 

・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 

 

(2)研究開発計画の妥当性 

・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 

・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 

・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 

・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 

 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 

・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 
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・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 

・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 

・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携が十分に行われ

る体制となっているか。 

・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 

 

(4)研究開発成果の実用化、事業化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化、事業化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化、事業化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、

かつ妥当なものか。 

 

(5)情勢変化への対応等 

・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 

・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 

 

 

 

３．研究開発成果について 

(1)中間目標の達成度 

・ 成果は目標値をクリアしているか。 

・ 全体としての目標達成はどの程度か。 

・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 

 

(2)成果の意義 

・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 

・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 

・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 

・ 成果は汎用性があるか。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 

・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 
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(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 

 

(4)成果の普及 

・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 

・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 

・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 

(5)成果の最終目標の達成可能性 

・ 最終目標を達成できる見込みか。 

・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 

 

 

 

４．実用化、事業化の見通しについて 

(1)成果の実用化可能性 

・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 

・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確になっ

ているか。 

 

(2)事業化までのシナリオ 

・ 成果は市場やユーザーのニーズに合致しているか。 

・ 市場の規模や成長性、コストダウン、競合技術との比較、導入普及、事業

化までの期間、事業化とそれに伴う経済効果等の見通しは立っているか。 

 

(3)波及効果 

・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 

・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
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標準的評価項目・評価基準（中間評価） 

２０１０．３．２６ 

【中間評価 標準的評価項目・評価基準の位置付け（基本的考え方）】 

 

標準的評価項目・評価基準は、第２５回研究評価委員会（平成２２年３月２

６日付）において以下のとおり定められている。（本文中の記載例による１･･･、

２･･･、３･･･、４･･･が標準的評価項目、それぞれの項目中の(1)･･･、(2)･･･が

標準的評価基準、それぞれの基準中の・ ･･･が視点） 

 

ただし、これらの標準的評価項目・評価基準は、研究開発プロジェクトの中

間評価における標準的な評価の視点であり、各分科会における評価項目・評価

基準は、被評価プロジェクトの性格等に応じて、各分科会において判断すべき

ものである。 

 

１．事業の位置付け・必要性について 

(1)ＮＥＤＯの事業としての妥当性 

・ 特定の施策（プログラム）、制度の下で実施する事業の場合、当該施策・

制度の目標達成のために寄与しているか。 

・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことに

より、ＮＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 

・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比較

において十分であるか。 

 

(2)事業目的の妥当性 

・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、

政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 

 

 

２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 

・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 

・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 

・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 

 



参考資料 1-8 
 

(2)研究開発計画の妥当性 

・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 

・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 

・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 

・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 

 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 

・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 

・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 

・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担ってい

るか。 

・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 

・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争が

十分に行われる体制となっているか。 

・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 

 

(4)研究開発成果の実用化、事業化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化、事業化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化、事業化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、

かつ妥当なものか。 

 

(5)情勢変化への対応等 

・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 

・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 

 

 

３．研究開発成果について 

(1)中間目標の達成度 

・ 成果は目標値をクリアしているか。 

・ 全体としての目標達成はどの程度か。 
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・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 

 

(2)成果の意義 

・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 

・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 

・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 

・ 成果は汎用性があるか。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 

・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

 

(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 

 

(4)成果の普及 

・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 

・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 

・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 

(5)成果の最終目標の達成可能性 

・ 最終目標を達成できる見込みか。 

・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 

 

 

４．実用化、事業化の見通しについて 

(1)成果の実用化可能性 

・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 

・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確になっ

ているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備
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に向けた見通しが得られているか。 

 

(2)事業化までのシナリオ 

・成果は市場やユーザーのニーズに合致しているか。 

・市場の規模や成長性、コストダウン、競合技術との比較、導入普及、事業

化までの期間、事業化とそれに伴う経済効果等の見通しは立っているか。 

 

(3)波及効果 

・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 

・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
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※基礎的・基盤的研究及び知的基盤・標準整備等の研究開発の場合は、以下の

項目・基準による。 

 

＊基礎的・基盤的研究開発の場合 

２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 

・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 

・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 

・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 

 

(2)研究開発計画の妥当性 

・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 

・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 

・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 

・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 

 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 

・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 

・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 

・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担ってい

るか。 

・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 

・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争が

十分に行われる体制となっているか。 

・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 

 

(4)研究開発成果の実用化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、かつ妥

当なものか。 
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(5)情勢変化への対応等 

・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 

・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 

 

 

３．研究開発成果について 

(1)中間目標の達成度 

・ 成果は目標値をクリアしているか。 

・ 全体としての目標達成はどの程度か。 

・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 

 

(2)成果の意義 

・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 

・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 

・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 

・ 成果は汎用性があるか。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 

・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

 

(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 

 

(4)成果の普及 

・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 

・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 

・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 
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(5)成果の最終目標の達成可能性 

・ 最終目標を達成できる見込みか。 

・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 

 

４．実用化の見通しについて 

(1)成果の実用化可能性 

・ 実用化イメージ・出口イメージが明確になっているか。 

・ 実用化イメージ・出口イメージに基づき、開発の各段階でマイルストーン

を明確にしているか。それを踏まえ、引き続き研究開発が行われる見通し

は立っているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 

 

(2)波及効果 

・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 

・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 

 

 

＊知的基盤・標準整備等の研究開発の場合 

２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 

・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 

・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 

・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 

 

(2)研究開発計画の妥当性 

・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 

・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 

・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 

・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 
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(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 

・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 

・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 

・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担ってい

るか。 

・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 

・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争が

十分に行われる体制となっているか。 

・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 

 

(4)研究開発成果の実用化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、かつ妥

当なものか。 

 

(5)情勢変化への対応等 

・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 

・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 

 

 

３．研究開発成果について 

(1)中間目標の達成度 

・ 成果は目標値をクリアしているか。 

・ 全体としての目標達成はどの程度か。 

・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 

 

(2)成果の意義 

・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 

・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 

・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 

・ 成果は汎用性があるか。 
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・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 

・ 成果は公開性が確保されているか。 

 

(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・ 研究内容に新規性がある場合、知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、

著作権や回路配置利用権の登録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事

業戦略、または実用化計画に沿って国内外に適切に行われているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 

 

(4)成果の普及 

・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 

・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 

・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 

(5)成果の最終目標の達成可能性 

・ 最終目標を達成できる見込みか。 

・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 

 

 

４．実用化の見通しについて 

(1)成果の実用化可能性 

・ 整備した知的基盤についての利用は実際にあるか、その見通しが得られて

いるか。 

・ 公共財として知的基盤を供給、維持するための体制は整備されているか、

その見込みはあるか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 

・ ＪＩＳ化、標準整備に向けた見通しが得られているか。注）国内標準に限る 

・ 一般向け広報は積極的になされているか。 

 

(2)波及効果 

・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 
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・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 

 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考資料２ 分科会議事録 
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研究評価委員会 

「低炭素社会を実現する超低電圧デバイスプロジェクト」 

（中間評価）第 1回分科会議事録 

 
日時：平成 24 年 8 月 30 日（木） 10：00～17：50 

場所：大手町サンスカイルーム（朝日生命大手町ビル 27 階）A 会議室 

（東京都千代田区大手町二丁目 6 番 1 号） 

 
出席者（敬称略、順不同） 

＜分科会委員＞ 

分科会長 伊藤 隆司 広島大学 ナノデバイス・バイオ融合科学研究所 客員教授 

分科会長代理 松山 公秀 九州大学大学院 システム情報科学研究院 電子デバイス工学部門電

子機能デバイス工学講座 教授 

委員    吉川 公麿 広島大学 ナノデバイス・バイオ融合科学研

究所 教授 

委員 道正 志郎 パナソニック（株） デジタルコア開発センター          

ハードウェア設計エキスパート 

委員    福島 敏高 早稲田大学 ナノ理工学研究機構 客員教授 

委員    藤村 修三 東京工業大学 イノベーションマネジメント

研究科 教授 
委員    松澤 昭  東京工業大学大学院 理工学研究科 電子物

理学専攻 教授 

 
＜オブザーバー＞ 

桑山 広司 経済産業省 産業技術環境局 研究開発課 研究開発調整官 

榎本 哲志 経済産業省 産業技術環境局 研究開発課 研究開発専門職 

 
＜推進者＞ 
植田 文雄 NEDO 理事 

和泉 章 NEDO 電子・材料・ナノテクノロジー部 部長 

関根 久 NEDO 電子・材料・ナノテクノロジー部 統括研究委員 

富江 敏尚 NEDO 電子・材料・ナノテクノロジー部 プログラムマネージャー 

寺門 守 NEDO 電子・材料・ナノテクノロジー部 主幹 

波佐 昭則 NEDO 電子・材料・ナノテクノロジー部 主査 

 

＜実施者＞ 

増原 利明 超低電圧デバイス技術研究組合 専務理事 

住広 直孝(PL) 超低電圧デバイス技術研究組合 研究本部 研究本部長 
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木村 紳一郎(SPL) 超低電圧デバイス技術研究組合 研究本部 研究企画部 研究企画部長 

杉井 寿博 超低電圧デバイス技術研究組合 研究本部 磁性変化デバイス研究グループ  

グループリーダー 

長永 隆志 超低電圧デバイス技術研究組合 研究本部 磁性変化デバイス研究グループ 副

リーダー 

高浦 則克 超低電圧デバイス技術研究組合 研究本部 相変化デバイス研究グループ グル

ープリーダー 

波田 博光 超低電圧デバイス技術研究組合 研究本部 原子移動型スイッチ研究グループ 

グループリーダー 

酒井 忠司 超低電圧デバイス技術研究組合 研究本部 三次元ナノカーボン配線技術研究グ

ループ グループリーダー 

梶田 明広 超低電圧デバイス技術研究組合 研究本部 三次元ナノカーボン配線技術研究グ

ループ 副リーダー 

杉井 信之 超低電圧デバイス技術研究組合 研究本部 ナノトランジスタ構造デバイス研究

グループ グループリーダー 

 

＜関連企業＞ 

宮嶋 基守 富士通セミコンダクター（株） デバイス開発統括部 統括部長 

中石 雅文 富士通セミコンダクター（株） 経営推進本部 担当部長 

鳥居 和功 （株）日立製作所 中央研究所 エレクトロニクス研究センター センター長 

田原 修一 日本電気（株） 中央研究所 支配人 

杉林 直彦 日本電気（株） 中央研究所 グリーンプラットフォーム研究所        

シニアマネージャー 

柴田 英毅 （株）東芝 セミコンダクター＆ストレージ社 半導体研究開発センター 技監 

成島 正樹 東京エレクトロン（株） 技術開発センター センター長代理 

徳重 克彦 （株）荏原製作所 精密・電子事業カンパニー 装置事業部ＣＭＰプロセス技術

室 理事、副事業部長 

犬石 昌秀 ルネサスエレクトロニクス（株） 生産本部 技師長 

蒲原 史郎 ルネサスエレクトロニクス（株） 生産本部 デバイス・解析技術統括部     

歩留技術開発部 主幹技師 

森内 昇 ルネサスエレクトロニクス（株） 技術開発本部 経営企画統括部  技術企画

部 シニアエキスパート 

大林 正幸 ルネサスエレクトロニクス（株） 技術開発本部 経営企画統括部  技術企画

部 主任技師 

＜企画調整＞ 

中谷 充良 NEDO 総務企画部 課長補佐 
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＜事務局＞ 

竹下 満 NEDO 評価部 部長 

柳川 裕彦 NEDO 評価部 主査 

中村 茉央 NEDO 評価部 職員 

 
＜一般傍聴＞ 2 名 

 
議事次第 

1. 開会、分科会の設置、資料の確認 

2. 分科会の公開について 

3. 評価の実施方法と評価報告書の構成について 

4. プロジェクトの概要説明 

4.1 「事業の位置付け・必要性」及び「研究開発マネジメント」について 

4.2 「研究開発成果」及び「実用化の見通し」について 

4.3 質疑  

5. プロジェクトの詳細説明 

5.1 ロジック集積回路内１次メモリを対象とした、高集積・高速特性・高書き換え耐性など

の機能を有する超低電圧・不揮発性デバイスの開発（①磁性変化デバイス） 

5.2 外部記憶の高速低電力データ転送を実現する、高集積・高速特性・高書き換え耐性など

の機能を有する超低電圧・不揮発性デバイスの開発（②相変化デバイス） 

5.3 配線切り換えを可能とするスイッチを対象とした、低電流・高速書き換え、高オン・オ

フ抵抗比、小面積などの機能を有する超低電圧・不揮発スイッチデバイスの開発（③原

子移動型スイッチ） 

5.4 集積回路チップ内において、機能ブロックの三次元集積を実現するための、微細幅・超

低電気抵抗、超高アスペクト比配線・材料技術の開発（④三次元ナノカーボン配線） 

5.5 CMOS トランジスタの超低電圧動作、及びリーク電流抑制を同時に実現するための、低

しきい値ばらつきトランジスタを集積化するための技術開発、並びに、この技術を用い

た高集積機能素子における低電圧動作実証（⑤ナノトランジスタ構造デバイス） 

5.6 BEOL 設計・製造基盤（プラットフォーム）開発 

6. 実用化、事業化の見通しについて 

6.1 富士通セミコンダクター（株） 

6.2 （株）日立製作所 

6.3 日本電気（株） 

6.4 （株）東芝 

6.5 ルネサスエレクトロニクス（株） 

7. 全体を通しての質疑 
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8. まとめ・講評 

9. 今後の予定、その他 

10. 閉会 

 
議事内容 

1. 開会、分科会の設置、資料の確認 

・開会宣言（事務局） 

・研究評価委員会分科会の設置について、資料 1-1 および 1-2 に基づき事務局より説明 

・伊藤分科会長挨拶 

・委員の紹介（分科会長） 

・出席者（推進者、実施者、事務局）の紹介（推進者、実施者、事務局） 

・配布資料の確認（事務局） 

 
2. 分科会の公開について 

事務局より資料 2-1および資料 2-2に基づき説明が行われ、議題 5「プロジェクトの詳細説明」、

議題 6「実用化、事業化の見通しについて」および議題 7「全体を通しての質疑」を非公開と

することが了承された。 

 
3. 評価の実施方法と評価報告書の構成について 

事務局より資料 3-1 から資料 3-5 および資料 4 に基づき説明が行われ、評価の実施方法およ

び評価報告書の構成は事務局案通り了承された。 

 
4. プロジェクトの概要説明 

推進者と PL より資料 5-1、資料 5-2 および資料 5-3 に基づき説明が行われ、以下のような質疑

応答がなされた。 

［伊藤分科会長］ ありがとうございました。ただいまのお二方の説明に対してご意見、ご質

問等がございましたらお願いします。なお技術の詳細につきましては、後ほど議題 5 で

議論いたしますので、ここでは主に事業の位置付け・必要性、あるいはマネジメントに

ついてのご意見をお願いしたいと思います。評価委員の先生から何かございませんか。 
［福島委員］ 富士通の計算機の最初の IC メモリを設計して、学位がプログラム ROM に関

することでしたので、多少この分野を知っているということで、その観点から話をさせ

ていただきますと、磁性メモリから半導体メモリに変わったときに、やむなく RAM と

ROM を分けなければいけなかったという経緯があります。それがいまこの時代になって

きて、不揮発性でメモリをつくることは時代の流れだろうということで、着眼点は非常

によいのではないかと思っています。 
 ただ、ここ 10 年ぐらいになりますか、いろいろな補助金によって開発されてきた動き
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を見てくると、要素技術の開発のところが多い。先ほども将来的ないろいろな電子機器

の絵を描かれていたのですが、毎回要素技術の開発のときにはあのような絵が出てくる

のですが、そこまで到達したのは見たことがない。できれば、そろそろ要素技術だけで

はなくて、最終のときには SSI レベルでもかまわないので、自分たちがやったことを全

部まとめたようなデバイスをつくられたらどうかと今回も思いました。 
 ⑤だけは入れるのは少し無理があるのではないかと思いますので、少なくとも①～④

ぐらいまでで、何か小さなデバイスをつくってみるということを入れると非常に良かっ

たのではないかと思っています。以上です。 
［伊藤分科会長］ ありがとうございました。実施者から何かご意見はありますか。 
［住広（実施者）］ SSI レベル以上の集積化した実証を目指しています。このプロジェクトの

要素技術の開発とともに、回路設計に反映させることをこのプロジェクトの中でやって

いて、このデバイスを使いこなす回路を併せて開発しています。それを集積化したもの

を筑波の環境と実際の下地の CMOS をつくっているところとを組み合わせてつなげて、

LSI レベルの実証までやろうとしています。これがまず第 1 点です。 
 ほかの技術との融合ですが、CMOS の部分を置き換えていくナノトランジスタと、バ

ックエンドの三つのデバイスは容易につながる、そのようなバックエンドプラットフォ

ームをつくっていますから、これとの組み合わせによる LSI 実証は進めていきます。 
［和泉（推進者）］ NEDO の立場から一言申し上げますと、おっしゃっていることは非常に

よくわかります。今後これをどうやっていくか、少し考えないといけない点があると思

っています。先ほどのスライドの 42 番で議論がありましたように、成果をどのように活

用するかというのは、違う見方をすると各社の戦略とどう合わせていくかということに

なります。いまの段階で、そういう意味から今回の開発テーマは各社が将来的にどのよ

うに活用されるかということと非常にリンクしながら、各項目について開発をしている

という状況です。 
 もちろん今後この技術の発展、あるいはこのコンソーシアムの中での議論の発展によ

って、各社がさらにこれを超えて技術を活用する可能性が開けてきたら、それに応じた

いろいろな組み合わせのものをつくってみることはあると思いますが、それは各社の今

後のそれぞれの技術の活用状況に応じて若干議論をしないといけないと思っています。 
 言い方を換えますと、いろいろなものを組み合わせたプロトタイプを 1 個つくっても

いいのですが、そのあとにそれを続ける人がいないとつくっただけで終わってしまいま

す。各社が持っている将来の絵を見ながら、どういう組み合わせの技術がリアリティが

あるかという、一段階上の議論が、今後のプロジェクトを進める中で必要ではないかと

理解しています。 
［福島委員］ NEDO の立場は十分知っていますが、要素技術で終わりっぱなしになってしま

うよりも、もう少し踏み込んだところまでやったほうが各社は取りつきやすいという見

方をしていたので、先ほどの発言をしました。最初のことですが、要素技術で SSI レベ
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ルというのは、1 なら 1 のプロジェクトの人がちょっとやるという話ですが、私はそう

ではなくてこの一つのローパワー、低い電圧をやったのであれば、この横串のところで

やったらどうかということを言ったつもりです。 
［伊藤分科会長］ いまの件に関しては実用化のところでお話を伺ってから、またご質問を受

けたいと思います。 
［藤村委員］ マネジメント関係が私の専門になりますので少し気になったことを質問させて

いただきます。 
 先ほどの和泉さんのお話とも関係するのかもしれませんが、たとえば先ほどのスライ

ド 42 ですが、各社がいろいろされている。これは日本の問題で、NEDO だけではない

のかもしれないのですが、何かにターゲットを合わせることはいいのですが、結局ここ

にいま挙がっている用途しかない。逆に言うと具体的にはこの用途しか見えていない。 
 たとえばメモリ、ルータスイッチなどありますが、その前の 41 ページで将来的にはこ

のようなユビキタスに使えるのだということはわかりますが、ここは非常にジェネラル

な話になっていて、ではこの先の自動車に本当につながっていくのか、スマートフォン

につながっていくのか。ここは現在のこのプロジェクトの問題ではないけれども、うま

くいけば将来はそちらに行くはずだ、という感覚になっている。 
 ではできてから、ここはここの担当の人が考えましょうということになると、たいて

い外国にさらわれてきたというのが日本の歴史ですから、いま現実には、たとえば自動

車などは ITS 関係でものすごくデータ処理を各自動車に持たせて処理をすることなどを

考えています。そういうところから数値的な目標として、どのぐらいの目標が達成でき

れば、どのぐらいの用途が見込めるのか。たとえばこの一段上の自動車や高集積サーバ、

スマートフォンなどのところから現実性のある閾値が把握できているのかという問題が

一つ気になります。 
 もう一つは、これ以外に、たとえば昨日の説明の中にありましたが、FPGA の応用な

どがありますが、それを超えて新しいデバイスやこういう半導体以外のものに応用する

ことが出てくるかもしれない。そうした新たな産業への取組みに対しての窓口が、いま

のところないのではないか。つまりこうした研究成果は、基礎的な意味ではものすごく

評価しますが、それの発展的な窓口をどのように考えられているのか。 
 たとえばインテルのアーキテクチャーラボなどはそういうことをやっていますが、そ

うした点からすると技術の中身は非常に高いけれど、マネジメントでやっている方式自

体は非常にオールドファッションであるという感じがします。 
 今後の社会への直接的な発展形をもう少し議論したり、考えたりするところがあるの

ではないかと思っています。これはこのプロジェクトに聞くことではないのかもしれま

せんが、そういった点をどのようにお考えになっているのか、もしどなたか答えていた

だければお聞きしたいと思います。 
［住広（実施者）］ おっしゃるとおり、この技術はプラットフォーム技術として幅広いアプ
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リケーションに耐えるもの、また逆にそれぞれのアプリケーションからこのデバイスを

さらにそのアプリケーションに向けて特化させていくという、アプリケーションと基盤

技術の開発のやりとりが仕組みとしてあって、この技術の開発があるべきだと思ってい

ます。このプロジェクトのこれらのデバイスの開発も、それぞれの企業がねらっている

ターゲットはありますが、それをより広げていけるようにこのプラットフォームの枠組

みにはめ込んできています。 
 バックエンドプラットフォームという枠組みにはめ込んできているのは、それによっ

てこれの可能性を広げられる。このプラットフォームにはめ込んで、これを設計のプラ

ットフォームとしてオープンにして、つくばの環境の中で実証していくことで、この技

術を広い出口に持っていくようにできる。そのように考えて、いまこのプラットフォー

ムの構築を進めてきています。 
 これをオープンにして進めていくやり方には、まだいろいろと知恵がなくて、うまく

広げるところまでできていませんが、この組合の中でオープンに広げるというところは、

実際に実行しています。この一つのテーマについて、組合員のほかの企業の参加に対し

ては窓口を広げて、そこの議論は進める。そういう育て方をしています。 
［富江（推進者）］ 確かにおっしゃるように要素技術だけで、次にどうなるかというところ

はなかなか見えないということですが、このプロジェクトでは先ほどの技術審議委員会

もありますが、各事業部に声をかけて、実際にどのような戦略を持っているかを聞くと

同時に、こんなことはできないかということも具体的に一つ例もあるのですが、そうい

うアプローチをしています。 
 たぶん後半では若干の紹介があると思いますが、その全部を融合したデバイスという

壮大な夢は夢として、NEDO としては一つ一つ確実な事業につなげていくことをぜひ支

援したい。技術は非常に高いので、それをいかに事業化して社会に還元するようなもの

にコツコツとやっていかないといけないと思っています。ですから今後大きな課題とし

ていますが、後半に各社の事業展開をお聞きいただければと思います。 
［松澤委員］ マネジメントに関して、知財権についてお伺いしたいのですが、報告書、ある

いは発表を見ると、かなり革新的な技術が継続的に生み出されているような感じを持っ

ています。37 ページの特許出願を見ると、一つは出願件数の問題があるのですが、PCT
や外国出願が異常に低いのではないかと思います。これについて、何か理由があるのか。 
 たとえば大学などの場合、PCT や外国出願をしたいと思っても費用が出てこない。プ

ロジェクトからも出ませんし、大学からもほとんど出ませんから、そういう構造的な問

題があるのですが、何かそういう事情があるのか。本当は出したいのだけれども、いろ

いろな事情で出せない等、特許マネジメント上の問題があるのかどうか、お伺いしたい。 
［住広（実施者）］ おっしゃるとおり確かに特許マネジメント上の問題かもしれません。と

いうのは、この組合では知財に関してはプロジェクトとしてその知財の出願の必要性を

判断します。その知財は、それぞれの組合員に帰属します。プロジェクトの中で生み出
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されても組合員に帰属する仕組みでやっていますから、プロジェクトとして生み出され

てきた知財は、それぞれの企業に出願するようにプロジェクトのほうから要請していき

ます。これを実際に出願する、しないというところはそれぞれの企業の判断です。 
［松澤委員］ 基本的には組合員のほうに特許は帰属するだとしても、会社は組合員がどうい

うものを出願したかは把握しているのでしょうか。 
［住広（実施者）］ 最終的に出願をしたことは、われわれが報告を受けて、またそれは NEDO

に報告するかたちで進めています。 
［松澤委員］ この数字はそれを含んでいるのですか。 
［住広（実施者）］ これは実際に出願されたもので、われわれのところに上がってきて、そ

れを報告している内容です。プロジェクトが知財として出願するべきだと判断して、各

企業側に出願要請をしているものは、これの 2 倍あります。 
［木村（実施者）］ 私が知財などをまとめていますので補足させていただきます。確かに外

国出願と PCT 出願は少ないのですが、これからたぶん上がってくると思います。出願が

始まってからも 1 年ちょっとぐらいしかたっていません。実は昨日もある会社から外国

出願、台湾に出願をしましたという報告を受けていますので、外国出願、PCT に関して

は少しずつ増えていくと思っています。 
 私たちが知財に関しては発明審議会を必ず開いて、職務発明であることの認定ととも

に、ぜひ外国出願をしてほしいというものには必ずこちらから出願をお願いしています。

いま住広 PL が言いましたように、あとは企業の判断ということになりますので、私た

ちの希望が必ずしも通るわけではありませんが、これから増えていくのではないかと期

待しています。 
［藤村委員］ いま少し気になったところがありますので関連させてください。過去の国のこ

うしたコンソーシアム等、多くがなかなか成果を生み出せなかったと言われている一つ

の大きな理由として、技術的な成果が出たあとのマネーアロケーション、利益分配の約

束が事前にきちんとできていなかったということがあります。 
 そうすると、たとえばいまの特許の問題でも、A 社と B 社にそれぞれ出してもらった

とすると、それぞれの特許を合同しないと何か新しいものができないといったときに、

結局 A と B それぞれが、自分が権利を持っているというところで、コンフリクトが起こ

ります。いまのところはよくても、事業化が行われたときに、権利の配分を NEDO で大

もとは出ているのだとすると、そのあとは企業に出してもらったので、そちらでやって

くださいということになると、いまの利益分配の構造は壊れなくて、なかなか事業化に

結びつかないという過去の問題がそのまま踏襲される可能性があります。 
 これも NEDO そのものの問題、このプロジェクトの問題ではないかもしれないけれど

も、企業に特許を依頼する影響はどこまで考えておられますか。 
［住広（実施者）］ それぞれの企業に知財が帰属しますが、組合の運営としては組合員に対

してその知財の実施権を認める、しかも優遇された条件で認めることを、この組合の知
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財の規定に定めています。その意味で知財がそれぞれのところにバラバラに帰属してそ

れを統合したものが事業に使えないことは避けられるプロジェクトの仕組みにしてある

つもりです。 
［増原（実施者）］ 知財についてはもともと出願のときに事前に発明審議会をやりますが、

その発明審議会に出てくる知財は、そもそも各研究グループから出てきます。各研究グ

ループについては、たとえばデバイス会社は 1 社がそれぞれのグループに入っているか

たちですので、一緒に議論をする場がいままでは比較的少なかったことがあるかと思い

ます。 
 しかし実際に出願されたあとの知財は、実施は優遇されることが決まっていますので、

仮に別の会社からこのグループの知財について教えてくれという問い合わせがあれば、

それは第三者よりも早い時期に開示することはできます。ですから知財を発生する、あ

るいは審議する上での問題は、いまのところないと思っています。むしろ過去のプロジ

ェクトが使われないというのは、知財の問題ではなく、別種の問題だと思っています。 
［藤村委員］ そうすると、たとえば会員でない、強大な外国の第三者が使いたいと言ってき

たときに、許諾をするのか、しないのか。 
［増原（実施者）］ 一応、各知財の所有者、権利者は、各企業になります。その各企業に知

財を使いたいという申し出が海外から来た場合、それがハンドルすることになるという

ことで、第三者に実施させてはいけないということは書いてありません。組合のほかの

企業が実施する場合は、優遇するという規定になっています。ですから組合員のメンバ

ーは実施しやすいということです。 
［伊藤分科会長］ 特許に関してまだまだご意見があるかと思いますが、時間が限られていま

すので、ほかのご意見があれば先に伺います。 
［松山分科会長代理］ 今回のプロジェクトは、いくつかの異なる分野で取り組まれています。

またその内容もシステムのハイアラーキーから言うと、いろいろなところに踏み込まれ

ていますが、このような複合的なものを一つのプロジェクトで進めるときのメリットが

具体的にありましたら、お聞かせいただきたい。 
 いろいろな技術委員会のヒアリング等を通して、情報交換が行われていると思います

が、これぐらい違う分野では具体的にどういうことが生まれてくるのか。何かありまし

たら聞かせていただきたいと思います。 
［住広（実施者）］ バラバラのテーマが一つのプロジェクトとしてまとまる意味があるかと

いうことですが、まず製造技術の開発というところでは共通のインフラを使うことによ

って、技術開発のコスト、リスクなどをシェアできているということです。しかもこの

プロセスの構築をバックエンドの配線の中に埋め込むデバイスは、共通のルールの中で

構成していくというところで力を合わせている。これが一つのプロジェクトに集まって

いて、非常に効率を上げることができています。 
 もう一つは、これらの技術を融合して、さらに次の新しい付加価値を生み出すことが
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できるように持っていく。これが共通のプラットフォームに乗せている一番の理由です。

簡単に言えば、その第 1 の配線層にこれを入れて、第 2 の配線層にこれを入れてという

ようなものから、融合をさせやすい構造になっている。それとバックエンドとフロント

エンドにきれいな切れ目を入れている。 
 これはどのような CMOS に対しても共通的につながる仕組みを持ってきているので、

いろいろな設計資産との継承性を保って、それがここでつくっている技術をそれらの設

計資産を継承した上にアドオンさせることで付加価値をさらに広げていく仕組みができ

るのは、こういうところに一つに集まって、一つの大きな構想ルールの中でつくってい

るということで意味があると考えています。 
［松山分科会長代理］ その場合に、使われている材料などもかなり違うと思います。共通の

バックエンドを使うときに、個別に最適化する、たとえばアニール温度に関しても各デ

バイスによって要求が違ってくると思います。そういうときに逆にそれが律速になって

しまう。それもひとまとめに開発しようとすることで、逆に律速になって、個別にもっ

と最適化する重要な部分があるのではないかという気もしますが、そのへんはいかがで

しょうか。 
［住広（実施者）］ そこはおっしゃるとおりです。まずはそこをそれぞれが一番の最適なと

ころに合わせて共通化しています。それをさらにこのアプリケーションに特化していく

場合、そこが障害になる可能性は十分あると思います。その場合はそのベースからそこ

に特化した技術に進化させていけばいいと考えています。 
［松山分科会長代理］ わかりました。 
［吉川委員］ 事業化のシナリオについて、42 ページの資料に基づいて質問させていただきま

す。先ほどいろいろお答えされている中で、事業主体の企業の方が、これを事業化する

場合には、いまのようなお答えかと思いますが、たとえば富士通、日立、NEC にチップ

生産委託が枠で囲んであります。おそらく量産局面ではチップを外部に出すということ

だと思われますが、そうするとここでいろいろ開発された要素技術が、一つのケースと

してはファウンドリに出る可能性もあるわけですが、そういうときの技術移転と、権利

およびこれを開発したときの知財、そのあたりの全体を絡めてどういう戦略でこれを事

業化するのかという質問です。 
［住広（実施者）］ これはそれぞれの企業に答えてもらうべきことかもしれませんが、まず

大きな考え方として製造工場を持たないシステム側の事業、あるいはさらにその上のサ

ービスをやっている企業が、そのためのデバイスをどうやって調達するかという問題に

なると思います。その場合、外部のファウンドリなどの半導体製造会社に製造委託をし

て調達というスキームを取ることになります。そこで技術が散逸していかないかという

ことに関しては、外部のファウンドリ等、生産委託をする相手との契約の縛りにおいて

確保されていくべきものと考えています。 
 その手法ということでは、実際に水平分業は世の中のデファクトであって、そこのフ



参考資料 2－11 
 

ァブライトということでの事業の進め方は確立されてきていると考えています。 
［吉川委員］ それはケースバイケースで、個別に協議と理解すればよろしいのでしょうか。

はい、わかりました。 
［道正委員］ 低電圧動作、低消費電力に重点を置かれていると思うのですが、システムとし

てどれぐらいのスループットを目標にされているかが私にはあまりよくわからなかった

ので、目標をお聞きしたい。たとえば何年度かにシステムとして実現するときには、こ

れぐらいのスループットが要るはずだから、それから逆算するとこういうデバイス性能

になっているという話があるのか、それが少し気になりました。 
 気がついたのですが、やはり集積ロジックの上にメモリが置けると、LSI、回路の面積

がかなり小面積化できそうだということです。それもメリットとして取り上げたほうが

いいのではないかと思います。ただ周辺回路がどれぐらい食うのかわからないのですが、

回路設計の場合、システム設計をやっている人間から見ると、小面積化というのは非常

に重要なファクターになりますので、そのへんも強調されたほうがよろしいと思います。 
［住広（実施者）］ システムのスループット、システムの求める要求スペックについては、

このあとの個々の技術の詳細説明で、要求トレンドを実現するために最適化されるデバ

イスはどういうものかを説明いたします。小面積化についてもおっしゃるとおりで、後

ほど具体的なメリットをご説明したいと思います。 
［伊藤分科会長］ 最初のご説明で、世界のいろいろなコンソーシアムが似たようなテーマで

やっているとおっしゃいました。おそらくそういったところと個別にはいろいろな研究

レベルでは競争になると思います。この一覧表に挙げているのは、その組織全体の人数

や予算規模で、それはこのプロジェクトと比べるようなものではないかと思います。 
 その中の個別の開発チーム等、なかなかわからないかもしれませんが、そういったも

のと比べて、このプロジェクトの位置付け、予算、陣容、アイディアなどもあるかと思

いますが、そういった競争力としての位置付けはいまどのように感じておられるのでし

ょうか。十分競合しているか、何かそのお考えがありましたらお願いします。 
［住広（実施者）］ 技術のレベルに関して言えば、その目的、ターゲットとしているところ

の技術の達成度では決して負けていないと思っています。ただ研究機関として広いアプ

リケーションに応えられる技術研究開発がよりやりやすい環境かどうかという観点では、

海外の拠点はオープンなイノベーションの推進の仕方をしています。 
 われわれのプロジェクトの場合は、国のお金で推進しているわけですが、研究インフ

ラは別のお金で運営されています。そこはいまは産総研と、スーパークリーンルームの

場合、われわれの研究インフラですと、そこにユーザーとして参画している企業がコン

ソーシアムを形成して、そこの費用を負担して行われています。 
 海外の拠点との違いは、インフラの経営とプロジェクトの経営が一体化してオープン

にいろいろなところからポテンシャルを感じた人が投資をして集まってくるという仕組

みで、プログラムが経営されていきます。そこが費用的な負担やいろいろな広い出口を
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考えたときの技術のつくり上げ方、蓄積の仕方の面で、少し弱い点になると思います。 
［伊藤分科会長］ その後、実用化や事業化にどう結びつけるかというところで勝負は決ま

るのだろうと思いますので、よろしくお願いします。 
 まだまだこのほかにもご意見、ご質問等があろうかと存じますが、本プロジェクトの

詳細内容についてはこのあと詳しく説明していただきますので、その際にご議論させて

いただきたいと思います。 
 それでは予定の時間がまいりましたので、ここで昼食休憩を取りたいと思います。そ

の前に事務局より連絡がありますので、よろしくお願いします。 
 

 
5. プロジェクトの詳細説明（非公開） 

 
6. 実用化、事業化の見通しについて（非公開） 

 
7. 全体を通しての質疑（非公開） 

 
8. まとめ・講評 

［伊藤分科会長］ それでは審議も終了したので、議題 8.まとめと講評です。各委員の皆様か

ら、ご講評をいただきたいと思います。なお、非公開セッションの内容に関しては、こ

の場で触れないでいただきますようお願いします。それでは、松澤委員から始めていた

だけますか。最後に私が講評したいと思います。よろしくお願いします。 
［松澤委員］ 私から感想というか講評です。昨日は現場に赴いて、クリーンルームに入って、

かなり丁寧な説明を受けました。かなりレベルの高い技術が着々と研究開発されている

という実感を持ちました。 
 半導体、LSI の技術は大変ですが、特に今回のテーマはバックエンドのところにうま

く整合性が取れるマテリアル系を中心とした研究開発です。これは日本が強い分野でも

ありますし、下地の、フロントエンドのトランジスタがどうあろうと、バックエンドは

乗せて得られるということで、技術的にはかなり妥当というか、成功確率が高いやり方

ではないかと思います。 
 もちろんフロントエンドも FinFET だけではなく FD-SOI をベースとした構造もかな

りメリットがあると思います。ぜひ、それを発展させていただきたいと考えています。

技術のレベルとしては、たぶん世界のトップです。あとはそれをどういうふうにビジネ

スというか、展開していくかにかかっているのではないかと思いました。 
 私の思いとしては、これから微細化してくると専用 LSI が非常につくりにくい。けれ

ども、LSI のデマンドはずっとあります。「こういう LSI が欲しい」ということはあるの

で、フレキシブルデバイスというか新型のスイッチを中心とした FPGA が一つポイント
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になって、それが日本のいろいろな産業、特にインフラ系の産業を支える原動力になる

と思います。ぜひそういう大きな観点で、技術を進めていただきたいと思います。 
 その点に関して、かなり妥当なビジネスモデルも考えられているなという感じもしま

したが、もう一つ、技術と実用化する企業があまりにも整理されすぎている。大事な技

術ならお互いに使っていく。1 社だけではなくて複数社でのアライアンスというか、せ

っかくの技術ですから会社を越えて使っていく。コンソーシアムというか国がリーダー

シップを取ってやっているプロジェクトでもあるので、ぜひ会社間での活用も考えてい

ただきたいと思います。よろしくお願いします。 
［藤村委員］ 私も昨日、クリーンルームを見させていただき、技術的なところは深く感銘を

受けました。それぞれ最先端のことをされていてかなり心強く思いましたが、よく言わ

れているようにこれからどうするか。ここでは「実用化、事業化」という言い方をして

いますが、おそらく重要なことは事業化を越えた産業化だと思います。そこに向かった

とき、どうしても希望的観測のような話が多い。 
 その背景の一つに、研究開発の実施体制を見ると、LEAP は NEDO から委託を受けて

いる。いろいろ機関がありますが、全体を企画していく、全体の位置付けを検討してい

く部門がない。あるのかもしれません。理事会などが候補を持っているのかもしれない

けれども、独自の情報がありません。各社からいろいろ持ち込まれている情報をもって

話を決めている。 
 いまの組織では、LEAP としての意思決定ができるのかという問題がどうしても出て

きてしまいます。先ほどの産業化ではなくて実用化のときにどうも整理されすぎている

のではないかという話や、いろいろプラットフォームをやっていくというところ、活用

体制など、今後に向けて少し具体性に欠けるという印象はどうしても受けました。 
 いままですばらしい技術をつくり出したコンソーシアムはたくさんあって、できた瞬

間に持って行かれてしまったものが結構あります。そのパターンに陥らないか。特に今

度は量産体制は初めから想定しませんというお話がありましたが、全体の日本の中での

位置付け、各社を含めての位置付けについてはもう少し考えていただければと思いまし

た。 
［福島委員］ 昨日、産総研でクリーンルームを見せていただいて、前に MIRAI のときにも

見せていただきました。いい意味で、落ち着いた雰囲気でできるようになったという感

じがしました。研究という意味で、落ち着いた雰囲気だなという感じがしました。次も

いい意味ですが、今日、詳細な説明をお聴きして、地に足が着いた研究をされていると

いうのが素直な印象です。 
 次は懸念の話です。今日のスタートのときにもお話ししましたが、要素技術としては

かなりきちんと進んでいる印象を受けましたが、インテグレーション、企業の実用化、

事業化の話も最後にそれぞれの企業の方から伺いました。そこに行くまでに、それぞれ

の要素技術のところで SSI レベルのものをという話も出たと思いますが、そうではなく
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て、全体をもう少しインテグレーションしたかたちまで行っていたほうがわかりやすい。

実用化に際しての手助けになるのではないか。 
 もちろん各企業でやってもかまわないのですが、たぶん敷居が高いので、こういう研

究機関でそこまで踏み込んだほうが、企業に行ったときに実用化しやすいという印象を

受けました。 
 もう 1 点気がかりなのは、各企業の方に実用化のスケジュールも出していただきまし

たが、何か無理に、締めくくりのために実用化のシナリオを書いてこいと言われて書い

たような印象を受けました。スケジュールを見たら 2～3 年で製品開発ということが書い

てありましたが、そうするためにはいまから企業で何かやっていないと難しいのではな

いか。何か取ってつけた感じです。悪い意味ではなくて、心配事として、企業の製品化

のスケジュールに無理があるという印象がありました。 
 これはもっと辛口になるかもしれませんが、後工程としてまとめるなら後工程だけで

まとめたほうがいいのではないか。前工程の低電圧のものが入っていて、やる意味がな

いということではないのですが、むしろ後工程のノンボラタイルでまとめたほうが、こ

ちらも評価するときに集中できたという感じがしました。 
［道正委員］ 技術的な観点と商売的な観点から、二つコメントしたいと思います。私の専門

は回路です。皆さん、デバイスに関しては、ご専門なのでレベルが高いと思います。い

ままでのコメントにあるように、ものすごくレベルが高くて開発もきちんとできている

気がします。 
 懸念される事項はメモリです。読み出しと書き込みの部分がどういう回路を使ってい

るか。これから開発されるのかもしれないですが、そこらへんがまだよくわからない。

デバイスの実力を 100％発揮できるインタフェースを開発していただきたい。 
 それから、いまインプリしている方はシミュレーションは何もしません。メモリのモ

デルがあったら、それをはめ込んで使っているだけです。特に境界のところ、インタフ

ェースの設計の橋渡しをだれがするかは非常に重要です。先ほどあったように、PDK で

メモリのモデルを揃えていないと設計で使おうとしたときに使えない状況が発生するこ

とが多いので、ぜひそこらへんまでをやっていただきたい。いい技術であればあるほど、

できるだけ早く実用化しなければいけませんので、できるだけ早く実用化していたきだ

いと思います。 
 もう一つは、実用化となるとどうしてもコスト計算になります。いままで私たちもい

ろいろな会社からメモリの提案などを受けたことがありますが、いくらいいシステムで

も、安いもので代替できるとそちらを選択してしまうというのが企業です。コスト力も

ないと、結局は採用されないということが起こりえますので、できるだけコストの面で

もメリットを出していただきたい。 
 先ほど言いましたが、ロジックの上にメモリを積めることは非常に重要ですが、いま

までそういうテストチップをつくったことがあるかどうか、気になりました。テストチ
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ップでロジック回路を下に積んで、上にメモリを積んでちゃんと動作するか、一度確か

めてみたほうがいい。変な不具合が出る可能性もあるので、そういうことも実証してい

ただきたいと思いました。以上です。 
［吉川委員］ 中間評価の目標は、各グループとも達成していると判断しました。出向してい

る技術者の方々は技術開発に専念していて、そのご努力には敬意を表したいと思います。 
 1 点、懸念のポイントは事業化の見通しです。これは皆さんの責任ではなく、我が国

の経済状況の中で、NEDO の中でも特に LEAP のテーマの事業評価は非常に難しいと考

えています。後半、各事業会社からのご説明がありましたが、各社の事業戦略の中に、

すでに半導体製造はしないという中で、「ビジネスとして組み込んでいく」という力強い

コミットメントがあったと理解しています。それは前向きに受け止めて、最終評価のと

きにはこれが事業につながるように、成功を期待したいと思います。以上です。 
［松山分科会長代理］ 今回のプロジェクトは低電圧、省電力ということで、いままでは高密

度化、低価格でしたので、新しい軸ではないかと思います。場合によっては、こういう

路線で、電子産業全般が活性化する契機になればいいと思います。 
 いろいろな分野の技術課題は、非常に高く設定されていて、今回の中間評価でも、非

常に高い達成度が出されていると思います。いくつかの技術分野は、実用化へのハード

ルという観点から見ると、かなりバラエティがある気がしました。逆に言うと、高いハ

ードルの分野は実用化されれば先行利益をかなり確保できる利点もあります。この期間

内での評価、達成度とは別に、長期的にさらにそういう研究が進めばいいと思います。 
 新しい評価軸の中で、基礎研究としても新しい芽が出てくればいいと思います。おも

しろい物性とか、いろいろな機構が見出されているようなので、そういう方向の基礎研

究への発展も期待したいと思います。 
［伊藤分科会長］ 今回、非常に短い研究期間のあとでの中間評価で、しかも昨年の震災の影

響などもあったと思いますが、そういった中で、非常にすばらしい研究成果が得られた

と思います。プロジェクトが始まる前に綿密な計画の検討をされ、スーパークリーンル

ームという環境があり、つくばといういろいろなインフラも使えた成果だろうと思いま

す。そういったことではマネジメント体制もしっかりして、非常に効率的な研究が進め

られたと思います。 
 研究としては非常にすばらしいところに来ていますが、次の後半は実用化・事業化に

いかにつなげていくことだと思います。テーマによってバラツキがありますが、従来の

国プロに比較して、実施者、個々の皆様の頭の中に実用化・事業化がある。いろいろ考

えてもらっている印象は受けました。 
 昨日、クリーンルームの中で説明を伺ったときも、個々の担当者も非常に熱意を持っ

て説明しておられ、いかにこれを実用化して、最終的に国の競争力強化につなげるか。

そうしたいという思いがあることは窺えます。 
 これから実用化・事業化に対しては、技術移管のステップを取っていく必要があると
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思います。技術移管に対しては、単にペーパーでの移管ではなく人の移管が非常に効率

がいい。会社での経験もそういうことです。 
 このプロジェクトは、おそらくそれがかなり可能になる体制になっています。もちろ

ん、それを越えて、そこに加わっていないところに展開することもあると思いますが、

ぜひ効率的なスムーズな移管、展開をこれから考える。LEAP の中でもそういったもの

に向けて計画を柔軟に変えて、対応していただければと思います。 
 日本の情勢が急激に変わっているので、そういったものにいかに対応して成果を国に

フィードバックしていくかが大事だと思います。引き続きよろしくお願いしたいと思い

ます。以上です。 
 

 
9. 今後の予定、その他 

事務局から資料 7 により今後の予定が説明され、最後に事務局 NEDO 評価部の竹下部長か

ら以下の挨拶があった。 

［竹下（事務局）］ 大変お忙しい中、ナショプロの中間評価にご協力いただき、評価委員の皆

様に改めて御礼申し上げます。少し時間を置いて書面で評価をいただくわけですが、中間

評価はプロジェクトを見直す良い機会です。ぜひ率直な評価コメントと評点づけをよろし

くお願いします。 
 推進部、実施者の皆様、中間評価に対応していただき、ありがとうございます。60 日を

めどに評価をまとめていきます。ぜひ評価結果を最大限尊重していただき、プロジェクト

の見直しに活用していただきたいと思います。以上です。 
 
10. 閉会 
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参考資料３ 評価結果の反映について 
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－

1 

「低炭素社会を実現する超低電圧デバイスプロジェクト」（中間評価）の評価結果の反映について 

評価のポイント 反映（対処方針）のポイント 

・本プロジェクトは、BEOL（Back End Of Line）デバイスを

中心として様々な展開が期待できる研究テーマを取り上げ、

研究体制を構築し、短期間にも拘わらず世界トップレベルの

研究成果を挙げ中間目標をほぼ達成した。早期の実用化が達

成できれば日本のLSI （Large-Scale Integration）競争力

復活に寄与する可能性がある。 

・メモリの実用化を早めるためにも、書込み・読出しに必要

な周辺回路や、既存のIP[FEOL（Front End of Line）]との

整合性についてもプロジェクト内で検討の対象に入れるべ

きではないか。 

 

 

・プロジェクト終了時までに受け入れる企業側の事業戦略を

具体的に示す必要がある。 

 

 

 

 

 

 

・開発した技術の実用化に向けて、当初予定通り、デバイス

単体の性能向上の研究開発に加えて、周辺回路、回路情報と

整合性を考慮した研究開発を行う。  

→ 計画等への反映なし。 

 

・開発成果を活用する各企業の実用化・事業化に対する戦略

（知的財産権の維持・確保を含む）を、各企業と個別に議論

を行い明確化する。 

 →平成 25年度の実施方針へ反映。 

 
 



 

 

 

本研究評価委員会報告は、独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構（NEDO）評価部が委員会の事務局として編集して

います。 

 

平成２４年１１月 

 

 NEDO 評価部 評価部 

 部長 竹下  満 

 主幹 三上  強 

 担当 柳川 裕彦 

 

＊研究評価委員会に関する情報は NEDO のホームページに掲載していま

す。 

（http://www.nedo.go.jp/introducing/iinkai/kenkyuu_index.html） 

 

〒212-8554 神奈川県川崎市幸区大宮町1310番地 

      ミューザ川崎セントラルタワー20F 

TEL 044-520-5161  FAX 044-520-5162 

 


	1024柳暫定1017ura 第1章_ナノエレ（中間）_評価報告書（案）
	第2章_01_(共通パーツ頁2-1と)事業原簿_表紙_ナノエレ.pdf
	第2章_02_事業原簿(資料5-1_公開版)_ナノエレ
	第2章_03_(共通パーツ頁2-2)(次ページより...）
	第2章_04_プレゼン資料(資料5-2_公開版)_ナノエレ_2UP
	第X章_参考資料1　評価の実施方法_ナノエレ_20121010



